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袋井市

協働により実
現する若い世
代が安心して
働き、子育て
ができるまち

1167 1167040 080010
預かり保育の自治
会やＮＰＯ法人な
どへの委託の容認

預かり保育は、幼稚園が実施
する教育活動であるが、自治
会やＮＰＯ法人へ委託できる
ようにする。

預かり保育は、幼稚園が実施する教育活動で
あるが、自治会やＮＰＯ法人へ委託できるよ
うにする。

幼児は預かり保育、児童は放課後児童ク
ラブと世代によって支援体制が異なって
いる。これを一元化し、地域やＮＰＯ団
体に委託して実施することは、子育て支
援体制の充実はもとより、ＮＰＯ団体の
育成や小さな行政の推進につながる。幼
い子供を持つ共働き世帯が仕事と子育て
の両立ができ、より安心して就労できる
環境を整備するためにも、これらを一元
化して委託実施したいが、その場合に
は、既存の放課後児童クラブについて、
放課後児童健全育成事業費等補助金交付
要綱の対象外となる懸念もある。また、
現在、本市の放課後児童クラブは、地域
組織やＮＰＯに委託して実施している
が、預かり保育は市直営である。基本的
には、民にできることは民での実施を基
本に、預かり保育についても民の活用が
図られることを望むものである。

「幼稚園における放課後児童
健全育成事業について」（平
成１５年５月文部科学省幼児
教育課長・私学行政課長・厚
生労働省育成環境課長通知）

市町村が、幼稚園本来の活動に支
障のない限り、幼稚園の園舎等を
使用して、幼稚園の教育活動終了
後に、当該幼稚園に在園しない幼
児を含めた保育や放課後児童健全
育成事業を実施することは、現行
制度上でも可能である。
また、幼稚園設置者の管理責任等
を明らかにし、幼児の教育上・安
全上適切な環境の下で委託するの
であれば、このような事業をＮＰ
Ｏ等に委託することも、現行制度
上で可能である。

5

市町村が、幼稚園本来の活動に支障のない限
り、幼稚園の園舎等を使用して、幼稚園の教
育活動終了後に、当該幼稚園に在園しない幼
児を含めた保育や放課後児童健全育成事業を
実施することは、現行制度上でも可能であ
る。
また、幼稚園設置者の管理責任等を明らかに
し、幼児の教育上・安全上適切な環境の下で
委託するのであれば、このような事業をＮＰ
Ｏ等に委託することも、現行制度上で可能で
ある。

北海道
滝川市

商業都市の再
生

1390 1390050 080020
公立図書館のアウ
トソーシング

公設民営型図書館の設置

市立図書館と國學院短期大学図書館のそれぞ
れ目的が異なる機能を一つの施設として設置
し、総合的に相互連携しながら地域住民に生
涯学習の情報サービスを提供したい。

行政と大学の人材・財産・資源の共有化
と有効活用を図り、地域にとって効果的
な新たな図書館を設置する。

図書館法第３条

図書館奉仕の規定が置かれている
図書館法第３条において、学校に
付属する図書館等との緊密な連
絡、協力や、図書館資料の相互貸
借、学校等との緊密な連絡、協力
につき規定されているところ。

5 －

   現行も、図書館法上公立図書館と学校に
付属する図書館等との緊密な連携を奨励して
いるところであり、ご指摘頂いている大学図
書館とも、大学との協議の上、例えば大学図
書館を広く市民に開放するなどして、地域住
民の生涯学習の情報サービスを提供すること
は可能である。

提案者の要望の内容は
公立図書館と私立大学
の図書館のそれぞれ異
なる機能を一つの施設
として設置するもので
あるが、これも実現可
能であると考えていい
のか。

5

   図書館法は、大学の敷地内への公立
図書館の設置を阻害するものではなく、
公立図書館と学校に付属する図書館等
との緊密な連携につき奨励している。ま
た、短期大学設置基準上も、「特別な事
情があるとき」は、短期大学内に図書館
を設けなくともよい旨規定しているところ
であり、ご提案については、現行制度上
は可能である（設置基準上の「特別な事
情」に当たるか否かについては、実際に
は大学からの相談等を受けて、教育研
究上の支障がないかどうか等の観点か
ら、個別具体的に検討することとなる。）

川口市

行政サービス
の民間開放に
よる地域の教
育力再生

1299 1299010 080030

「地域子ども教室
推進事業」等に係
る行政サービスの
民間開放

「地域子ども教室」や「地域
総合型スポーツクラブ」の設
立にあたり、民間参入を容認
し、官民が一体となって、よ
りよい教育サービスの提供を
目指す。

子どもの居場所づくり新プランによる「地域
子ども教室」や「地域総合型スポーツクラ
ブ」設置の推進にあたり、行政がすべての財
政負担をするのではなく、ＮＰＯや民間教育
機関にアウトソーシングすることによって、
有料の教育サービスを提供できるようにす
る。具体的には、行政が計画する無料の子ど
もの居場所づくりの事業と並行して、民間に
よる習字、珠算、ピアノ、英会話教室やス
ポーツクラブの活動を学校の施設を活用して
で実施できるようにする。保護者にとって
は、学校施設を利用することによって、子ど
もの安全性の確保や経済的な負担の軽減につ
ながる。

行政財産である学校施設を営利目的で利
用することが制限されているため

学校教育法第８５条
地方自治法第２３８条の４第
４項

学校施設は、本来の目的である教
育活動の実施に支障のない限りに
おいて目的外使用を認めることが
可能となっている。
公立学校については、教育委員会
が目的外使用に関する規則を制定
し、これに基づき目的外使用を許
可する。

5

目的外使用については、各地方公共団体が使
用又は収益を許可する条件を規則で定め、地
方公共団体以外の者に使用又は収益させるこ
とが可能である（地方自治法第２３８条の４
第４項）。
なお、憲法第８９条との関係には留意してい
ただきたい。（参照：昭３２・２・２２法制
局１発１８　法制局第一部長回答等）

提案者の要望は、学校
施設を利用して民間事
業者による珠算、ピア
ノ教室等を実施するこ
とが可能にすべきとと
いうものであり、これ
も実現できると解して
よいか。

5
学校の目的外使用については、学校の
設置者たる教育委員会の判断により可
能である。
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川口市

行政サービス
の民間開放に
よる地域の教
育力再生

1299 1299020 080040
「不登校児童生徒
の支援」の民間開
放

学校が行う不登校指導を補完
するものとして、宿泊体験な
ど集団適応のための体験活動
やカウンセリング、授業につ
いていくための基礎学力を身
につける補習授業など個に応
じたきめこまかな対応をする
ための場づくりを行政とボラ
ンティアや民間教育機関が連
携して行う。また、子どもた
ちが、地元地域でサポートを
受けられるよう、「サポート
教室」の開設にあたって公民
館等の利用を積極的に行う。

様々な不登校対策の施策が講じられているにもかかわ
らず、有効な対策が見つからない現状にある。また、
不登校対策が学校教育の枠の中で行われているため、
義務教育修了後のケアがほとんど行われていないこと
も子どもの自立を遅らせる要因となっている。不登校
の子どもたちはそれぞれに違った課題を抱えており、
個に応じたきめ細かな対応が必要である。カウンセリ
ングによる心のケアはもとより、学校復帰のために
は、集団への適応訓練や学年相当の授業に耐えうる基
礎学力の保障もしなくてはならない。しかし、中学生
の４％にも及ぶ不登校生徒への対応は、もはや学校や
公的機関だけでは十分な支援ができない状況にある。
そこで、不登校児童生徒の指導にあたり、学校を中心
とした不登校指導を補完するものとして、ボランティ
アはもとより民間の教育機関等と行政が連携し、学校
復帰のための「サポート教室」を設置し個に応じた有
料の教育サービスを地域で受けられるようにする。具
体的には、夏休みの宿泊体験活動、職業・ボランティ
ア体験活動、中学3年生と卒業生を対象とした高校進学
のための補習教室等が上げられる。また、不登校の予
防的な指導として、学力不振児や外国人児童生徒への
補習の教室も開設する。なお、民間参入による保護者
の経済的な負担を軽減するため、行政による就学助成
金制度や公民館等の公的施設の利用も推進する。

不登校児童生徒が無理なく通える場所と
して、地域の公民館等があるが、公民館
を営利目的で使用することが制限されて
いるため。

社会教育法第２３条第１項

社会教育法２３条第１項により、
公民館がもっぱら営利を目的とす
る事業を行うこと、特定の営利事
業に公民館の名称を利用させるこ
と、その他営利事業を援助するこ
とが禁止されているところ。

5 －

社会教育法上禁止される営利を目的とする事
業とは、財産上の利益獲得だけをもっぱら追
及する事業であって、収益をあげる事業が当
然に禁止されるものではない。また、「営利
事業を援助すること」とは、一般的に「特定
の営利事業者に対し、公民館の使用について
特に便宜を図り、もって当該事業者に利益を
与え、その営業を助けること」をいう（平７
局長通知）のであって、公民館の目的に応じ
て民間事業者等との連携を図ることは何ら問
題ない。なお、平成１３年の社教法改正や
「公民館の設置・運営基準」の全部改正によ
り、学校教育と社会教育の緊密な連携が求め
られているところである。

磐梯町

仏都・会津の
シンボル磐梯
町への定住化
構想(過疎地
域からの脱却
のための地域
再生）

1232 1232030 080050
事業主体の町とＰ
ＦＩ事業者の合同
実施の認定

補助事業の事業主体を拡大
し、町とＰＦＩ事業者などの
組み合わせた形でも対象とす
る

事業主体の拡大を図ることにより、ＰＦＩを
含む民間と町との新たな共同事業を取り組む
ことにより新規雇用の創出が図られる。

民間を含む新たな事業主体を認定するこ
とにより、雇用の拡大と市場の活性化が
図られる。

6
　提案主体が整備を予定している公共施設に
係る補助金を所管していないため。

札幌市
交流と創造の
空間・活動づ
くり

1258 1258050 080060

PFI事業を推進する
ための税制措置，
補助金の弾力的適
用

PFI事業として公共施設等の整
備を行う場合の補助金交付
や，税制措置について，地方
公共団体等が自ら事業を実施
する場合とイコールフッティ
ングを図る。

PFI事業についても非課税措置がなされた
り，BOT方式，BTO方式に関わらず補助金が交
付されることによって，PFI事業が一層推進
され，行政サービスの民間開放が促進され
る。

現行の制度では，課税措置を避けたり，
補助金の交付を受けやすくするために，
BTO方式のPFIを採用するケースが多くな
りがちであり，所有も含めた民間開放に
結びつきにくい。

6

　提案主体が整備を予定している公共施設に
係る補助金を所管していないため。
　また、税制措置については財務省及び総務
省の所管である。

広島県

行政サービス
の民間開放に
よる地域の新
たなビジネス
機会等の創出

2042 2042060 080070
ＰＦＩの積極的活
用の推進

・国庫補助事業をＰＦＩ事業
として実施するに当たり，そ
の手法の如何を問わず，従来
の場合と同様の財政支援策を
講じること。
・また，特定の用途に限定さ
れた公共施設用地として国庫
補助事業で取得した土地にそ
の補助の目的外の民間収益施
設を合築することが可能とす
ること。

公共施設等の整備等について，ＰＦＩ方式の
円滑な導入及び最も効果的・効率的なＰＦＩ
事業手法の採用を可能にするため，
①ＢＴＯ等の手法を問わず採用可能な国庫補
助事業とする。
②公共施設と民間収益施設の複合施設を設置
可能とする。
ことにより，一層の民間活用の推進を図る。

従来方式とＰＦＩ方式，また，ＰＦＩ方
式においてもＢＴＯとＢＯＴなどの手法
の如何により，国庫補助金等の国の支援
措置が異なる。
また，国庫補助事業として取得した土地
に民間の収益施設を建設する場合には補
助金を返還することとなる。

・義務教育諸学校施設整備費
国庫負担法
・公立学校施設費国庫負担金
等に関する関係法令等の運用
細目
・公立学校施設整備費補助金
（学校体育諸施設整備費）交
付要綱
・学校給食補助交付要綱
・民間資金等の活用による公
共施設等の整備等の促進に関
する法律

　公立学校の施設整備に当たって
は、その施設の建築に要する経費
について、国庫補助を行ってい
る。
　また、いわゆるＰＦＩ法の規定
に基づき、ＰＦＩ事業において、
公共施設と民間収益施設との合築
が可能とされている。

5

　ＰＦＩ事業により公立学校施設整備を行う
場合であっても、当該施設の建築に要する経
費については国庫補助の対象としている。
　また、民間収益施設との合築については、
地方公共団体の判断により可能である。

提案者の要望は、複合
施設の設置に加え、
BTO等の手法を問わず
採用可能な国庫補助事
業とするとあるが、こ
れについて検討された
い。

5
　ＰＦＩ事業の手法を問わず、公立学校施
設の整備に係る買収費について国庫補
助の対象としている。
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㈱北海
道二十
一世紀
総合研
究所

地方分権・民
間主体型統計
分析の実施

3036 3036010 080080

地域経済動向に関
する統計の一元化
と地方主体の実態
把握

１．国で実施されている統計
業務の都道府県（市町村）へ
の移管
２．公的主体で管理・実施し
ている統計作業、集計作業の
民間へのアウトソーシングの
推進

１．地域の各種統計（人口、商業、工業、雇
用動向、景気動向、企業データベース等）で
国で実施されているものの都道府県（市町
村）移管
２．地域企業による統計の一元管理と実施
（地域での臨時雇用者を中心とした雇用管理
を含む）
３．地域企業による、地元企業や住民が利用
しやすい（利用促進につながる）形式への
データの加工、公表手法、デザインの検討
４．上記は、北海道での「道州制特区」の枠
組みで、試行することも考えられる。

１．失業率のように、地域では四半期
ベースのみ公表されるため、月きめ細か
な雇用政策の立案が困難な状況にある。
２．景気動向や世論調査等複数のアン
ケート調査等が同一企業や個人に依頼さ
れる結果、多大な手数をかけている。
３．一部統計については、都道府県レベ
ルのデータ公表に留まり、市町村レベル
での施策推進に不十分なデータもある。
４．総務省アンケートによれば、こうし
た統計結果が市民や企業に有効活用され
ているとはいえない状況にある。
以上に対して、地域の民間企業の一元管
理の上で統計調査等を実施すれば、デー
タの地域密着化やデータ集計・管理の効
率化が図られるとともに、データの有効
活用を推進する。また、調査員の募集・
管理も地域企業が実施することにより、
地域での雇用創出につながる。

統計法第１４条

国の行う統計調査は、調査の目
的・特性、効率性等を考慮し調査
業務等を決定しており、必要に応
じて地方公共団体や民間企業に委
託を行っている。また、国民の共
有財産としての統計データをより
有益に活用するため、地域におい
て公表可能な設計である統計調査
については、地方公共団体等にお
いて市区町村単位まで細分化され
た集計結果の公表が行われている
調査もある。
　なお、統計の真実性を確保し、
統計利用者に信頼される質の高い
統計を作成するためには、秘密の
保護等により調査対象者の信頼を
得ることが不可欠であるため、調
査客体の秘密が漏洩しないよう法
律上守秘義務が課せられており、
市区町村別の集計等集計結果を細
分化した際に現れるが、調査客体
数が少なく集計結果を公表するこ
とにより調査客体の秘密が漏洩す
る可能性がある場合においては、
公表を行わない等の措置を講じて
いる。

5

国の統計調査は、国民の活動や状態を全体的に
把握する目的から、全国的で大規模な調査が多
く、調査を実施するに当たっては、結果に偏り
が生じないよう、同一時点・同一方法で統一的
に行う必要がある。また、都道府県（市町村）
レベルでは抽出数の不足により集計しても有意
な数字が得られない調査、客体数が少なく集計
結果から調査客体が特定できる調査等があり、
全ての統計調査について都道府県（市町村）に
移管または地域企業に委託することは適当では
ない。
　しかし、地域に即した調査結果の公表等の調
査結果の利用の拡大、報告者の負担軽減及び地
方公共団体への調査業務の委託等を含めた統計
調査の効率的・円滑な実施については、各府省
共通の検討課題であり、調査客体の秘密の保
護、統計利用者のニーズ、調査業務の効率性等
を勘案しつつ、対応可能なものについては積極
的に推進してまいりたい。
　また、統計調査事務の民間委託については、
平成１６年早々に関係府省による検討会議を立
ち上げ、その中で統計調査事務の民間委託に関
する様々な選択肢を含めて検討を進め、その検
討を踏まえ、平成１６年度中に、民間委託に係
るガイドラインを作成することとしている。今
回提案されている統計及び集計作業の民間への
譲渡等についても、その可能性を含め上記検討
会議の中で議論されるものであり、ガイドライ
ンの内容を踏まえて対応してまいりたい。

財団法
人本庄
国際リ
サーチ
パーク
研究推
進機構
／
学校法
人早稲
田大学

エコユーザー
の育成と参加
を通じた <自
律･循環>の地
域づくり

3043 3043080 080090

環境教育のアウト
ソーシング等に係
る教育委員会の自
己裁量拡大

【生涯環境教育③】
●民間機関への環境教育のア
ウトソーシング等に関する地
元教育委員会による自己裁量
と主体的判断を誘導しうる制
度の顕在化
●環境教育に関する非常勤講
師について、教育職員免許状
を有しないものの取扱いにつ
いての規定の整備
※地域をベースとした環境教
育プログラムの効果的な実施
に関して、主として公立学校
における他の教育機関との教
員人事、単位互換及び民間機
関への特定課程の外部委託
（アウトソーシング)等を実施
する際の支援措置を提案した
い。

◆既存の公私立学校や民間機関が連携・協働
した地域環境教育の実現
＊地域をベースとして「小・中・高校・大
学」一貫した環境教育プログラムを開発・実
践するためには、公立及び私立の既存教育機
関相互の連携を強化すると共に、本財団を中
心に運営される民間の環境教育専門機関(予
定)との間の緊密な連携・協働関係を確保し
強化していくことが必要である。
＊このため、具体的には、国・県から地元教
育委員会への権限移譲ないし特例認可を実現
することにより、地域内の学校・教育機関の
間での教員の人事交流や、各機関間・ステー
ジ間の単位互換（科目履修認証）、地域の産
業界・行政等との提携による環境インターン
シップの制度化などを、地域独自の取り組み
に応じて適切かつ円滑に導入・実施するとと
もに、特定カリキュラムを対象とした環境教
育の公立校からの外部委託（アウトソーシン
グ）を積極的に実施する。

教育委員会においては全国一律の教育行
政がとられる傾向が強く、地域の特徴や
独自の教育実践を活かした自らの裁量に
より、各種教育機関の間(公立・私立、
小・中・高校・大学等)の連携・交流や教
育サービスの民間委託等を実施しがたい
状況が存在する。当該環境教育カリキュ
ラムの編成と実行に関わる元(市町村)の
教育委員会の主体的判断を促す一方、小
中学校等において、カリキュラムの一部
アウトソーシングに関する制度の顕在化
が必要である。

5

環境教育に関する非常勤講師に、教育職員免
許状を有しない者を充てることについては、
各教科や「総合的な学習の時間」の一部で環
境について取り上げた際に、教員免許状を有
しない優れた社会人等が指導を行うことは、
特別非常勤講師（教育職員免許法第３条の
２）の制度を活用することにより可能であ
る。
学校や社会教育施設において、地域の学習資
源を積極的に活用すること等を通じて環境教
育・環境学習が推進されるよう、今後とも努
めてまいりたい。

貴省の回答中の措置分
類には「３」とある
が、その内容及び具体
的理由について回答の
上、要望を実現するた
めにはどうすれば言い
か検討されたい。

5

改めて検討したが、４１．措置の概要に
書いたようなことから、実質的な提案の
趣旨を実現することは可能である。

川口市

行政サービス
の民間開放に
よる地域の教
育力再生

1299 1299030 080100

社会奉仕活動等の
教育課程への位置
づけと、体験学習
プログラムの民間
参入の促進

社会奉仕活動やボランティア
活動等を教育課程に位置づ
け、子どもたちが地域で学ぶ
機会を設定する。その際、地
域ボランティア団体、町会等
との連携はもとより、民間機
関が作成した体験学習プログ
ラムの活用も推進する。

子どもたちに豊かな人間性を育て、青少年の
健全育成を目指すためには、ボランティア活
動や社会奉仕活動等の多様な体験活動を行う
ことが有効な手段である。しかし、現行の教
育課程の各教科、道徳、特別活動、総合的な
学習の時間にそれらの活動を位置づける時間
的なゆとりはない。また、校外における学習
は、企画立案や地域との打合せなど準備に時
間と労力を要することもあり、現実的には実
施することが難しい状況にある。そこで、構
造改革特別区域研究開発学校設置事業を利用
して、教育課程内に、ボランティア活動等を
位置づけ、週休日や長期休業を利用して全て
の子どもが実施するようにする。実施にあ
たっては、学校・教員の企画した体験活動以
外にも、ＮＰＯやボランティア団体、民間企
業が企画した、職業体験や起業家プログラ
ム、社会奉仕活動や地域のボランティア活
動、通学合宿や農村ホームステイ、キャンプ
実習など学校内では味わえない豊かな体験プ
ログラムを提供し、子どもたちに社会性や規
範意識などを育む。

週５日制の教育計画に、校外学習である
社会奉仕体験活動等を位置づけることが
困難であるため。

学校教育法施行規則24条、24
条の2、25条、53条、54条、
54条の2等
文部科学省告示第56号　等

各学校は、学習指導要領等の教育
課程の基準に基づいて、教育課程
を編成・実施するものとされてい
る。
また、地方自治体が、構造改革特
別区域基本方針別表１「構造改革
特別区域研究開発学校設置事業
（802）」の認定を受けること
で、教育課程の基準によらない教
育課程の編成・実施が可能とな
る。

4

　夏休みなどの長期休業日に学校・家庭・地
域が協力して、児童生徒に多様な学習機会を
提供することは重要であり、各地で社会奉仕
体験活動も含めて多様な取組が行われてい
る。
　また、公立学校の場合、長期休業日の設定
については、当該学校の設置者である教育委
員会が定めることとされており、学校管理規
則において規定することが一般的である。
土・日曜日等の休業日を定例的に授業日とす
ることは、学校週5日制の導入の経緯及び趣
旨から適当ではないが、学校行事を行う場合
など特に必要がある場合に、休業日を授業日
に振り替えることは現在でも幅広く行われて
おり、提案の趣旨は現在でも十分実現できる
ものと考える。
　なお、学校において社会奉仕体験活動等を
行うことは現在でも幅広く取り組まれている
ところであるが、教育課程内に新教科として
位置付けることについては、「構造改革特別
区域研究開発学校設置事業」を活用すること
で実現可能である。

3／75



08　文部科学省　再検討要請回答

15.提
案主
体名

19.地域再生
構想の名称

a.地域
再生構
想管理
番号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のた
めの支援措置に
係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援
措置に係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する法
令、告示、通達等の定め

38.制度等の現状

39.措
置等
の分
類

40.措
置等
の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室
から各府省庁への再
検討要請

45.「措
置等
の分
類の
見直し

46.措
置等
の内
容の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁か
らの回答

愛知県
豊田市

都市農山村共
生活性化構想

1192 1192040 080110
私立幼稚園設置認
可権の移譲

愛知県のもつ私立幼稚園の設
置認可権を、地域再生計画に
基づいて、特例として市長に
移譲する。

国庫補助を受けて建設した市立幼稚園を、多
様化する教育保育ニーズに対応するための｢
豊田市立保育園・幼稚園民間移管計画｣によ
る私立幼稚園の設立認可について、施設の自
己所有を条件とせずに、無償貸与による設立
を認可して、当該計画の推進にあたる。

民間活力導入、アウトソーシングは、地
域再生の視点から重要であり、特段施設
の自己所有を私立幼稚園の設置認可条件
とすることは、規制改革の流れに逆行し
ている。

【権限委譲】
地方自治法第２５２条の１７
の２第１項
【校地・校舎の自己所有要件
の緩和】
構造改革特別区域基本方針別
表１・820（801-2）

【権限委譲】
地方自治法第２５２条の１７の２
第１項の規定により、「都道府県
知事の権限に属する事務の一部
を、条例で定めるところにより、
市町村が処理することができ
る。」とされている。
【校地・校舎の自己所有要件の緩
和】
特区においては、校地・校舎の自
己所有を要しない小学校等の設置
が認められている。

【権限
委譲】
５

【校
地・校
舎の自
己所有
要件の
緩和】
４

現在都道府県知事の権限とされている「私立
幼稚園の設置認可」権限を市に委譲すること
については、地方自治法第252条の17の2第1
項の規定により可能である。また、校地・校
舎の自己所有を要しない学校設置について
は、特区において許容されているところであ
り（構造改革特区基本方針別表１820（801-
2））、本提案を実施するための制度上の障
壁はこの点でも存在しない。

浜松市

世界都市浜
松・外国人と
の地域共生構
想

1371 1371010 080120
学校法人・各種学
校設立認可権限の
委譲

外国人学校を学校法人並びに
各種学校として認定する権限
を県から市に委譲し、学校設
立認可を迅速に行うことによ
り、地域ニーズに沿った学校
設置，児童･生徒の学習環境の
改善と外国人学校の経営の安
定化を図る。

学校法人並びに各種学校に位置付けられた外
国人学校に対し、行政と連携した事業を実施
するとともに、公的支援を検討していく。同
時に学校法人として税制上の優遇措置が受け
られるため、学校経営の安定が図られ、子ど
もの教育機会が広げられることになる。

学校法人並びに各種学校の認定を受けな
い外国人学校は、公の支配に属さないた
め、公金による支援を受けることができ
ない。(憲法第８９条）そこで、外国人学
校の学校法人並びに各種学校の設立認可
を容易にし、税制上の優遇措置を受けら
れるともに、公的な支援を可能にし、児
童･生徒の学習環境の改善と外国人学校の
経営の安定化を図っていくため。
外国人の子どもの教育機会の選択肢が広
がり、不就学の子どもの減少につなげる
ことが出来る。

地方自治法第２３８条の４
各種学校、準学校法人の設置に際
しては、所轄庁たる都道府県知事
の認可が必要である。

5

私立の各種学校や私立学校法第６４条第４項
に定める法人（以下「学校法人」という。）
の認可権を都道府県知事としているのは、各
種学校や学校法人の設置主体となるべきもの
の経済状態を把握することに加え、地域の高
等学校生徒の進路指導や当該各種学校の卒業
生の就職見通し、教員、施設等の教育条件が
各種学校教育にふさわしいものであるかどう
か等についても把握することが必要であるた
めであり、このような観点から審査を行うに
はある程度広範な地域の状況を把握しうる立
場にあり、かつ、私学行政全般に精通してい
る都道府県知事がふさわしいと考えられるか
らである。
外国人学校のような、ある特定の地域等にお
けるある分野等については、市町村に処理さ
せることが適当であることも想定できないわ
けではないが、その場合にも各種学校や学校
法人の認可権を都道府県に係らしめている理
由にかんがみ、地方自治法第２５２条の１７
の２に規定されている、都道府県と市町村の
協議の上、私立の各種学校や学校法人の認可
権を市町村に委譲するという方法を採ること
が最も適当であると考える（地方自治法第２
５２条の１７の２第１項参照）。

葛飾区
議会議
員

「小学校を拠
点とした、地
域コミュニ
ティ活性化に
よる、下町再
生構想」

3016 3016010 080130

学校運営と、学校
施設の管理運営権
限の分離と、管理
運営権限の地域・
民間への委譲

現在の学校教育法では、学校長
に、学校施設の管理運営は委ねら
れていますが、総合施設の管理運
営を学校長に委ねることは実質的
に不可能であり、学校の運営と、
施設の管理権限をを分離すること
が必要となります。学校を含む総
合施設の管理運営権限を地域・民
間に委譲することが出来れば、地
域雇用の創出につながるのみなら
ず、施設管理上の民間のすぐれた
防犯等のノウハウや施設の民間事
業者への一部貸し出し等の有効活
用、サービス時間の延長などが実
現できます。昨今導入された指定
管理者制度は、こういった規制を
取り外すことを目的としています
が、、学校施設については、依然
として学校教育法上、その施設の
管理運営権限は学校法人に限定さ
れてしまっています。

学校の運営と、学校施設の権限を分離し、学
校を含む総合施設の管理権限を、地域・民間
に委譲することが出来れば、総合施設全体の
運営を、例えば、出版社や教育関連の会社に
委ねることで、より高度なサービスを提供す
ることが可能となる。また、出来上がった総
合施設の管理運営権限が民間企業に委譲され
るのであれば、総合施設の建替え費用に、
PFIなど民間企業の資金を導入することもよ
り容易になることが想定される。本案によ
り、学校施設の「再開発事業」とでも呼ぶべ
きプロジェクトが可能となる。

左記28に同じ。
【公立学校の管理運営の民間
委託】
学校教育法第５条

【公立学校の管理運営の民間委
託】
学校の設置者がその設置する学校
を管理・運営する。

7

【公立学校の管理運営の民間委託】
公立学校の民間への管理運営委託の在り方に
ついては、「骨太の方針2003」や「構造改革
特区の第３次提案に対する政府の対応方針」
等 を踏まえ、現在、中央教育審議会におい
て検討中である。
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46.措
置等
の内
容の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁か
らの回答

飯舘村

相馬農業高等
学校飯舘分校
の特色ある分
校づくり構想

1267 1267010 080140
学校を地域との共
同経営に

地域との共同経営により地域
が生徒を育て小規模校の存続
を図る

全寮制として、自然と地域の人々とのふれあ
いを通して、不登校生徒に生きがいとやりが
いを与える教育を行う。地域との共同経営に
より地域が生徒を育て小規模校の存続を図
る。

自然と地域の人々とのふれあいを通し
て、不登校生徒に生きがいとやりがいを
与える教育ができる。小規模校の存続を
図る。

県教育委員会及び相馬農業高等学
校の校長等と飯舘村教育委員会が
連携・協力を緊密に行うことで、
県教育委員会が、分校活性化に資
する能力・資質を持った教員を分
校に配置したり、地域ボランティ
アの方々に分校の教育活動への協
力をいただくなど地域と一体と
なって特色ある学校づくりの取組
を行うことは可能。

5 現行の規定、取扱い等により既に実現が可能

多治見
市

多治見市教育
再生計画

1380 1380010 080150
住民参加型の学校
運営

教育委員会に属している学校
の管理運営権限の一部を住民
参加組織の学校運営委員会に
付与するできるように制度の
整備又は特例を求めるもの。

教育委員会に属している学校の管理運営権限
の一部を住民参加組織の学校運営委員会に付
与する。
①校長の公募と任免権の付与　②教職員の任
免権の付与　③教職員の勤務評定実施権の付
与　④教職員の研修実施権の付与　⑤校内組
織の決定権の付与　⑥基準外教育課程の編成
権の付与　⑦教科用図書の採択権の付与

学校の在り方をその地域に開かれた学校
に変え、学校運営に関し国・県・教育委
員会の最小限の関与のほかは地域で決め
ることできるようにするため。

地方教育行政の組織および運
営に関する法律第23条第1号

公立学校は、公立学校を設置する
地方公共団体の教育委員会が管理
する権限を有している。

7

現在、中央教育審議会において、地域に開か
れた学校運営の改革の一環として、保護者、
地域住民等が運営に参画する新しいタイプの
学校の在り方について具体的な検討を行って
いるところであり、学校運営への地域住民な
どの参加を制度的に可能にするために必要な
措置を平成16年度中に行う予定である。

NPO法
人シン
クバン
ク研究
所、広
島国際
大学Ｐ
ＦＩ研
究会

PFI・PPP方式
の地域統合型
新給食システ
ムでの地域活
性化策＜呉地
域モデル＞

3055 3055010 080160

呉地域における官
制市場の新調理給
食サービスの民間
開放

１）文部科学省の学校給食の
衛生基準権限を呉市に移譲す
る。２）厚生労働省の私立保
育所の衛生基準権限を呉市に
移譲する。３）防衛施設局内
の食事を呉市に外部委託す
る。

１）文部科学省関連：学校給食の衛生基準管
理、コストダウン、食教育システムの総合開
発　２）厚生労働省関連：保育所の衛生基準
管理、在宅高齢者向け給食システムの衛生管
理　３）内閣府関連：防衛施設の給食サービ
ス管理。などの事業が総合的に行えるよう管
理権限を呉市に委譲し、官制給食サービス市
場の開放と統合で、市場の再構築を行い、
PFI・PPP手法によりSPC設立と民間新調理給
食サービス会社の設立を行う。給食サービス
事業開始を平成17年度とする。

これまで、前項１）２）３）の分野の官
制給食サービス市場は、地域集積がある
にもかかわらず行政的には縦割りの制度
管理であり、個別の市場形成のため経済
効果が少なく、非効率的であった。この
官制給食サービス市場の開放と統合と自
治体への権限委譲によって、食品衛生管
理の精度の向上、新市場の形成、雇用促
進、民間投資機会の創出が望める。さら
に、IT教育や在宅高齢者配食システムな
ど新産業の構築で地域経済の活性化を行
う。また、水平展開のモデルプロジェク
トとして適した地域である。

文部科学省「学校給食衛生管
理基準」（平成９年４月１日
制定、平成１５年３月３１日
一部改訂）のⅧー１－エ、
Ⅷー４－エ

学校給食衛生管理の基準は、行政
指導上の基準であり学校給食にお
ける衛生管理の徹底のためのガイ
ドラインとして示したものであ
る。学校給食の実施方法について
は、学校給食の実施者である学校
の設置者(本件の場合は呉市）が
食に関する指導の生きた教材とし
ての学校給食の食事内容の充実や
衛生管理の確保等に配慮しつつ、
地域の実情等に応じて適切に判断
するものである。

5
食品衛生法等の趣旨を踏まえ食品の品質・温
度管理等が徹底されるのであれば、現行制度
内で対応可能である。

貴省からの回答には、
食品衛生法等の趣旨を
踏まえ、（中略）現行
制度で対応可能である
とあるが、食品衛生法
等を踏まえれば地域の
実情等に応じて学校給
食衛生管理の基準を弾
力的に運用するなどし
て、要望を実現できる
と解してよいか。

5 解してよい。

安達郡
本宮町

地域再生取組
みのため定住
住民生活基盤
確保促進を図
る各種規制の
緩和

1134 1134010 080170
定住促進からの町
再生のための規制
緩和

農業振興地域の整備に関する
法律　　　　　　　農地法
農家定義の設定
農地法権利移動の下限緩和
農御者年金受給要件
相続税徴収猶予
都市計画法・農地法の調整規
定
都市計画法
文化財保護法
市民農園整備促進法
建築基準法
以上の法規制における自治体
の裁量権等の規制緩和を受
け、町再生を促進させる。

法等の規制緩和を受け、自治体の裁量による
再生促進を図る。

各部門における法規制は当然必要である
が、内容により権限委譲を受けれれば、
政策を実施する自治体の裁量になるが、
住民により密着した内容で政策展開が可
能になり、地域の再生化の促進が図られ
る。

文化財保護法九十九条
文化財保護施行令五条

土木工事等のための発掘に関する
届出等埋蔵文化財に関する事務は
原則としてすべて都道府県教育委
員会に権限委譲されている。

5
都道府県にすでに権限移譲されており自治体
の裁量による地域再生が可能。

5／75



08　文部科学省　再検討要請回答

15.提
案主
体名

19.地域再生
構想の名称

a.地域
再生構
想管理
番号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のた
めの支援措置に
係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援
措置に係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する法
令、告示、通達等の定め

38.制度等の現状

39.措
置等
の分
類

40.措
置等
の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室
から各府省庁への再
検討要請

45.「措
置等
の分
類の
見直し

46.措
置等
の内
容の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁か
らの回答

小浜市

歴史的な町並
みを活かした
家屋の再生と
景観保全

1159 1159010 080180

　準防火地区にお
ける建築基準法の
緩和措置の権限委
譲と緩和措置の追
加。

①　伝統的建造物群保存地区
保存条例による伝統的建造物
群保存地区の建築基準法の規
制緩和の権限委譲
②　景観条例による景観形成
地区の建築基準法の緩和措置
の制定

①　伝統的建造物群保存地区制度の活用によ
る建築基準法の規制緩和、または、その権限
を国土交通大臣から県知事へ権限委譲
②　伝統的な景観をもつ町屋を景観条例によ
り景観形成地区として指定し伝統的な町並み
景観を保全したいが、準防火地区として指定
されているため、伝統的な景観が維持されな
いことから、建築基準法第85条の２のような
景観形成地区内の制限の緩和措置を新に制定
していただきたい。
③　魅力あるまちづくりに資するため景観形
成基準に適合するような建築行為等を行う者
に対し歴史的景観形成助成金を交付する事業
の創設

伝統的建造物群保存地区や景観形成地区
の指定をめざすなかで地区内の家屋の景
観を保全し、併せて、空き家の利活用を
図りたいが、準防火地区指定を受けてい
る地域であることから、建築基準法によ
る規制があり伝統的建造物群や景観形成
地区としての景観保存が図れない状況に
ある。このことから規制緩和措置を権限
委譲または新に緩和措置を制定して地域
再生のために住んで良し訪れてよい町の
構築の実現を図りたい。

6
建築基準法に関する提案の事項を所管してい
ない。

下郷町
交流促進によ
る地域づくり

1184 1184050 080190
史跡名勝天然記念
物の管理の権限委
譲

史跡や天然記念物について地
域が自ら考え保護し、そして
地域の実情にあった利活用を
行っていくため、地域住民の
意見や労力を活かすことや、
非常時における迅速な対応の
ため、文化財保護法第８０条
の文化庁長官の権限を下郷町
長に移譲

史跡（歴史の道）である下野街道や、天然記
念物である塔のへつり、中山風穴について、
地域住民が自らが地域活性化に利活用し管理
していく。これに伴い権限が移譲されること
により地域事情にあった迅速な対応が可能と
なり、地域資源と観光の一体化した活用が見
込まれる

史跡、天然記念物については、保護の観
点から、その利活用が円滑に進まない状
態であるが、地域住民が自ら保護し利活
用していく機運が高まる中、地域の実情
を踏まえた迅速な判断が必要となるため

文化財保護法第９９条第１項
第２号、文化財保護法施行令

第５条第４項

一定の軽微又は定形的な現状変更
については、都道府県又は市の教
育委員会に許可権限を委譲してお
り、また地方公共団体が管理のた
めの計画を定め、文化庁長官に権
限委譲区域指定の申出を行い、指
定を受ければ権限委譲が可能。

5
現行制度の下でも、文化庁において、市町村
の実情を踏まえた適切な権限行使が可能。

提案者の要望は、史蹟
名勝天然記念物の現状
変更等の権限移譲を求
めるものであるが、これ
について、要望を実現
するためにはどうすれ
ばいいか検討されたい。

5

文化庁においては、各種開発計画、史
跡等の活用計画に伴う現状変更の計画
等に対し、県教委を通じて町の実情を踏
まえた適切な指導･助言を行っており、
現行制度の下においても適切な対応が

可能。

東洋建
築社

日光杉並木街
道遊歩道化に
よる地域活性
化プロジェク
ト

3076 3076010 080200

日光杉並木街道遊
歩道化実現に向け
た日光地区新市へ
の管理委託替

日光杉並木街道に関する栃木
県教育委員会の管理権限を今
後誕生する日光市・今市市他
５市による新市に全て移譲す
る。具体的には、大正１１年
の栃木県を管理者にしていい
するという内務省発理第３６
号、昭和６２年の日光杉並木
街道及び並木寄進碑に関する
権限を栃木県教育委員会に委
任するとする文化庁告示２号
があり、これらを新市に移譲
するというものである。

【観光住宅】地方に放置されている軸組住宅を日本の
文化を体験できる宿泊施設としてコンバージョンする
プロジェクト。軸組住宅と同じ様式である書院造の研
究や今昔の日本的ライフスタイルの研究を通して導い
たライフスタイルを外国や都心からのツーリストに体
感して頂く。「観光立国」にある本来の観光を実現さ
せる提案であり、カルチャーツーリズムの一手法と位
置付けている。現場である小代地区は日光への玄関口
である今市市内の魅力ある田園地帯であると同時に、
日光杉並木の玄関口である。遊歩道化を実現して、日
光への約20キロの杉並木街道散策の拠点として世界の
人々が小代から日光へ向けて歩き出すイメージを念頭
に展開している。小代地区再生の基盤となるプロジェ
クトと位置付けているが、それに伴う飲食店や体験農
業など様々な経済活性化や雇用の創出が見込まれる。
【杉並木散策路におけるベロタクシー運行プロジェク
ト】日光杉並木街道が遊歩道化されれば、多くの観光
客が杉並木を散策することになると推察されるが、健
脚ではない方や時間のない方に対して、ベロタクシー
を運行させる。ベロタクシーはNPO法人環境共生都市推
進協会が展開するドイツ生まれの人力車のような乗り
物で、人力であるためエコロジーである。既に京都や
表参道、六本木ヒルズなどで運行されている。地域の
若者を中心に雇用の創出を期待している。この他杉並
木遊歩道化に伴い大道芸、通訳ガイドや観光ガイド、
飲食店、農業民宿、など経済活性化・雇用の創出の可
能性は多岐に渡る。自動車社会において、世界的にも
圧倒的規模の歩行空間として、個性的職種が生まれ
る。周辺農地等や河川なども余すところなく観光資源
として活用可能である。平行して走る２鉄道も潤う。

現在、日光杉並木は国の管理下に置か
れ、最も現場に近い今市市はほぼノー
タッチとなっています。先日、杉並木街
道沿いの文挟宿にあった、江戸時代から
続く旅籠「おもだかや」が取り壊されま
した。この事実を県の教育委員会担当職
員は知りませんでした。杉並木は天然記
念物であると同時に特別史跡です。単に
木を保存していけば良いのではありませ
ん。杉並木に関わる文化も保存していか
なければならないのです。教育委員会が
作成した「日光杉並木街道保存管理計
画」に記された大儀と行動が矛盾してい
るのです。当然、杉並木のバイパス化事
業にも積極的な行動が見られません。杉
並木は国の宝でありますが、地域の者が
誇りに思い、大切にしたいという気持ち
が無惨にも打ち砕かれてしまう現状で
す。再び世界の人に杉並木街道を歩いて
頂けるようになれば、周辺地域が変わり
ます。小代地区をはじめ、観光ビジネス
を基盤とした地域再生は杉並木の遊歩道
化なくしてはありえないのです。

文化財保護法第９９条第１項
第２号、文化財保護法施行令

第５条第４項

一定の軽微又は定形的な現状変更
については、都道府県又は市の教
育委員会に許可権限を委譲してお
り、また地方公共団体が管理のた
めの計画を定め、文化庁長官に権
限委譲区域指定の申出を行い、指
定を受ければ権限委譲が可能。

5
「制度等の現状」欄により、既に実現が可

能。

提案者の要望は、日光
杉並木の管理について
市の教育委員会に移譲
して欲しいというもので
あるが、これを実現でき
ると解してよいか。ま
た、提案によれば、県の
教育委員会が実情を把
握していないとのことで
あるが、これについても
県の教育委員会に対し
て何らかの対応を求め
るべきか検討されたい。

5

　現行制度の活用により、市に対する現
状変更の権限委譲は実現可能。

県教育委員会は、 文化財保護法に基づ
く指定地の保存管理計画を策定し、現状
変更に対応しているところ。なお、指定
地外に所在する「おもだかや」は、所有
者の意向により取り壊されたものと承

知。
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08　文部科学省　再検討要請回答

15.提
案主
体名

19.地域再生
構想の名称

a.地域
再生構
想管理
番号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のた
めの支援措置に
係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援
措置に係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する法
令、告示、通達等の定め

38.制度等の現状

39.措
置等
の分
類

40.措
置等
の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室
から各府省庁への再
検討要請

45.「措
置等
の分
類の
見直し

46.措
置等
の内
容の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁か
らの回答

つくば
市

筑波研究学園
都市のリ
ニューアル及
びつくばエク
スプレスを活
用した地域活
性化構想

1388 1388030 080210
サイエンス型コン
ベンション観光都
市の創成

（施策の利便性の向上）
・つくばの魅力向上のための貴重
な地域資源である研究機関等の展
示施設の充実及び見学体制を整備
するための予算措置の拡充。
・見学，体験型観光農園，市民農
園整備に向けた研究成果の実証な
ど研究機関等の連携強化，アグリ
ビジネスにおけるマーケティング
調査等支援体制づくり。
（各種施策の連携）
・市内に集積する研究機関等を周
遊(学）する見学コース等の設定
による見学者誘致のための各省庁
（各独法）連携による支援体制づ
くり及びフィルムコミッションへ
の積極的な参加。・情報の共有化
を促進するための各省庁（各独
法）連携による支援体制づくり
（権限委譲）
・土浦・つくばコンベンション
ビューローの公益法人化に伴う許
認可権の県知事への権限委譲。

　各研究機関の研究成果や科学技術を普及啓
発するため，各省庁が連携して広報予算枠の
拡充を図るとともに，各研究機関が連携して
見学コースの設定などに関与し公開促進を図
る。特に，観光農園，市民農園の整備におけ
る研究機関等の研究成果の実証をはじめ関係
機関の連携強化，支援体制づくりを構築す
る。

土浦・つくばコンベンションビューロー
の公益法人化を促進し，市内研究機関の
連携強化により，「つくば」が持つ特異
性を発揮することで，地域活性化を図
る。

該当する法令、告示、通達等
の定めはない。

各研究機関の研究成果や科学技術
を普及啓発するために、筑波研究
学園都市研究機関等連絡協議会及
びつくば市は、共同で、「つくば
ちびっ子博士」、「科学フェス
ティバル」等を開催している。ま
た、平成１７年のつくばエクスプ
レス開通を目途に、土浦・つくば
コンベンションビューロ、つくば
市等と筑波研究学園都市研究機関
等連絡協議会等関係団体間で、連
携強化に向けた方策を検討してい
るところ。

5

筑波研究学園都市研究機関等連絡協議会、土
浦・つくばコンベンションビューロー等関係
団体とつくば市が、検討会を開催し、支援体
制つくりを構築し、見学コースを設定するな
ど見学者誘致のための連携強化を図る。

つくば
市

筑波研究学園
都市のリ
ニューアル及
びつくばエク
スプレスを活
用した地域活
性化構想

1388 1388040 080220
サイエンス型コン
ベンション観光都
市の創成

（施策の利便性の向上）
・つくばの魅力向上のための貴重
な地域資源である研究機関等の展
示施設の充実及び見学体制を整備
するための予算措置の拡充。
・見学，体験型観光農園，市民農
園整備に向けた研究成果の実証な
ど研究機関等の連携強化，アグリ
ビジネスにおけるマーケティング
調査等支援体制づくり。
（各種施策の連携）
・市内に集積する研究機関等を周
遊(学）する見学コース等の設定
による見学者誘致のための各省庁
（各独法）連携による支援体制づ
くり及びフィルムコミッションへ
の積極的な参加。・情報の共有化
を促進するための各省庁（各独
法）連携による支援体制づくり
（権限委譲）
・土浦・つくばコンベンション
ビューローの公益法人化に伴う許
認可権の県知事への権限委譲。

　各研究機関が保有し，かつ公開可能な報告
書，論文等をはじめ紹介情報について，市立
図書館等公共施設との連携，情報の相互共有
を図る。

土浦・つくばコンベンションビューロー
の公益法人化を促進し，市内研究機関の
連携強化により，「つくば」が持つ特異
性を発揮することで，地域活性化を図
る。

該当する法令、告示、通達等
の定めはない。

各研究機関が保有し、かつ公開可
能な報告書、論文等をはじめ紹介
情報については、各研究機関の
ホームページで広く一般に公開し
ているところ。また、つくば市
は、市立図書館等公共施設のネッ
トワーク化を推進。

5
各研究機関が公開している情報、データベー
スの内容を容易に取得できるよう、システム
の高度化を検討していくこととしている。

つくば
市

筑波研究学園
都市のリ
ニューアル及
びつくばエク
スプレスを活
用した地域活
性化構想

1388 1388050 080230
サイエンス型コン
ベンション観光都
市の創成

（施策の利便性の向上）
・つくばの魅力向上のための貴重
な地域資源である研究機関等の展
示施設の充実及び見学体制を整備
するための予算措置の拡充。
・見学，体験型観光農園，市民農
園整備に向けた研究成果の実証な
ど研究機関等の連携強化，アグリ
ビジネスにおけるマーケティング
調査等支援体制づくり。
（各種施策の連携）
・市内に集積する研究機関等を周
遊(学）する見学コース等の設定
による見学者誘致のための各省庁
（各独法）連携による支援体制づ
くり及びフィルムコミッションへ
の積極的な参加。・情報の共有化
を促進するための各省庁（各独
法）連携による支援体制づくり
（権限委譲）
・土浦・つくばコンベンション
ビューローの公益法人化に伴う許
認可権の県知事への権限委譲。

　大学，各研究機関が保有する施設（体育施
設等）使用許可の容易化を図る。

土浦・つくばコンベンションビューロー
の公益法人化を促進し，市内研究機関の
連携強化により，「つくば」が持つ特異
性を発揮することで，地域活性化を図
る。

○独立行政法人通則法
第４８条　独立行政法人は、主務省
令で定める重要な財産を譲渡し、又
は担保に供しようとするときは、主
務大臣の認可を受けなければならな
い。ただし、中期計画において第３
０条第２項第５号の計画を定めた場
合であって、その計画に従って当該
重要な財産を譲渡し、又は担保に供
するときは、この限りではない。
２　主務大臣は、前項の規定による
認可をしようとするときは、あらか
じめ、評価委員会の意見を聴かなけ
ればならない。
○国立大学法人法
第３５条 　独立行政法人通則法第３
条 、第７条第２項、第８条第１項、
第９条、第１１条、第１４条から第
１７条まで、第２４条から第２６条
まで、第２８条、第３１条から第５
０条まで、第５２条、第５３条、第
６１条及び第６３条から第６６条ま
での規定は、国立大学法人等につい
て準用する。この場合において、こ
れらの規定中「主務大臣」とあるの
は「文部科学大臣」と、「主務省
令」とあるのは「文部科学省令」
と、「評価委員会」とあり、及び
「当該評価委員会」とあるのは「国
立大学法人評価委員会」と読み替え
るほか、次の表の上欄に掲げる同法
の規定中同表の中欄に掲げる字句
は、それぞれ同表の下欄に掲げる字
句に読み替えるものとする。（略）

土地及び建物については、独立行
政法人及び国立大学法人における
重要な財産として省令で位置づけ
られており、譲渡又は担保に供す
る場合には主務大臣の認可が必要
であるが、それ以外の場合におい
ては、各機関の判断により使用が
可能である。

5
現状の制度においても、譲渡又は担保に供す
る場合を除き、各機関の判断により使用が可
能である。

提案者の要望を踏ま
え、関係機関に対して
要望趣旨を伝えられた
い。

5
今後必要に応じて現行制度について、
各方面に周知してまいりたい。
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08　文部科学省　再検討要請回答

15.提
案主
体名

19.地域再生
構想の名称

a.地域
再生構
想管理
番号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のた
めの支援措置に
係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援
措置に係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する法
令、告示、通達等の定め

38.制度等の現状

39.措
置等
の分
類

40.措
置等
の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室
から各府省庁への再
検討要請

45.「措
置等
の分
類の
見直し

46.措
置等
の内
容の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁か
らの回答

つくば
市

筑波研究学園
都市のリ
ニューアル及
びつくばエク
スプレスを活
用した地域活
性化構想

1388 1388060 080240
サイエンス型コン
ベンション観光都
市の創成

（施策の利便性の向上）
・つくばの魅力向上のための貴重
な地域資源である研究機関等の展
示施設の充実及び見学体制を整備
するための予算措置の拡充。
・見学，体験型観光農園，市民農
園整備に向けた研究成果の実証な
ど研究機関等の連携強化，アグリ
ビジネスにおけるマーケティング
調査等支援体制づくり。
（各種施策の連携）
・市内に集積する研究機関等を周
遊(学）する見学コース等の設定
による見学者誘致のための各省庁
（各独法）連携による支援体制づ
くり及びフィルムコミッションへ
の積極的な参加。・情報の共有化
を促進するための各省庁（各独
法）連携による支援体制づくり
（権限委譲）
・土浦・つくばコンベンション
ビューローの公益法人化に伴う許
認可権の県知事への権限委譲。

　観光振興を事業目的とする法人化に係る権
限の委譲を基に，土浦・つくばコンベンショ
ンビューローの公益法人化を促進し，組織の
機能強化を図る。

　土浦・つくばコンベンションビュー
ローの公益法人化を促進し，市内研究機
関の連携強化により，「つくば」が持つ
特異性を発揮することで，地域活性化を
図る。

文部科学省において該当する
法令、告示、通達等の定めは
ない。

6

文部科学省においては、「観光振興を事業目
的とする法人化に係る権限の委譲」について
所管しておらず、責任を持ってご回答できる
立場にはない。

ゼッタ
テクノ
ロジー
株式会
社

新観光立国一
知ノユキビタ
ス地域戦略プ
ロジェクト

3049 3049010 080250

観光政策における
知のユキビタス社
会をめざすため、
①人材育成費行う
財政措置を、②Ⅰ
Ｔ技術の分野③大
学学科の増設に関
する権限委譲

権限移譲：文部科学省による
大学の学科増設及び定員に関
する助言等に関する権限を都
道府県に移譲する。　財政支
援：人材育成について、地域
活性化に関する交付金・補助
金に計上する。

１．コミュニティ・クリエーター育成事業
２．観光評価システム事業　３．地域の大学
の観光学科増設事業　４．情報ネットワーク
構築事業　５．地域の歴史文化遺跡・施設等
整備事業

現下の地方公共団体の財政悪化では、地
域創生の為の新事業の創出が実施できに
くい状況にあるため。また大学の学科増
設については、地方公共団体には決定権
がないため。

【学部・学科設置・改組を許
可制から届出制に緩和】　学
校教育法第４条、学校教育法
施行令第２３条、第２３条の
２
【校地面積基準の緩和】大学
設置基準第３７条、文部科学
省関係構造改革特別区域法第
二条第三項に規定する省令の
特例に関する措置及びその適
用を受ける特定事業を定める
省令
【校地・校舎の自己所有要件
の緩和】構造改革特別区域基
本方針別表１・821(801-1)
「校地・校舎の自己所有を要
しない大学等設置事業」

史跡等総合整備活用推進事業
費国庫補助要綱

【学部・学科設置・改組を許可制
から届出制に緩和】平成１５年度
から、学問分野の大幅な変更を伴
わない学部・学科の設置は届出制
とするなど、制度の大幅な弾力化
を図ったところ。
【校地面積基準の緩和】平成１５
年度から、校地の面積は学生１人
当たり１０平方メートルとし、ま
た、特区において、法令の規定に
よる制限その他のやむを得ない事
由があり、教育研究に支障がない
と認められる場合には当該基準を
下回る校地で大学を設置すること
も可能となっているところ。
【校地・校舎の自己所有要件の緩
和】特区においては、校地・校舎
の自己所有を要しない大学等の設
置が認められている。
文化財保護法第六十九条により指
定された史跡、名勝、天然記念物
についての公有化、整備、修理に
対し補助を行っている。

【学
部・学
科設
置・改
組を許
可制か
ら届出
制に緩
和】５
【校地
面積基
準の緩
和】５
【校
地・校
舎の自
己所有
要件の
緩和】
4

８

【学部・学科設置・改組を許可制から届出制
に緩和】設置認可制度については、平成１５
年度から制度の大幅な弾力化を図ったところ
であり、現行制度によって提案主体の具体的
なニーズに対応することは可能である。
【校地面積基準の緩和】校地面積基準につい
ては、平成１５年度から制度の大幅な弾力化
を図ったところであり、また、特区におい
て、やむをえない特別の理由があり、大学の
教育・研究に支障が生じない場合には、校地
面積を減ずることができることとされてお
り、現行制度によって提案主体のニーズに対
応することは可能である。
【校地・校舎の自己所有要件の緩和】「校
地・校舎の自己所有要件の緩和」について、
「校地・校舎の自己所有を要しない大学等設
置事業」の特例により対応が可能である。

今回要望のあった地域の歴史文化遺跡・施設
等整備事業とは、外国人ビジターおよび国内
観光者に対する日本文化の体験的施設建設施
設の財政措置に関するものであり、新たに財
政措置を伴うものであり、対応は不可能。

各事項について、提案
の趣旨を踏まえ、検討
されたい。

8
新たに財政措置を伴うものであ
り、対応は不可能。

千代田
区

児童の教育・
健全育成と連
携した地域活
性化構想

1182 1182010 080260

児童の教育・健全
育成複合施設包括
補助金制度への統
合

小学校、幼稚園、児童館に関
する補助金について、包括的
に一本化して交付する制度と
して統合する。各施設の補助
基準についても、施設・設備
の共同利用が図れるように要
件の改善を行う。

小学校、こども園（幼稚園と保育園の一元化
施設）、児童館の機能を持つ複合施設を整備
し、児童の教育・健全育成の拠点として一体
的に連携した運営を行う。

公立学校施設整備費補助金など関連する
補助金の個別の要件では、一体的な運営
をめざした施設整備ができないため。

義務教育諸学校施設費国庫負
担法、同施行令、同施行規
則、公立学校施設整備費国庫
補助要項

地方公共団体が小学校の施設を整
備する際に、校舎や体育館の新増
改築等に要する経費の一部につい
て、法令等に基づき国庫補助を
行っている。

5

公立小学校の施設整備に係る補助金は、義務
教育諸学校施設費国庫負担法等に基づき、学
校の建築に要する経費の一部を国が補助する
ことにより、義務教育の円滑な実施を目的と
するものであり、他の目的を有する補助金と
統合することは困難である。しかしながら、
公立学校施設と他の施設を一体的に整備する
場合であっても、学校として必要な部分につ
いて国庫補助を行うとともに、学校施設と他
の公共用施設の有機的な連携を図るために必
要となる共用部分についても補助対象として
おり、提案の趣旨を実現することは可能であ
る。

提案の趣旨を踏まえ検
討されたい。

5

目的の異なる補助金を統合することなく
公立学校施設を複合施設として整備す
ることは可能であり、その施設の有機的
な連携が図られるよう公立学校施設の
整備について国庫補助の対象としてお
り、現行制度で対応可能である。
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08　文部科学省　再検討要請回答

15.提
案主
体名

19.地域再生
構想の名称

a.地域
再生構
想管理
番号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のた
めの支援措置に
係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援
措置に係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する法
令、告示、通達等の定め

38.制度等の現状

39.措
置等
の分
類

40.措
置等
の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室
から各府省庁への再
検討要請

45.「措
置等
の分
類の
見直し

46.措
置等
の内
容の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁か
らの回答

岐阜市
バイオマス・
タウンぎふ構
想

1321 1321040 080270
バイオマス利活用
促進に係る支援制
度の整理

地方が活用しやすいバイオマ
ス支援制度への整理統一化お
よび情報の流れ、窓口の一元
化

　バイオマスタウンぎふ構想を進めるうえで
の実証モデル地区として、テーマを明確に
し、集中的な支援や研究を目的とした、自治
会などを単位とするミニバイオタウンの指定
を検討している。
　バイオマス関連のソフト、ハードの整備
や、住民、事業者の合意と推進体制の整備、
専門家、情報等の支援制度などを検討してい
るが、資金面の問題、専門家不足、国の支援
策が複雑であるなど課題が多い。

　一定地区を指定したモデル事業の実施
は、エネルギー、廃棄物、食品など様々
な要素があるため、国の支援策が各省ご
とのものとなっている。
　支援策の整理をし、窓口を一元化する
ことで、モデル地区事業を実施しやすく
なる。

－

バイオマス関連施策については、
バイオマス・ニッポン総合戦略推
進会議が設置され、文部科学省も
参加し各省と緊密な連絡体制を
取っている。

5

バイオマス関連施策については、バイオマ
ス・ニッポン総合戦略推進会議が設置され、
文部科学省も参加し各省と緊密な連絡体制を
取っていく。

和歌山
県

高野熊野世界
遺産活用地域
再生構想

2025 2025010 080280
案内標識等サイン
類の様式の統一

・各省庁の補助金を受けて設
置する案内標識等サイン類の
様式を、地域が景観等を考慮
して最適と判断した形状、色
等に統一できるようにする。
・同一の場所に、各省庁の補
助金を受けた標識等が乱立す
ることを避けるため、複数の
補助金を受けて一つの標識等
を設置できるようにする。

世界遺産登録される見込みの３種類の参詣道
（「大峯奥駆道」「熊野参詣道」「高野山町
石道」）ルートごとに、形状、色合い、ロゴ
マーク等により様式を統一化した案内標識、
案内板、説明板等を設置する。

　参詣道に関する標識等については複数
の省庁の補助金を利用して整備が進めら
れてきたが、それぞれの基準が統一され
ていないため、様々な形状の標識等が乱
立している状況にある。
　世界遺産登録にあわせて、訪問者の利
便性を向上し、景観を保全するために
は、統一した形状の標識等を設置すると
ともに、同一箇所に複数の標識が乱立す
ることを避ける必要がある。
　そのためには、いずれの省庁から補助
金を受けて標識等を設置する場合であっ
ても、地域が最適と判断した様式で設置
することができることを明確にするとと
もに、複数の補助金により一つの標識を
設置することが認められる必要がある。

歴史の道整備活用推進事業国
庫補助要項

歴史の道整備活用推進事業による
標識等の設置については、要項に
よる基準はないが、事業として一
定の統一を図るため、文化庁が仕
様を示している。

5

現行の「歴史の道整備活用推進事業国庫補助
要項」において標識等の様式は定めておら
ず、事業の有効性の観点から仕様を示してい
るところである。よって、協議の上でより効
果的であると認められる場合は、地域が最適
と判断した様式で設置することは可能であ
る。

提案の趣旨を踏まえ、
関係省庁と連携しつつ
ガイドラインを作成す
るなど具体的な対応策
について検討された
い。

2 Ⅴ

「歴史の道整備活用事業」では標識の
様式に対する制限はしていないことか
ら、地域が最適と判断した様式での設置
が可能であることを、確認のため全国に
通知を実施する。

大越町
児童の保育・
教育の一体化
計画

1024 1024010 080290
保育所建設事業補
助金と幼稚園建設
事業補助金の統合

厚生労働省の保育所施設整備
事業補助金と文部科学省の幼
稚園施設整備事業補助金を一
元化し、幼児教育施設整備事
業のための補助金とする。

老朽している保育所、幼稚園それぞれの施設
を統合により改築する。

施設改築にあたり、統合により事業を進
めたいが、厚生労働省の保育所施設整備
事業補助金と文部科学省の幼稚園施設整
備事業補助金が別々であることから統合
を提案する。

幼稚園と保育所の施設の共用
化等に関する指針

幼稚園と保育所の共用化施設につ
いて、幼稚園部分、保育所部分の
それぞれについて、それぞれの補
助金を受けることができる。

5

「幼稚園と保育所の施設の共用化等に関する
指針」に基づき、幼稚園部分・保育所部分そ
れぞれに補助を受けることが可能である。
また、幼稚園の余裕部分を保育所に転用する
際の財産処分の取扱を弾力化しているほか、
構造改革特区において、厚生労働省と連携し
て、幼稚園における幼稚園児と保育所児等の
合同活動の特例（８０７）、幼稚園と保育所
の保育室の共用化の特例（８２３）等を措置
しており、幼稚園と保育所の一体的な運営を
促進しているところである。

なお、「経済財政運営と構造改革に関する基
本方針２００３」において設置を検討するこ
ととされた就学前の教育・保育の「総合施
設」については、平成１６年度中に基本的な
考え方をとりまとめた上で、平成１７年度に
試行事業を先行実施するなど様々な準備を行
い、平成１８年度から本格実施を目指すこと
としている。

提案の趣旨を踏まえ検
討されたい。

5

「幼稚園と保育所の施設の共用化等に
関する指針」に基づき、幼稚園部分・保
育所部分それぞれに補助を受けること
が可能である。
また、幼稚園の余裕部分を保育所に転
用する際の財産処分の取扱を弾力化し
ているほか、構造改革特区において、厚
生労働省と連携して、幼稚園における幼
稚園児と保育所児等の合同活動の特例
（８０７）、幼稚園と保育所の保育室の共
用化の特例（８２３）等を措置しており、
幼稚園と保育所の一体的な運営を促進
しているところである。
このため、これらの措置を組み合わせる
ことにより、提案の趣旨にあるように、幼
稚園と保育所を改築し、一体的に運営
することは、現行制度でも可能である。

なお、「経済財政運営と構造改革に関す
る基本方針２００３」において設置を検討
することとされた就学前の教育・保育の
「総合施設」については、平成１６年度中
に基本的な考え方をとりまとめた上で、
平成１７年度に試行事業を先行実施す
るなど様々な準備を行い、平成１８年度
から本格実施を目指すこととしている。
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08　文部科学省　再検討要請回答
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案主
体名

19.地域再生
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再生構
想管理
番号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のた
めの支援措置に
係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援
措置に係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する法
令、告示、通達等の定め

38.制度等の現状

39.措
置等
の分
類

40.措
置等
の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室
から各府省庁への再
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45.「措
置等
の分
類の
見直し

46.措
置等
の内
容の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁か
らの回答

袋井市
市民と地域の
健康づくり

1169 1169010 080300

「市民と地域の健
康づくり」の拠点
整備に係る各府省
連携による集中的
な支援

既存の公民館を活用した「市
民の健康づくり」の拠点整備
（機能付加）に係る各府省連
携による集中的な支援（関連
補助事業の一元的な推進）

地域コミュニティ強化、健康寿命の延伸や地
域健康水準の向上、地域内世代間交流や生き
がいづくりなどを拠点のコンセプトとして、
地域の特性やニーズを踏まえながら、従来の
公民館が有する機能（生涯学習、コミュニ
ティ、貸館など）に、①健康づくり（出張
（休日）検診、保健相談・保健指導、フィッ
トネスなど）、②福祉（児童プレイルーム、
放課後児童クラブ、生きがい対応型デイサー
ビス、高齢者いきいき農園など）、③コミュ
ニティ強化支援（コーディネーターの設置な
ど）、④行政サービス（各種証明の発行、行
政相談、公共施設予約システムなど）といっ
た機能を付加する。（①、②の詳細について
は、地域の特性に応じて決定）また、これら
に必要なハード整備を行う。

本構想を実現するためには、各府省にま
たがる補助事業を一元的（同時的かつ複
数）に活用することが効率的かつ効果的
であり、各府省の政策目的に加え、本構
想の趣旨の一つとなる地域コミュニティ
の強化等の効果も加味する中で、府省連
携による集中的な支援をいただきたい。

スポーツ振興投票の実施等に
関する法律（平成10年法律第
63号）、スポーツ振興投票の
実施等に関する法律施行令
（平成10年政令第363号）、
スポーツ振興投票の実施等に
関する法律施行規則（平成10
年文部省令第39号）、独立行
政法人日本スポーツ振興セン
タースポーツ振興くじ助成金
交付要綱ほか

スポーツ振興くじにおいて、その
収益を財源として、地方公共団体
又はスポーツ団体が行うスポーツ
活動等に対し助成を行っている。
しかしながら、平成15年度の売上
が非常に厳しい状況にあることか
ら、平成16年度は、継続性・緊急
性等の観点から、対象事業を限定
して助成を行う旨の決定が外部有
識者からなる審査委員会において
なされたところであり、施設整備
については、募集も行っていない
ところである。

5

「38.制度等の現状」にもあるとおり、少な
くとも平成16年度は提案の施設整備に対する
助成は不可能である。ただし、今後スポーツ
振興くじの売上が増加し、十分な助成金が確
保されれば、施設整備の内容によって助成対
象とすることも可能となるものと考える。

日本スポーツ振興セン
ターに要望の趣旨を伝
えられたい。

5
独立行政法人日本スポーツ振興セン
ターに要望の趣旨を伝えることとする。

竜王町

（仮称）エコ
田園産業拠点
交竜（交流）
プロジェクト
構想

2154 2154030 080310

省庁間の類似支援
策の一元化および
集中手続き、複合
適用の促進

省庁間（経済産業省、農水
省、林野庁等）で類似する新
エネルギーに関する施策の一
元化、および手続きの集中管
理および複合適用による効果
的に運用

町では平成16年に開設予定の舞茸生産工場よ
り持続的に供給されるおがこを主原料にエネ
ルギー転換を行い、電力・熱・残さの活用を
はかり、バイオマスエネルギーと資源循環シ
ステムの構築を計画している。現在NEDO補助
事業により事業化検討調査中である。この事
業により町内資源の有効利用・資源循環、お
よび新エネルギーによる新たなビジネス創
出、地域活性化の効果が見込める。

新エネルギー事業を展開する上で、計画
から事業化への過程が円滑に進まず、ま
た新しい事例の少ないことであるだけに
判断が困難な課題が多い。各省庁の類似
制度の未整理により補助対象条件が未確
立であることや、手続きの煩雑さ、情報
公開の低さ等、新エネルギー促進のため
の省庁間を超えた再整備を求める。

6
文部科学省においては、新エネルギー導入に
関し、地域への補助事業は行っていない。

野田市

ユビキタス・
スタディ＆
ワーク～生涯
学習環境の高
度化と雇用創
出

1175 1175020 080320
高校・大学等との
連携による生涯学
習環境の構築

NPO法人を核とした生涯学習環
境の構築を図ることから、生
涯学習まちづくりモデル支援
事業の対象とする。

広く学習分野への貢献を果たすため、NPO法
人の人的・知的財産を有効活用すると共に、
地域教育・生涯学習の核としての役割を担わ
せることから、地元の高校・大学（東京理科
大学、東京大学（柏））等とNPO法人の連携
による市民講座の実施等の生涯学習事業を行
うことにより、生涯学習拠点の構築を図る。

上述「１」の高校、地元の大学、NPO法人
等との連携のもと、多様な市民向け生涯
学習事業を積極的に展開しようとするも
の。

生涯学習まちづくりモデル支
援事業委託要綱

生涯学習まちづくりモデル支援事
業は、生涯学習機関として地域へ
の貢献が求められている大学等の
高等教育機関の人的・知的・物的
資源を最大限に活用し、市町村と
高等教育機関が組織的に連携した
地域住民の学習成果や能力を活か
したまちづくりの取組みを支援す
るものであり、市町村、大学、関
係団体等で構成する「市町村まち
づくり実施委員会」に事業を委託
して実施しているところである。

5

本事業の委託先である「市町村まちづくり実
施委員会」は市町村、大学、関係団体等によ
り構成される任意の団体であり、現状におい
ても、ＮＰＯが核となり関係機関の協力を得
て、実行委員会を設置し、当該事業に申請す
ることは可能である。
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野田市

ユビキタス・
スタディ＆
ワーク～生涯
学習環境の高
度化と雇用創
出

1175 1175030 080330
公民館を活用した
IT体験

NPO法人を核としたIT活用の環
境構築を図ることから、eまち
づくり交付金の対象とする。

広く学習分野への貢献を果たすため、NPO法
人の人的・知的財産を有効活用すると共に、
地域教育・生涯学習の核としての役割を担わ
せることから、公民館で既に実施しているIT
情報活用コーナーのNPO法人による運営を行
う。

市内公民館で現在実施している緊急雇用
創出事業を活用したIT情報活用コーナー
の運営が、16年度で緊急地域雇用創出特
別基金事業が終了するが、引き続き同等
施策を継続したいとするもの。

6

 提案されているeまちづくり交付金は総務省
の施策であるため、文部科学省の所管ではな
い。
 なお、教育・学習の観点から、支援できる
ものについては積極的に対応してまいりた
い。

福島県
ふくしまバイ
リンガル構想

1203 1203030 080340

「地域子ども教室
推進事業」におけ
る英語教室等への
重点支援

国で１６年度から実施する
「地域子ども教室推進事業」
において、英語教室など英語
に親しむ活動に対し、重点的
に支援する。

（具体的内容）
地域子ども教室推進事業
（効果）
英語を自由に駆使できる人材を多数輩出し、
その人材が地域の活性化を担う。バイリンガ
ル地域をアピールすることにより、観光等の
サービス産業の活性化や外資系企業誘致等が
促進され、地域経済の発展及び雇用の創出に
貢献できる。
（支援措置の必要性）
「地域子ども教室推進事業」を活用し、学校
と地域が一体となって英語に親しむ機会をよ
り多く提供する必要がある。

英語ができる人材育成のためには、英語
により多く接する機会を設ける必要があ
る。地域や学校が一体となって取り組む
よう「地域子ども教室推進事業」におい
て英語に親しむ活動に対し重点的に支援
する。

無
「地域子ども教室推進事業」への
各地方公共団体等からの要望等は
随時受け付けているところ。

5

「地域子ども教室推進事業」への各地方公共
団体等からの要望等については、本事業の委
託要綱等と照らし合わせ、対応の可否を判断
する予定であり、是非活用されたい。

要望を実現するために
はどうすればいいか再
度検討されたい。

5
計画書を提出していただいた上で、要綱
等と照らし合わせ判断する。

栃木県
栃木県経済新
生構想

1211 1211080 080350
都市エリア産学官
連携促進事業の補
助要件の改善

都市エリア産学官連携促進事
業における、管理法人の事務
経費を補助対象経費とする。

管理法人の事務経費の負担を軽減することに
より、一層効果的な研究事業の実施を可能と
する。

本事業の円滑な推進には、管理法人が事
業全体を管理することが必要であるが、
事務経費の負担が大きい。

平成１４年６月７日　１４文
科科第１３５号　地域科学技
術振興事業費補助金交付規則
第３条、第４条、別表

中核機関が行う都市エリア産学官
連携促進事業を実施するために必
要な経費のうち、規則第4条各号
の要件を満たしているものに対
し、補助金交付の対象として大臣
が認める経費について、予算の範
囲内で補助金を交付している。

5

既に、科学技術コーディネータの活動費等の
中核機関の事務経費を補助対象としている
が、今後とも柔軟な執行に努めてまいりた
い。

提案者の要望の趣旨を
確認したところ、管理法
人の事務経費（事務処
理のための補助員を雇
用した場合の間接経費）
を補助の対象としてほし
いというものであるが、
これについて検討し回
答されたい。

5

本事業においては、地域の主体的、積
極的な取組を重視しており、本事業に係
る各種委員会や成果発表会の開催等に
ついては、地域が自らの経費で実施す
ることを求めているところ。また、事業終
了後においても、産学官連携施策が地
域主導の下で展開されることが想定され
ており、財団の間接経費にまで補助対
象を拡大することは、本事業終了後の
地域の自主性を損なうことにつながる恐
れがある。

札幌市
交流と創造の
空間・活動づ
くり

1258 1258070 080360
研究開発型事業に
おける支援対象の
拡充

大学、公設試験研究機関、民
間企業等の共同研究に対する
支援制度において、民間企業
の研究費を補助対象に拡充～
知的クラスター創成事業・都
市エリア産学官連携促進事業
等

新事業、新産業の創出に向けた産学官の英知
を結集した「知の創造から知の活用まで」の
一貫したシステムの構築

科学技術の振興を基盤とした地域経済の
活性化を図るためには、大学や公設試験
研究機関、民間企業等との共同研究を積
極的に推進し、大学等で創出される知
識・技術を新事業、新産業の創造に繋げ
ていくことが重要な課題。しかし、当該
趣旨を具体化する制度としての現行の知
的クラスター創成事業や都市エリア産学
官連携促進事業にあっては、民間企業等
の研究費は補助対象とされていない。大
学等の「知」の活用を促進させるために
は、企業等が大学などと連携しやすい環
境を整備していく必要がある。

・平成１４年４月１９日付け
文部科学省科学技術・学術政
策局基盤整備課地域科学技術
推進室「知的クラスター創成
事業支出可能費目について」
２．研究関係」③共同研究・
受託研究費
・平成１４年７月２３日付け
文部科学省科学技術・学術政
策局基盤政策課地域科学技術
振興室「都市エリア産学官連
携促進事業の運営にあたっ
て」別添１「都市エリア産学
官連携促進事業支出可能費目
について」３．共同研究事業
関係③共同研究費、受託研究
費

・文部科学省の知的クラスター創
成事業及び都市エリア産学官連携
促進事業においては、民間企業へ
の委託研究費等は補助対象外とし
ている。

3

知的クラスター創成事業及び都市エリア産学
官連携促進事業は、大学、公的研究機関等を
中心とした創造的な基礎的研究分野における
産学官共同研究を推進し、新技術シーズの創
出を図るもの。また、両事業においては、企
業の研究費は補助対象外であるが、地域が、
企業と大学間の連携を図ったり、個々に応じ
たシーズを用意するなどの取組を図ることに
より、産学連携を行いやすい環境を整備する
ことは可能であり、実態として、こうした地
域の取組は、効果をあげている。補助期間終
了後においても、クラスター創成のため、産
学連携の取組が地域に求められることを勘案
すると、現行のスキームは、クラスター創成
に資すると考えられる。

提案の趣旨を踏まえ、
検討されたい。

3

知的クラスター創成事業及び都市エリア
産学官連携促進事業については、先に
記述したとおり、現行のスキームがクラ
スター創成に資すると考えるが、両事業
の実施にあたっては、経済産業省の産
業クラスター計画との密接な連携を図っ
ており、民間企業への委託研究等の支
援については、産業クラスター計画で受
けることが可能であり、文部科学省が実
施しているマッチングファンドを活用する
ことも可能である。
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27.地域再生のた
めの支援措置に
係る提案事項
（事項名）
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47.再検討要請に対する各府省庁か
らの回答

札幌市
交流と創造の
空間・活動づ
くり

1258 1258080 080370

研究開発型事業に
おける申請要件の
緩和（申請可能件
数の拡充）

大学、公設試験研究機関、民
間企業などの共同研究を基盤
とする研究開発型事業におけ
る申請制限枠の緩和～都市エ
リア産学官連携促進事業等

研究開発型事業の積極的振興を通じた、新事
業、新産業の創出による地域経済の活性化

地域の特性を踏まえた研究開発型事業の
より効果的な展開を通じ、地域産業の活
性化を実現する上で、全国の都道府県・
政令指定都市一律に申請制限枠を設定し
るが、広大な面積を有し、気象・地理的
条件や基盤となる産業がそれぞれに異
なった地域特性を有する北海道にあって
は、現行申請可能枠の拡充が必要

・都市エリア産学官連携促進事業
平成１６年度新規採択分について
は、知的クラスター創成事業実施
地域（試行地域を含む）は対象外
としている。

3

・都市エリア産学官連携促進事業について
は、例年、採択可能数に対して、提案数が大
幅に超過している（平成１５年度は２６地域
から提案を受け、９地域採択）ことからも、
既に、知的クラスター創成事業を実施してい
る地域（試行地域を含む）は対象外としてい
る。

提案の趣旨を踏まえ検
討されたい。

3

知的クラスター創成事業を実施している
都道府県であっても、域内で既に都市エ
リア産学官連携促進事業を２件実施して
いなければ、平成１６年度は新規募集の
対象としている。ただし、この場合でも、
知的クラスター創成事業を実施している
地域を含んだ提案については対象外と
している。これは、知的クラスター創成事
業の実施地域においては、本事業によ
るクラスター形成に向けての取組が第
一に期待されるためである。

茨城県

霞ヶ浦レイク
ツーリズム推
進プロジェク
ト

1273 1273030 080380

特別電源所在県科
学技術振興事業費
補助金の補助対象
範囲の拡大

　特別電源所在県科学技術振
興事業費補助金について，補
助対象である研究施設との一
体的運営により研究機能の向
上を図る非研究施設も補助対
象とする。

 霞ヶ浦の水質浄化を図るためには，住民と
のパートナーシップに基づいた対策を進める
ことが必要不可欠であることから，水質浄化
の研究機能を有する霞ヶ浦環境センター（仮
称）の研究施設と一体的に，環境教育や，住
民等の研修機能を備えた非研究施設を整備す
る。

　霞ヶ浦の水質浄化を図るためには，科
学的な解析に加え，研究成果をもとに，
住民等とともに生活スタイルと水環境保
全の関わりについて考える場が不可欠で
あることから，環境教育や住民等の研修
機能を備えた施設についても研究施設に
準じるものとして補助対象とすることが
適当と考える。

特別電源所在県科学技術振興
事業補助金交付要綱

　日本原子力研究所・核燃料サイ
クル開発機構の電源三法対象施設
の所在都道府県における科学技術
振興のための調査、研究及び基盤
整備に対する補助を行っている。

3,5

　本補助金の補助対象は地域における科学技
術振興に対する補助であり、ご提案のあった
環境教育や住民等の研修施設等であって科学
技術の振興を図る観点から整備されるものに
ついては、補助対象となりうる。

提案の趣旨を踏まえ検
討されたい。

3,5

　電源三法交付金は、発電用施設の設
置及び運転の円滑化を目的とした特別
会計であり、その趣旨にそぐわない交付
は不可能であるが、本件については、県
からの具体的な提案があり次第、特会
制度の趣旨を踏まえ、前向きに検討して
まいりたい。

神奈川
県

知的イノベー
ション創出プ
ログラム（神
奈川方式の知
的財産戦略）

1284 1284010 080390

財団法人である
KASTを、公的研究
機関として法的認
定

財団法人であるKASTを、公的
研究機関として法的に認定
し、独立行政法人である研究
機関と同等の環境整備及び各
種補助事業等の対象機関とし
てもらいたい。
具体的には、KASTについて、
産業技術力強化法第１６条
（公設試験研究機関（その
他）の定義）の認定を受け、
また、科学技術振興調整費な
どの各種競争的資金における
申請要件として、「独立行政
法人」と同様の取扱をしても
らいたい。

　本構想の中核的な研究活動を行っている
KASTの研究事業などが、研究機関として大学
や国の独立行政法人と同様の研究環境が整備
される。
このことにより、神奈川県が取り組んでいる
「知的イノベーション創出プログラム」の強
力な推進が始めて可能となる。

KASTは、実質的には地域における大学以
上の公的研究機関としての役割を担って
いるにもかかわらず、組織として財団法
人であるため、国の各種競争的資金の申
請要件からもれてしまうケースが多かっ
た。
　KASTの活動は、これまでも、基礎的経
費は県の補助金などを中心として推進し
てきているが、本支援措置が実現される
ことにより、その成果のより大きな展開
を図る際、国の競争的資金の積極的な活
用が図られ、本構想の推進が可能とな
る。

文部科学省の競争的資金の申請要
件においては、原則として、財団
法人を独立行政法人と区別して排
除していない。平成16年度におけ
る科学技術振興調整費について
も、各プログラム毎に対象機関を
定めているところ、一般公募を
行っている５プログラムのうち、
３プログラムについては、財団法
人も対象機関に含めている。

P
（当該
提案内
容につ
いて
は、
「平成
17年度
科学技
術振興
調整費
の配分
の基本
的考え
方」を
作成す
る際に
検討さ
れるも
のであ
るた
め、現
時点で
は、措
置の区
分にお
いて対
応の可
否を明
記する
ことが
できな
いた
め。）

各プログラムの内容や対象機関については、
それぞれのプログラムの趣旨を踏まえつつ、
総合科学技術会議が定める「科学技術振興調
整費の配分の基本的考え方」を作成する際に
検討してまいりたい。

提案の趣旨を踏まえ検
討されたい。

P

科学技術振興調整費における各プログ
ラム内容や対象機関については、総合
科学技術会議が定める「科学技術振興
調整費の配分の基本的考え方」の作成
において、提案の趣旨も踏まえて、検討
してまいりたい。

千葉県
「東京湾ゲノ
ムベイ地域」
の形成の推進

1303 1303020 080400
知的クラスター創
成事業の首都圏へ
の適用

首都圏においては採択されて
いない「知的クラスター創成
事業」（文部科学省）を本県
においても適用するよう、採
択基準を改善。

かずさアカデミアパークの中核的施設である
かずさDNA研究所は、バイオテクノロジーの
基礎研究において国際的レベルの成果を挙げ
ている。一方では、臨海部の大手企業を中心
にした研究開発も進められている。
こうした動きを一層加速し、かずさDNA研究
所や生物遺伝資源保存施設が有する資源を基
に、柏・東葛地域や千葉地域の企業や大学・
研究機関等が共同してその産業化・実用化を
推進するため、｢知的クラスター創成事業」
を活かし、研究プロジェクトを積極的に進め
ていく。

「東京圏ゲノム科学の国際拠点形成プロ
ジェクト」（都市再生）において目指し
ているように、世界的な規模で進んでい
るゲノム科学を基礎としたバイオ・ライ
フサイエンス分野における国際的に競争
力のある技術革新を進めるため、新たに
首都圏における機能集積を活用する必要
がある。そのため、「知的クラスター創
成事業」の採択基準の改善が必要であ
る。

・知的クラスター創成事業につい
ては、平成１６年１月現在、本格
実施地域１５地域、試行地域３地
域で実施している。

3

・知的クラスター創成事業については、平成
１６年度に向けて、事業実施地域の新規募集
を行うことを予定しておらず、また、今後も
新規募集を行うかは未定である。

提案の趣旨を踏まえ検
討されたい。

3

知的クラスター創成事業については、今
後新規募集を行うか未定であるが、都
市エリア産学官連携促進事業において
は、平成１６年度も新規募集を行ってお
り、本事業においては、首都圏も採択さ
れている。
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38.制度等の現状

39.措
置等
の分
類

40.措
置等
の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室
から各府省庁への再
検討要請

45.「措
置等
の分
類の
見直し

46.措
置等
の内
容の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁か
らの回答

神戸市

神戸医療産業
都市構想の推
進による地域
再生構想

2022 2022010 080410

産学民官の連携に
よる地域の科学技
術振興・産業活性
化のための中核機
関の機能強化

産学民官の連携による地域の科学技術振興・産業
活性化のために、以下の中核機関の機能強化が必
要である。
（１）民間資金導入による中核機関の財政基盤強
化　　【地】
　① 中核機関の「特定公益増進法人」としての
認定要件の緩和
　② 中核的支援機関が新事業創出促進法関連税
制優遇措置（基金の損金算入）を受けるための政
令４事業実施要件の緩和
（２）地方公共団体による中核機関への支援体制
の強化　　【地】
  ○中核機関への地方公共団体からの財政支援に
対する必要な措置
　・中核機関への出資金及び貸付金の財源を地方
債とする際の要件の緩和（国または地方公共団体
の出資比率の制限）等
（３）中核機関の機能強化を図るための研究費
（競争的資金）の運用の弾力化　　【調】
・事業費に左右されず、すべての研究費（競争的
資金）に間接経費３０％を導入（第2期科学技術
基本計画に規定されている）
（４）大学発のバイオベンチャーの育成を支援す
るライフサイエンスＴＬＯを創設するための承認
ＴＬＯの要件の弾力化
　○ ＴＬＯの承認基準の明示
　○ ＴＬＯの承認基準の弾力化
  ・原則１大学１ＴＬＯとの指導　→　複数のＴ
ＬＯに弾力化
  ・承認には学長の同意が必要との指導　 →
同意要件の弾力化（学部長等の同意）

（１）（２）民間資金の導入及び地方公共団
体の支援により、中核機関の財政措置を強化
し、産学民官の連携による地域の科学技術振
興・産業活性化に資する。

（３）地域の科学技術振興を目的とする公益
法人や大学等における産学連携型の研究活動
を加速することにより、地域における革新技
術・新産業の創出を通じた地域経済の活性化
を図る。

（４）京都大学、大阪大学、神戸大学、理化
学研究所など、関西を中心に広域横断的な研
究機関を対象として、ライフサイエンスに特
化して、研究成果の事業化（アーリーイン
キュベーション）及び技術移転を促進するた
め、承認ＴＬＯとして、「ライフサイエンス
ＴＬＯ」を創設する。
　これにより、ライフサイエンス分野特有の
課題に対応した事業化支援体制を構築するこ
とが可能となり、その結果、研究成果の事業
化が加速され、地域経済の活性化に資するこ
ととなる。

（１）民間資金を導入しやすくすること
により、中核機関の財政基盤が強化さ
れ、地域産業活性化に資する。

（２）地域産業活性化に向けた中核機関
の財政基盤強化は、地方公共団体におけ
る将来の税源の涵養につながるため、後
年度負担を求めることが適切である。

（３）すべての研究費（競争的資金）に
間接経費３０％が適用されていない。本
来、間接経費によって中核機関の活性化
及び産学連携の加速を図る必要がある。

（４）大学知的財産本部の設置に伴い、
ライフサイエンス分野での知的財産を、
早期に実用化・産業化するためにも、専
門的・広域的なＴＬＯが必要。
しかしながら、国からは、承認ＴＬＯの
要件として、
・原則１大学１ＴＬＯと指導されてい
る。
・承認ＴＬＯを設置するには学長の同意
が必要と指導されている。
これらの承認基準を明確化するととも
に、要件の弾力化が必要。

大学等における技術に関する
研究成果の民間事業者への移
転の促進に関する法律第4
条、第12条、第13条

間接経費については、全制度にお
ける３０％の導入を目標に、これ
まで、新規採択課題を中心に多く
の制度で３０％の措置を図ってき
ているところである。

TLO事業は、TLO法に基づく承認
（４条）又は認定（１２条）を受
けなくても実施可能（TLO法は支
援法。）。したがって、左記要望
にある分野別TLOは現行制度上も
自由に設置可能である。

5

今後とも、競争的資金全体の予算を伸ばす中
で、残りの制度についても順次３０％の措置
を進めていく予定である。

「38欄」に記載したとおり、TLO法及びその
関連規定において、「28欄」にあるような規
制はない。                       　   な
お、文部科学省及び経済産業省としては、今
後とも、大学等における技術に関する研究成
果の民間事業者への移転を促進する観点か
ら、必要に応じ、 提案主体に対し制度の現
状等について十分説明していきたい。

提案者の要望は、TLO
法による承認を受ける
ことのできるTLOを１
大学につき複数が認め
られるようにしてほし
いというものであり、
これも実現できると考
えてよいのか回答され
たい。

5

「38欄」に記載したとおり、TLO法及
びその関連規定において、「28欄」
にあるような規制はない。対象とす
る大学から研究成果の安定的な供給
を受けることが出来るよう、大学側
と調整すれば、実現可能である。

島根県

島根県新産業
創出プロジェ
クト
～ネオたたら
構想～

2131 2131020 080420

自治体主導の新産
業創出に対する支
援措置の要件緩和
（その１）

▼科学研究費補助金につい
て、地方自治体が行う研究も
対象とするとともに、地域
ニーズに対応したテーマを自
治体が選定できるようにする
等、文部科学省所管の研究助
成制度の要件緩和を図られた
い。

▼新産業創出のための新機能材料の研究開発
事業

　県産業技術センターのプロジェクトチーム
を中心にアメリカテキサス州との技術交流な
どにより新技術・新素材を開発し、県内企業
等への技術移転を経て、３年後（H１８年度
末）に商品化予定。素材そのものやそれを応
用した製品の県内での事業化（製造・商品展
開）と拡大を目指す。

科学研究費補助金については、地方公設
試は対象研究機関としての指定基準を満
たすことが非常に困難であり、また、指
定されたとしても研究者が個人資格で応
募することが前提となっているなど、地
方自治体が行う研究開発に適用できにく
いものとなっている。

科学研究費補助金取扱規程、
科学研究費取扱規程第２条第
１項第４号及び第２条の研究
機関の指定に関する要項

　科学研究費補助金は、行政主導
の政策目的を達成するために行わ
れる制度と異なり、人文・社会科
学から自然科学まで全ての分野に
わたり、大学等を中心に行われる
基礎から応用までのあらゆる「学
術研究」（研究者の自由な発想に
基づく研究）を格段に発展させる
ことを目的とする「競争的資金」
であり、ピア・レビューによる審
査を経て、独創的・先駆的な研究
に対する助成を行うものであると
ころに特色がある。
　したがって、この目的に沿うも
のであれば、大学ばかりでなく、
国立、自治体立、法律設置、民法
法人などを問わず、学術研究を行
う研究所であって、一定の要件を
満たすものであれば、いずれの地
域の研究所であっても研究機関と
しての指定を受けることができ、
その機関に所属する研究者が応募
できることとしているほか、学術
の振興に寄与する研究を行うすべ
ての者が応募できるようにしてい
る。
（参考）機関指定の要項に基づい
て指定された自治体立の研究機
関・・・４０機関（１５年１２月
現在）

5、8

科学研究費補助金は、学術研究の助成を目的
とする補助金であって、研究者の自主性に基
づく研究を幅広く対象としており、自治体が
組織として選定するテーマによる製品開発に
限定して助成を行うことは、科学研究費補助
金の目的に反しており、要件緩和の問題では
ない。ただし、現行の制度においても、公設
試が機関指定の要件を満たしさえすれば、機
関の指定を受けることは可能であり、公設試
に所属する研究者が公設試の定めた研究テー
マで新技術・新素材を開発する研究を応募す
ることは可能。
（参考）機関指定の要項に基づいて指定され
た自治体立の研究機関・・・４０機関（１５
年１２月現在）

福井県
原子力・地域
産業共生構想

1084 1084020 080430
電源三法交付金・
補助金の地域実情
に応じた活用

　電源三法交付金・補助金の
申請窓口の一元化を図る。ま
た、市街地再開発事業をはじ
めとする国庫補助対象事業へ
の充当制限を撤廃するなどそ
の使途の一層の弾力化を早急
に実現するとともに、地方に
おける一般財源化を推進す
る。

　電源三法交付金・補助金の申請窓口の一元
化により、補助に係る業務の簡素化等が図ら
れ、行政の効率化が進む。さらに使途自由
化、県における一般財源化により地域の実情
に応じた経済活性化、地域雇用創出施策の実
施がなされる。

　電源三法交付金・補助金について、申
請窓口が複数の省庁にわたっており業務
が非効率的である。また、使途による地
域の実情に応じた支援に制限がある。

電源開発促進税法、電源開発
促進対策特別会計法、発電用
施設周辺地域整備法

　経済産業省等との共管の交付金
については、それぞれの所管分に
ついて申請することとなってい
る。
　また、電源三法交付金を他の国
庫補助対象事業へ充当すること
は、当該補助金等がいわゆる予算
補助であって、補助率が１／２以
下の場合に認められている。
　なお、平成１５年１０月に主要
な交付金を整理・統合するととも
にソフト的な事業を追加すること
により、地域の自主性、創意工夫
を活かして効果的に地域の発展が
図られるよう制度の改善を図った
ところである。

3,5

　電源三法交付金は、施設に応じて交付する
こととしており、その申請窓口の一元化に関
しては、それぞれの所管分が関わってくるこ
とから不可能であるが、それぞれの所管省庁
と連携して、電源地域からの申請・相談を受
けるなど効率化に努めている。
　また、国庫補助対象事業への充当制限の撤
廃等に関しては、適正な補助率を規定する法
令の趣旨等を害することとなるため、難し
い。
　なお、平成１５年１０月に主要な交付金を
整理・統合し創設した電源立地地域対策交付
金においては、従来の交付対象事業に加え、
対象事業の追加を行っており、一般財源化を
図らずとも、地方公共団体が実施を望む事業
は十分に実施できる内容となっている。

提案の趣旨を踏まえ検
討されたい。

3,5

　電源三法交付金は、発電用施設の設
置及び運転の円滑化を目的としており、
その趣旨にそぐわない交付は不可能で
ある。
　具体的には、電源三法交付金は、施
設に応じて交付することとしており、その
申請窓口の一元化に関しては、それぞ
れの所管分が関わってくることから不可
能であるが、それぞれの所管省庁と連
携して、電源地域からの申請・相談を受
けるなど効率化に努めている。
　また、国庫補助対象事業への充当制
限の撤廃等に関しては、適正な補助率
を規定する法令の趣旨等を害することと
なるため、難しい。
　なお、平成１５年１０月に主要な交付金
を整理・統合し創設した電源立地地域対
策交付金においては、従来の交付対象
事業に加え、対象事業の追加を行って
おり、一般財源化を図らずとも、地方公
共団体が実施を望む事業は十分に実施
できる内容となっている。

13／75



08　文部科学省　再検討要請回答
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案主
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a.地域
再生構
想管理
番号

b.支援措
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号

c.管理
コード

27.地域再生のた
めの支援措置に
係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援
措置に係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する法
令、告示、通達等の定め

38.制度等の現状
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置等
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類

40.措
置等
の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室
から各府省庁への再
検討要請

45.「措
置等
の分
類の
見直し

46.措
置等
の内
容の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁か
らの回答

千葉県
「東京湾ゲノ
ムベイ地域」
の形成の推進

1303 1303030 080440
自由度の高い研究
資金の配分

研究資金に係る補助金・委託
費等について、組織内部に自
主的評価委員会を設けるなど
補助金・委託費等の使途につ
いて適正なチェックが行われ
る場合には、提出する実績報
告書の内容等を簡素化するな
ど、研究者が本来の研究に集
中できるよう、制度を見直
し。

当地域における研究に係る各種補助金につい
て、実績報告書による報告内容の簡素化とこ
れによる研究者の研究への集中を通じ、研究
の活性化を図る。

研究資金に補助金等の国費を活用する場
合、研究者は「研究報告書」や「会計報
告書」の作成に多大な労力が費やされ、
本来の研究への時間が割かれてしまって
いるため、改善が必要である。

○補助金等に係る予算の執行の適正化に関する
法律
第１４条　補助事業者等は、各省各庁の長の定
めるところにより、補助事業等が完了したとき
（補助事業等の廃止の承認を受けたときを含
む。）は、補助事業等の成果を記載した補助事
業等実績報告書に各省各庁の長の定める書類を
添えて各省各庁の長に報告しなければならな
い。補助事業等の交付の決定に係る国の会計年
度が終了した場合も、また同様とする。
○科学研究費補助金取扱規程
第１０条　補助金の交付を受けた者は、科学研
究等を完了したときは、すみやかに別に定める
様式による実績報告書を文部科学大臣に提出し
なければならない。補助金の交付の決定に係る
国の会計年度が終了した場合も、また同様とす
る。
２　前項の実績報告書には、補助金により購入
した設備、備品又は図書（以下「設備等」とい
う。）がある場合にあっては、別に定める様式
による購入設備等明細書を添付しなければなら
ない。
３　第１項後段の規定による実績報告書には、
翌年度に行う科学研究に関する計画を記載した
書面を添付しなければならない。
○科学研究費補助金（基盤研究等）交付要綱
第８条　振興会は、補助事業が完了した日の属
する年度の翌年度の７月３１日（廃止の承認を
受けたときは、そのときから１ヶ月以内、）ま
でに、別添様式（３）による事業実績報告書を
文部科学大臣に提出しなければならない。
２　振興会は、補助金の交付の決定に係る国の
会計年度が終了した場合は、当該終了年度の翌
年度の４月３０日までに別添様式（４）による
事業実績報告書を文部科学大臣に提出しなけれ
ばならない。
○地域科学技術振興事業費補助金交付規則
第１０条　補助事業者は、当該補助事業の交付
決定をした会計年度の補助事業が完了した日若
しくは補助事業の廃止の承認があった日から1ヶ
月を経過した日又は当該補助事業の交付決定を
した会計年度の翌会計年度の４月１０日のいず
れか早い日（補助事業が完了せずに国の会計年
度が終了した場合にあっては、翌会計年度の４
月２０日）までに、様式第５による実績報告書
を大臣に提出しなければならない。

　補助金等に係る予算の執行等の
適正化のための基本的事項を規定
している「補助金等に係る予算の
執行の適正化に関する法律」等に
より、実績報告書の提出が義務付
けられている。科学研究費補助金
については、補助事業者に対して
真に必要な内容に限定して実績報
告を求めるとともに、補助金が国
民から徴収された税金その他の貴
重な財源でまかなわれるものであ
ることから、国民に対する説明責
任を確保する必要最小限の内容と
している。
　また、文部科学省の地域科学技
術振興事業に係る実績報告書につ
いても、その作成が補助事業者の
負担とならないよう、内容を必要
なものに限定している。

5

科学研究費補助金については、補助金等に係
る予算の執行等の適正化のための基本的事項
を規定している「補助金等に係る予算の執行
の適正化に関する法律」等により、実績報告
書の提出が義務付けられている。科学研究費
補助金については、補助事業者に対して真に
必要な内容に限定して実績報告を求めるとと
もに、補助金が国民から徴収された税金その
他の貴重な財源でまかなわれるものであるこ
とから、国民に対する説明責任を確保する必
要最小限の内容としている。
　また、文部科学省の地域科学技術振興事業
に係る実績報告書についても、その作成が補
助事業者の負担とならないよう、内容を必要
なものに限定している。

磐梯町

仏都・会津の
シンボル磐梯
町への定住化
構想(過疎地
域からの脱却
のための地域
再生）

1232 1232010 080450
各種許可制度の一
括許可申請及び一
括許可制度

過疎地域からの脱却の地域再
生プランに関しての各種許可
申請について農地法・農業振
興地域の整備に関する法律･都
市計画法等に係る許可申請及
び許可について一括して取り
扱い、併せて基準面積の緩和
等を図る

各種申請の一括許可申請により統一的な申請
が行われることにより、事務の簡素化が図ら
れ、又各種許可を簡素化することになる。

各種許可申請を従来の方法により申請す
る場合は時間と書類作成に手間がかかり
すぎ、小さい町村では対応できずに断念
するか、長期的な対応をしてきた。

6
農地法、農業振興地域の整備に関する法律な
ど、提案事項に関する制度等を所管していな
い。

カゴ
ヤ・
ジャパ
ン株式
会社

Ubiquitous
Recommendati
on
System(URS)

3092 3092010 080460

システム構築費の
助成、研究施設の
貸与、国管理施設
への協力

国の機関でないと利用できな
い研究施設や技術を、地域活
性化のために民間事業が利用
しやすくするための窓口や基
準を設ける。また国が管理し
ている施設についても協力体
制が依頼できる窓口や基準を
設ける。

観光事業に「予測型情報提供エンジン」を元にした
データ収集・解析・配信システム「Ubiquitous
Recommendation System(URS)」を提供します。RFID技
術を用いた個人識別機能付き非接触型クレジットカー
ドで、人の移動・商品購入・宿泊・各種企画に参加す
ることができます。これらの情報は行動履歴として全
て記録され、その情報と様々な補正情報から利用者の
嗜好性を推測し、予測されるニーズに合致した情報を
電子メールや専用端末から受け取ることができます。
運営には情報登録端末を参加事業者に貸与し、販売す
る商材やサービスに関する属性情報を提供する仕組み
を有料で提供します。カード利用者はたとえば消費者
は次に訪れる場所を決めていなくても、自らの好みに
合った商品の紹介をシステムに明示的に指示すること
なく受け取ることができます。ホテルでは予約客がど
のようなサービスを期待しているかが事前にわかりま
す。美術館では来場者の館内行動をモニターすること
ができ、どの展示が最も注目を集めたのか、また次に
求められるテーマは何かを事前に知ることができま
す。本事業の利用者拡大により、中小零細企業などの
雇用を促進します。新たな雇用ポストの創出と事業拡
大による雇用枠の拡大は、全体の10%が新規雇用を行う
と仮定すると、3,000人の新規雇用を創出し、新商品・
サービスの提供や起業を促し、地域再生の促進を可能
とします。

URSが利用者の行動履歴と様々な補正情報
から利用者の嗜好性を推測するために
は、最適なデータ解析手法の開発に必要
となる研究施設の協力が必要となりま
す。これらの研究施設は民間事業者に開
放していないところもありますが、これ
らの協力があればプロジェクトの開発が
円滑になりコストもおさえることができ
ます。またこのプロジェクトは国及び地
方自治体が管理している公共スペース
（観光地で言えば御所など)内・道路への
端末の設置にあたっての協力が条件とな
ります。限定された場所のみでの事業は
利用者、提供者へのメリットを生み出せ
なくなりプロジェクト自体の消滅にもな
りかねないため支援措置を必要としま
す。

個々の事情に応じて相談を受け、
対応しているところ

2

山方町
廃校利用と都
市交流

1007 1007010 080470

・補助事業等によ
り取得した財産の
処分制限の解除
・廃校利用への民
間参入と税制優遇

・町が交流拠点施設として廃
校を改修する際、リニューア
ル債の活用を認めるとともに
償還金金利を地方交付税に算
入
・改修した廃校をNPO法人や民
間企業等への貸与を認め、営
利事業となる都市農村交流事
業の拠点施設として活用する
・事業運営するＮＰＯ法人等
が、運営資金として、民間か
ら資金を集めた場合、その資
金に対する優遇税制措置

 NPO法人等が廃校を野外活動やコミュニテ
イ・ビジネス活動の拠点施設として活用す
る。それに伴い体験活動を指導する地域の人
材の活用や地域特産物の活用が図られ、地域
雇用の創出や経済効果が得られる。

 地域の拠点となっていた学校の廃校によ
り、地域が停滞している。この施設を民
間事業者等に開放し都市交流を図り活気
を取り戻し、荒廃が進んでいる農地や文
化伝統を継承する。

補助金等に係る予算の執行の
適正化に関する法律第22条、
同法施行令第14条第１項、平
成９年11月20日文教施第87号
「公立学校施設整備費補助金
等に係る財産処分の承認等に
ついて（通知）」

国庫補助を受けて整備した学校施
設を補助目的に反して財産処分す
る際には、原則として補助金相当
額の国庫納付が必要となるが、施
設の有効活用が図られるよう、国
庫納付金を不要とする取扱いも可
能である。

1 Ⅶ

地域再生構想の枠組みの中で、廃校校舎等の
財産処分に係る国庫納付金の要否について、
弾力的な制度運用が行えるよう、検討を行
う。
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らの回答

小田原
市

社会関係資本
（ソーシャ
ル・キャピタ
ル）の培養に
よるにぎわい
の創出

1031 1031050 080480
教育施設の一部転
用

学校整備補助金等により整備
された施設の一部を改築等に
より転用する。

学校整備補助金により整備された施設のう
ち、空き教室等について地域や市民団体の利
用に供する施設として改築し、転用を図る。

国庫補助により整備された施設であるこ
とから、他の用途に転用することができ
ない。また、施設開放制度の中では、消
防法の関係から登録団体以外の利用が制
限されるが、改築するにあたっても補助
金施設であることがネックとなってい
る。

補助金等に係る予算の執行の
適正化に関する法律第22条、
同法施行令第14条第１項、平
成９年11月20日文教施第87号
「公立学校施設整備費補助金
等に係る財産処分の承認等に
ついて（通知）」

国庫補助を受けて整備した学校施
設を補助目的に反して財産処分す
る際には、原則として補助金相当
額の国庫納付が必要となるが、施
設の有効活用が図られるよう、国
庫納付金を不要とする取扱いも可
能である。

5

一般的に、補助事業完了後10年を経過した学
校施設を、公共用施設として無償で財産処分
する場合には、国庫納付金を不要とする取扱
いをしており、この提案の趣旨の実現に当
たっては、国庫納付金の返還を要することな
く廃校施設等の財産処分が可能である。

玉川村

産業振興・滞
在型農業体験
による地域再
生計画

1046 1046010 080490
学校施設の多目的
利用への転用

現在、教員住宅や教室に空き
があるので、短期の宿泊施設
等としての多目的使用を認め
る。

農業体験学校や田舎体験教室を行う

補助金等に係る予算の執行の
適正化に関する法律第22条、
同法施行令第14条第１項、平
成９年11月20日文教施第87号
「公立学校施設整備費補助金
等に係る財産処分の承認等に
ついて（通知）」

国庫補助を受けて整備した学校施
設を補助目的に反して財産処分す
る際には、原則として補助金相当
額の国庫納付が必要となるが、施
設の有効活用が図られるよう、国
庫納付金を不要とする取扱いも可
能である。

5

この提案のうち、校舎については処分制限期
間を経過しているとともに、教員宿舎につい
ては国庫補助がなされていないことから、こ
の提案の趣旨の実現に当たっては、国庫納付
金の返還を要することなく廃校施設等の財産
処分が可能である。

長野県
コモンズの視
点からの人づ
くり

1069 1069030 080500
幼稚園園舎の保育
所転用に対する優
遇措置

私立学校施設整備費補助金
（私立幼稚園施設整備費）交
付要綱第15条を改正し、幼稚
園施設として整備した施設を
財産処分制限期間前に用途変
更する場合の補助金返還を、
保育所施設を併設するための
用途変更の場合は、補助事業
完了後の期間に関わらず、一
律これを免除する。

学校法人の保育所設置を促すことにより、幼
稚園と保育所の合同保育など保育サービスの
多様化を図るとともに、市民の社会参加の促
進、地域雇用の創出及び地域経済の活性化を
図る。

国庫補助を受けた幼稚園園舎に定員減に
より余裕が生じ、園舎を所有する学校法
人が余裕面積を利用し、附帯事業として
保育所を運営する際、国庫補助事業完了
後一定期間以内のものについては、国庫
納付を前提に用途変更が認められている
ところである。
　しかし、この国庫返還が学校法人の保
育所設置運営への参入を阻害しているこ
とから、幼稚園の一部を保育所に転用す
る場合は、国庫補助事業完了後の経過期
間にかかわらず、補助金の国庫返還を要
さず、転用を認めていくことが参入を促
す要因となる。

国庫補助事業完了後一定期間を経
過した幼稚園園舎に，定員減によ
り余裕が生じることがあり、この
場合、国庫補助完了後１０年を超
える期間を経過していなくても、
補助金相当額の国庫納付を補助金
相当額の国庫納付を要せずに、学
校法人が付帯事業として実施する
保育所に転用することを承認する
取扱を行っている。

5

「制度の現状」にあるとおり、国庫補助事業
完了後一定期間を経過した幼稚園園舎に，定
員減により余裕が生じることがあり、この場
合、国庫補助完了後１０年を超える期間を経
過していなくても、補助金相当額の国庫納付
を補助金相当額の国庫納付を要せずに、学校
法人が附帯事業として実施する保育所に転用
することを承認する取扱を行っている。

月舘町

介護予防・障
害者支援によ
る地域再生計
画

1081 1081010 080510
施設の目的外使用
許可

仕事等からの引退後も活動を
活発化させ、ボケや社会的孤
立、老人性の疾患から守り、
生き甲斐の創出を図っていく
ことが重要である。学校の空
き教室や既存の公共施設を自
由に使えるようにし、生き甲
斐作りや地域再生を後押しす
る。直接経済活性化や雇用創
出には結びつかないが、地域
再生を地域で考える場にし、
伸びるまえの縮みにできれ
ば。

学校の空き教室や既存の公共施設を利用した
健康教室、ふれあいサロン、ミニデイサービ
ス等の開催。子どもたちとの交流。老人保健
法や介護保険法に基づく介護予防施策だけで
なく、生涯学習などのあらゆる施策を総動
員・有機的に組み合わせて「要介護」高齢者
を増やさず、高齢者こそが地域を牽引するよ
う、地域再生を図る。

施設の目的外使用許可 社会教育法第２０条

社会教育法第２０条において「公
民館は、市町村その他一定区域内
の住民のために、実際生活に即す
る教育、学術及び文化に関する各
種の事業を行い、もつて住民の教
養の向上、健康の増進、情操の純
化を図り、生活文化の振興、社会
福祉の増進に寄与することを目的
とする。」と規定されているとこ
ろ。

5

  一般的に、補助事業完了後10年を経過した
学校施設を、公共用施設として無償で財産処
分する場合には、国庫納付金を不要とする取
扱いをしており、この提案の趣旨の実現に当
たっては、国庫納付金の返還を要することな
く廃校施設等の財産処分が可能である。
　また、地域の学習拠点として様々な役割が
期待されている公民館において、例えば、地
域の子どもや高齢者の居場所として活用する
ことなどは、公民館の目的を妨げない限度に
おいて、何ら妨げられるものではない。
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柳津町

スクールバス
活用による住
民交通手段の
確保

1092 1092010 080520
国庫補助事業で整
備した施設の目的
外使用

国庫補助事業で整備した施設
の目的外使用

現在、柳津町が児童生徒を乗車させ運行して
いるスクールバスの空席部分に、一般住民を
有償にて乗車させ、住民の利便性の向上と雇
用機会の増大を図りたい。このためにへき地
教育振興法第７条第３号にかかる補助施設の
目的外使用を認めていただきたい。あわせ
て、当該スクールバスの購入にあたっては、
国庫補助金のほか地方債(辺地債・過疎債)を
充当しており、元利償還金の基準財政需要額
への算入について現行どおり継続をお願いし
たい。

へき地教育振興法第７条第３項の目的外
使用の許可をいただきたい。

へき地教育振興法
補助金等に係る予算の執行の
適正化に関する法律第２２条
へき地児童生徒援助費等補助
金にかかるスクールバス・
ボートの住民の利用に関する
承認要領〈平成８年４月１７
日文教財第２０号教育助成局
長裁定）

へき地教育振興法に基づき、へき
地学校等の児童及び生徒の通学を
容易にするため、都道府県及び市
町村の負担するスクールバスの購
入費の２分の１を国が補助してい
る。補助事業により取得した財産
については、補助金適正化法第２
２条の規定により、各省の長の承
認を受けないで、目的に反して使
用したり、貸付をしたりできない
ことになっており、スクールバス
については、一定の要件に該当
し、文部科学大臣の承認を受ける
ことで、住民利用に供することが
可能となっている。

5

　現行制度でも、スクールバスを利用する児
童生徒の登・下校に支障がないなどの要件を
備えているような場合には、有償・無償を問
わず、文部科学大臣の承認を得て、住民利用
に供することは可能となっている。

提案者の要望は空席部
分に一般住民を有償で
乗車させるというもの
であるが、これも実現
できると考えていいの
か。できる場合、周知
を図るための措置をす
べきでないか検討され
たい。

5

　スクールバスの児童生徒と住民
との混乗と有償での住民利用に関
しては、すでに住民利用に関する
承認要領で認められているところ
であり、スクールバスを利用する
児童生徒の登・下校に支障がない
などの要件を備えているような場
合には、文部科学大臣の承認を得
て、住民利用に供することは可能
となっている。必要があればこの
要領の趣旨を会議等で周知するこ
とを検討してまいりたい。

河東町
国際観光ネッ
トワーク河東
学園構想

1118 1118010 080530
教育施設の目的外
使用に関する規制
緩和

■河東学園施設の遊休時間
帯、地域貢献・地域起業型で
の有料公開利用と図書館・コ
ンピューター室を活用した起
業型の情報サービスとプロガ
イド養成講座

●夜間･土日祭日の学校学習施設の有料利用
サービス
・温水プールのサウナ、ジャグジーや体育館
などを活用した健康講座付きプール教室
・温水プール+農家食健康講座付きの健康観
光ツアー（不定期企画：年１回のツアー講
座）
・ホールのミニコンサートや演劇、映画鑑賞
利用
・ホールでの音楽付き記念パーティ利用（定
期企画：成人式、卒業式、姉妹都市交流など
祭日利用の交流講座）
・ホールでの学園主催者による伝統芸能定期
公演つきディナーパーティ
● 夜間･土日祭日のラーニングセンターでの
有料利用の情報サービス
・図書館の情報サービス
・コンピューターセンターのＩＴ学習講座
・国際交流観光情報の受発信ＨＰ作成講座
・生涯学習施設での地元学学習＆有料ガイド
マップ作成講座
・国際交流観光ガイドライセンス取得講座
・国際交流コーディネーター養成講座

●学校施設の高度利用、生涯学習利用、
国際交流による地域社会の文化的、求心
的利用として活性化を図りたい。

●伝統芸能文化や自然エネルギー利用、
地域固有な景観鑑賞などの地域での体験
交流は地域に新しい評価とニーズを引き
出す。その総合化を学園の役割として実
験的展開を図りたい。
●高度情報基盤を活用し地域学際研究の
会津大学、情報産業を展開する第三セク
ター会津リエゾンオフィスなどとの提
携・連携ネットワーク事業を通した情報
の受発信能力を高める契機としたい。。
●地域に不足している国際交流のコミュ
ニケーション力を高め、新しい地域資源
のガイドサービス業と新職業を生み出す
起業化戦略の実現を図りたい。

地方自治法第２３８条の４

学校施設は、本来の目的である教
育活動の実施に支障のない限りに
おいて目的外使用を認めることが
可能となっている。
公立学校については、教育委員会
が目的外使用に関する規則を制定
し、これに基づき目的外使用を許
可する。

5
左記にあるように、学校の目的外使用は、現
行において可能である。

貴省の回答中制度等の
現状には「教育活動に
支障のない限りにおい
て目的外使用を認める
ことが可能」とあるが、
その前提に立ち、提案
者が要望している事業
についても目的外使用
として認めることが可能
であると考えてよいか。

5
学校の目的外使用については、学
校の設置者たる教育委員会の判断
により可能である。

杉並区

余裕教室を活
用した福祉施
設運営による
地域の再生

1127 1127010 080540 余裕教室の活用

国からの補助金を得て立てら
れた建物については、法に
よってその用途以外に転用す
る場合、補助金の返還等によ
り大臣の承認を得る必要があ
る。学校施設ついては通達に
よって緩和されているが、運
営主体を学校法人ないしは社
会福祉法人に限られているた
め、これをＮＰＯ法人にまで
緩和する。
また、厚生省通知では転用時
の整備費についての補助金の
対象は市町村が実施主体であ
るものに限られている。この
範囲を社会福祉法人及びＮＰ
Ｏ法人にまで緩和する。
これにより区が委託すると
いった形式ではなく、ＮＰＯ
法人が自主的に運営できる。
また、地域に密着した介護保
険事業者が育ち、質の高い
サービスを提供できる。

学校の余裕教室を補助金を活用して改修し、
区が設置した高齢者在宅サービスセンターを
廃止し、設置及び運営をＮＰＯ法人にまかせ
る。
地域に密着したＮＰＯ法人を核として、地域
の人材や協力のネットワークできる。
また、介護保険事業者として、質の高いサー
ビスを提供する法人が育つ。

対象施設　　５施設（小学校３施設、中学校
２施設）　　５ＮＰＯ法人

区は学校の余裕教室に補助金を活用し高
齢者在宅サービスセンターを設置した。
設置当初から運営を委託したＮＰＯ法人
は介護保険制度導入から月日もたち、介
護保険事業者として安定している。
地域に密着したＮＰＯ法人の介護保険事
業者としての活動は評価され、地元の理
解協力も多い。
事業の自主的な運営を支援するため、区
は高齢者在宅サービスセンターの運営を
全面的に任せたいが、国の通知、補助金
要綱の規定により難しい。

補助金等に係る予算の執行の
適正化に関する法律第22条、
同法施行令第14条第１項、平
成９年11月20日文教施第87号
「公立学校施設整備費補助金
等に係る財産処分の承認等に
ついて（通知）」

国庫補助を受けて整備された公立
学校施設が国有財産と同様の性格
を持つことを踏まえ、国庫補助を
受けられる社会福祉法人に限り減
額貸与等が認められている国有財
産制度に準じて制度設計を行って
いるところである。

3

地方公共団体において、補助事業完了後10年
を経過した学校施設を社会福祉施設として転
用し、その上で民間に委託するのであれば、
国庫納付金を不要とする取扱いは可能であ
る。一方、NPOが設置主体となる場合は、現
行の国有財産制度に準じてこのような取扱い
はできない。

提案の趣旨を踏まえ検
討されたい。

3

余裕教室をNPOが設置する社会福祉施
設として無償貸与する場合に国庫納付
金を免除することは、社会福祉施設に係
る国庫補助制度も踏まえれば、適切で
はない。
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08　文部科学省　再検討要請回答

15.提
案主
体名

19.地域再生
構想の名称

a.地域
再生構
想管理
番号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のた
めの支援措置に
係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援
措置に係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する法
令、告示、通達等の定め

38.制度等の現状

39.措
置等
の分
類

40.措
置等
の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室
から各府省庁への再
検討要請

45.「措
置等
の分
類の
見直し

46.措
置等
の内
容の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁か
らの回答

美瑛町
美瑛町農業農
村地域再生構
想

1181 1181050 080550
統合等に伴い発生
する空校舎の他目
的利用容認

発生する空校舎を現状で認め
る他目的利用以外に幅広く利
用できるために範囲の拡大若
しくは制限の撤廃

特定用途以外に利用する場合、現行では原則
残存価格に対する相当部分補助金を返還する
義務が発生するが、地域に根ざした施設につ
いて返還を免除する。

地域の施設と位置づけ、農産物の加工施
設として起業誘致、または立地により観
光施設への転用

補助金等に係る予算の執行の
適正化に関する法律第22条、
同法施行令第14条第１項、平
成９年11月20日文教施第87号
「公立学校施設整備費補助金
等に係る財産処分の承認等に
ついて（通知）」

国庫補助を受けて整備した学校施
設を補助目的に反して財産処分す
る際には、原則として補助金相当
額の国庫納付が必要となるが、施
設の有効活用が図られるよう、国
庫納付金を不要とする取扱いも可
能である。

1 Ⅶ

地域再生構想の枠組みの中で、廃校校舎等の
財産処分に係る国庫納付金の要否について、
弾力的な制度運用が行えるよう、検討を行
う。

村上市
村上市廃校校
舎有効活用構
想

1207 1207020 080560
廃校校舎地域再生
支援措置

廃校校舎の転用若しくは財産
処分に係る処分制限期間の撤
廃若しくは緩和。

旧村上市立大栗田小中学校及び旧村上市立山
辺里小学校山田分校校舎を、地域再生のため
に民間企業の工場誘致や施設誘致に活用す
る。

廃校校舎は、その建設時の国庫補助金の
交付により処分制限制期間の制約があ
り、教育目的や非営利公共施設以外への
転用が事実上困難となっている。

補助金等に係る予算の執行の
適正化に関する法律第22条、
同法施行令第14条第１項、平
成９年11月20日文教施第87号
「公立学校施設整備費補助金
等に係る財産処分の承認等に
ついて（通知）」

処分制限期間は、補助金等適正化
法施行令第14条に基づき各省の長
が定めるものであるが、「減価償
却資産の耐用年数等に関する省
令」（昭和40年大蔵省令第15号）
を基礎とすることとされており、
当該省令の改正を踏まえて学校施
設の処分期間も縮減したところで
ある。

3

国庫補助を受けて整備された学校施設の処分
制限期間の適用は、大蔵省令が基礎となって
おり、当省として処分制限期間の短縮等の対
応は困難である。

鮫川村

大豆の特産品
開発と健康・
長寿の村づく
り

1224 1224020 080570
国庫補助事業で整
備した施設に係る
目的外使用の承認

廃校となった小学校の有効活
用を図るため、「公立学校施
設整備費補助金等に係る財産
処分の承認」事項の規制緩
和。

2.廃校の活用
　地域資源を活かした内発型の地域づく
りを推進するためには、廃校の活用は不
可欠の条件である。しかし、現行制度で
は「鉄筋コンクリート造り」の場合、築
後60年を経過しなければ転用ができない
ため、「公立学校施設整備費補助金等に
係る財産処分の承認」事項の「同一地方
公共団体における公共用又は公用に供す
る施設への転用」に、「特産品製造加工
施設」を加えること。

補助金等に係る予算の執行の
適正化に関する法律第22条、
同法施行令第14条第１項、平
成９年11月20日文教施第87号
「公立学校施設整備費補助金
等に係る財産処分の承認等に
ついて（通知）」

国庫補助を受けて整備した学校施
設を補助目的に反して財産処分す
る際には、原則として補助金相当
額の国庫納付が必要となるが、施
設の有効活用が図られるよう、国
庫納付金を不要とする取扱いも可
能である。

5

一般的に、補助事業完了後10年を経過した学
校施設を、公共用施設として無償で財産処分
する場合には、国庫納付金を不要とする取扱
いをしており、この提案の趣旨の実現に当
たっては、国庫納付金の返還を要することな
く廃校施設等の財産処分が可能である。
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08　文部科学省　再検討要請回答
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27.地域再生のた
めの支援措置に
係る提案事項
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47.再検討要請に対する各府省庁か
らの回答

大蔵村

住民ニーズと
地域特性を活
かしたまちづ
くり

1225 1225020 080580
保育所・学校等補
助金施設の目的外
使用の認容

本村の過疎化による少子化は著しく、
当初の予想を遥かに上回るものになっ
ている。その結果、学校や保育所など
は統合しなければ運営していけない状
況になっている。特に赤松小学校にお
いては、今年度入学生がゼロとなって
おり、なるべく早い時期での統合が必
要になっている。そこで、統合した後
の空き施設を有効利用し地域活力の増
進・交流人口の増加・地域産業の活性
化推進を図りたいが、建築間もない赤
松小学校を大蔵小学校に統合し、施設
を利活用する場合、国庫補助事業完了
後１０年という目的外使用制限期間が
あり、補助金返還が生じてくるため、
制限期間の短縮をお願いしたい。ま
た、他の補助金施設に関しても今後同
様に統合・その他の理由により使用し
なくなったものは、目的外使用の認容
をお願いし、各地域での教育の充実・
福祉の充実のための中心施設としての
活用を図りたい。

保育所や学校の統合を進め空いた施設等を
①歴史資料室・図書室・合宿所・宿泊通学体
験所等、生涯学習施設として利用し、個性と
魅力のある「ひとづくり」を進める。　②グ
リーンツーリズム体験宿泊場所として利用
し、交流人口の増加を進める。　③福祉相談
室、保健センターとして利用し、健康で安心
して暮らせる地域づくりを進める。　④農産
物加工・貯蔵施設や特産品開発所として利用
し、地域産業の活性化を進める。　⑤高齢者
向け共同住宅や高齢者生きがいづくり拠点施
設として利用し、福祉の充実を図る。　⑥上
記施設として利用することにより、新たな雇
用を創出する。

財政難により、新たなる活性化のための
施設が建設できない今日、社会情勢の変
化から本来の目的での使用価値が薄れた
補助金施設を有効利用するためには、目
的外使用の認容が必要である。

補助金等に係る予算の執行の
適正化に関する法律第22条、
同法施行令第14条第１項、平
成９年11月20日文教施第87号
「公立学校施設整備費補助金
等に係る財産処分の承認等に
ついて（通知）」

国庫補助を受けて整備した学校施
設を補助目的に反して財産処分す
る際には、原則として補助金相当
額の国庫納付が必要となるが、施
設の有効活用が図られるよう、国
庫納付金を不要とする取扱いも可
能である。

1 Ⅶ

地域再生構想の枠組みの中で、廃校校舎等の
財産処分に係る国庫納付金の要否について、
弾力的な制度運用が行えるよう、検討を行
う。

大田区

おおた“はば
たき”プログ
ラムによる地
域再生構想

1233 1233020 080590

国庫補助金により
取得した施設の転
用に係る制限の緩
和措置

　補助金等の交付を受けて取得し又は
効用の増加した財産を、補助金等の交
付の目的に反して使用し、譲渡し、交
換し、貸し付けるに当たっては、各省
各庁の長の承認をが必要とされてい
る。また、転用等で、報告手続によ
り、承認があったものとして取り扱っ
た場合でも、国庫補助事業完了時から
起算して、別に定められた期間を経過
するまでは所要の手続を経ることなく
財産処分を行うことができないとされ
ている。
また、財産処分の承認に際しては、処
分する部分の残存価格に対する補助金
相当額を国庫に納付することになって
いる。
　このことについて、国庫補助金によ
り取得した区立小学校に用途変更の必
要が生じた場合には、変更する部分の
残存価格に対する補助金相当額を国庫
に納付することを廃止し、１０年経過
前に、他の施設等へ転用しすることを
可能とし、承認手続については、当区
議会の承認とする。

　少子化による児童減少により、児童のより
よい教育環境を整備していくため、｢大田区
立小学校適正配置実施計画」を策定してい
る。適正配置後の小学校施設の活用について
は、産業再生のための施設、保育園待機児解
消等子育て支援のための施設、高齢者施設、
障害者施設等、教育施設以外の用途も計画・
検討の範囲に含まれる。

　国庫補助金等により取得した施設につ
いては、国庫補助事業完了時から起算し
て、最短でも１０年間経過するまでは、
転用等が行えない。
　大田区では平成7年に施行された「建築
物の耐震改修の促進に関する法律」をう
けて、震災時の避難所となる学校を重点
的に5ヵ年で耐震補強した。その時点で用
途変更が予定されていた学校を除き、そ
の後用途変更の必要性が生じた学校につ
いても、地震がいつ起こるかもわからな
いので、児童の安全重視の観点より、平
成9年と12年に耐震補強工事を実施した。
　これらの理由により、制限期間の短縮
と、承認手続の簡素化を提案する。

補助金等に係る予算の執行の
適正化に関する法律第22条、
同法施行令第14条第１項、平
成９年11月20日文教施第87号
「公立学校施設整備費補助金
等に係る財産処分の承認等に
ついて（通知）」

①財産処分制限期間内であって
も、国庫を受けて整備した学校施
設を補助目的に反して財産処分す
ることは可能である。この場合に
おいて、原則として補助金相当額
の国庫納付が必要となるが、例え
ば、地方公共団体において補助事
業完了後１０年を経過した廃校施
設や余裕教室を公共用施設に転用
する場合には、国庫納付金を不要
とする取扱いをしている。
②補助金等に係る予算の執行の適
正化に関する法律第22条の規定に
より、処分制限期間中の財産処分
に当たっては大臣の承認を要する
こととなっている。

①─１
②─3

①─Ⅶ

①地域再生構想の枠組みの中で、廃校校舎等
の財産処分に係る国庫納付金の要否につい
て、弾力的な制度運用が行えるよう、検討を
行う。
②国庫補助を受けて整備した公立学校施設の
財産処分の承認に当たっては、その処分内
容・方法や、処分を必要とする趣旨・背景な
どを総合的に勘案する必要があり、これらの
当否は、公立学校施設に係る国庫補助金を所
管する文部科学大臣において、補助金の適正
な執行の観点から責任をもって判断すべきも
のである。

小野町
健康・安心の
まちづくりに
よる地域再生

1240 1240010 080600

学校施設等の有効
活用のための制限
緩和（財産処分、
目的外使用）

公立学校施設整備費補助金等
で建設した学校施設等で、余
裕教室や今後統廃合により廃
校となる学校や児童福祉施
設、農林水産施設等、補助金
等により整備された施設の民
間事業者による目的外使用が
可能となるよう財産処分制限
の緩和をお願いしたい。

補助金等の制限が緩和されることで、学校等
の余裕教室の開放や施設譲渡が可能となれ
ば、高齢者福祉（介護）、児童福祉（子育て
支援）、健康づくり等のコミュニティービジ
ネスを始めとする起業者に対する支援、さら
には研究機関、情報通信事業者等の企業進出
が誘発され、町民の健康増進の場の確保、雇
用拡大、経済活性化が図られる。

補助金等に係る予算の執行の適正化に関
する法律では財産処分の制限を規定して
いるが、制限緩和により施設の統廃合が
予定されている施設を始めとする既存公
有施設の他目的利用・民間事業者等への
譲渡、開放をしても補助金の返還を不要
とする。

補助金等に係る予算の執行の
適正化に関する法律第22条、
同法施行令第14条第１項、平
成９年11月20日文教施第87号
「公立学校施設整備費補助金
等に係る財産処分の承認等に
ついて（通知）」

国庫補助を受けて整備した学校施
設を補助目的に反して財産処分す
る際には、原則として補助金相当
額の国庫納付が必要となるが、施
設の有効活用が図られるよう、国
庫納付金を不要とする取扱いも可
能である。

1 Ⅶ

地域再生構想の枠組みの中で、廃校校舎等の
財産処分に係る国庫納付金の要否について、
弾力的な制度運用が行えるよう、検討を行
う。
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08　文部科学省　再検討要請回答

15.提
案主
体名

19.地域再生
構想の名称

a.地域
再生構
想管理
番号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のた
めの支援措置に
係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援
措置に係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する法
令、告示、通達等の定め

38.制度等の現状

39.措
置等
の分
類

40.措
置等
の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室
から各府省庁への再
検討要請

45.「措
置等
の分
類の
見直し

46.措
置等
の内
容の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁か
らの回答

静岡市

学校統合によ
り廃止となる
学校施設、用
地を活用した
まちづくり

1245 1245010 080610

学校統廃合等によ
り廃止となる学校
施設、学校用地の
他の公共施設、公
用施設への転用の
容易化

公立学校施設整備費補助金等
に係る財産処分承認等につい
ての局長裁定に含まれない公
共施設、公用施設へ転用する
場合に補助金の返還、市債の
繰上償還の免除。
学校用地を他の公共施設、公
用施設へ用途変更する場合に
市債の繰上償還を免除。

小学校の統廃合により廃止となる学校施設及
び学校用地をＮＰ０センターなどに転用し、
地域活動の拠点として利用し、地域の活性化
を図る。

現状の制度では、予定している施設への
転用する場合、補助金の返還と市債の繰
上償還があり、改修費等も含めて財政負
担が大きい。

補助金等に係る予算の執行の
適正化に関する法律第22条、
同法施行令第14条第１項、平
成９年11月20日文教施第87号
「公立学校施設整備費補助金
等に係る財産処分の承認等に
ついて（通知）」

国庫補助を受けて整備した学校施
設を補助目的に反して財産処分す
る際には、原則として補助金相当
額の国庫納付が必要となるが、施
設の有効活用が図られるよう、国
庫納付金を不要とする取扱いも可
能である。

5

一般的に、補助事業完了後10年を経過した学
校施設を、無償で公共用施設として財産処分
する場合には、国庫納付金を不要とする取扱
いをしており、この提案の趣旨の実現に当
たっては、国庫納付金の返還を要することな
く廃校施設等の財産処分が可能である。

横須賀
市

「公立学校施
設整備費補助
金等に係る財
産処分の承認
等」の改正

1256 1256010 080620

「公立学校施設整
備費補助金等に係
る財産処分の承認
等」の改正

「公立学校施設整備費補助金
等に係る財産処分の承認等に
ついて」（平成9年11月20日
文教施第87号文部省教育助成
局長通知）の別表の適用番号
２に営利を目的としない民間
運営者に使用させる場合も含
むよう改正する。

小中学校の空き教室を転用し、民間学童クラ
ブが使用しやすくすることで、子育て支援を
する。

現状では、公立学校施設整備費補助金を
返還しなければできない。学校外で学童
クラブに適した場所は少ない。のびのび
と学童クラブ活動できる場所を提供し、
子育て支援をする。

補助金等に係る予算の執行の
適正化に関する法律第22条、
同法施行令第14条第１項、平
成９年11月20日文教施第87号
「公立学校施設整備費補助金
等に係る財産処分の承認等に
ついて（通知）」

国庫補助を受けて整備した学校施
設を補助目的に反して財産処分す
る際には、原則として補助金相当
額の国庫納付が必要となるが、施
設の有効活用が図られるよう、国
庫納付金を不要とする取扱いも可
能である。

1 Ⅶ

地域再生構想の枠組みの中で、廃校校舎等の
財産処分に係る国庫納付金の要否について、
弾力的な制度運用が行えるよう、検討を行
う。

神奈川
県

グリーンツー
リズムによる
水源地域の活
性化構想

1283 1283030 080630
小学校転用による
施設再利用

補助金により整備された財産
の効率的利用の促進

・小学校統合により廃止された校舎を再利用
し、市民農園利用者の活動拠点、農業体験宿
泊施設とする。
・民間・ＮＰＯ等への行政財産の貸付

・補助金導入施設の転用が規制されてい
るため。
・簡易宿泊施設の営業許可の規制がある
ため。

補助金等に係る予算の執行の
適正化に関する法律第22条、
同法施行令第14条第１項、平
成９年11月20日文教施第87号
「公立学校施設整備費補助金
等に係る財産処分の承認等に
ついて（通知）」

国庫補助を受けて整備した学校施
設を補助目的に反して財産処分す
る際には、原則として補助金相当
額の国庫納付が必要となるが、施
設の有効活用が図られるよう、国
庫納付金を不要とする取扱いも可
能である。

1 Ⅶ

地域再生構想の枠組みの中で、廃校校舎等の
財産処分に係る国庫納付金の要否について、
弾力的な制度運用が行えるよう、検討を行
う。

只見町
国庫補助取得
財産の有効活
用

1314 1314010 080640

国庫補助事業施設
の民間への貸し出
し、統合化による
空き校舎の再利用

民間企業への貸し出し、統合
中学校化による空き校舎の再
利用を図る。

民間企業への貸し出し、統合中学校化による
空き校舎の再利用を図る。

国庫補助事業で整備した施設について
は、処分制限期間内での目的外使用、貸
し出し、譲渡はできないこととなってい
る

補助金等に係る予算の執行の
適正化に関する法律第22条、
同法施行令第14条第１項、平
成９年11月20日文教施第87号
「公立学校施設整備費補助金
等に係る財産処分の承認等に
ついて（通知）」

国庫補助を受けて整備した学校施
設を補助目的に反して財産処分す
る際には、原則として補助金相当
額の国庫納付が必要となるが、施
設の有効活用が図られるよう、国
庫納付金を不要とする取扱いも可
能である。

1 Ⅶ

地域再生構想の枠組みの中で、廃校校舎等の
財産処分に係る国庫納付金の要否について、
弾力的な制度運用が行えるよう、検討を行
う。

喜多方
市

誘客による地
域再生

1348 1348010 080650
補助金施設の多目
的使用の許可及び
手続きの簡素化

補助金施設の使用目的拡大の
許可
補助金施設の目的外使用許可
の緩和

現在使われていない分校を農業体験者滞在施
設に改築する。

文部省の補助を受けた施設の目的外使用
にあたるが、交流人口拡大や新規就農者
育成のため既存施設を有効利用するた
め。

補助金等に係る予算の執行の
適正化に関する法律第22条、
同法施行令第14条第１項、平
成９年11月20日文教施第87号
「公立学校施設整備費補助金
等に係る財産処分の承認等に
ついて（通知）」

国庫補助を受けて整備した学校施
設を補助目的に反して財産処分す
る際には、原則として補助金相当
額の国庫納付が必要となるが、施
設の有効活用が図られるよう、国
庫納付金を不要とする取扱いも可
能である。

5

一般的に、補助事業完了後10年を経過した学
校施設を、公共用施設として無償で財産処分
する場合には、国庫納付金を不要とする取扱
いをしており、この提案の趣旨の実現に当
たっては、国庫納付金の返還を要することな
く廃校施設等の財産処分が可能である。
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08　文部科学省　再検討要請回答

15.提
案主
体名

19.地域再生
構想の名称

a.地域
再生構
想管理
番号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のた
めの支援措置に
係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援
措置に係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する法
令、告示、通達等の定め

38.制度等の現状

39.措
置等
の分
類

40.措
置等
の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室
から各府省庁への再
検討要請

45.「措
置等
の分
類の
見直し

46.措
置等
の内
容の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁か
らの回答

矢祭町
幼保一体化構
想

1360 1360010 080660

町施設使用の効率
化と民間委託する
ことによる雇用促
進

保育所児童の給食について外
部搬入を認めてほしい。幼稚
園の空き教室を利用して保育
所として利用することによっ
て、施設の効率的な利用が図
られる｡

平成16年4月より給食センターを民間委託す
る予定であり、保育所、幼稚園を一体化する
予定である。

給食センターを民間委託することによっ
て雇用の促進にもつながり、幼稚園を保
育所として利用することにより、施設の
効率化が図れる。

幼稚園園舎の余裕部分を転用し
て、保育所を設置することは、現
行制度上でも可能である。

5
幼稚園園舎の余裕部分を転用して、保育所を
設置することは、現行制度上でも可能であ
る。

大方町

テレワークに
よる地域再
生・新規ビジ
ネス機会の創
出

2008 2008010 080670
地方教育行政の組
織及び運営に関す
る法律の改正

学校施設の確保に関する政令
の改正（目的外使用の緩和）

（この政令の目的）第１条
この政令は、学校施設が学校
教育の目的以外の目的に使用
されることを防止し、もつて
学校教育に必要な施設を確保
することを目的とする。

（学校施設の使用禁止）第３
条　学校施設は、学校が学校
教育の目的に使用する場合を
除く外、使用してはならな
い。但し、左の各号の一に該
当する場合は、この限りでな
い。
1．法律又は法律に基く命令の
規定に基いて使用する場合
2．管理者又は学校の長の同意
を得て使用する場合２　管理
者又は学校の長は、前項第２
号の同意を与えるには、他の
法令の規定に従わなければな
らない。

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（学校施設
の確保に関する政令）の改正により、通信インフラの
整備された商業高校の空き教室を、企業のテレワーク
事務所として貸し出す。大方町は伴う住宅の確保と関
連の環境整備を行う。
【町にとっての効果】定住人口の増、交流人口の増、
関連業務による新たな雇用の場の確保と新しいビジネ
ス機会の創出、体験学習やｅ-ラーニングによる人材育
成、都市部からの滞在者･移住者・外国人などと地元住
民の交流促進による地域活性化
【学校にとっての効果】体験学習やｅ-ラーニングによ
る人材育成、授業で学んだことを即実体験できる、都
市部からの滞在者･移住者・外国人などと生徒の交流促
進による開かれた学校づくり
【企業にとっての効果】豊かな自然環境と充実した生
活環境の中で滞在型のテレワークを行なうことにより､
精神的にも肉体的にも健康を取り戻し、健全な従業員
を確保でき、特別の福利厚生事業を行う必要がなくな
る。
【従業員にとっての効果】都市部での受注活動とリ
ゾート地での創作活動という往来型の就業形態実現に
より、高い生産性と間的な生活を実現。大方町に存在
する多様な自然環境やレジャー施設を生かし、趣味の
場と仕事の場を統合した、新しいライフスタイルを享
受できる。
【その他の効果】授業時間以外にも利用できることで
通信インフラの有効活用が図られる。テレワークのた
めの新たなインフラ整備の必要がない。学校の中で勤
労社会日常的に触れることによって、学校で取り組ん
でいる職業体験が自然と行われる。実業高校（大方商
業高校）の授業内容が、そのまま実体験できる場が確
保できる。

地方教育行政の組織及び運営に関する法律に伴
い、学校施設の確保に関する政令第1条及び第3条
により、学校施設は、学校が学校教育の目的に使
用する場合を除く外、使用してはならないとされ
ている。現在少子化に伴い、県立大方商業高等学
校は入学者の減に伴い、生徒数が減少、学制の変
更も協議されいる。情報科を持つため同校の通信
インフラは十分整備されているが、政令の定めに
したがい施設の目的外の使用ができないため、授
業以外での開放はされていない。一方、インター
ネットの普及で従来の雇用条件が確保されたま
ま、在宅勤務（SOHO)が可能な時代になり、企業の
従業員の中には、自然が豊かな土地で、現在の仕
事を望む者が増えてきている。企業も優秀な人材
を確保するために、これまでのレベルを落とさず
に業務ができるのであれば、従業員がどこに住も
うとこだわらない企業も現れている。しかし地方
ではまだ通信インフラ整備が十分でなく、思うよ
うな仕事環境にないことがおおいが、学校のよう
に公的な施設は比較的整備されており、その社会
的インフラを十分に活用することが地域にとって
も有益である。そこで前段の法律の改正により、
空き教室と通信インフラを企業に開放し、学校の
中にテレワークオフィスを構えようとするもので
ある。そのために、地方教育行政の組織及び運営
に関する法律（学校施設の確保に関する政令第1条
及び第3条）の改正を行い、弾力的運用を行うこと
で、学校の空き教室を利用し、通信インフラを活
用したテレワークビジネスの展開が可能になる。

補助金等に係る予算の執行の
適正化に関する法律第22条、
同法施行令第14条第１項、平
成９年11月20日文教施第87号
「公立学校施設整備費補助金
等に係る財産処分の承認等に
ついて（通知）」等

国庫補助を受けて整備した学校施
設を補助目的に反して財産処分す
る際には、原則として補助金相当
額の国庫納付が必要となるが、施
設の有効活用が図られるよう、国
庫納付金を不要とする取扱いも可
能である。

1 Ⅶ

地域再生構想の枠組みの中で、廃校校舎等の
財産処分に係る国庫納付金の要否について、
弾力的な制度運用が行えるよう、検討を行
う。

臼杵市

スローライフ
と地場産業と
観光の融合に
よる日本の正
しいふるさと
づくり

2010 2010030 080680

地域産品加工製造
を行うため、補助
金施設の目的外使
用の認容

臼杵市の新しい顔である「う
すきいろ（臼杵色・薄黄色）
カボス」を利用した特産品の
開発及び製造加工の一部を臼
杵市給食センターで行うた
め、補助金施設の目的外使用
の認容についてお願いした
い。その際、「地方債の繰上
げ償還」「補助金の返還」と
いった事項が考えられること
から、その点についても支援
措置が図られるようお願いし
たい。

完熟カボスを原材料として新たに付加価値の
ある地域産品づくりを行う。その具体的内容
として　１．カボス生産農家の活性化。
２．一部加工に携わる雇用の創造。　３．流
通販売業等活性化。等が図られ、ひいては石
仏、フグに続く臼杵市を代表する特産品への
成長が期待できる。

給食センターの有効活用のために、目的
外使用の認容をいただきたい。その際、
「地方債の繰上げ償還」「補助金の返
還」といった事項が考えられることか
ら、当該事業が円滑に推進するよう、こ
れら要件が不要となる措置をお願いした
い。

○補助金等に係る予算の執行
の適正化に関する法律(昭和
30年法律第179号)第22条
○補助金等に係る予算の執行
の適正化に関する法律施行令
(昭和30年政令第255号)第13
条、第14条
○学校給食施設補助交付要綱
(昭和53年5月18日文部科学大
臣裁定)

○補助金等に係る予算の執行の適
正化に関する法律第22条において
は、補助事業等により取得し、又
は効用の増加した政令で定める財
産を各省各庁の長の承認を受けな
いで補助金等の交付の目的に反し
て使用し、譲渡し、交換し、貸し
付け、又は担保に供してはならな
いと規定されている。

5

　　　　　　　　　　　　　　　　　　○現
行でも、学校給食の実施に影響のない範囲で
公益性がある場合は、文部科学大臣の承認を
得た上で、補助金の返還を要せずに学校給食
以外にも使用することは可能。

矢部町
統廃合による
小学校跡地の
活用

2093 2093010 080690

・統廃合による小
学校跡地の活用
・農家民泊
・農作業体験に伴
う諸規制の緩和

・建設後の償還期間を過ぎて
いないもため跡地利用が出来
ないとされている小中学校の
施設の有効利用

自然の学校体験、地元の住民が先生となり、
農業体験や農産加工体験、自然体験など多彩
な催しを実施、合宿や林間学校などの宿泊施
設として利用する。料理等の食材は地元産を
利用する。

体制が不備であるためまずモデルケース
が必要である。廃校というマイナスイ
メージがこの一例を基に地域活性化とい
うプラスの材料になり得る。

補助金等に係る予算の執行の
適正化に関する法律第22条、
同法施行令第14条第１項、平
成９年11月20日文教施第87号
「公立学校施設整備費補助金
等に係る財産処分の承認等に
ついて（通知）」

国庫補助を受けて整備した学校施
設を補助目的に反して財産処分す
る際には、原則として補助金相当
額の国庫納付が必要となるが、施
設の有効活用が図られるよう、国
庫納付金を不要とする取扱いも可
能である。

5

一般的に、補助事業完了後10年を経過した学
校施設を、公共用施設として無償で財産処分
する場合には、国庫納付金を不要とする取扱
いをしており、この提案の趣旨の実現に当
たっては、国庫納付金の返還を要することな
く廃校施設等の財産処分が可能である。

20／75



08　文部科学省　再検討要請回答

15.提
案主
体名

19.地域再生
構想の名称

a.地域
再生構
想管理
番号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のた
めの支援措置に
係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援
措置に係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する法
令、告示、通達等の定め

38.制度等の現状

39.措
置等
の分
類

40.措
置等
の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室
から各府省庁への再
検討要請

45.「措
置等
の分
類の
見直し

46.措
置等
の内
容の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁か
らの回答

近江八
幡市

沖島２１世紀
夢プラン

2096 2096010 080700
離島における公立
学校空き教室の民
間活用

国庫補助で整備された離島の
公立学校施設を、民によるま
ちづくり関係の研修所や、地
域博物館に利用できることを
提案するもの。

①空き教室を民間（地域自治組織を含む）へ
研修施設として貸し出すことにより、多様な
知的情報や人材が集積し、地域との交流の中
で、新規産業への学習や開拓ができる好条件
を築く。
②空き教室を利用した博物館を整備し、琵琶
湖の漁村としての多くの貴重な文化歴史を、
空き教室に博物館的に利用することによっ
て、地域文化の発掘・継承や、多くの研究
者・観光客を招く。

良好な公立学校施設があるが、離島の地
域活性化のために利用ができない

補助金等に係る予算の執行の
適正化に関する法律第22条、
同法施行令第14条第１項、平
成９年11月20日文教施第87号
「公立学校施設整備費補助金
等に係る財産処分の承認等に
ついて（通知）」

国庫補助を受けて整備した学校施
設を補助目的に反して財産処分す
る際には、原則として補助金相当
額の国庫納付が必要となるが、施
設の有効活用が図られるよう、国
庫納付金を不要とする取扱いも可
能である。

1 Ⅶ

地域再生構想の枠組みの中で、廃校校舎等の
財産処分に係る国庫納付金の要否について、
弾力的な制度運用が行えるよう、検討を行
う。

兵庫県

「“つくる”
から“つか
う”」公的施
設等活用構想

2098 2098010 080710
公的施設のリニュ-
アルのための適化
法等の柔軟な対応

地方債や国からの補助金で建
設した公的施設等の目的外転
用に当たり、
①地方債の繰上げ償還を不要
とする。
②転用の阻害要因（補助金の
返還等）を除去する等適切な
法的措置を講じる。
③転用の際に必要となる整備
等の財源確保のため、リ
ニューアル債を措置する。

・統廃合等により廃校となった学校の特産品
製造施設への転用
・市町・ＪＡ等の余剰施設の民間施設への転
用　等

現行では地方債や国からの補助金で建設
した公的施設等を目的外転用する場合に
は、補助金等の予算の執行の適正化に関
する法律により、補助金の交付の決定が
取り消され、期限を定めて、その返還が
命じられることとなり、県・市町等の新
たな財政負担が生じることから、地域の
特性やニーズに応じた施設利用ができな
い。そこで、①地方債の繰上げ償還を不
要とする、②転用の阻害要因（補助金の
返還等）を除去する等適切な法的措置を
講じる、③転用の際に必要となる整備等
の財源確保のため、リニュ-アル債を措置
するなどの措置を講じることが必要であ
る。

補助金等に係る予算の執行の
適正化に関する法律第22条、
同法施行令第14条第１項、平
成９年11月20日文教施第87号
「公立学校施設整備費補助金
等に係る財産処分の承認等に
ついて（通知）」

国庫補助を受けて整備した学校施
設を補助目的に反して財産処分す
る際には、原則として補助金相当
額の国庫納付が必要となるが、施
設の有効活用が図られるよう、国
庫納付金を不要とする取扱いも可
能である。

1 Ⅶ

地域再生構想の枠組みの中で、廃校校舎等の
財産処分に係る国庫納付金の要否について、
弾力的な制度運用が行えるよう、検討を行
う。

愛媛県

遊休学校関連
施設の活用に
よる地域定
住・活性化構
想

2152 2152010 080720
補助金等により取
得した財産の処分
制限の緩和

「補助事業者等が補助事業等
により取得し､又は効用の増加
した財産のうち処分を制限す
る財産及び補助事業等により
取得し、又は効用の増加した
財産の処分期間」(平成14年3
月25日文部科学省告示第53号)
の緩和
処分制限期間例示表の処分期
間制限(年)の①を削除し②に
統一
「公立学校施設整備費補助金
等に係る財産処分の承認等に
ついて」(平成9年11月20日文
教施第87号)「別表報告事項一
覧」の適用拡大
適用番号2について、転用制限
10年の短縮と市町村が進める
地域振興のための施策による
場合は、民間への売却、貸与
についても適用

地域の活性化につながる施策の手段として、
廃校施設や不要となった学校施設の一部を市
町村が自由に処分できる年限を短縮するほ
か、転用制限期間の短縮、民間への売却､貸
与を可能にするなどの財産処分の規制を緩和
する。
現在取得年度によって２つに分かれている処
分年限を短期間の方に統一するほか、取得後
10年以内でも転用できたり､市町村が行う民
間企業誘致や定住化、少子化対策など地域再
生のための施策に当該施設を活用する場合
は、民間への売却や貸与なども可能にするこ
とによって、市町村の財産処分方法の選択肢
を増やす。たとえば、不要となった教員住宅
を、定住化施策の一環としてＵ（Ｉ）ターン
者などに提供するなどの目的外使用を容認す
る。企業誘致のために廃校となった施設を民
間企業に売却､貸与することなどを認める。

補助金等により取得した財産(学校施設)
を処分する際、民間等に貸与する場合
は、原則として国庫金の返納義務が生じ
る。例えば、廃校となった学校施設を地
域活性化のために定住を希望する者に貸
与することとした場合は、国庫金の返還
義務が生じ、これがネックとなって、柔
軟な活用方法が見出せない自治体もある
と思われる。補助金適正化法の趣旨を逸
脱しない範囲で、より柔軟に転用等の活
用が図れるように財産処分の規制緩和を
求めたい。

補助金等に係る予算の執行の
適正化に関する法律第22条、
同法施行令第14条第１項、平
成９年11月20日文教施第87号
「公立学校施設整備費補助金
等に係る財産処分の承認等に
ついて（通知）」

国庫補助を受けて整備した学校施
設を補助目的に反して財産処分す
る際には、原則として補助金相当
額の国庫納付が必要となるが、施
設の有効活用が図られるよう、国
庫納付金を不要とする取扱いも可
能である。また、処分制限期間
は、補助金等適正化法施行令第14
条に基づき各省の長が定めるもの
であるが、「減価償却資産の耐用
年数等に関する省令」（昭和40年
大蔵省令第15号）を基礎とするこ
ととされており、当該省令の改正
を踏まえて学校施設の処分期間も
縮減したところである。

①─5
②─1
③─3

②─Ⅶ

①入居見込みのない教員宿舎を無償により公
営住宅に転用する場合には、国庫納付金を不
要とする取扱いをしており、この提案の趣旨
の実現に当たっては、国庫納付金の返還を要
することなく廃校施設等の財産処分が可能で
ある。
②地域再生構想の枠組みの中で、廃校校舎等
の財産処分に係る国庫納付金の要否につい
て、弾力的な制度運用が行えるよう、検討を
行う。
③国庫補助を受けて整備された学校施設の処
分制限期間の適用は、大蔵省令が基礎となっ
ており、当省として処分制限期間の短縮等の
対応は困難である。

建設業
協会郡
山支部

郡山市湖南地
区活性化計画

3003 3003010 080730
郡山市からの低価
格による譲渡

既存学校施設に対する郡山市
の権限を建設業協会郡山支部
に移譲

年間を通じて学生及び社会人の合宿所として
の利用を図るにより、各種ｽﾎﾟ-ﾂの振興とそ
れにより生じる合宿所としての地域雇用の受
け入れ。

郡山市からの既存施設の譲渡 地方自治法、条例等

地方公共団体が有する財産の管理
や処分については、地方自治法、
条例等に基づき、当該地方公共団
体が行うものである。

6

国庫補助金の交付の有無にかかわらず、公立
学校施設は設置者である地方公共団体が有す
る財産であり、その譲渡については当該地方
公共団体において判断すべきものである。
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08　文部科学省　再検討要請回答

15.提
案主
体名

19.地域再生
構想の名称

a.地域
再生構
想管理
番号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のた
めの支援措置に
係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援
措置に係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する法
令、告示、通達等の定め

38.制度等の現状

39.措
置等
の分
類

40.措
置等
の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室
から各府省庁への再
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45.「措
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の分
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見直し

46.措
置等
の内
容の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁か
らの回答

葛飾区
議会議
員

「小学校を拠
点とした、地
域コミュニ
ティ活性化に
よる、下町再
生構想」

3016 3016010 080740
学校施設の建替え
への補助金の要件
緩和

現状、学校の新・増・改築に
関しては、様々な補助制度が
準備されており、各自治体
は、これらを総合的に活用し
ている。しかし、それぞれ用
途に制限があり、本案のよう
に、大胆に民間活力を導入す
るような施設の活用方法は到
底認められない。例えば、民
間の書店、予備校、ｽﾎﾟｰﾂｸﾗﾌﾞ
やｶﾌｪ等と複合化された学校が
実現すれば、区民の利便性の
向上や地域経済の活性化は十
分見込まれる上、学校教育上
の問題もないと考えられる。
そのため、地域の判断で、学
校と様々な施設の複合が可能
となるように、学校施設の建
築補助に関して、要件緩和が
必要となっている。

学校を総合施設に建替える場合については、
総合施設の建築費用全体のうち、学校教育の
目的で使用する施設の費用について、その全
体施設への割合に応じて、補助金が支給され
るように、補助金制度の要件緩和を行ってい
ただきたい。

左記28に同じ。

義務教育諸学校施設費国庫負
担法、同施行令、同施行規
則、公立学校施設整備費国庫
補助要項

地方公共団体が学校施設を整備す
る際に、校舎や体育館の新増改築
等に要する経費の一部について、
法令等に基づき国庫補助を行って
いる。

5

公立学校施設と他の施設を一体的に整備する
場合であっても、学校として必要な部分につ
いて国庫補助を行うとともに、学校施設と他
の公共用施設の有機的な連携を図るために必
要となる共用部分についても補助対象として
いる。

愛知県
豊田市

都市農山村共
生活性化構想

1192 1192070 080750
既存公共施設の再
生・有効活用に係
る連携

補助金等に係る予算の執行の
適正化に関する法律、施行令
の利便性向上により、国庫補
助施設の目的外利用の手続き
簡素化に伴い、その再生・有
効活用するための施策につい
て連携を図る。｢地域資源の再
生・有効活用、地域資源活用
促進事業（総務省）｣

国庫補助を受けた廃校予定の学校施設等を利
用しての、地域連携交流促進施設建設を促進
して、都市住民の農林業や山村地域住民との
交流を活発化させることにより、地域活性化
を促す。

国庫補助施設の目的外利用が認められ、
かつその利用促進策を連携させることに
より事業の推進の円滑化が図れる。

補助金等に係る予算の執行の
適正化に関する法律第22条、
同法施行令第14条第１項、平
成９年11月20日文教施第87号
「公立学校施設整備費補助金
等に係る財産処分の承認等に
ついて（通知）」

国庫補助を受けて整備した学校施
設を補助目的に反して財産処分す
る際には、原則として補助金相当
額の国庫納付が必要となるが、施
設の有効活用が図られるよう、国
庫納付金を不要とする取扱いも可
能である。

1 Ⅶ

地域再生構想の枠組みの中で、廃校校舎等の
財産処分に係る国庫納付金の要否について、
弾力的な制度運用が行えるよう、検討を行
う。

福岡県
青少年科学技
術立県運動

2138 2138030 080760
国有財産の使用目
的の拡大

国立大学研究室や国立試験研
究施設を活用したＮＰＯ法人
等の活動や学校教育における
校外学習を推進するために、
目的外使用要件を緩和する

大学教員等が小中高校の教育現場に出向く出
前講座と小中高校生を大学等の施設に迎え入
れる校外学習を有機的に組み合わせるととも
に、教員等の積極的な参加を促しながら施策
の効果増大をはかる。

青少年科学技術立県運動の推進のために
は、国立研究施設や研究員等の活用が不
可欠であるが、一定の手続きが必要であ
り、そのための要件は欠かせない。また
同様に、地域だけの取り組みでは限界が
あることから、国等の主催イベントの併
催や財政措置等の積極的な協力が必要で
ある。

国有財産法第１８条第３項

国有財産法に「行政財産は、その
用途又は目的を妨げない限度にお
いて、その使用又は収益を許可す
ることができる」と規定されてい
る。

2 Ⅰ

国立大学は本年４月より法人化されることと
なる。法人化後は国有財産法が適用されない
ため、各法人の判断により使用を許可するこ
とが可能となる。

福井県
廃校リユース
（再生）構想

1086 1086010 080770
廃校施設の転用容
認および国庫補助
返還免除

　児童生徒数の減少、市町村
合併等により学校が廃校され
る場合において、当該校舎を
地場産品特売所など、地域産
業の活性化、雇用創出に資す
ると判断される施設に転用す
る場合については、国庫補助
金の返還を要さないものとす
る。

　廃校となる学校施設を、地場産品特売所、
PR施設、伝統工芸練習場など、地域産業の活
性化、雇用創出に資すると判断される施設に
転用する。

　市町村合併等により廃校となる学校施
設の利活用が課題となっている。

補助金等に係る予算の執行の
適正化に関する法律第22条、
同法施行令第14条第１項、平
成９年11月20日文教施第87号
「公立学校施設整備費補助金
等に係る財産処分の承認等に
ついて（通知）」

国庫補助を受けて整備した学校施
設を補助目的に反して財産処分す
る際には、原則として補助金相当
額の国庫納付が必要となるが、施
設の有効活用が図られるよう、国
庫納付金を不要とする取扱いも可
能である。

5

一般的に、補助事業完了後10年を経過した学
校施設を、公共用施設として無償で財産処分
する場合には、国庫納付金を不要とする取扱
いをしており、この提案の趣旨の実現に当
たっては、国庫納付金の返還を要することな
く廃校施設等の財産処分が可能である。
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08　文部科学省　再検討要請回答

15.提
案主
体名

19.地域再生
構想の名称

a.地域
再生構
想管理
番号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のた
めの支援措置に
係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援
措置に係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する法
令、告示、通達等の定め

38.制度等の現状

39.措
置等
の分
類

40.措
置等
の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室
から各府省庁への再
検討要請

45.「措
置等
の分
類の
見直し

46.措
置等
の内
容の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁か
らの回答

十日町
市

吉田スノー
パーク整備構
想

1094 1094010 080780

廃校校舎、体育館
の地域経済活性化
目的による財産処
分の特例

公立学校施設整備費補助金を
受けて取得した財産を譲渡、
貸付等の処分を行うにあたっ
ては、「補助金等に係る予算
の執行の適性化に関する法
律」により文部科学大臣の承
認を必要とするが、当該財産
を地域経済活性化に有効的に
活用することが認めらる場合
（当該財産を地元住民による
任意の組合あるいはＮＰＯ法
人等による経営で利益をあげ
る場合を含む）は、文部科学
大臣への財産処分報告事項と
し、当該財産の残存価格に対
する補助金相当額を国庫に納
付しないこととするよう提案
するもの

この地域内に有するクロスカントリーコース
は2009年開催予定の冬季国体クロスカント
リー会場に決定しているため、さらなる良質
のコースのための整備を計画的に当市では進
めているところであるが、クロスカントリー
競技練習会場としての機能向上のために必須
条件である競技関係者の強化合宿等による短
期、長期にわたる練習を可能とする施設設備
が喫緊の課題であった。　このため廃校と
なった小学校校舎及び体育館を地元住民に無
償貸与し、地元住民の組織する組合あるいＮ
ＰＯ法人等によるクロスカントリー競技関係
者の合宿など宿泊可能な施設として活用す
る。　そのことにより合宿の賄い、競技会場
への選手等の輸送等地元住民の雇用拡大及び
食糧調達における地産地消に結びつくととも
に、大会参加者の利便性の向上が図られ、よ
り一層の大会参加者、団体の増加が期待でき
る。

　クロスカントリー競技大会会場として
の整備に平行して、練習会場としての機
能向上のために競技関係者の強化合宿等
を可能とする施設設備が求められている
が、競技関係者の経済的な負担のできる
だけ少ない宿泊が可能な施設及び、特に
クロスカントリー競技においてはワック
ス管理が重要であり、それらの作業を行
うことができるワックスルームを備えた
施設を新設することは大きな財政的負担
を要するものである。　そのためそれら
の条件を兼ね備えて運営が可能な施設と
して、同コースを有する地域において廃
校となった小学校校舎及び体育館の有効
的な活用促進を図るもの。

補助金等に係る予算の執行の
適正化に関する法律第22条、
同法施行令第14条第１項、平
成９年11月20日文教施第87号
「公立学校施設整備費補助金
等に係る財産処分の承認等に
ついて（通知）」

国庫補助を受けて整備した学校施
設を補助目的に反して財産処分す
る際には、原則として補助金相当
額の国庫納付が必要となるが、施
設の有効活用が図られるよう、国
庫納付金を不要とする取扱いも可
能である。

1 Ⅶ

地域再生構想の枠組みの中で、廃校校舎等の
財産処分に係る国庫納付金の要否について、
弾力的な制度運用が行えるよう、検討を行
う。

愛知県
豊田市

都市農山村共
生活性化構想

1192 1192030 080790
既存公共施設（幼
稚園）の再編・活
用

国庫補助事業完了後、１０年
を経過していない市立幼稚園
を、学校法人又は社会福祉法
人への無償貸与で、学校施設
又は社会福祉施設の用に供す
る場合の、補助金返還条件の
弾力的運用。

国庫補助を受けて建設した市立幼稚園を、多
様化する教育保育ニーズに対応するための｢
豊田市立保育園・幼稚園民間移管計画｣によ
る民営化を図り、幼保一体化、及び早期に本
市の課題である３歳児の教育保育ニーズに適
切に対応していく。

民間活力導入、アウトソーシングは、地
域再生の視点から重要であり、補助金返
還は財政運営面から好ましくないため。

国庫補助事業完了後一定期間を経
過した幼稚園園舎に，定員減によ
り余裕が生じることがあり、この
場合、国庫補助完了後１０年を超
える期間を経過していなくても、
補助金相当額の国庫納付を補助金
相当額の国庫納付を要せずに無償
貸与することを承認する取扱を
行っている。

5

「制度の現状」にあるように、公立幼稚園園
舎の一部を、保育所として学校法人又は社会
福祉法人に無償貸与する際に、補助金の返還
を要しない取扱をしている。

村上市
村上市廃校校
舎有効活用構
想

1207 1207030 080800
廃校校舎地域再生
支援措置

廃校校舎の転用若しくは財産
処分に係る補助金相当額の納
付義務の免除。

旧村上市立大栗田小中学校及び旧村上市立山
辺里小学校山田分校校舎を、地域再生のため
に民間企業の工場誘致や施設誘致に活用す
る。

廃校校舎は、その建設時の国庫補助金の
交付により、教育目的や非営利公共施設
以外への転用では、残存価格の補助金相
当額を国庫に納付する義務があり、自治
体の財政的負担が大きく民間活力の導入
が事実上困難となっている。

補助金等に係る予算の執行の
適正化に関する法律第22条、
同法施行令第14条第１項、平
成９年11月20日文教施第87号
「公立学校施設整備費補助金
等に係る財産処分の承認等に
ついて（通知）」

国庫補助を受けて整備した学校施
設を補助目的に反して財産処分す
る際には、原則として補助金相当
額の国庫納付が必要となるが、施
設の有効活用が図られるよう、国
庫納付金を不要とする取扱いも可
能である。

1 Ⅶ

地域再生構想の枠組みの中で、廃校校舎等の
財産処分に係る国庫納付金の要否について、
弾力的な制度運用が行えるよう、検討を行
う。
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08　文部科学省　再検討要請回答

15.提
案主
体名

19.地域再生
構想の名称

a.地域
再生構
想管理
番号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のた
めの支援措置に
係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援
措置に係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する法
令、告示、通達等の定め

38.制度等の現状

39.措
置等
の分
類

40.措
置等
の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室
から各府省庁への再
検討要請

45.「措
置等
の分
類の
見直し

46.措
置等
の内
容の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁か
らの回答

仙台市

健康づくり
ウェルネス・
コミュニティ
構想

1368 1368130 080810

学習トレーニング
実施に係る余裕教
室利用時の補助金
返還緩和

学習トレーニングを学校の余
裕教室を活用して実施する際
には，学校施設の整備時点か
ら短期間(５年間経過したも
の）においても学校施設整備
補助金の返還なしに利用でき
ることとする。

本市が国際知的産業特区認定を契機として東
北大学と共同で実施している｢脳機能健康プ
ロジェクト｣を広く適用させるための社会シ
ステムとして構築し，市民が痴呆にならない
健康的な生活を続けられるようにする。｢脳
機能健康プロジェクト｣の最終的な社会シス
テムとしては，民間の事業者が，各地域に存
在する学校の余裕教室等を有効利用し自立的
に運営する形態を目指しており，その期待さ
れる療法的効果，産業創出による経済効果か
ら，全国的にも注目を浴びている。

健康寿命の延伸を実現するためには，身
体的な機能の維持増進と同様に，脳機能
の維持増進が重要と考えることから，同
様の普及支援措置が必要である。またト
レーニングの学習内容は小学校低学年と
同等であることから，児童と共同で実施
することによる相乗効果と，地域コミュ
ニティーの創出効果もあり，そこに学校
を使う必要性がある。

補助金等に係る予算の執行の
適正化に関する法律第22条、
同法施行令第14条第１項、平
成９年11月20日文教施第87号
「公立学校施設整備費補助金
等に係る財産処分の承認等に
ついて（通知）」

国庫補助を受けて整備した学校施
設を補助目的に反して財産処分す
る際には、原則として補助金相当
額の国庫納付が必要となるが、施
設の有効活用が図られるよう、国
庫納付金を不要とする取扱いも可
能である。

1 Ⅶ

地域再生構想の枠組みの中で、廃校校舎等の
財産処分に係る国庫納付金の要否について、
弾力的な制度運用が行えるよう、検討を行
う。

山形県
やまがた産業
ルネッサンス
プラン

1385 1385010 080820

ものづくり産業の
コラボレート支援
のための補助事業
の弾力的運用

国庫補助事業で整備した職業
訓練施設や県立高校を活用
し、企業のコラボレート施設
に転用する場合、補助金返還
義務を免除するもの。

廃止した県立の職業訓練施設や県立高校を活
用したコラボレート施設に、複数の企業が入
居して、企業間の交流を通じて技術の向上や
共同受注の推進を図るもの。

補助事業により整備した職業訓練施設等
を「訓練事業」以外の用途に供する場
合、補助金の返還義務が伴い、自治体の
大きな負担となっているため。

補助金等に係る予算の執行の
適正化に関する法律第22条、
同法施行令第14条第１項、平
成９年11月20日文教施第87号
「公立学校施設整備費補助金
等に係る財産処分の承認等に
ついて（通知）」

国庫補助を受けて整備した学校施
設を補助目的に反して財産処分す
る際には、原則として補助金相当
額の国庫納付が必要となるが、施
設の有効活用が図られるよう、国
庫納付金を不要とする取扱いも可
能である。

1 Ⅶ

地域再生構想の枠組みの中で、廃校校舎等の
財産処分に係る国庫納付金の要否について、
弾力的な制度運用が行えるよう、検討を行
う。

大阪府
学校再編整備
に伴う跡地活
用

2036 2036010 080830

府立高校再編整
備、小中学校の統
廃合による学校跡
地活用に伴う補助
金返還の免除

　府立学校及び小中学校の再
編整備を進めるにあたり、施
設整備費補助の国庫返還金に
ついて、承認、報告要件の一
層の緩和を図り、特に統廃合
による場合は、補助金の返還
を免除する。（転用項目の拡
充）建物撤去後の公園用地
住宅用地など弾力的な措置を
講じる。

　府立学校及び小中学校の再編整備にかかる
跡地の利活用の促進を図ることにより、地域
における学校教育の活性化と地域雇用を促進
し、ひいては教育行政及び地方財政の適正な
運営に資する。

　公立学校施設整備費補助金等の交付を
受けて取得した財産（建物、用地等）の
処分については、学校以外の施設へ転用
する際は国庫返還金が生じることから、
利活用が硬直化するという課題が生じて
いる。そのため、承認、報告要件の一層
の緩和を図り、特に統廃合による場合
は、補助金の返還を免除する等利活用の
活性化を図る。（転用項目の拡充）建物
撤去後の公園用地　住宅用地など

補助金等に係る予算の執行の
適正化に関する法律第22条、
同法施行令第14条第１項、平
成９年11月20日文教施第87号
「公立学校施設整備費補助金
等に係る財産処分の承認等に
ついて（通知）」

国庫補助を受けて整備した学校施
設を補助目的に反して財産処分す
る際には、原則として補助金相当
額の国庫納付が必要となるが、施
設の有効活用が図られるよう、国
庫納付金を不要とする取扱いも可
能である。

5

廃校施設の敷地上に他の公共用施設を整備す
る場合において、廃校施設を解体する必要が
ある場合には、国庫納付金を不要とする取扱
いとしており、この提案の趣旨の実現に当
たっては、国庫納付金の返還を要することな
く、廃校施設の財産処分が可能である。
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08　文部科学省　再検討要請回答

15.提
案主
体名

19.地域再生
構想の名称

a.地域
再生構
想管理
番号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のた
めの支援措置に
係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援
措置に係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する法
令、告示、通達等の定め

38.制度等の現状

39.措
置等
の分
類

40.措
置等
の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室
から各府省庁への再
検討要請

45.「措
置等
の分
類の
見直し

46.措
置等
の内
容の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁か
らの回答

呉市
（仮称）広市
民センター建
設事業

2071 2071010 080840

「補助金等に係る
予算の執行の適正
化に関する法律」
の適用免除

　地域活性化の核となる公共
施設の建て替えに当たり，既
存施設の供用期間が一定期間
を経過し，新たな施設が既存
施設に比べ機能面での向上が
見込まれ，なおかつ国庫補助
金の交付を受けずに建設する
場合においては，既存施設の
建設時に交付された国庫補助
金の返還義務を免除していた
だきたい。
 併せて国庫補助金を財源に建
設した公共施設の財産処分制
限期間見直しの検討をお願い
する。

国庫補助金の返還義務の免除
（効果…概算）
青年教育センター：6,250千円
武道場：3,300千円
保健所：未定

　公共施設の建て替えに当たり，既存施
設の供用期間が一定期間を経過し，新施
設が既存施設に比べ機能面での向上が見
込まれ，国庫補助金を財源とせずに建設
する場合において，既存施設建設時に交
付された国庫補助金の返還義務は，実体
上不合理であるとともに財政的にもマイ
ナス要因となる。

「公立社会教育施設整備費補
助金に係る財産処分の承認等
について」（平成１０年３月
３１日付文部省生涯学習局長
裁定）
　
「公立学校施設整備費補助金
（学校体育諸施設補助）等に
係る財産処分の承認等につい
て」平成10年10月23日各都道
府県知事、各都道府県教育委
員会教育長あて　文部省体育
局長通知（当該財産処分につ
いて文部科学大臣の承認手続
きを簡素化する旨の通知）

公立社会教育施設整備費補助金を
受けて建築した施設の財産処分に
当たっては、「公立社会教育施設
整備費補助金に係る財産処分の承
認等について」（平成１０年３月
３１日付文部省生涯学習局長裁
定）により扱っているところ。

社会体育施設整備費補助金により
取得した施設の処分制限期間内の
財産処分については、原則として
処分する部分の残存価格に対する
補助金相当額を国庫に送付するこ
とを条件に承認している。しかし
ながら、地方自治体独自の財源に
より改築する場合について納付金
を要さずに承認している場合もあ
る。

4,５ －

 社会教育施設については、特区第２次提案
において財産処分の制限期間を撤廃すること
とした。（平成１５年度中に措置）

既存施設を取り壊し、既存施設以上の面積の
施設を地方自治体独自の財源で建設する場合
は、「承認」によらず文部科学大臣への「報
告」事項としている（国庫への納付金は生じ
ない。）。

足寄町
とかち
ペレッ
ト生産
組合

木質バイオマ
ス未利用資源
利活用構想

1016 1016010 080850
廃校学校利活用の
用途変更

文部科学省が足寄町に、財産
の処分の制限に関する承認
の、権限移譲。

廃校学校体育館に、民間事業者で構成された
協同組合が、木質ペレット生産工場を設置
し、年間2,000tのペレットを生産し、足寄町
新庁舎、消防庁舎、町民センターへの熱供給
ボイラー150万Kcalに年間400t、その他一般
住宅用ストーブにペレットを供給する。

体育館の用途変更は、補助金返還となる
ことから、民間事業者の負担が大き過ぎ
るため、事業が円滑に進まない。

補助金等に係る予算の執行の
適正化に関する法律第22条、
同法施行令第14条第１項

国庫補助を受けて整備された学校
施設については、補助金等に係る
予算の執行の適正化に関する法律
第22条の規定により、処分制限期
間中の財産処分に当たっては大臣
の承認を要することとなってい
る。

3

国庫補助を受けて整備した公立学校施設の財
産処分の承認に当たっては、その処分内容・
方法や、処分を必要とする趣旨・背景などを
総合的に勘案する必要があり、これらの当否
は、公立学校施設に係る国庫補助金を所管す
る文部科学大臣において、補助金の適正な執
行の観点から責任をもって判断すべきもので
ある。

足寄町
とかち
ペレッ
ト生産
組合

木質バイオマ
ス燃焼機器製
造構想

1017 1017010 080860
廃校学校利活用の
用途変更

文部科学省が足寄町に、財産
の処分の制限に関する承認
の、権限移譲。

廃校学校体育館に、民間事業者で構成された
協同組合が、ペレットストーブの組立工場を
設置し、年間100台の販売を目指す。

体育館の用途変更は、補助金返還となる
ことから、民間事業者の負担が大き過ぎ
るため、事業が円滑に進まない。

補助金等に係る予算の執行の
適正化に関する法律第22条、
同法施行令第14条第１項

国庫補助を受けて整備された学校
施設については、補助金等に係る
予算の執行の適正化に関する法律
第22条の規定により、処分制限期
間中の財産処分に当たっては大臣
の承認を要することとなってい
る。

3

国庫補助を受けて整備した公立学校施設の財
産処分の承認に当たっては、その処分内容・
方法や、処分を必要とする趣旨・背景などを
総合的に勘案する必要があり、これらの当否
は、公立学校施設に係る国庫補助金を所管す
る文部科学大臣において、補助金の適正な執
行の観点から責任をもって判断すべきもので
ある。

下郷町
交流促進によ
る地域づくり

1184 1184010 080870
教育施設の目的外
使用に伴う補助金
返還の免除等

急速な少子化に伴い休校にと
なっている小学校（分校）校
舎など統廃校が余儀なくされ
ている小学校分校校舎につい
て、交流の促進の基点となる
よう多目的に活用するための
施設として再生活用するた
め、目的外使用（転用）を容
認し、補助金返還の免除や起
債の返還免除又は段階的返済
の容認

統廃合により廃校校舎となる予定の学校教育
施設（楢原小学校戸赤分校校舎と江川小学校
大内分校）について幅広い年齢層の長期滞在
型を加味した多目的な交流施設に改修し、交
流の基点とすることにより、町内全域の交流
人口の増加につながり、地域経済の活性化や
雇用創出が得られる。

当町では、平成17年度から小学校の統廃
合を行い、各分校を廃校にする予定であ
るが、校舎施設の活用には補助金等の返
還が生じることからも課題とされていた
が、地域再生構想の支援による、地域事
情に合った転用の容認を必要としている
ため

補助金等に係る予算の執行の
適正化に関する法律第22条、
同法施行令第14条第１項、平
成９年11月20日文教施第87号
「公立学校施設整備費補助金
等に係る財産処分の承認等に
ついて（通知）」

国庫補助を受けて整備した学校施
設を補助目的に反して財産処分す
る際には、原則として補助金相当
額の国庫納付が必要となるが、施
設の有効活用が図られるよう、国
庫納付金を不要とする取扱いも可
能である。

5

一般的に、補助事業完了後10年を経過した学
校施設を、公共用施設として無償で財産処分
する場合には、国庫納付金を不要とする取扱
いをしており、この提案の趣旨の実現に当
たっては、国庫納付金の返還を要することな
く廃校施設等の財産処分が可能である。

愛知県
豊田市

都市農山村共
生活性化構想

1192 1192020 080880
既存公共施設（小
学校等）の再編・
活用

国庫補助における利用条件・
補助金返還条件を見直し、目
的外利用を可能とする手続き
の簡素化

国庫補助を受けた廃校予定の学校施設等を利
用しての、地域連携交流促進施設を設置し
て、都市住民の農林業や山村地域住民との交
流を活発化させることにより、地域活性化を
促す。

現状、起債事業や国庫補助事業における
目的外利用は、繰上償還や補助金返還を
条件として、国庫補助公共施設の目的外
利用を容認しており、繰上償還や補助金
返還を不要とすることにより、公共施設
の有効利用を促進させる。

補助金等に係る予算の執行の
適正化に関する法律第22条、
同法施行令第14条第１項、平
成９年11月20日文教施第87号
「公立学校施設整備費補助金
等に係る財産処分の承認等に
ついて（通知）」

国庫補助を受けて整備した学校施
設を補助目的に反して財産処分す
る際には、原則として補助金相当
額の国庫納付が必要となるが、施
設の有効活用が図られるよう、国
庫納付金を不要とする取扱いも可
能である。

1 Ⅶ

地域再生構想の枠組みの中で、廃校校舎等の
財産処分に係る国庫納付金の要否について、
弾力的な制度運用が行えるよう、検討を行
う。
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08　文部科学省　再検討要請回答

15.提
案主
体名

19.地域再生
構想の名称

a.地域
再生構
想管理
番号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のた
めの支援措置に
係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援
措置に係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する法
令、告示、通達等の定め

38.制度等の現状

39.措
置等
の分
類

40.措
置等
の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室
から各府省庁への再
検討要請

45.「措
置等
の分
類の
見直し

46.措
置等
の内
容の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁か
らの回答

村上市
村上市廃校校
舎有効活用構
想

1207 1207010 080890
廃校校舎地域再生
支援措置

廃校校舎の転用に関する文部
科学大臣の承認事項の撤廃、
若しくは簡略化。

旧村上市立大栗田小中学校及び旧村上市立山
辺里小学校山田分校校舎を、地域再生のため
に民間企業の工場誘致や施設誘致に活用す
る。

処分制限期間内の廃校校舎の転用におい
て、事前に文部科学大臣の承認が必要で
あり、小規模自治体においては事務の繁
雑さや承認課程の事務的負担が大きく、
民間資金の活用などを含め有効活用検討
の妨げとなっている。

補助金等に係る予算の執行の
適正化に関する法律第22条、
同法施行令第14条第１項、平
成９年11月20日文教施第87号
「公立学校施設整備費補助金
等に係る財産処分の承認等に
ついて（通知）」

国庫補助を受けて整備した学校施
設を補助目的に反して財産処分す
る際には、原則として補助金相当
額の国庫納付が必要となるが、施
設の有効活用が図られるよう、国
庫納付金を不要とする取扱いも可
能である。

1 Ⅶ

地域再生構想の枠組みの中で、廃校校舎等の
財産処分に係る国庫納付金の要否について、
弾力的な制度運用が行えるよう、検討を行
う。

鮫川村

小学校廃校利
用による幼稚
園、保育所の
一体的運営

1223 1223010 080900

「補助金等に係る
予算の執行の適正
化に関する法律」
の緩和

公立学校施設整備費補助金等
に係る財産処分の承認の期間
の短縮

廃校となった学校の有効活用を図るため、公
立学校施設整備費補助金等に係る財産処分の
承認が国庫補助完了後10年の縛りを緩和いた
だくことにより、保育所、幼稚園への活用が
促進される。

本村は、過疎地域のため、財政難によ
り、多額の補助金等の返還は困難であ
る。一方、保育所に於いては、老朽化が
はなはだしく、危険性があり、日当たり
が悪いなど、保育環境も悪い。また、保
護者のニーズも多様化しており、保育所
の改築は急がれるところである。活用で
きる施設があるにもかかわらず、補助金
等の縛りから活用できないでいる。

補助金等に係る予算の執行の
適正化に関する法律第22条、
同法施行令第14条第１項、平
成９年11月20日文教施第87号
「公立学校施設整備費補助金
等に係る財産処分の承認等に
ついて（通知）」

国庫補助を受けて整備した学校施
設を補助目的に反して財産処分す
る際には、原則として補助金相当
額の国庫納付が必要となるが、施
設の有効活用が図られるよう、国
庫納付金を不要とする取扱いも可
能である。

1 Ⅶ

地域再生構想の枠組みの中で、廃校校舎等の
財産処分に係る国庫納付金の要否について、
弾力的な制度運用が行えるよう、検討を行
う。

河東町
国際観光ネッ
トワーク河東
学園構想

1118 1118020 080910
学校施設での食加
工生産・飲食サー
ビス

■学校施設での学習や地域農
業や地域教育、交流観光に貢
献できる食加工生産・飲食
サービス

● 夜間･土日祭日の学校給食設備の有料利用
飲食サービス
・地元農家の出前料理講座としての旬な野菜
山菜レストラン
・地元農家の出前料理講座としての地元交流
のためのミニコンサート発表会+食パーティ
・地元農家の出前料理講座としての農産物加
工・生産
・私シェフの河東料理発表の旬刊講座

■地域の旬な野菜や山菜、地域産物の
「地域学・地元学」としての学習利用を
図りたい。

■地域の旬な農産物と農家潜在力、商工
業者のネットワーク協働による国際交流
観光事業の展開による新たな異業種ネッ
トワークの実現を図りたい。

■生命産業ともいえる農業と農家、農村
の再構築と生きる力を学習する子供達の
体験交流・自己発見としての『食交流学
園』の実現を図りたい。

学校の設置者の判断により、地域
の食材を使用した学校給食を活用
するなど多様な食に関する教育が
実施されている。

5

　　　　　　　　　　　　　　　　　○現行
でも、学校給食の実施に影響のない範囲で公
益性がある場合は、文部科学大臣の承認を得
た上で、学校給食以外にも使用することは可
能。

提案にあるような内容
であれば公益性がある
場合として、実現でき
ると考えてよいか。

5

　提案においては、夜間・土日祭日に学
校給食以外の目的に使用することとなっ
ていることから、学校給食の実施には影
響がないと思われる。
　また、地域再生の観点からも公益性等
に資するものと思われることから、実現
可能。
　

26／75



08　文部科学省　再検討要請回答

15.提
案主
体名

19.地域再生
構想の名称

a.地域
再生構
想管理
番号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のた
めの支援措置に
係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援
措置に係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する法
令、告示、通達等の定め

38.制度等の現状

39.措
置等
の分
類

40.措
置等
の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室
から各府省庁への再
検討要請

45.「措
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の分
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見直し

46.措
置等
の内
容の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁か
らの回答

秋田県
高齢化に対応
したまちづく
り構想

1186 1186010 080920

学校給食センター
における高齢者向
け配食サービスの
実施

学校給食センターを活用した
高齢者用の食事サービスの実
施
・文部科学省と厚生労働省の
施策の連携、一元化
・学校栄養職員の業務要件緩
和

高齢者への配食が地域の経済事情や自治体の
財政事情で十分対応できない地域において、
学校給食センターの機能や学校栄養職員を活
用して、本来業務に支障にない範囲で高齢者
用の配食サービスを実施する。
このことにより、地域における在宅及び施設
入所高齢者の配食が行いやすくなり、地域に
住む高齢者の生活利便性が向上する。また、
効率的な施設の管理運営により市町村財政負
担の軽減が図られる。

少子高齢化が全国的に最も進行している
本県においては、児童生徒数の減少が続
く反面、高齢者の増加が著しい。このた
め、高齢者への食事提供のニーズは高
まっており、既存の学校給食センターの
本来的な機能を損なわず、地域の実情に
合わせて、高齢者用の食事も作れるよ
う、条件整備を進める必要がある。

○補助金等に係る予算の執行
の適正化に関する法律(昭和
30年法律第179号)第22条
○補助金等に係る予算の執行
の適正化に関する法律施行令
(昭和30年政令第255号)第13
条、第14条
○学校給食施設補助交付要綱
(昭和53年5月18日文部科学大
臣裁定)

○補助金等に係る予算の執行の適
正化に関する法律第22条において
は、補助事業等により取得し、又
は効用の増加した政令で定める財
産を各省各庁の長の承認を受けな
いで補助金等の交付の目的に反し
て使用し、譲渡し、交換し、貸し
付け、又は担保に供してはならな
いと規定されている。
○学校栄養職員の職務内容につい
ては、学校栄養職員の職務内容
（昭和６１年３月１３日文部省体
育局長通知）において、主たる職
務内容として、学校給食に関する
基本計画への参画、栄養管理、学
校給食指導、衛生管理、物資管理
などを示している。

5

　　　　　　　　　　　　　　　　　○現行
でも、学校給食の実施に影響のない範囲で公
益性がある場合は、文部科学大臣の承認を得
た上で、学校給食以外にも使用することは可
能。
○学校栄養職員が高齢者への配食サービスに
従事することについては、学校栄養職員の本
来の職務遂行に支障のない範囲で現行制度で
対応可能である。なお本地域再生構想に関わ
る学校栄養職員の具体的な業務内容等につい
て、詳細な検討はなされていないが、地方公
務員法等による兼職発令の手続きの必要性等
については、任命権者等において適切に判断
することである。

提案にあるような内容
であれば公益性がある
場合として、実現でき
ると考えてよいか。

5

　提案においては、「本来業務に支障の
ない範囲で高齢者用の配食サービスを
実施する」とあることから、学校給食の
実施には影響がないと思われる。
　また、地域再生の観点からも公益性等
に資するものと思われることから、実現
可能。
　

福島県
商工会
連合会

広域給食セン
タープロジェ
クト

3062 3062010 080930
給食施設の民間生
活の促進

給食施設の柔軟活用に関する
地方公共団体の理解

給食施設の広域的柔軟な活用により、在宅高
齢者向け弁当の食材、病院食の提供など多様
な活用ができる。また、機械で野菜をカット
しないで手作業で加工調理できるため、主
婦、高齢者、障害者の雇用促進を図ることが
できる。同時に地元産の規格外の野菜を消費
でき、地産地消にも貢献できる。

学校給食法（施工令・施工規則・衛生・
栄養・安全）で作られた地方公共団体の
給食施設を多目的で活用することの障害
を排除することによって、ビジネスチャ
ンスの創出と地域の食文化を見直しでき
る。

○補助金等に係る予算の執行
の適正化に関する法律(昭和
30年法律第179号)第22条
○補助金等に係る予算の執行
の適正化に関する法律施行令
(昭和30年政令第255号)第13
条、第14条
○学校給食施設補助交付要綱
(昭和53年5月18日文部科学大
臣裁定)

○補助金等に係る予算の執行の適
正化に関する法律第22条において
は、補助事業等により取得し、又
は効用の増加した政令で定める財
産を各省各庁の長の承認を受けな
いで補助金等の交付の目的に反し
て使用し、譲渡し、交換し、貸し
付け、又は担保に供してはならな
いと規定されている。

5

　　　　　　　　　　　　　　　　　　○現
行でも、学校給食の実施に影響のない範囲で
公益性がある場合は、文部科学大臣の承認を
得た上で、学校給食以外にも使用することは
可能。

提案にあるような内容
であれば公益性がある
場合として、実現でき
ると考えてよいか。

5

　提案においては、学校給食の空き時
間を利用して実施することから、学校給
食の実施には影響がないと思われる。
　また、地域再生の観点からも公益性等
に資するものと思われることから、実現
可能。

パーキ
テック
株式会
社

災害時に備え
を持つ地域避
難施設の充実
と活性化プロ
ジェクト

3072 3072020 080940
学校給食施設の民
間への利用手続き
の簡素化

学校給食施設は児童の給食の
みに利用できる施設となって
いるがそのために利用率が給
食のある日の午前中に限られ
利用率が非常に低い。学校給
食施設の施設利用率をあげ、
児童への給食のみならず、広
く一般の販売もすることによ
り初期投資の償却をはやめる
と共に、地域雇用にも貢献で
きる運営を行う。また災害時
などにもご飯などの調理がで
きるための設備として利用で
きるようにする。

災害時などにもご飯などの調理ができるため
の設備として電気のみでも調理できる電化厨
房設備、特に炊飯設備をもった給食施設とし
稼働率を上げ雇用促進と製品販売をする。

給食施設の稼働率は給食のある日の午前
中に限られ利用率が非常に低く休日も稼
動しない。給食施設稼働率向上による初
期投資費用の償却期間を短縮し、災害な
どの緊急時に避難施設としての機能を確
保する。また、地域雇用に貢献し近隣地
域に製品を販売する。

○補助金等に係る予算の執行
の適正化に関する法律(昭和
30年法律第179号)第22条
○補助金等に係る予算の執行
の適正化に関する法律施行令
(昭和30年政令第255号)第13
条、第14条
○学校給食施設補助交付要綱
(昭和53年5月18日文部科学大
臣裁定)

○補助金等に係る予算の執行の適
正化に関する法律第22条において
は、補助事業等により取得し、又
は効用の増加した政令で定める財
産を各省各庁の長の承認を受けな
いで補助金等の交付の目的に反し
て使用し、譲渡し、交換し、貸し
付け、又は担保に供してはならな
いと規定されている。

5

　　　　　　　　　　　　　　　　　○現行
でも、学校給食の実施に影響のない範囲で公
益性がある場合は、文部科学大臣の承認を得
た上で、学校給食以外にも使用することは可
能。

提案にあるような内容
であれば公益性がある
場合として、実現でき
ると考えてよいか。

5

　提案においては、学校給食の空き時
間を利用して実施することから、学校給
食の実施には影響がないと思われる。
　また、地域再生の観点からも公益性等
に資するものと思われることから、実現
可能。

小田原
市

社会関係資本
（ソーシャ
ル・キャピタ
ル）の培養に
よるにぎわい
の創出

1031 1031030 080950
図書館施設の有料
貸し出しによる利
用の促進

図書館法により使用料を徴収
できないとされている図書館
施設のうち、会t議室や視聴覚
ホールについては有料で貸し
付けることができるようにす
る。

図書館施設のうち、会議室や視聴覚ホールに
ついては使用料を徴収しつつ広く文化芸術活
動や発表会に利用できるようにする。

図書館施設は図書館活動以外には利用で
きないことから、利用頻度が低い施設も
あるが、利用対象を拡大し、他の社会教
育施設同様に使用料を徴収することは図
書館法上禁じられている。

図書館法第１７条

図書館法第１７条において「公立
図書館は、入館料その他図書館資
料の利用に対するいかなる対価を
も徴収してはならない。」と規定
されているところ。

5 －

図書館における会議室、視聴覚ホール等の利
用が、ご提案にあるように文化芸術活動等に
係るものであり、「図書館資料の利用」に直
接関係を有しない場合には、図書館法第１７
条に規定するところの「その他図書館資料の
利用」に当たらず、使用料の徴収は可能。
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08　文部科学省　再検討要請回答

15.提
案主
体名

19.地域再生
構想の名称

a.地域
再生構
想管理
番号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のた
めの支援措置に
係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援
措置に係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する法
令、告示、通達等の定め

38.制度等の現状

39.措
置等
の分
類

40.措
置等
の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室
から各府省庁への再
検討要請

45.「措
置等
の分
類の
見直し

46.措
置等
の内
容の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁か
らの回答

都路村
資産の他目的
活用による推
進

1133 1133010 080960
補助金建設施設に
係る他目的使用へ
の要件緩和

補助金により建設した施設
を、変化する地域住民の要
望、実情に即して、改修及び
他目的への使用を可能とする

時代や地域のニーズの応じた施設利用を効率
的に行える。また、施設の有効活用や工事期
間の短縮及び建設費用や改造費用の削減が行
える

施設に対するニーズは、時代や地域住民
のニーズにより刻々と変化をしている。
施設もそれに合わせて、改修や他目的に
使用することにより、目的やニーズに即
し効率的にいつまでも使用できるため、
補助金等に関する要件を緩和していただ
きたい。

－ － 5 －

   公立社会教育施設整備費補助金を受けて
建設した施設を他の公的施設として多目的に
使用する場合には、社会教育活動の確保を条
件に、柔軟に対応しているところ。
　なお、ご提案にあるように交流の促進を通
じた地域の活性化などについては、教育・文
化・スポーツを通した地域づくりの観点か
ら、支援できるものについては積極的に対応
してまいりたい。

さいた
ま市

市民と行政の
協働（コラボ
レーション）
によるまちづ
くり構想

1209 1209020 080970

公立社会教育施設
整備費補助金に係
る財産処分の承認
条件の緩和

公民館を従来の生涯学習活動
の拠点のみならず、ＮＰＯや
ボランティア団体の活動拠点
としての機能や役割を持たせ
ることとした場合について
も、財産処分を承認し、補助
金の返還を行わなくても済む
よう、承認条件の緩和を求め
るものである。

公民館を従来の生涯学習活動の拠点のみなら
ず、ＮＰＯやボランティア団体の活動拠点と
しての機能や役割を持たせることにより、市
民と行政との協働（コラボレーション）を推
進する。

本市においては、財産処分の承認の対象
となる公立社会教育施設整備費補助金が
約5億5千万円と多額であり、承認が得ら
れないと事業実施そのものに影響しかね
ないため。

社会教育法第２０条

社会教育法第２０条において「公
民館は、市町村その他一定区域内
の住民のために、実際生活に即す
る教育、学術及び文化に関する各
種の事業を行い、もつて住民の教
養の向上、健康の増進、情操の純
化を図り、生活文化の振興、社会
福祉の増進に寄与することを目的
とする。」と規定されているとこ
ろ。

5 －

地域の実情に応じて地域住民に多様な学習機
会が提供できるよう、従来の生涯学習拠点の
みならず、ＮＰＯやボランティア団体等の拠
点として公民館を位置づけることは、財産処
分を経ることなく可能である。今後とも、Ｎ
ＰＯやボランティア団体等との積極的な連携
が図られるよう努めてまいりたい。

豊橋市
とよはし行政
サービスアッ
プ構想

1262 1262050 080980
NPOの学校、市民館
などの利用緩和

ＮＰＯなどが市民館を利用
し、公益的社会貢献活動を行
う場合、社会教育法に制定さ
れている規制を緩和する。

施設の継続使用や利用時間の延長が認められ
れば地域に密着したＮＰＯ活動が可能にな
り、継続的なサービスを提供できる。ＮＰＯ
の活動には多くの市民が関わることが期待で
き、市民主体のまちづくりにつながる。

ＮＰＯは非営利活動の中で収益事業を行
うことができるが、その扱いにおいて、
企業の営業活動と同様にみなされること
が多くあり、利用制限がかかることがあ
る。

社会教育法第２３条第１項

社会教育法第２３条第１項によ
り、特定の営利事業に公民館の名
称を利用させること、その他営利
事業を援助すること等が禁止され
ているところ。

5 －

社会教育法上禁止されている「営利事業を援
助すること」とは、一般的に「特定の営利事
業者に対し、公民館の使用について特に便宜
を図り、もって当該事業者に利益を与え、そ
の営業を助けること」をいう（平７局長通
知）のであって、地域の課題に応じてＮＰＯ
等が公民館を利用し、もって多様な学習機会
を提供することは何ら問題ない。

茨城県
つくば広域都
市圏活性化プ
ロジェクト

1277 1277020 080990
地域交通アクセス
の改善

・民間企業（企業、病院、ホ
テル等）が所有する遊休バス
等の利活用による公共交通機
能の充実
　一般旅客自動車運送事業の
免許要件の緩和、自家用自動
車における有償運送の許可要
件の緩和など

・自転車利用休憩施設の整備
促進
　市街地内と郊外部を結び自
転車移動のネットワーク化を
図るため、農業振興地域の整
備に関する法律及び農地法の
規制緩和により、農道や隣接
する農地に休憩施設や駐輪場
等の整備を可能にするととも
に、公民館等既存施設の有効
活用を図れるようにする。

・企業等が所有する自社バスや遊休バス（白
ナンバー）を利活用し、民間主導で地方公共
団体と有料バス事業を共同運営することによ
り、自社職員や訪問客等に加えて地域住民の
移動手段として活用し、地域公共交通機関の
拡充を図る。

・郊外における農道やその隣接農地に、休憩
施設やバス停隣接駐輪場等を整備する。
・既存の施設（補助金等で整備した公民館や
集会施設等）の一部を休憩施設として活用す
る。

・既存の交通資源を民間の活力を活かし
つつ最大限有効に活用するためには、現
行法の規制緩和や弾力的な運用が必要と
なる。

社会教育法第２０条

社会教育法第２０条において「公
民館は、市町村その他一定区域内
の住民のために、実際生活に即す
る教育、学術及び文化に関する各
種の事業を行い、もつて住民の教
養の向上、健康の増進、情操の純
化を図り、生活文化の振興、社会
福祉の増進に寄与することを目的
とする。」と規定されているとこ
ろ。

5 －

公民館の一部を休憩室として用いることなど
を通じて、地域の活性化を図ることは、まち
づくりの観点からも有意義であり、現在でも
可能。
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47.再検討要請に対する各府省庁か
らの回答

浜松市
世界都市浜
松・地域経済
振興構想

1287 1287030 081000
公民館の施設利用
拡大と補助金の要
件緩和

公民館の管理運営を規定する
社会教育法第20・22・23条
（公民館の目的，事業，運営
方針）を緩和し，本来の目的
を阻害しない範囲で，民間事
業者の施設利用を認める。

公民館施設の利用を社会教育活動に限らず，
地域経済の活性化に資する活動に拡大するこ
とで，コミュニティビジネス，起業家創出や
ベンチャー企業育成のためのインキュベート
施設として，公民館を起点としたビジネスコ
ミュニケーションの場を提供する。詳細な利
用規約や対象は，市独自で策定し，既存の社
会教育活動を妨げない管理運営を進める。

地域経済の振興のため，公民館の民間事
業者への利用拡大を図り，コミュニティ
ビジネスや新たなビジネスの場として活
用を図る。

社会教育法第２０条、第２２
条、第２３条

社会教育法第２０条、第２２条で
公民館の目的及び事業が規定され
ているところ。
　社会教育法第２３条第１項によ
り、特定の営利事業に公民館の名
称を利用させること、その他営利
事業を援助すること等が禁止され
ているところ。

5 －

社会教育法上禁止されている「営利事業を援
助すること」とは、一般的に「特定の営利事
業者に対し、公民館の使用について特に便宜
を図り、もって当該事業者に利益を与え、そ
の営業を助けること」をいう（平７局長通
知）のであって、地域の課題に応じて民間事
業者等が公民館を利用することは、公民館の
目的を妨げない限度において、問題ない。な
お、教育・文化・スポーツを通した地域づく
りの観点から、支援できるものについては積
極的に対応してまいりたい。

愛知
県、豊
橋市、
蒲郡
市、田
原市、
御津町

国際自動車産
業交流都市

1352 1352010 081010
補助整備施設の目
的外使用の容認

異なる複数の補助金を受けて
建設した複合公共施設（ライ
フポートとよはし）の多目的
利用を容認する。
そのため、補助金の返還を不
要とするとともに充当した地
方債の繰上げ償還を不要とす
る。

現在、「ライフポートとよはし」における３
つの機能(勤労青少年ホール・婦人会館・大
ホール）に分類されている施設を改修・相互
管理運営することにより、管理運営費の削減
や施設の使用における利便の向上を図ること
が可能となる。また、　コンベンション機能
を備えることにより、自動車関連分野などを
中心とした展示会や国際会議などを開催する
ことが可能となる。

現在、ライフポートとよはしは、公の施
設として豊橋市が管理運営しているが、
複数の補助金要綱に定められた目的に
従って運用されているため、柔軟な利用
には限界がある。三河港の中心部に位置
することから、この施設を各種イベント
会場など最大限に活用することにより三
河港の機能の向上が可能となる。

「公立社会教育施設整備費補
助金に係る財産処分の承認等
について」（平成１０年３月
３１日付文部省生涯学習局長
裁定）

公立社会教育施設整備費補助金を
受けて建築した施設の財産処分に
当たっては、「公立社会教育施設
整備費補助金に係る財産処分の承
認等について」（平成１０年３月
３１日付文部省生涯学習局長裁
定）により扱っているところ。

5 －

「公立社会教育施設整備費補助金」を受けて
建築された施設の目的外使用等については、
社会教育活動が引続き担保されるのであれ
ば、柔軟に対応しているところであり、補助
金の返還を必ずしも要するものではない。

多治見
市

多治見市教育
再生計画

1380 1380030 081020
公立公民館の有効
的活用

社会教育法に基づき設置して
いる市立公民館を、社会教育
法の枠からはずしコミュニ
ティセンターとして施設の利
用形態を変更し、規制緩和を
図ることによって、地域住民
がより生活に密着した利用が
できるよう施設の転用を図
る。

公民館では社会教育法の規定により、政治、
宗教、営利事業に係る使用ができないことに
なっている。したがって市民から「冠婚葬
祭、法事等の市民に密着した行事」、「地場
産業である陶磁器の展示販売等の営業活
動」、「支持政党の勉強会等政治行為」がで
きる施設としての要望があることから、こう
した行為ができる施設として運用を図る。

政治、宗教、営業行為の禁止により利用
に対する規制があり、規制のない施設と
して転用を図ることにより、施設の有効
利用が促進される。

社会教育法第２３条

社会教育法第２３条により、公民
館の非営利性と政治的中立性、宗
教的中立性が定められているとこ
ろ。

5 －

社会教育法上禁止される営利を目的とする事
業とは、財産上の利益獲得だけをもっぱら追
及する事業であって、収益をあげる事業が当
然に禁止されるものではなく、特定の催しも
の等に施設を貸す場合なども、住民の福祉の
ために行われるものであり、催しものの主催
者に特別の利益を与えるものでなければ、営
利事業の援助に該当しない。
　また、政治的中立性についても、特定の政
党の利害に関する事業を行うことと、選挙に
あたり特定の候補者を支持することが禁止さ
れるのであり、政党による勉強会に公民館を
貸す場合であっても、他の政党と公平な扱い
が確保される限り、違法ではない。
　さらに、宗教的中立性については、特定の
宗教内容を支持すること及びそれを信仰する
団体である教派、宗派、教団を支援すること
が禁止されるのであって、ご指摘の「冠婚葬
祭、法事等の市民に密着した行事」であって
も、公民館の目的等を妨げない限度におい
て、実施することは可能である。

東広島
市

合併に伴う都
市機能の再編
成

2039 2039020 081030

合併に伴う施設の
利用目的変更に関
しての公民館の利
用規制の緩和

社会教育法の一部規制緩和。
公民館においても、営利を目的とする活動が
可能となるよう規制を緩和し、住民が利用し
やすいようにする。

社会教育施設等では、営利を目的とする
活動が禁止されているため、こうした活
動を行うために別の公共的施設を整備す
ることが住民から求められ、非効率的で
ある。

社会教育法第２３条第１項

社会教育法２３条第１項により、
公民館がもっぱら営利を目的とす
る事業を行うこと、特定の営利事
業に公民館の名称を利用させるこ
と、その他営利事業を援助するこ
とが禁止されているところ。

5 －

社会教育法上禁止される営利を目的とする事
業とは、財産上の利益獲得だけをもっぱら追
及する事業であって、収益をあげる事業が当
然に禁止されるものではない。また、「営利
事業を援助すること」とは、一般的に「特定
の営利事業者に対し、公民館の使用について
特に便宜を図り、もって当該事業者に利益を
与え、その営業を助けること」をいう（平７
局長通知）のであって、営利事業者等が公民
館を利用することは可能である。
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らの回答

加茂町
加茂町中心市
街地活性化構
想

2070 2070010 081040

小規模市街地でも
できるよう採択要
件の緩和と授産施
設を公民館施設と
する利用制限の緩
和

まちづくり総合支援事業が平
成１５年度をもって終了し、
新たな制度を現在検討されて
いるところで、小規模市街地
でもできるよう採択要件の緩
和と合併に伴い公民館施設を
整備していく必要がある中
で、授産施設を公民館として
改修し利用していく。

まちづくり総合支援事業が平成１５年度を
もって終了し、新たな制度を現在検討されて
いるところで、小規模市街地でもできるよう
採択要件の緩和と合併に伴い公民館施設を整
備していく必要がある中で、授産施設を公民
館として改修し利用していく。

3 － － 6 －

提案内容は、授産施設の公民館への転用であ
り、厚労省に係るもの。
なお、教育・文化・スポーツを通した地域づ
くりの観点から、支援できるものについては
積極的に対応してまいりたい。

三木市
公民館の地域
活動センター
としての活用

2127 2127010 081050
社会教育法第２０
条に定める公民館
の目的の拡大

市内の市立公民館を住民主体
の地域づくりの拠点施設とし
ても活用したいので、社会教
育法第２０条に定める「教
育、学術及び文化に関する各
種の事業」という公民館の目
的をより、幅広い範囲に広げ
てもらいたい。

１　公民館を地域の福祉活動、環境保全活動
等地域づくりの拠点とすることで、住民主体
の地域づくりが進む。
２　公民館を地域住民やＮＰＯで管理運営し
てもらうことで、行政経費の削減が図られる
とともに、よりきめ細かな住民サービスが提
供できる。

公民館は社会教育法に定める生涯学習の
ための施設と位置づけられているが、そ
のような限定的な目的では施設の有効活
用の点で不十分である。

社会教育法第２０条

社会教育法第２０条において「公
民館は、市町村その他一定区域内
の住民のために、実際生活に即す
る教育、学術及び文化に関する各
種の事業を行い、もつて住民の教
養の向上、健康の増進、情操の純
化を図り、生活文化の振興、社会
福祉の増進に寄与することを目的
とする。」と規定されているとこ
ろ。

5 －

社会教育法第２０条は、「教育、学術及び文
化に関する各種の事業」を通じて地域住民の
教養の向上等を図り、生活文化の振興等の増
進に寄与することを公民館の目的とすると規
定しているのであって、法律上列挙されてい
る事業は例示列挙であり、公民館を住民主体
の地域づくりの拠点としても活用すること
は、何ら問題はない。
　なお、地域住民が積極的に参画し、公民館
を通じた地域づくりを行うことは望ましいこ
とであり、今後とも、教育・文化・スポーツ
を通した地域づくりの観点から、支援できる
ものについては積極的に対応してまいりた
い。

大東
町・加
茂町・
木次
町・三
刀屋
町・吉
田村・
掛合町
合併協
議会
大東
町、加
茂町、
木次
町、三
刀屋
町、吉
田村、
掛合町

生命と神話が
息づく新しい
日本のふるさ
とづくり
ふるさと再生
構想

2133 2133010 081060
公の施設の市民等
の活用

公民館等の公共施設の利用制
限の緩和と施設及び設備改修
に係る制限の緩和

住民自治の拠点機能を新設拡充することが求
められており、補助制度を導入して建設した
公民館施設等の公の施設の利用制限の緩和が
求められる。「住民安心サロン」や「福祉食
堂」、「情報拠点」などとしての活用を考え
ている。なお、利用者としては「地域自主組
織」を想定しており、施設の自主管理とあわ
せ、地方自治法244条の２による長期かつ独
占的利用も検討。これにより、市民主体のま
ちづくりの推進、コミュニティビジネスの立
ち上げ、地域経済の活性化を図る。

地域の自主組織が、補助制度の活用によ
り建設された公の施設を利用する際に、
建設当初の目的とは異なる利用をするた
めの規制緩和が必要。利用目的の限定
や、施設の改造や改修の制限の緩和。

社会教育法第２０条

社会教育法第２０条において「公
民館は、市町村その他一定区域内
の住民のために、実際生活に即す
る教育、学術及び文化に関する各
種の事業を行い、もつて住民の教
養の向上、健康の増進、情操の純
化を図り、生活文化の振興、社会
福祉の増進に寄与することを目的
とする。」と規定されているとこ
ろ。

5 －

  地域の学習拠点として様々な役割が期待さ
れている公民館において、例えば行政サービ
スの情報提供を行ったり、地域の子どもや高
齢者の居場所として活用することなどは、公
民館の目的を妨げない限度において、何ら妨
げられるものではない。

小田原
市

社会関係資本
（ソーシャ
ル・キャピタ
ル）の培養に
よるにぎわい
の創出

1031 1031010 081070
史跡等購入費補助
金により購入した
土地の有効活用

国庫補助により購入した史跡
等の土地について、史跡の復
元整備のできる環境が整うま
での間、更地として保有する
のではなく、地下の遺構を傷
つけない範囲で他の用途への
一時転用を認める。

史跡については居住者の同意を得て公有地化
しているが、順次購入しているためまとまっ
た広さがなく、現在はポケットパークとして
いるものの、中心市街地の一等地であること
から、臨時の駐車場やミニギャラリーなどに
活用し、来訪者の利便や市民の芸術・文化の
育成・交流の場として有効活用を図る。

史跡については保存・復元整備のために
購入を図っているが、整備できる環境が
整うまでには５０年以上の期間が見込ま
れる。この間、他の用途に一時的転用す
るには国の補助金を受けていることから
制約がある。

文化財保護法第８０条１項、
第８１条の２

補助金等に係る予算の執行の
適正化に関する法律第１１条

史跡等の保存ために行われる現状
変更規制等の土地利用制限に対す
る補償的措置として、地方公共団
体が行う公有化について、重要
性、緊急性の高い事業に補助を
行っている。

3

当該史跡指定地は、国庫補助により文化財と
しての価値を後世にわたって保存することを
目的に、小田原市が事業者として公有化を
行ったもの。したがって、当該地は、「史
跡」として広く住民に親しまれ活用されるべ
き文化財であり、補助目的からも史跡と無関
係な駐車場等集客インフラ施設の設置は、認
められない。

地域再生を支援する観
点からは、要望にもあ
るように遺構を傷付け
ない範囲で一時転用を
求めるものであれば、
それを認めてもよいの
ではないか。補助金の
趣旨も勘案しつつ、具
体的にどのような条件
の下で認められるかな
どについて再度検討さ
れたい。

1
Ⅶ

地方公共団体が史跡等購入費補助金
により公有化した史跡等に指定された土
地について、史跡等保存・活用のための
整備を行うまでに一定の期間を要する
場合、次の要件に該当するものにおい
ては、他の用途に一次転用することを認
める。①文化財保護法による現状変更
の許可が可能な範囲内での転用である
こと　②史跡等を公有化した後、当該箇
所の保存・活用のための整備について、
予算措置を含めて明確な整備計画を有
していること　③整備を行うまでの短期
間に限定されたものであること　④転用
にやむを得ない合理的な理由を有する
こと　⑤史跡等であることの対外的な表
示が明確になっていること　⑥転用中、
文化財保護の観点からの管理が適切に
なされているものであること等の条件に
適合する場合のみ一時転用を認めるこ
ととする。
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下郷町
交流促進によ
る地域づくり

1184 1184040 081080
史跡の有効利活用
のための施策容認

史跡（歴史の道）を地域住民
が交流促進のために有効利活
用するために、地域住民が最
小限の整備を図るための規制
緩和

史跡（歴史の道）である下野街道を地域住民
により、昔ながらの工法で維持管理していく
ことにより、街道を来訪者が利用しやすく
し、長期滞在型の観光地づくりが得られる

下野街道は国の史跡をして指定されてい
ることから、現状の変更が困難な状況で
あるが、大内宿をはじめとした来訪者
が、容易に歩けるように最小限の整備
行っていき、単なる保存としての史跡か
ら体験型の史跡として活用するため

文化財保護法第８０条第１項
及び第２項、特別史跡名勝天
然記念物又は史跡名勝天然記
念物の現状変更等の許可申請
等に関する規則第４条

維持管理を行うなどの現状変更
は、「原状復旧」として取扱って
おり、同法８０条第１項ただし書
を適用し許可申請は不要。

5
「制度の現状」欄により、すでに実現が可

能。

福島県
白河市

南湖公園再生
計画

1204 1204010 081090
森林整備に対する
文化財保護法の法
規制緩和

南湖における、散策管理道の
設置や除間伐、補植などの施
業を実施する場合、文化財保
護法の史跡名勝天然記念物に
関し、樹木を個体として管理
しており、伐採や後継樹育成
のための補植については、
「その現状を変更し、又はそ
の保存に影響を及ぼす行為を
しようとするときは、許可を
受けなければならない」の適
用規制を受けるため同法の適
用除外とする。

専門家及び住民も交え、現地の状況に応じた
整備や管理のあり方の計画策定とそれに基づ
く整備の推進に資する。

文化財保護法は現存する樹木を個体とし
て管理しているため、森林管理としての
伐採や後継樹育成のための補植や新たな
散策道の設置に大きな制約がある。

文化財保護法第８０条第１項

現状変更の許可基準として、白河
市及び白河市教育委員会により策
定された「保存管理計画」に沿っ
て判断を行っている。

5
「保存管理計画」管理基準の範囲内で、景観
保持のための伐採・補植は許可が可能。

福島県
白河市

南湖公園再生
計画

1204 1204050 081100
農業用ため池とし
ての南湖の整備に
対する規制の緩和

利水及び親水施設である南湖
の機能維持・強化に向けた施
設整備のために、文化財保護
法上、重要文化財施設等の区
域であっても、その現状を変
更し、又はその保存に影響を
及ぼす行為をしようとすると
きの許可について、ため池管
理者が維持管理上必要な施設
を一体的に整備できるように
規制を緩和する。

ため池としての水利施設の整備や堆積土砂の
浚渫と併せてため池周辺の親水・景観保全の
ための施設を整備する地域用水環境整備事業
を実施する。

南湖一帯は文化財保護法によって地形の
変更や土地の掘削等の工事が厳しく規制
されているため、事業の実施が困難であ
ることから、当該法規制を緩和する。

文化財保護法第８０条第１項

現状変更の許可基準として、白河
市及び白河市教育委員会により策
定された「保存管理計画」に沿っ
て判断を行っている。

5
「保存管理計画」管理基準の範囲内で、景観
保持のための伐採・補植は許可が可能。

福島県
白河市

南湖公園再生
計画

1204 1204070 081110
文化財保護法の規
制緩和

文化財保護法第８０条（現状
変更等の制限及び原状回復の
命令）の規制を緩和し、通常
の維持保全事業の行為が円滑
にできる措置を講じる。

南湖公園の水質浄化対策（浄化施設設置）
護岸の修復

悪化している水質を早期に改善するため 文化財保護法第８０条第１項

現状変更の許可基準として、白河
市及び白河市教育委員会により策
定された「保存管理計画」に沿っ
て判断を行っている。

5

原則、「保存管理計画」に沿って判断してい
るものの、水利施設等の公益性が高いと認め
られる整備計画については、景観や土地形状
の維持など文化財保護との両立を図りつつ許
可が可能。
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08　文部科学省　再検討要請回答

15.提
案主
体名

19.地域再生
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a.地域
再生構
想管理
番号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のた
めの支援措置に
係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援
措置に係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する法
令、告示、通達等の定め

38.制度等の現状

39.措
置等
の分
類

40.措
置等
の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室
から各府省庁への再
検討要請

45.「措
置等
の分
類の
見直し

46.措
置等
の内
容の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁か
らの回答

松島町
マリンプラン
２１

1213 1213010 081120

文化財保護法によ
る特別名勝松島保
存管理計画の現状
変更の取扱い

マリンプラン２１に位置づけ
している、マリンピア松島水
族館新築に係る宮城県が定め
る特別名勝松島保存管理計画
による現状変更の取扱い方針
の変更について

マリンピア松島水族館は、民設民営で昭和２
年に開設し、老朽化が激しく、また、入館者
の減少で存廃の岐路に立たされている。松島
観光の核施設としてだけでなく、遠足や修学
旅行を通じ、子供の教育、生物保護の研究施
設としての役割も果たしてきており、公益性
が高い施設である。宮城県には公立の同様施
設がなく、当館の公共性・公益性が重視され
ており、「施設の充実」という県民の要望に
応えるべく、今後は、「官民協働型」の県立
施設として、整備検討する。計画する上での
ポイントは、「観光振興に資する施設」「都
市公園施設」「自然体験型学習施設」「海洋
資源を利用した次世代型新規事業総創出の支
援拠点施設」としての機能を有する施設整備
を計画する。

マリンピア松島水族館の新築を計画して
いる場所は、特別名勝松島保存管理計画
で「第１種保護地区」に指定されてお
り、現状変更の取扱いの方針として、既
存施設の小規模な増改築・改良等で影響
が軽微なもの以外は認められておらず、
大規模な増改築・改良等はできない。ま
た、人家密集地以外での宅地造成及び建
物・簡易な工作物の新設も認められてい
ない。よって、水族館の新築に係る現状
変更の許可は、認められず、結果とし
て、水族館新築はできない状況にあるた
め、新築が可能となる現状変更の方針の
改訂を提案する。

文化財保護法第８０条第１項

現状変更の許可基準として、宮城
県教育委員会により策定された
「保存管理計画」に沿って判断を
行っている。

5

「保存管理計画」においては、既存建物と同
規模同程度であれば、改築可能。さらに、人
家密集地に区分されており、一定規模内での
新築も可能とされている。

福島県
白河市

福島県

南湖公園再生
と交流人口の
拡大

1246 1246010 081130
文化財保護法の規
制緩和

維持保全事業等の行為を円滑
に行うための文化財保護法第
８０条（現状変更等の制限及
び原状回復の命令）の規制緩
和

南湖の総合的な環境保全及び水質浄化対策
南湖を保全するための事務の簡素化と迅
速化

文化財保護法第８０条第１項

現状変更の許可基準として、白河
市及び白河市教育委員会により策
定された「保存管理計画」に沿っ
て判断を行っている。

5

原則、「保存管理計画」に沿って判断してい
るものの、環境保全・水質浄化等の公益性が
高いと認められる整備計画については、景観
や土地形状の維持など文化財保護との両立を
図りつつ許可が可能。

大津市
古都大津ル
ネッサンス

2085 2085080 081140
史跡内で道路整備
ができるように基
準を緩和

国指定史跡の整備の際に、史
跡内に走る道路の整備の際に
現行道路を史跡の外に振る必
要があるが、これを史跡の周
遊道路的な形態で史跡内で整
備しても、支障なく保存でき
ることが可能な場合は、その
基準を緩和する。

国指定史跡穴太廃寺の整備において、同史跡
内に現況道路が存在するが、その整備につい
ては、同史跡内での周遊道路として整備を検
討したい。

基準の緩和により、当該史跡の整備促進
が図れる。

史跡等保存整備費（一般）国
庫補助要項

史跡等総合整備活用推進事業
費国庫補助要項

史跡等の保存と整備、積極的な活
用を図るために必要な事業に補助
を行っている。

5
当該道路の整備が、史跡の保存・活用上支障
がない場合は、現行制度で対応可能である。

伊丹
伊丹郷町再生
構想

2148 2148040 081150
４．文化財保護法
の規定の条件緩和

４．文化財保護法の規定の条
件緩和

  ＪＲ伊丹駅前に集客するためのインフラ施
設や魅力ある施設を設置できる。
　以上の事業や今回の提案以外の事業等を展
開し、魅力ある中心市街地を形成する。

文化財史跡に集客インフラ施設の設置 文化財保護法第８０条第１項

史跡としての価値とは無関係な開
発等計画が、民間等土地所有者か
ら提示があった場合には、史跡の
価値に重大な現状変更に当り、許
容できない場合は、史跡が所在す
る地方公共団体を事業者として土
地の公有化助成を実施することに
より、地方公共団体が主体となっ
て史跡としての価値を後世にわ
たって保存する施策を講じてい
る。

3

当該史跡指定地は、国庫補助により文化財と
しての価値を後世にわたって保存することを
目的に伊丹市が事業者として公有化が行われ
たもの。したがって、当該地は「史跡」とし
て広く住民に親しまれ活用されるべき文化財
であり、補助目的からも史跡と無関係な駐輪
場等集客インフラ施設の設置は、認められな
い。

提案の趣旨を踏まえ検
討されたい。

1

Ⅶ

地方公共団体が史跡等購入費補助金
により公有化した史跡等に指定された土
地について、史跡等保存・活用のための
整備を行うまでに一定の期間を要する
場合、次の要件に該当するものにおい
ては、他の用途に一次転用することを認
める。①文化財保護法による現状変更
の許可が可能な範囲内での転用である
こと　②史跡等を公有化した後、当該箇
所の保存・活用のための整備について、
予算措置を含めて明確な整備計画を有
していること　③整備を行うまでの短期
間に限定されたものであること　④転用
にやむを得ない合理的な理由を有する
こと　⑤史跡等であることの対外的な表
示が明確になっていること　⑥転用中、
文化財保護の観点からの管理が適切に
なされているものであること等の条件に
適合する場合のみ一次転用を認めるこ
ととする。

32／75



08　文部科学省　再検討要請回答

15.提
案主
体名

19.地域再生
構想の名称

a.地域
再生構
想管理
番号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のた
めの支援措置に
係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援
措置に係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する法
令、告示、通達等の定め

38.制度等の現状

39.措
置等
の分
類

40.措
置等
の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室
から各府省庁への再
検討要請

45.「措
置等
の分
類の
見直し

46.措
置等
の内
容の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁か
らの回答

月舘町

国有施設の開
放・有効活用
による地域再
生計画

1082 1082010 081160
国の機関・施設、
遊休国有地等の利
活用規制の緩和

国の機関・施設、遊休国有地
等の利活用を図り、その使用
に当たっての規制を大幅に緩
和する。

国の機関・施設、遊休国有地等は、自由に使
えることを市区町村や住民にＰＲする。その
使い方やアイデアは住民に委ねる。当然、管
理上問題ないよう、義務も負ってもらうのは
当然である。申告許可制でなく、届出制で。

おそらく、現状は「私的」なものには使
用させないであろうし、申請主義で、そ
の内容も「あれ出せ、これを添付しろ、
期間がどうの、内容が」とか事細かで、
結局なんやかや「使用させない」方向に
持っていこうとしているのでは。役所は
問題がないほうが楽だから。地域再生を
目指すからには、多少のリスクは必要。
住民活動支援、性善説で。

国有財産法第１８条第３項

国有財産法に「行政財産は、その
用途又は目的を妨げない限度にお
いて、その使用又は収益を許可す
ることができる」と規定されてい
る。

6

6
（国有財産法は財務省が所管し、我が省の内
部規程も国有財産法に従っているところであ
り、我が省は制度改正等を行う立場ではない
ため）

河東町
国際観光ネッ
トワーク河東
学園構想

1118 1118030 081170

スクールバス、福
祉バス、時間外交
通バスとしての有
効利用

■コミュニティバス利用
● 地域限定でのスクールバス、福祉バス、
時間外交通バスとしての有効利用

●現在のバスが夕方で終バスとなること
から、スクールバスや福祉バスに限定せ
ず、民間ニーズに対応した交通サービス
としたい。

●バスの移動手段から交流手段、地域歴
史文化･景観のガイド手段への進化展開に
よる公共公益性の確保と収益性の向上へ
の地域的な活用の実現を図りたい。

へき地教育振興法
補助金等に係る予算の執行の
適正化に関する法律第２２条
へき地児童生徒援助費等補助
金にかかるスクールバス・
ボートの住民の利用に関する
承認要領〈平成８年４月１７
日文教財第２０号教育助成局
長裁定）

へき地教育振興法に基づき、へき
地学校等の児童及び生徒の通学を
容易にするため、都道府県及び市
町村が負担するスクールバスの購
入費の２分の１を国が補助してい
る。補助事業により取得した財産
については、補助金適正化法第２
２条の規定により、各省の長の承
認を受けないで、目的に反して使
用したり、貸付をしたりできない
ことになっており、スクールバス
については、一定の要件に該当
し、文部科学大臣の承認を受ける
ことで、住民利用に供することが
可能となっている。

5

　現行制度でも、スクールバスを利用する児
童生徒の登・下校に支障がないなどの要件を
備えているような場合には、有償・無償を問
わず、文部科学大臣の承認を得て、住民利用
に供することは可能となっている。

スクールバスについて
の要望は、その目的外
利用として観光客やイ
ベントでの活用、一般
住民との混乗などを認
めてほしいとのことで
あるが、これらについ
ても認められると解し
てよいか。

5

前回回答したとおり、一般住民と
の混乗や、イベントなどでの利用
については、スクールバスを利用
する児童生徒の登・下校に支障が
ないことなどの要件を備えている
ような場合には、有償・無償を問
わず、文部科学大臣の承認を得
て、住民利用に供することは可能
となっている。

岐阜県

公共バス優先
市街地活性化
対策（「コミ
バス」作戦）

1164 1164010 081180

各種バスに係る国
庫補助制度の統
合・充実・弾力的
運用・要件緩和

（国庫補助制度の統合）交通結節点改
善事業、特定交通安全施設等整備事
業、バス利用促進等総合対策事業、へ
き地児童生徒援助費等補助金、医療施
設等設備整備費補助金、在宅福祉事業
費補助金、身体障害者保護費補助金の
統合

（国庫補助制度の充実）対象施設の統
合化、補助金の財源として道路特定財
源の活用、コミュニティバスに係る車
両購入や運行経費も既存補助金の補助
対象経費とすること

（国庫補助制度の弾力的運用）スクー
ルバスと福祉バスに係る住民利用につ
いて、その運用基準の緩和

（国庫補助制度の要件緩和）国庫補助
対象となる交通結節点改善事業の乗降
客数要件の大幅緩和、特定交通安全施
設等整備事業における駐車台数規模要
件の大幅緩和、バス利用促進等総合対
策事業のに係る補助対象地域要件
（例：人口３万人以上の都市）の大幅
緩和

地域再生のために新たにもうけられる支援措
置を利用して、県内において、住民・ＮＰ
Ｏ・バス事業者・市町村・県等が連携し、自
主運行バス、福祉バス、スクールバスの効率
的・効果的運行を実現し、同時に、幹線バス
とコミュニティバスの連携、バスと鉄道の連
携を実現し、充実した地域公共交通体系を築
き上げる。

補助金適化法の硬直的運用、さらには細
分化され、しかも充実度が低い国庫補助
制度が、地域における各種バスの効率
的・効果的運用の妨げとなっており、地
域再生のためにこれらを改善していただ
くことが、地域における公共交通網の充
実ひいては地域経済活性化につながるか
ら。

へき地教育振興法
補助金等に係る予算の執行の
適正化に関する法律第２２条
へき地児童生徒援助費等補助
金にかかるスクールバス・
ボートの住民の利用に関する
承認要領〈平成８年４月１７
日文教財第２０号教育助成局
長裁定）

へき地教育振興法に基づき、へき
地学校等の児童及び生徒の通学を
容易にするため、都道府県及び市
町村の負担するスクールバスの購
入費の２分の１を国が補助してい
る。補助事業により取得した財産
については、補助金適正化法第２
２条の規定により、各省の長の承
認を受けないで、目的に反して使
用したり、貸付をしたりできない
ことになっており、スクールバス
については、一定の要件に該当
し、文部科学大臣の承認を受ける
ことで、住民利用に供することが
可能となっている。

5

　現行制度でも、スクールバスを利用する児
童生徒の登・下校に支障がないなどの要件を
備えているような場合には、有償・無償を問
わず、文部科学大臣の承認を得て、住民利用
に供することは可能となっている。

スクールバスについて
の要望は、その目的外
利用として観光客やイ
ベントでの活用、一般
住民との混乗などを認
めてほしいとのことで
あるが、これらについ
ても認められると解し
てよいか。

5

前回回答したとおり、一般住民と
の混乗や、イベントなどでの利用
については、スクールバスを利用
する児童生徒の登・下校に支障が
ないことなどの要件を備えている
ような場合には、有償・無償を問
わず、文部科学大臣の承認を得
て、住民利用に供することは可能
となっている。
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08　文部科学省　再検討要請回答

15.提
案主
体名

19.地域再生
構想の名称

a.地域
再生構
想管理
番号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のた
めの支援措置に
係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援
措置に係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する法
令、告示、通達等の定め

38.制度等の現状

39.措
置等
の分
類

40.措
置等
の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室
から各府省庁への再
検討要請

45.「措
置等
の分
類の
見直し

46.措
置等
の内
容の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁か
らの回答

秋田県
過疎化した地
域における交
通手段の確保

1187 1187020 081190
自治体が保有する
バスの有効活用

公共交通機関が十分でない過
疎化が進んだ地域において、
自治体が保有するバスを本来
業務に支障のない範囲で有効
に活用するためのスクールバ
スの多目的利用の承認権限の
委譲
・補助金等に係る予算の執行
の適正化に関する法律第２２
条の「各省各庁の長の承認」
について、スクールバスの多
目的利用の場合における文部
科学大臣の承認権限の都道府
県知事への委譲

補助事業で導入したスクールバスの多目的利
用の承認権限を都道府県知事に委譲すること
により、実態に応じたスクールバスの有効活
用が可能となる。このことにより、地域内の
公共施設や商店街、観光地などへの地域住民
や来訪者の交通手段が確保され、地域内にお
ける人の動きが活発化し、地元商店街など地
域経済の活性化につながることが期待され
る。

公共交通機関の縮小傾向が続いている過
疎地域等においては、自治体が地域住
民・来訪者の交通手段の確保、利便性の
向上を図る必要性が生じている。このた
め、スクールバスについて、実情に応じ
て有効活用を図るためには、現場に近く
地域の実態を把握している都道府県知事
への権限委譲が必要である。

へき地教育振興法
補助金等に係る予算の執行の
適正化に関する法律第２２条
へき地児童生徒援助費等補助
金にかかるスクールバス・
ボートの住民の利用に関する
承認要領〈平成８年４月１７
日文教財第２０号教育助成局
長裁定）

　国庫事業により取得した財産に
ついては、補助金適正化法第２２
条の規定により、各省の長の承認
を受けないで、目的に反して使用
したり、貸付をしたりできないこ
とになっており、スクールバスに
ついては、一定の要件に該当し、
文部科学大臣の承認を受けること
で、住民利用に供することが可能
となっている。

5

　スクールバスに対する補助は、交通条件な
どに恵まれないへき地に居住する児童生徒に
対して、教育の機会均等を保障するために国
が行っているものであり、目的外利用等に関
する承認に文部科学大臣が関与することは、
教育以外の地域の個別事情に過度に左右され
ることなく、教育の機会均等を確実に確保す
るという目的を達成するために適切な制度で
あると考える。
　なお、現行制度でも、スクールバスを利用
する児童生徒の登・下校に支障がないなどの
要件を備えているような場合には、有償・無
償を問わず、文部科学大臣の承認を得て、住
民利用に供することは可能となっている。

スクールバスについて
の要望は、その目的外
利用として観光客やイ
ベントでの活用、一般
住民との混乗などを認
めてほしいとのことで
あるが、これらについ
ても認められると解し
てよいか。

5

前回回答したとおり、一般住民と
の混乗や、イベントなどでの利用
については、スクールバスを利用
する児童生徒の登・下校に支障が
ないことなどの要件を備えている
ような場合には、有償・無償を問
わず、文部科学大臣の承認を得
て、住民利用に供することは可能
となっている。

村上市
村上市スクー
ルバス等有効
活用構想

1208 1208010 081200
スクールバス等地
域活用支援措置

道路運送法の旅客自動車運送
事業の適用除外。

スクールバス等の運行において、地域活動等
に実費負担で貸与する。また、乗車率の低い
スクールバスにおいて、実費を徴収したう
え、地域のコミュニティーバスとしての門戸
を開くため、文部科学大臣の承認事項を市町
村教育委員会の議決による事とする。また、
使用料の徴収にあたり、道路運送法の適用を
除外する。

スクールバスは一般住民との混乗が認め
られず、自治体所有の他のバスを含め、
実費であっても料金徴収することが困難
で有効活用が図られていない。実費を徴
収する事により、自治体の財政負担を軽
くしたうえで、地域活動やスポーツ交流
活動などへの有効活用を図る事が出来
る。

へき地教育振興法
補助金等に係る予算の執行の
適正化に関する法律第２２条
へき地児童生徒援助費等補助
金にかかるスクールバス・
ボートの住民の利用に関する
承認要領〈平成８年４月１７
日文教財第２０号教育助成局
長裁定）

へき地教育振興法に基づき、へき
地学校等の児童及び生徒の通学を
容易にするため、都道府県及び市
町村の負担するスクールバスの購
入費の２分の１を国が補助してい
る。補助事業により取得した財産
については、補助金適正化法第２
２条の規定により、各省の長の承
認を受けないで、目的に反して使
用したり、貸付をしたりできない
ことになっており、スクールバス
については、一定の要件に該当
し、文部科学大臣の承認を受ける
ことで、住民利用に供することが
可能となっている。

5

　スクールバスに対する補助は、交通条件な
どに恵まれないへき地に居住する児童生徒に
対して、教育の機会均等を保障するために国
が行っているものであり、目的外利用等に関
する承認に文部科学大臣が関与することは、
教育以外の地域の個別事情に過度に左右され
ることなく、教育の機会均等を確実に確保す
るという目的を達成するために適切な制度で
あると考える。
　なお、現行制度でも、スクールバスを利用
する児童生徒の登・下校に支障がないなどの
要件を備えているような場合には、有償・無
償を問わず、文部科学大臣の承認を得て、住
民利用に供することは可能となっている。

スクールバスについて
の要望は、その目的外
利用として観光客やイ
ベントでの活用、一般
住民との混乗などを認
めてほしいとのことで
あるが、これらについ
ても認められると解し
てよいか。

5

前回回答したとおり、一般住民と
の混乗や、イベントなどでの利用
については、スクールバスを利用
する児童生徒の登・下校に支障が
ないことなどの要件を備えている
ような場合には、有償・無償を問
わず、文部科学大臣の承認を得
て、住民利用に供することは可能
となっている。

香川県
かがわ賑わい
創出構想

2016 2016020 081210

スクールバス・
ボートを目的外使
用する場合の承認
要件の緩和

へき地児童生徒援助費等補助
金に係るスクールバス・ボー
トの目的外使用について、住
民以外の利用も可能とする。

スクールバス・ボートを児童・生徒の通学に
支障のない範囲で、住民以外も利用できるよ
うにすることにより、観光客の送迎やイベン
トに活用する。

スクールバス・ボートは、基本的に通学
時間帯以外には使用されていないため、
住民以外の利用が可能となるよう、目的
外使用の承認要件を緩和し、対象範囲を
拡大することにより、その有効活用を図
るとともに、地域観光の振興に役立て
る。

へき地教育振興法
補助金等に係る予算の執行の
適正化に関する法律第２２条
へき地児童生徒援助費等補助
金にかかるスクールバス・
ボートの住民の利用に関する
承認要領〈平成８年４月１７
日文教財第２０号教育助成局
長裁定）

へき地教育振興法に基づき、へき
地学校等の児童及び生徒の通学を
容易にするため、都道府県及び市
町村の負担するスクールバスの購
入費の２分の１を国が補助してい
る。補助事業により取得した財産
については、補助金適正化法第２
２条の規定により、各省の長の承
認を受けないで、目的に反して使
用したり、貸付をしたりできない
ことになっており、スクールバス
については、一定の要件に該当
し、文部科学大臣の承認を受ける
ことで、住民利用に供することが
可能となっている。

5

　現行制度でも、スクールバスを利用する児
童生徒の登・下校に支障がないなどの要件を
備えているような場合には、有償・無償を問
わず、文部科学大臣の承認を得て、住民利用
に供することは可能となっている。

スクールバスについて
の要望は、その目的外
利用として観光客やイ
ベントでの活用、一般
住民との混乗などを認
めてほしいとのことで
あるが、これらについ
ても認められると解し
てよいか。

5

前回回答したとおり、一般住民との混乗
や、イベントなどでの利用については、
スクールバスを利用する児童生徒の登・
下校に支障がないことなどの要件を備え
ているような場合には、有償・無償を問
わず、文部科学大臣の承認を得て、住民
利用に供することは可能となっている。
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08　文部科学省　再検討要請回答

15.提
案主
体名

19.地域再生
構想の名称

a.地域
再生構
想管理
番号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のた
めの支援措置に
係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援
措置に係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する法
令、告示、通達等の定め

38.制度等の現状

39.措
置等
の分
類

40.措
置等
の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室
から各府省庁への再
検討要請

45.「措
置等
の分
類の
見直し

46.措
置等
の内
容の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁か
らの回答

富山県
とやま産業活
性化プロジェ
クト

1291 1291060 081220

経営革新補助金等
により取得した研
究機器の弾力的運
用

　現在、補助金を使って取得
した研究開発用機器は、後年
度も当補助事業に関連した研
究開発以外に使用することが
禁じられている。
　このため、当機器を使用し
て開発した製品の製造にも活
用できるよう、補助金交付要
綱の運用改善を求めるもの。

　現在、補助金を使って取得した研究開発用
機器は、後年度も当補助事業に関連した研究
開発以外に使用することが禁じられている。
　このため、当機器を使用して開発した製品
の製造にも活用できるよう、中小企業経営資
源強化対策費補助金交付要綱及び地域産業集
積中小企業等活性化補助金交付要綱の運用改
善を求めるものである。
　長引く不況の中、中小企業が新たな設備投
資を行うことは負担が大きいため、当機器を
使用して開発した製品の製造にも活用できれ
ば、中小企業の経営安定にも資することがで
きる。

　長引く不況の中、中小企業が新たな設
備投資を行うことは負担が大きいため、
製品開発に使用した機器を製造にも活用
できれば、中小企業の経営安定にも資す
ることができる。
　また、補助金がより使いやすくなるた
め、中小企業の新商品開発などの創造的
事業活動の促進が期待できる。

○補助金等に係る予算の執行の適正
化に関する法律
第２２条　補助事業者は、補助事業
等により取得し、又は効用の増加し
た政令で定める財産を、各省各庁の
長の承認を受けないで、補助金等の
交付の目的に反して使用し、譲渡
し、交換し、貸し付け、又は担保に
供してはならない。ただし、政令で
定める場合は、この限りでない。
○補助金等に係る予算の執行の適正
化に関する法律施行令
第１３条　法第２２条に規定する政
令で定める財産は、次に掲げるもの
とする。
　一　不動産
　二　船舶、航空機、浮標、浮さん
橋及び浮ドック
　三　前二号に掲げるものの従物
　四　機械及び重要な器具で、各省
各庁の長が定めるもの
　五　その他各省各庁の長が補助金
等の交付の目的を達成するため特に
必要があると認めて定めるもの
第１４条　法第２２条ただし書に規
定する政令で定める場合は、次に掲
げる場合とする。
　一　補助事業者等が法第７条第２
項の規定による条件に基づき補助金
等の全部に相当する金額を国に納付
した場合
　二　補助金等の交付の目的及び当
該財産の耐用年数を勘案して各省各
庁の長が定める期間を経過した場合
２　第９条第３項から第５項までの
規定は、前項第二号の期間を定める
場合について準用する。

補助金等に係る予算の執行等の適
正化のため、基本的事項を規定し
ている「補助金等に係る予算の執
行の適正化に関する法律」によ
り、補助金等により取得した財産
について、補助金等の交付の目的
に反して使用等する場合には、大
臣の承認が必要である。

6

　根拠法令としてあげられている「中小企業
経営資源強化対策費補助金交付要綱」及び
「地域産業集積中小企業等活性化補助金交付
要綱」については、文部科学省において所掌
していないため、責任を持ってご回答できる
立場にはない。
　なお、文部科学省の補助金においては、
「補助金等に係る予算の執行の適正化に関す
る法律」における目的外使用等に係る大臣承
認の範囲の見直しを行い、取得物品の使用制
限の緩和等を検討。

愛知県
あいち・なご
やモノづくり
産業振興構想

1354 1354030 081230
受託研究における
機器の継続使用の
容易化

受託研究で使用した機器の受
託研究終了後の取扱いは委託
元機関の要請により処理をし
ているが、委託元機関によっ
て取扱い方法や手続きが異な
るため、事務処理が煩雑に
なっている。受託期間終了後
も委託先が引き続き機器を使
用して同様の研究をさらに推
し進める場合、無償譲渡が選
択できるようにし、手続きを
容易化する。
【取扱い例】ＮＥＤＯ(新エネ
ルギー産業技術総合開発機
構)、科学技術振興事業団･･･
無償譲渡　　ＴＡＯ(通信・放
送機構)･･･入札による買取
日本宇宙フォーラム･･･無償借
受　　中部科学技術セン
ター･･･買取、無償借受（条件
あり）の選択

区域内の大学、研究機関がＮＥＤＯ(新エネ
ルギー産業技術総合開発機構)等からの受託
研究を実施する場合、受託期間終了後の研究
機器の無償譲渡を選択できるようにすること
などにより、継続使用が可能となり、研究開
発の一層の推進が期待できる。

委託元機関から入札による研究機器の買
取を要請された場合、落札できなかった
ときは機器の継続使用ができなくなり、
研究開発の推進に支障をきたす。また、
無償借受であっても企業等とコンソーシ
アムを組んで共同利用することが条件と
される場合があり、機器活用の自由度が
制限される。

（委託研究において取得した物品
については、委託期間の終了後、
原則国の所管の物品としている
が）、委託研究において取得した
財産・物品等の取り扱いについて
は、個別の委託契約書により定め
ている。
また、国の所管の物品となったも
のについても、大学等については
申請により無償貸付を行うことが
可能。
なお、科学技術振興機構において
は、現行の物品管理規定により無
償譲渡の申請が可能。

5
科学技術振興機構：物品管理規定により、無
償譲渡の申請が可能。

仙台市

健康づくり
ウェルネス・
コミュニティ
構想

1368 1368030 081240

大学研究用高度検
診機器等の検診利
用に対する補助金
返還の緩和

大学等の研究機関が持つPET，
MRI，加速器等の高度な研究開
発機器を，疾病の早期発見の
ための検診応用に被験者から
実費程度の費用を徴収して使
用する場合に，科学研究補助
金等の機器設置補助金の返還
を行わないで使用することを
認める。

超早期ガンの発見に使用できる高度なPET
や，脳機能の解析の役立つMRIについて、研
究期間の終了時や研究使用していない時間帯
の一般開放として、広く市民の検診に使用
し、疾病予防にもつながる臨床応用にも役立
てられるよう、ＰＥＴ等の大学施設の最大限
利用を目指す。

高度検診機器を民間事業者が独自に整備
することは資金面での負担が多く，また
大学が持つ高度検診機器の有効活用を諮
る上でも，設置目的である学術研究との
共存を図った上で有償利用を行おうとす
るもの。

○補助金等に係る予算の執行の適正
化に関する法律
第２２条　補助事業者は、補助事業
等により取得し、又は効用の増加し
た政令で定める財産を、各省各庁の
長の承認を受けないで、補助金等の
交付の目的に反して使用し、譲渡
し、交換し、貸し付け、又は担保に
供してはならない。ただし、政令で
定める場合は、この限りでない。
○補助金等に係る予算の執行の適正
化に関する法律施行令
第１３条　法第２２条に規定する政
令で定める財産は、次に掲げるもの
とする。
　一　不動産
　二　船舶、航空機、浮標、浮さん
橋及び浮ドック
　三　前二号に掲げるものの従物
　四　機械及び重要な器具で、各省
各庁の長が定めるもの
　五　その他各省各庁の長が補助金
等の交付の目的を達成するため特に
必要があると認めて定めるもの
第１４条　法第２２条ただし書に規
定する政令で定める場合は、次に掲
げる場合とする。
　一　補助事業者等が法第７条第２
項の規定による条件に基づき補助金
等の全部に相当する金額を国に納付
した場合
　二　補助金等の交付の目的及び当
該財産の耐用年数を勘案して各省各
庁の長が定める期間を経過した場合
２　第９条第３項から第５項までの
規定は、前項第二号の期間を定める
場合について準用する。

補助金等に係る予算の執行等の適
正化のため、基本的事項を規定し
ている「補助金等に係る予算の執
行の適正化に関する法律」によ
り、補助金等により取得した財産
について、補助金等の交付の目的
に反して使用等する場合には、大
臣の承認が必要である。

2 Ⅵ

「補助金等に係る予算の執行の適正化に関す
る法律」における目的外使用等に係る大臣承
認の範囲の見直しを行い、取得物品の使用制
限の緩和等を検討。
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08　文部科学省　再検討要請回答

15.提
案主
体名

19.地域再生
構想の名称

a.地域
再生構
想管理
番号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のた
めの支援措置に
係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援
措置に係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する法
令、告示、通達等の定め

38.制度等の現状

39.措
置等
の分
類

40.措
置等
の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室
から各府省庁への再
検討要請

45.「措
置等
の分
類の
見直し

46.措
置等
の内
容の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁か
らの回答

福岡市
福岡アジアビ
ジネス交流拠
点都市構想

2079 2079080 081250

競争的資金等によ
る研究開発終了後
の機械器具等の管
理法人・大学への
無償譲与

地域新生コンソーシアム研究
開発事業など産学官連携を推
進するための競争的資金等を
活用し、国の委託を受け研究
開発を実施する場合、管理法
人は、研究開発（補完研究を
含む）終了後、購入した機械
器具等を国に返納しなければ
ならないが、当該機械器具等
を活用した、新たな産学の研
究開発を促進するため、現物
を管理法人もしくは大学（私
立大学を含む）に無償譲与で
きるようにする。

（内容）
　産学官連携の推進による研究開発機能の強
化を通した地域産業振興
（効果）
　採択テーマは、比較優位にある研究分野で
あるので、競争的資金等で購入した機械器具
等の蓄積を通して、当該分野の優位性向上や
新たな産学研究開発・グループの創出を図る
ことができる。

管理法人は、研究開発（補完研究を含
む）終了後、購入した機械器具等を国に
返納しなければならず、その後の当該地
域・大学における産学の研究開発の進展
に何ら活用されない。

（委託研究において取得した物品
については、委託期間の終了後、
原則国の所管の物品としている
が）、委託研究において取得した
財産・物品等の取り扱いについて
は、個別の委託契約書により定め
ている。
　また、国の所管の物品となった
ものについても、大学等について
は申請により無償貸付を行うこと
が可能。

5

大学（私立大学を含む。）等においては、国
の所管の物品となったものについて、無償貸
付を申請することができる。
無償貸付の活用により、無償譲与と同等の効
果が得られるものと考える。

岡山県
ミクロものづ
くり
岡山の創成

2166 2166010 081260
国庫補助金等で取
得した財産の目的
外使用

  補助金等により取得した財
産については、公設試験研究
機関の内部使用や特定の共同
研究等での使用に制限されて
いるが、施設や機器につい
て、対象地域内においては参
加団体・企業に限定して幅広
い利用を認める。

①国庫補助金等により取得した財産(施
　設、機器)について、ミクロものづく
　り岡山創成事業に参加する企業、大学
　による研究目的での使用を認める。
②企業が取得した財産については研究成
　果を活用した生産活動についても使用
　を認める。

　補助金等により取得した財産について
は、公設試験研究機関の内部使用や特定
の共同研究等での使用に制限されてい
る。
　高額な最先端の機器を地域の中小企業
が独自に導入することは困難であり、本
来の補助目的に支障が生じない範囲で、
対象地域内の参加団体に対して施設や機
器の幅広い利用を認めることで、研究の
裾野が飛躍的に広がり技術の高度化の進
展とともに、地域産業の活性化につなが
る。

○補助金等に係る予算の執行の適正
化に関する法律
第２２条　補助事業者は、補助事業
等により取得し、又は効用の増加し
た政令で定める財産を、各省各庁の
長の承認を受けないで、補助金等の
交付の目的に反して使用し、譲渡
し、交換し、貸し付け、又は担保に
供してはならない。ただし、政令で
定める場合は、この限りでない。
○補助金等に係る予算の執行の適正
化に関する法律施行令
第１３条　法第２２条に規定する政
令で定める財産は、次に掲げるもの
とする。
　一　不動産
　二　船舶、航空機、浮標、浮さん
橋及び浮ドック
　三　前二号に掲げるものの従物
　四　機械及び重要な器具で、各省
各庁の長が定めるもの
　五　その他各省各庁の長が補助金
等の交付の目的を達成するため特に
必要があると認めて定めるもの
第１４条　法第２２条ただし書に規
定する政令で定める場合は、次に掲
げる場合とする。
　一　補助事業者等が法第７条第２
項の規定による条件に基づき補助金
等の全部に相当する金額を国に納付
した場合
　二　補助金等の交付の目的及び当
該財産の耐用年数を勘案して各省各
庁の長が定める期間を経過した場合
２　第９条第３項から第５項までの
規定は、前項第二号の期間を定める
場合について準用する。

補助金等に係る予算の執行等の適
正化のため、基本的事項を規定し
ている「補助金等に係る予算の執
行の適正化に関する法律」によ
り、補助金等により取得した財産
について、補助金等の交付の目的
に反して使用等する場合には、大
臣の承認が必要である。

2
Ⅵ

「補助金等に係る予算の執行の適正化に関す
る法律」における目的外使用等に係る大臣承
認の範囲の見直しを行い、取得物品の使用制
限の緩和等を検討。

三重県
みえメディカ
ルバレー構想
の推進

2057 2057010 081270

国立大学等におけ
る民間等との共同
研究の相手先の緩
和

　共同研究の相手先から除外
されている個人、任意団体、
ＮＰＯ法人等（以下「個人事
業者等」という。）について
も国立大学等と共同研究が行
えるよう規定を緩和する。

産学共同研究の促進
　国立大学等と民間等との共同研究におい
て、「民間等」の範囲の緩和を実施すること
により、個人事業者等と大学等の共同研究が
実施され、研究開発・技術開発が促進する。

　国立大学等と民間等との共同研究にお
いて、「民間等」とは、商法等に基づき
設立された株式会社等の民間企業、地方
公共団体、独立行政法人、特殊法人、民
法第３４条により設立された法人等と規
定されており、個人事業者等が国立大学
等と共同研究を実施することができない
など研究開発促進の阻害要因となってい
る。

平成１４年３月２９日付け１
３文科振第１１７８号文部科
学省研究振興局長、大臣官房
会計課長通知「民間等との共
同研究の取扱いについて」

３７記載の通知に基づき各国立大
学等において、各大学長が研究の
受入れの可否を決定する。受入れ
る場合は相手方と共同研究契約を
締結の上、経費を納入いただく。

2 Ⅶ

平成１６年４月より国立大学等が法人化さ
れ、共同研究をも含めた民間等との研究協力
は３８に記載の通知によらず、各大学法人の
判断により適格な者と契約を行うこととな
る。

36／75



08　文部科学省　再検討要請回答

15.提
案主
体名

19.地域再生
構想の名称

a.地域
再生構
想管理
番号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のた
めの支援措置に
係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援
措置に係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する法
令、告示、通達等の定め

38.制度等の現状

39.措
置等
の分
類

40.措
置等
の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室
から各府省庁への再
検討要請

45.「措
置等
の分
類の
見直し

46.措
置等
の内
容の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁か
らの回答

大阪商
工会議
所

医療機器・研
究開発支援機
器の開発促進
コンソーシア
ム

3067 3067010 081280

医療機器・研究開
発支援機器開発補
助制度の一元化と
適用枠の設定

各省のもつ医療機器・研究開
発支援機器開発補助金制度を
一元化することで、補助金を
求める企業が申請しやすい環
境を整備するよう窓口も一本
化する。その上で、大阪商工
会議所が運営する医療機器・
研究開発支援機器開発促進コ
ンソーシアムからたちあがっ
た共同プロジェクトに対し
て、補助金枠を設定、あるい
は少なくとも優先審査制度の
設定を提案する。これによ
り、重要な案件開発が確実に
助成を受けることとなる。こ
れが有効に機能するかどうか
見極めるため、まず3年をめど
に見極めを行うことが妥当と
考える。

大阪商工会議所では、医療機器・研究開発支
援機器開発を促進する「次世代医療システム
産業化フォーラム」を実施。医療機関のニー
ズ、研究者のシーズが提示され、その製品化
にむけて共同開発が進められる。すでに22の
研究機関や大学、114社の企業が参加してお
り、18もの具体的な共同開発プロジェクトが
たちあがり、確実に機器開発が促進されるプ
ラットフォームとして有効に機能している。
これにより在阪企業の潜在する技術力を生か
して医療機器・研究開発支援機器産業の活性
化を図ることができ、新たなビジネスチャン
ス創出が実現する。

各省の機器開発補助金制度の最新情報を
得ることは、補助金を求める企業や産学
連携コンソーシアムといった申請主体に
とって煩雑な作業を伴い、結果的に申請
時期を逃してしまうなど不便が多い。各
省の制度を一元化して一括して情報を得
ることはできれば、最適の制度に申請を
行うことが可能となり、申請主体にとっ
て利便性が高まる。また、大商の「次世
代医療システム産業化フォーラム」のよ
うに、有用な案件で望ましい共同開発
チームが組まれている重要な案件は、補
助対象として優先順位の高いものでる
が、これまでの補助金制度では、一律の
審査しか実施されていないため、適用枠
の設定により、助成すべき案件に補助金
を与えることが必要であると考える。

該当する法令、告示、通達等
の定めはない。

文部科学省においては、先端計測
分析技術・機器開発を推進する事
業、その他研究開発支援機器を開
発する事業を行っているところで
あり、公募等の開始の際には、Ｈ
Ｐの公表、説明会の開催等を行っ
ている。特定の機関や地域に重点
配分するか否かは、それぞれの事
業の政策目的等を勘案して決定し
ている。

5

各省においては、それぞれの政策目的に応じ
て医療機器、研究開発支援機器を開発する事
業を推進しており、関連する事業については
各省密接に情報交換をしているところであ
る。今後、各省の医療機器、研究開発支援機
器等の開発に係る施策についての情報の提供
が一層、円滑かつ迅速に進められるように、
関係各省や各方面と検討していきたい。

平田村
一貫教育の確
立と子育て支
援

1270 1270010 081290

学習指導要領に関
する規制緩和、廃
校舎への転用手続
きの簡素化、放課
後児童クラブの補
助基準改善

現在厚生労働省と文部科学省
での手続きの一体化。放課後
児童クラブにおける補助基準
額上限基準の改善

保育所、幼稚園の統廃合に係る幼児教育体系
の一体化及び廃校舎の再利用。放課後児童ク
ラブの新地区開設。

学習指導要領に関する規制緩和、廃校舎
への転用手続きの簡素化、放課後児童ク
ラブの補助基準改善

「幼稚園における放課後児童
健全育成事業について」（平
成１５年５月文部科学省幼児
教育課長・私学行政課長・厚
生労働省育成環境課長通知）

幼稚園本来の活動に支障のない範
囲において、幼稚園の園舎の一部
を放課後児童健全育成事業に使用
することは、現行制度上可能であ
る。

5

幼稚園本来の活動に支障のない範囲におい
て、幼稚園の園舎の一部を放課後児童健全育
成事業に使用することは、現行制度上可能で
ある。

栃木県
栃木県経済新
生構想

1211 1211100 081300
産学官連携コー
ディネート体制の
強化

栃木県では平成１５年４月に
オープンした産業支援拠点施
設「とちぎ産業創造プラザ」
内に県内大学等のサテライト
オフィスを設置するなど、同
プラザを拠点として産学官連
携の推進に努めているが、大
学側コーディネータの果たす
役割が極めて重要であること
から、地域共同研究センター
や工業高等専門学校のコー
ディネータを増員し、産学官
連携のコーディネート体制を
強化する。

宇都宮大学の地域共同研究センターや小山工
業高等専門学校の地域交流連携室のコーディ
ネーターを増員することにより、「とちぎ産
業創造プラザ」を拠点として、

①企業からの産学官連携に関する相談への対
応
②産学官共同研究プロジェクトのプロデュー
ス
③大学発ベンチャーの創出支援

などの産学官連携活動を推進する。

産学官連携を推進するに当たり重要な役
割を果たす大学側のコーディネート人材
が不足しており、共同研究等の円滑な推
進が難しい面がある。

該当する法令、告示、通達等
の定めはない。

大学等公的研究機関の産学官連携
基盤の強化を目的として、産学官
連携に関する専門知識を有する人
材（産学官連携コーディネー
ター）を各大学に配置する産学官
連携支援事業を平成14年度より実
施している。現在、全国77の国公
私立大学に１０２名のコーディ
ネーターを配置しているところ。

5

本制度は、産学官連携基盤の強化を目的とし
て、大学等のニーズに応じて産学官連携に関
する専門知識を有する人材を派遣するもので
あり、本制度が一層効果的・効率的に機能す
るよう運用面での充実・強化を図っていくこ
ととしている。

日立市

ひとづくり・
ものづくり・
地域づくり構
想

1377 1377020 081310
地域の工業高校に
おける「デュアル
システム」の推進

文科省の実施する日本版
「デュアルシステム」のモデ
ル校に地域の工業高校を指定
する。

　日立市内の平成15年3月の高校卒業者就職
率は85.8％と茨城県の91.0％と比較しても低
くなっている。
　将来の高度なものづくりの熟練技術、技能
の担い手となり得る人材を育成し、高校卒業
未就労者のフリーター化、無業化を防止する
ため、日立市内の高校において、企業での実
習及び教育訓練を受けるデュアルシステムを
導入することにより、実践的な職業人を養成
する。

高校生が地域中小企業へと定着するため
にも、学生のうちから企業と交流するこ
とは効果的であり、また現場の要求する
技術の習得等を実現するためにも、長期
間のインターンシップが必要であるた
め、これをデュアルシステムを採用する
ことにより推進する。

5

文部科学省としては、若年者就職問題への対
応として、専門高校生等が社会に出てから即
戦力となるための実践的な技能・技術が身に
付く「日本版デュアルシステム」の効果的な
導入手法を探るため、導入に係る地域事情に
応じた課題や教育界・産業界の連携手法につ
いてのモデル事業を平成１６年度から１２地
域程度指定して実施することとしている。モ
デル事業の実施に当たっては、地域事情を踏
まえながら効果的な教育界・産業界の連携で
きる地域を適正に選定してまいりたいと考え
ている。
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08　文部科学省　再検討要請回答

15.提
案主
体名

19.地域再生
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a.地域
再生構
想管理
番号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のた
めの支援措置に
係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援
措置に係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する法
令、告示、通達等の定め

38.制度等の現状

39.措
置等
の分
類

40.措
置等
の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室
から各府省庁への再
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45.「措
置等
の分
類の
見直し

46.措
置等
の内
容の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁か
らの回答

日立市

ひとづくり・
ものづくり・
地域づくり構
想

1377 1377030 081320
茨城大学への産学
連携コーディネー
ターの重点配置

地域において産学連携を推進
するためには、企業のニーズ
と研究者の技術シーズを理解
したコーディネーターの存在
が必要不可欠であるが、現
在、茨城大学には１名の客員
教授が在籍するのみであるた
め、これを補強するために文
科省の産学連携コーディネー
ターによる配置する。

　茨城大学地域共同研究開発センターでは、
ものづくり経験のある客員教授が登用される
など、徐々に地域中小企業に相談等に対応で
きる体制が整いつつあるが、絶対的にマンパ
ワーが不足しており、地域企業との共同研究
や技術相談が進まない要因となっている。そ
こで、文部科学省の産学連携を推進するコー
ディネーターを重点配置するなど、スタッフ
の充実を図る。また地域中小企業の相談や共
同研究需要に耐えうる研究室や実験機器等の
施設の充実を図る。

企業のニーズと研究者のシーズをマッチ
ングするには、両方を理解するコーディ
ネーターの存在が不可欠であり、これを
茨城大学に重点配置する。

該当する法令、告示、通達等
の定めはない。

大学等公的研究機関の産学官連携
基盤の強化を目的として、産学官
連携に関する専門知識を有する人
材（産学官連携コーディネー
ター）を各大学に配置する産学官
連携支援事業を平成14年度より実
施している。現在、全国77の国公
私立大学に１０２名のコーディ
ネーターを配置しているところ。

5

本制度は、産学官連携基盤の強化を目的とし
て、大学等のニーズに応じて産学官連携に関
する専門知識を有する人材を派遣するもので
あり、本制度が一層効果的・効率的に機能す
るよう運用面での充実・強化を図っていくこ
ととしている。

石川県
石川ニッチ
トップ企業倍
増計画

1052 1052050 081330

産学官共同研究開
発大型プロジェク
ト補助事業への採
択

既存企業の中で、キラリと光
る技術を有する企業に対し、
研究開発補助から事業化まで
一環・集中した支援を行うた
め、特に高度な研究開発テー
マについては、国の産学官共
同研究開発大型プロジェクト
補助事業に対し提案を行い、
国からの委託研究として実施
し、実用化を図る。

既存企業の中で、キラリと光る技術を有する
企業に対し、研究開発補助から事業化まで一
環・集中した支援を行うため、特に高度な研
究開発テーマについては、国の産学官共同研
究開発大型プロジェクト補助事業に対し提案
を行い、国からの委託研究として実施し、実
用化を図る。

特に高度な研究開発テーマについては、
国の産学官共同研究開発大型プロジェク
ト補助事業への採択が実用化に向けて非
常に有効である。

文部科学省における、産学官連携
を促進するような研究開発支援施
策のうち、平成16年2月以降、研
究開発課題等を公募するものとし
ては、以下のような事業がある。
○国が定めた戦略目標の達成に向
けた基礎研究を推進する「戦略的
創造研究推進事業」
○都道府県等の都市エリアに着目
し新規事業の創出等を目指す「都
市エリア産学官連携促進事業」
○民間等の有する革新性の高い独
創的な技術シーズにより、実用的
な技術へ育成する「独創的革新技
術開発研究提案公募制度」
○最先端の研究活動を支援する先
端分析技術・機器の開発を産学官
連携で推進する「先端分析技術・
機器開発プロジェクト」
　等

5

これらの研究開発支援事業は、各制度の趣旨
に応じて、広く実施主体を公募し、有識者や
専門家による審査を経て、実施主体の選定す
るものであり、あらかじめ特定の地域に配慮
した採択課題・採択先を決定することはでき
ないが、ご提案の研究課題について、各制度
の趣旨に応じて応募することができる。

愛知県
豊田市

都市農山村共
生活性化構想

1192 1192050 081340

都市と農山漁村の
共生・対流の推進
についての、施策
集中化

現状、関係省連絡会議による
優良事例集の配布や、民間の
会議｢オーライニッポン会議｣
等において取組みがなされて
いるところであるが、市町村
合併に伴う都市と農産漁村の
共生については、施策の集中
化による関連事業の優先集中
採択、総合補助金化等によ
る、政策の選択と集中化を望
む。

地域連携システムの整備、グリーンツーリズ
ムの推進、地産地消の仕組みづくり、多様な
居住環境整備、都市と農山村の交流・共生を
支える交流基盤の整備推進について、既存制
度の統合化による国支援策の利用促進、及び
個性を活かした市単独事業の実施による地域
活性化を図る。

現状、国の関連事業メニューが、省庁ご
とに非常に細分化して市町村にとっては
利用しにくいため、統合化し整理して、
その利用勝手を向上させるとともに、対
象外となっている事業を明確化させるこ
とにより単独事業対応を進めるため。

都市と農山漁村の共生・対流
に関する副大臣プロジェクト
チーム設置要領

関係７省の副大臣によるプロジェ
クトチームが設置されているとこ
ろ（平成１４年９月１２日設
置）。関係省庁は、総務省、文部
科学省、厚生労働省、農林水産
省、経済産業省、国土交通省、環
境省の７省。

5

教育・文化・スポーツによる地域づくりを総
合的に支援するために文部科学省内に設けた
「地域づくり支援室」の活動を通じて、省内
及び関係府省と連携し、積極的に対応してま
いりたい。

岐阜市
金華山・長良
川まるごと博
物館構想

1318 1318020 081350
当該地区整備財源
の集中的な投入

限られた地区における総合的
かつ統一的まちづくりのため
の、当該地区整備財源の集中
的な投入

岐阜公園の歴史公園としての再整備、歴史博
物館リニューアル、旧長良川ホテル跡地利
用、長良川ふれあい回遊路整備、金華山の再
生・整備などを通じて、地域全体を野外博物
館（エコミュージアム）としての回遊性を高
め、まち歩き等スローライフが味わえる地域
づくりを進める。

　限られた地域での総合的なまちづくり
を推進する上で、当該地区整備のため多
様な財源が集中的に投入することによ
り、効率的で統一の取れたまちづくりが
できるため

6
要望自治体へ確認し、文化庁が所管する事業
への要望でないことを確認した。
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置提案事
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c.管理
コード

27.地域再生のた
めの支援措置に
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（事項名）
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37.提案事項に関連する法
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38.制度等の現状

39.措
置等
の分
類

40.措
置等
の方
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44.地域再生推進室
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類の
見直し

46.措
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47.再検討要請に対する各府省庁か
らの回答

会津若
松市

（仮称）会津
ベンチャーラ
ンド構想

1041 1041060 081360
研究開発プロジェ
クトの集中投資

本地域にＩＴ関連の研究開発
プロジェクトを集中的に投資
する。

情報関連企業の立地促進と関連産業の集積を
図る。

本市においては、これまで数多くの研究
開発プロジェクトを提案し、会津大学を
中心として地域における情報関連企業と
の連携のもと、システム開発等に取り組
んできた。これら研究開発プロジェクト
を通して、地元の情報関連企業の技術水
準が向上するなど企業の育成に対する効
果は大きく、今後も、更に推進しようと
するものである。

文部科学省における、IT分野を含
む研究開発支援施策のうち、平成
16年2月以降、研究開発課題等を
公募するものとしては、以下のよ
うな事業がある。
○国が定めた戦略目標の達成に向
けた基礎研究を推進する「戦略的
創造研究推進事業」
○都道府県等の都市エリアに着目
し新規事業の創出等を目指す「都
市エリア産学官連携促進事業」
○ベンチャー企業の創出・事業展
開に必要な研究開発を支援する
「大学発ベンチャー創出推進事
業」
　等
（科学研究費については、昨年11
月に公募を終了）

5

これらの研究開発支援事業においては、各制
度の趣旨を鑑み、広く実施主体を公募し、有
識者や専門家による審査を経て、実施主体の
選定を実施することとしている。そのため、
今回の提案を受けて、特定の採択先を決定す
ることはできないが、各制度の趣旨に応じ
て、応募することができる。

福井県
原子力・地域
産業共生構想

1084 1084010 081370
エネルギーに関す
る環境整備

・原子力技術研究開発の中核
施設および国際的原子力研修
センターの立地
・県内大学および研究機関等
の原子力エネルギーに関する
高等教育、研究環境の整備

・原子力技術研究開発の中核施設および国際
的原子力研修センターの立地
・県内大学および研究機関等の原子力エネル
ギーに関する高等教育、研究環境の整備

　原子力についての研究開発、人材育
成、産業の創出・育成の拠点として整備
するためには、原子力技術研究開発等の
集積が必要である。

5

　福井県からは別途、平成１５年１１月１２
日に国に提出された、「もんじゅ」の安全確
保等に関する要請書の中で、「原子力、エネ
ルギーに関する研究開発拠点化の推進」が国
に対して要請されているところであり、研究
開発拠点の中核となり得る「もんじゅ」の進
展に応じ、要望の内容について県とともに検
討してまいりたい。
　また、平成１５年１０月に創設された電源
立地地域対策交付金は、従来の交付金よりも
交付対象事業を大幅に拡充しており、提案に
あるような事業に交付することは可能であ
る。
　なお、提案にある新規施設等の立地や環境
整備は予算措置を伴うこととなり、地域再生
構想が「地域の「自助と自立の精神」を活か
すため、従来型の財政措置を講じないことが
基本である」ことから、地域再生構想として
国が実施することは、構想の趣旨にそぐわな
い。

野田市
環境バイオシ
ティ野田構想

1174 1174010 081380 研究開発の活発化

科学技術振興対策事業等を利
用した研究開発促進。なお、
委員会直入などフレキシブル
な財政措置を講ずる様、要望
する。

全体の構想を実現するために必要な調査・研
究を推進し、実施可能性を探るとともに、知
的財産の創出、管理等に活用する

大学と企業、市民が連携して研究開発を
進めることが出来る体制作りを行うた
め。

6
野田市は文部科学省を要望先と考えていない
ため。（詳細は別添のやり取りメールを参照
のこと）

野田市
環境バイオシ
ティ野田構想

1174 1174030 081390 新規事業の創出

地域経済新生対策事業等を利
用した新規事業への資金確
保。なお、委員会直入などフ
レキシブルな財政措置を講ず
る様、要望する。

地域の有機物原料を活用した新事業を創出す
るために必要な資金の確保、設備の構築。

バイオ資材研究成果を活用した新産業・
新規事業の創出を行うため。

6
野田市は文部科学省を要望先と考えていない
ため。（詳細は別添のやり取りメールを参照
のこと）

野田市
環境バイオシ
ティ野田構想

1174 1174040 081400 新規事業の創出

地域資源活用促進事業等を利
用した資金調達。なお、委員
会直入などフレキシブルな財
政措置を講ずる様、要望す
る。

地域の有機物原料を活用した新事業を創出す
るために必要な資金の確保、設備の構築。

バイオ資材研究成果を活用した新産業・
新規事業の創出を行うため。

8
野田市は文部科学省を要望先と考えていない
ため。（詳細は別添のやり取りメールを参照
のこと）
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置等
の分
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40.措
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の方
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置等
の内
容の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁か
らの回答

野田市
環境バイオシ
ティ野田構想

1174 1174070 081410
土壌・地下水汚染
の対策推進

科学技術振興対策事業等を利
用した研究開発促進。なお、
委員会直入などフレキシブル
な財政措置を講ずる様、要望
する。

土壌・地下水汚染浄化に必要な地質に関する
調査・研究を実施し、地質微生物の存在量の
確定や応用可能量の把握など、自然浄化能の
把握を行い、バイオ資材とのマッチングを検
証する必要がある。

バイオ技術を利用した地下水汚染浄化技
術の確立とオンサイト検証を実施するた
め。

6
野田市は文部科学省を要望先と考えていない
ため。（詳細は別添のやり取りメールを参照
のこと）

神奈川
県

知的イノベー
ション創出プ
ログラム（神
奈川方式の知
的財産戦略）

1284 1284020 081420

光科学分野を中心
とするKAST研究成
果に競争的資金の
集中投資

　KASTでは、流動研究プロ
ジェクトなどで優れた研究成
果を創出している。特に独創
的で大きな展開が期待される
研究成果については、光科学
重点研究室において、研究者
と雇用関係を継続して、強力
な成果展開を進めている。
これらKASTの研究活動により
創出された有望な研究成果
は、KASTの研究システムを活
用して成果展開を図ることが
最も効果的であり、光科学分
野を中心とするKAST研究成果
に、国等の各種競争的資金の
集中投資をお願いしたい。

「知的イノベーション創出プログラム」の重
点分野である「光科学（光触媒等）」につい
て、KASTの研究システム（成果創出・技術移
転一貫方式）を最大限に活用した、研究成果
の強力な地域展開が図られる。

○光科学重点研（KAST３大技術）
　・光機能材料グループ
　・近接場光学グループ
　・マイクロ化学グループ

KASTの研究システムにより創出された研
究成果について、国等の競争的資金を投
入してへ応用展開する際は、KASTの研究
者としてかつKASTを中核機関として推進
することが最も望ましい。
KASTが創出してきた基本的特許の応用開
発にかかる国等の競争的資金は、KASTへ
集中投資を行う。

文部科学省の競争的資金において
は、特定の主体による申請を優先
的に採択することは行っていな
い。

3

現在の文部科学省の競争的資金については、
その審査が科学的・技術的観点からの評価を
中心とするものであり、広く全国から公募し
た研究開発課題について、特定の主体による
申請を優先的に採択する審査を行うことは競
争的資金の趣旨になじまない。

千葉県
「東京湾ゲノ
ムベイ地域」
の形成の推進

1303 1303040 081430
国際拠点形成の促
進

「東京圏ゲノム科学の国際拠
点形成プロジェクト」（都市
再生プロジェクト）で「国際
研究交流拠点」の整備をめざ
しているかずさ地域におい
て、国際的な共同研究及び人
材育成機能を持った国際的な
研究交流施設整備の早期実現
や、産業面における国際交流
を推進する「Local to Local
産業交流事業」や外国企業の
立地を促進する「先進的対内
直接投資推進事業」を優先採
択。

県が率先して、かずさアカデミアパークにお
いて、海外の研究者等への滞在・居住可能な
空間を確保するとともに、「Local to Local
産業交流事業」（JETRO）の活用による上海
との産業交流や、「先進的対内直接投資推進
事業」（経済産業省）の活用による、海外の
有望な企業の誘致に積極的に取り組む。ま
た、共同研究や人材育成機能を持った国際的
な研究交流施設の整備を促進する。

「東京圏ゲノム科学の国際拠点形成プロ
ジェクト」（第4次都市再生プロジェク
ト）において、かずさアカデミアパーク
では、研究機能、インキュベーション機
能、国際コンベンション機能などを活用
して、「国際研究交流拠点」を目指して
いるが、外国企業の進出や外国企業との
共同研究などにおいて課題が多い。その
ため、海外との産業・研究交流等を積極
的に進めるための条件整備を行う必要が
あるが、都市再生プロジェクトを実現す
るためには、国と地域が一体となった取
組みが必要である。

都市再生本部における第四次都市
再生プロジェクト「東京圏ゲノム
科学の国際拠点形成」の決定を受
けて、関係府省及び関係地方公共
団体等で東京圏ゲノム科学推進協
議会を設け、協議・検討中。

3

研究交流施設については、すでに平成16年度
政府予算案が決定しており、このような事業
はないため平成16年度中における対応は不可
能。

平成１７年度以降の対
応も含め検討された
い。

3
平成１７年度以降については、必要
に応じて検討してまいりたい。

千葉県
「東京湾ゲノ
ムベイ地域」
の形成の推進

1303 1303050 081440
科学技術予算の重
点投入

「東京圏におけるゲノム科学
の国際拠点形成」（都市再生
プロジェクト）の実現のた
め、対象地域である、かず
さ、千葉、柏・東葛地域にお
いて取り組むこととしている
健康科学分野の産業化を目指
したゲノム研究開発に関する
国関連予算を重点的投資。

都市再生プロジェクトを実現するため、かず
さ地域において、かずさDNA研究所や生物遺
伝資源保存施設が有する資源を基に、臨海部
の企業や大学・研究機関等が共同して実施す
る産業化・実用化を目指した研究プロジェク
トを、国の科学技術予算による重点的支援を
得ながら積極的に進めていく。
また、千葉地域、柏・東葛飾地域において、
千葉大学、東京大学柏キャンパス、東京理科
大学などを中心に企業との新技術創出に向け
た共同研究プロジェクトを創出していく。

我が国がゲノム科学分野で国際的に優位
に立つためには、「東京圏ゲノム科学の
国際拠点形成」（第四次都市再生プロ
ジェクト）が目指しているプロジェクト
の着実な進展が必要であるが、現在のと
ころ、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに対し、重点的に科学
技術予算の措置がなされていないので、
所要の措置が必要である。

都市再生本部における第四次都市
再生プロジェクト「東京圏ゲノム
科学の国際拠点形成」の決定を受
けて、関係府省及び関係地方公共
団体等で東京圏ゲノム科学推進協
議会を設け、協議・検討中。

5
研究開発は公募等により実施することとして
おり、優れた研究課題であれば、地域に依ら
ず採択される。
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b.支援措
置提案事
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c.管理
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（事項名）
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31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する法
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38.制度等の現状

39.措
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類

40.措
置等
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法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室
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47.再検討要請に対する各府省庁か
らの回答

日立市

ひとづくり・
ものづくり・
地域づくり構
想

1377 1377090 081450
地域を実験フィー
ルドとした社会実
験の実施

燃料電池自動車やDME燃料自動
車、成層圏プラットフォー
ム、新交通システム、新エネ
ルギーなどの実用化に伴う社
会実験を、各省庁が日立市を
フィールドとして重点的に実
施する。

新交通システムやETC、GPSなど社会システム
型の開発を進めるためには。都市と住民を巻
き込んだ社会実験が必要不可欠であるが、日
立市は人口20万人、70,000世帯、都市として
の一定水準のインフラも整備され、また、
海、山、川ありと自然環境にも恵まれ実証実
験にはまさに最適である。実験は短期間であ
る場合が多いが、雇用や実験機器製作などの
仕事も発生し、経済への波及効果も期待され
るため、こうした国家レペルでの実証実験を
誘致･実施する。

様々な社会システム型の製品の実証実験
を蓄積することにより、地域企業に技術
的な対応力の高揚が期待されるため、社
会実験を誘致する。

6

ご提案において、重点的に実施すべきとする
社会実験の例については、文部科学省におい
て所掌しておらず、責任を持ってご回答でき
る立場にはない。

山形県
「超精密技術
集積特区」推
進プラン

1384 1384010 081460
公募型研究開発助
成事業の優先的採
択

「有機エレクトロニクスバ
レープロジェクト」及び「超
精密加工テクノロジープロ
ジェクト」に参画する産・
学・官のいずれかの事業主体
が、経済産業省及び文部科学
省が所掌する公募型研究開発
助成事業に助成金の交付申請
を行った場合、優先的に採択
するもの。

「有機エレクトロニクスバレープロジェク
ト」では、昨年１１月に開所した「有機エレ
クトロニクス研究所」を核に、２０社を超え
る企業との共同研究を、「超精密加工テクノ
ロジープロジェクト」でも、県内企業６２社
で構成する金型・精密加工技術研究会のメン
バーを中心に共同研究を、それぞれ実施する
こととしている。多岐にわたる研究開発テー
マが予想され、研究成果の企業化を支援する
ための集中的な支援が望まれている。

地方の真の自立を目指して、自治体自ら
が取り組む新たな産業創出の取組みに対
し、重点的集中的な支援が不可欠である
ため。

文部科学省の競争的資金において
は、特定のプロジェクトに参画す
る主体による申請を優先的に採択
することは行っていない。

3

現在の文部科学省の競争的資金については、
その審査が科学的・技術的観点からの評価を
中心とするものであり、広く全国から公募し
た研究開発課題について、特定のプロジェク
トに参画する主体による申請を優先的に採択
する審査を行うことは競争的資金の趣旨にな
じまない。

神戸市

神戸医療産業
都市構想の推
進による地域
再生構想

2022 2022020 081470

地域ごとのクラス
ター形成に向け
た、特定分野の研
究費（競争的資
金）及び地域科学
技術振興施策・地
域産業振興施策の
集中投資の推進

○都市再生プロジェクト・知
的クラスター創成事業・産業
クラスター計画に基づく地域
のクラスター形成に向けた、
特定分野での研究費（競争的
資金）及び科学技術振興施
策・地域産業振興施策の集中
投資の推進
・各省庁ごとに、目的別に創
設されている研究費（競争的
資金）及び科学技術振興施
策・地域産業振興施策につい
て、「地域における特定分野
のクラスター形成」の評価項
目を導入

都市再生プロジェクト・知的クラスター創成
事業・産業クラスター計画に基づき、クラス
ター形成に向けた取り組みを行っている地域
に、特定分野での研究費（競争的資金）及び
科学技術振興施策・地域産業振興施策を集中
投資する。
神戸においては、これらの集中投資により、
ライフサイエンスのスーパークラスター形成
の促進を図る。

地域ごとにクラスター形成の促進による
地域経済の活性化を図るためには、特定
分野での研究費（競争的資金）及び科学
技術振興施策・地域産業振興施策の集中
投資が最重要課題である。

・知的クラスター創成事業につい
ては、地域が主体的に立案した事
業計画の提案について、研究開発
のポテンシャル、産業化の有望度
等の科学的・技術的観点からの評
価に重点を置き、事業の推進体
制、地域の取組み等をも勘案しつ
つ総合評価を行い、実施地域を決
定している。

文部科学省の競争的資金の評価に
おいては、「地域における特定分
野のクラスター形成」という評価
項目は導入できない。

3・５

・神戸地域において、文部科学省では、知的
クラスター創成事業を実施しており、また、
独立行政法人科学技術振興機構では、地域結
集型共同研究事業を実施している。
・知的クラスター創成事業及び地域結集型共
同研究事業等の実施にあたっては、経済産業
省の産業クラスター計画との連携を図ってい
るところ。
　具体的には、文部科学省及び経済産業省に
おいて、地域ごとに、文部科学省、経済産業
省、地方自治体その他関係機関による「地域
クラスター推進協議会」等の設置、両省の補
助対象機関の連携、地域ごとに両省の事業の
成果に関する合同成果発表会の開催等の各種
連携事業を実施しており、今後更にこうした
連携施策を強化していくこととしている。

現在の文部科学省の競争的資金については、
その審査が科学的・技術的観点からの評価を
中心とするものであり、広く全国から公募し
た研究開発課題について、「地域における特
定分野のクラスター形成」という評価項目に
基づき審査を行うことは、競争的資金の趣旨
になじまない。

熊本県
熊本セミコン
ダクタ・フォ
レスト構想

2048 2048010 081480

国の提案公募型研
究開発プロジェク
ト等に地域再生枠
を設定

各省庁毎の提案公募型研究開
発プロジェクトについて、地
域における効率的な事業実施
及び施策の集中を図る観点か
ら研究開発費の地域再生枠を
設定する。

国等の公募型研究開発プロジェクトである次
の事業について、「地域再生枠」を設定して
重点配分する。
・地域新生コンソーシアム研究開発事業
・地域新規産業創造技術開発費補助金
・創造技術開発支援事業
・地域活性化創造技術研究開発補助金
・中小企業経営革新事業費補助金
・地域産業集積中小企業等活性化補助金
・大学発事業創出実用化研究開発助成事業
・産業技術研究助成事業
・戦略的基盤技術力強化事業
・大学発ベンチャー創出のための事業
・産学官共同研究推進のためのマッチング
ファンド

国等の各種提案公募型研究開発プロジェ
クトは、競争倍率も高く採択が非常に厳
しい状況にある。半導体関連の研究開発
に係るポテンシャルの高い本県にとっ
て、より多くの研究開発の環境を整備
し、産学官連携による地域企業の研究開
発能力を高めることが構想を実現するた
めに必要である。特に、研究開発に関す
る数値目標である「２０１０年までに産
学官が連携した国等のプロジェクト２０
０テーマを実施」の実現図るためにも必
要である。

・大学発ベンチャー創出のための
事業については、地域における事
業実施及び施策の集中を図るよう
な措置はとられていない。
・科学技術振興調整費のうち「産
学官共同研究の効果的な推進」プ
ログラムについては、地域におけ
る事業実施及び施策の集中を図る
ような措置はとられていない。

3

・大学発ベンチャー創出のための事業につい
ては、地域にとらわれることなく、優れた大
学等の研究成果を基にしたベンチャー企業創
出を促進するものであり、特定の地域枠を設
定して審査を行うことは、制度の趣旨になじ
まない。
・科学技術振興調整費については、地域再生
枠を設定するかどうかも含めて、各プログラ
ムの内容や対象機関につき、それぞれのプロ
グラムの趣旨を踏まえつつ、総合科学技術会
議が定める「科学技術振興調整費の配分の基
本的考え方」を作成する際に検討してまいり
たい。
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47.再検討要請に対する各府省庁か
らの回答

福岡市
ロボット共存
都市・福岡

2080 2080010 081490

ロボット関連施策
に係る実証実験の
福岡市における集
中実施

次世代ロボットビジョン懇談
会（経済産業省）の提言に基
づき展開される各種施策の実
施地域として本市域を活用。
また、複数の省庁で研究開発
される各ロボットの実証実験
の場として、本市地域を活
用。

次世代ロボットビジョン懇談会（経済産業
省）においては制度的課題として安全性の確
保（技術基準、保険制度等）、環境整備（エ
ネルギー供給、通信環境等）を検討・提言。
提言に基づき展開される施策（エネルギー供
給環境、通信供給環境整備など）のテスト
フィールド（試行場所）として本市域を活
用。また、ネットワークロボット（総務
省）、防災ロボット研究開発（消防庁）など
複数の省庁で研究開発される各ロボットの実
証実験の場として本市域を活用｡

ロボット関連施策及び研究開発は現在、
各省庁毎に個別実施されているが、いず
れにおいても、社会普及の前提として実
証実験が必要と思料。同一フィールド
（環境）での実験は貴重であり、「ロ
ボット開発・実証実験特区」の認定に加
え、情報関連産業、大学等の集積など、
ロボット研究開発に高いポテンシャル、
モチベーションを有する本市域にてこれ
ら実証実験を集中展開する意義は大き
い。また、実験の結果取り纏められる各
種基準は世界初のものとなる。これら
は、「博多スタンダード」として世界中
へ広まり、もって、本市におけるロボッ
ト研究開発拠点形成や新産業の創出が促
進される。

5

ロボット関連技術の実証実験については、特
殊環境の整備など、個別の要件を満たすこと
が必要であるが、各地域・機関の状況を慎重
に検討し対応することとしている。

長崎県

産学官連携
リーディング
プロジェクト
を軸とした地
域経済再生計
画

2122 2122010 081500

「産学官連携リー
ディングプロジェ
クト」への集中的
投資・支援

「産学官連携リーディングプロジェク
ト」成功のための手法
・段階ごとの支援を「廃止」、または
「連結」し、一貫した研究開発支援を
実現。
１「一貫した研究プロジェクト」
・基礎研究、応用研究、知的財産化、
実用化・製品化、商品化・事業化の流
れの中に存在する「死の谷」を克服す
るため、各省庁縦割りの研究予算を連
携・総合化し、政策パッケージとして
提供する。
２「一貫した研究評価システム」
・基礎研究から商品化・事業化に至る
複数プロジェクトを、同一メンバーに
よる評価委員会により、一貫した責任
ある評価を実現する。中間評価・事後
評価の結果を後継プロジェクトに反映
させる。
３「一貫した人材支援システム」
・技術の研究開発から、事業化・製品
化までを戦略的にマネジメントできる
「目利き」人材を、各プロジェクトに
配置する。

テーマ１「海洋環境の修復と海洋資源の持続
的利用による地域再生」
  地域結集型共同研究事業（「ミクロ海洋生
物の生理機能活用技術の開発」）の成果を
ベースとして、東アジアにおける海洋科学の
国際的研究拠点をめざす。
テーマ２「医療診断技術の革新と安心・安全
で質の高い生活環境の創造による地域再生」
  都市エリア産学官連携促進事業（「ＱＯＬ
医療診断に向けた非侵襲センシング技術」）
の成果をベースとして、医工連携によるＩＴ
を活用した医療診断機器の開発拠点をめざ
す。

本県固有の資源や強みを基盤に、産学官
連携により本県の直面する課題の解決策
を示し、地域社会の再生を積極的にめざ
すうえで、関係省庁の支援施策の強化を
是非お願いしたい。

文部科学省における、産学官連携
を促進するような研究開発支援施
策のうち、平成16年2月以降、研
究開発課題等を公募するものとし
ては、以下のような事業がある。
○国が定めた戦略目標の達成に向
けた基礎研究を推進する「戦略的
創造研究推進事業」
○都道府県等の都市エリアに着目
し新規事業の創出等を目指す「都
市エリア産学官連携促進事業」
○大学等の研究成果で特に企業化
が困難なものを企業等に委託して
開発を行う「委託開発事業」
　等

5

これらの研究開発支援事業は、各制度の趣旨
に応じて、広く実施主体を公募し、有識者や
専門家による審査を経て、実施主体の選定す
るものであり、あらかじめ特定の地域に配慮
した採択課題・採択先を決定することはでき
ないが、ご提案の研究課題について、各制度
の趣旨に応じて応募することができる。

ミクロものづ
くり
岡山の創成

2166 2166030 081510
各種施策の集中と
連携

  国・県・市町村が一体と
なった施策の集中投入によ
り、短期間で大きな成果を上
げることを目指す。
①地域結集型共同研究事業の
採択
②産業クラスター計画（中国
地域機械産
　業新生プロジェクト）によ
る支援
③地域新生コンソーシアム研
究開発事業
　等の優先採択

　ものづくり企業群の集積を活かし、ミクロをキー
ワードに、産学官が連携する「ミクロものづくりネッ
ト」を構築し、ものづくりの高度化を進め、精密で技
術力の高い産業群を育成する。
①ミクロものづくり企業ネットの構築
    企業群のネットワーク化を図る。
②ミクロものづくり支援ネットの構築
    地域の行政、産業支援機関、金融機関
    大学等により、ミクロものづくり企業
    群を支える支援ネットを構築する。
③ミクロものづくりセンターの設置
    工業技術センター内に地域に開放され
    たミクロものづくりセンターを整備す
　　る。
④研究開発の推進
    産学官の連携により、大型の研究開発
    を推進する。
（県単独事業）
　・夢づくり・オンリーワン企業育成支援
　　事業
　・先端研究スタートアップ支援事業
　・岡山発新技術研究フィールド事業
⑤販路開拓
    岡山の地域ブランド化を進め、国内外
    への販路開拓を行う。
（県単独事業）
　・岡山ＴＬＯ運営支援事業
　・岡山・わが社の技認定事業
　・岡山テクノプラザ開催事業

　県の計画に併せ、対象地域に国からの
支援が集中的に投入されることで、単独
の施策に比べ確実に大きな効果が期待で
きる。

・地域結集型共同研究事業につい
ては、地域が主体的に立案した事
業計画の提案を広く全国から公募
し、研究開発のポテンシャル、産
業化の有望度等の科学的・技術的
観点からの評価に重点を置き、事
業の推進体制、地域の取組み等を
も勘案しつつ総合評価を行い、実
施地域を決定している。

3

・地域結集型共同研究事業については、地域
が主体的に立案した事業計画の提案を広く全
国から公募し、研究開発のポテンシャル、産
業化の有望度等の科学的・技術的観点からの
評価に重点を置き、事業の推進体制、地域の
取組み等をも勘案しつつ総合評価を行い、実
施地域を決定している。

提案の趣旨が実現でき
るよう、総合評価の中
に地域再生計画も評価
の対象に含めるなど検
討されたい。

3

地域結集型共同研究事業の採択にあ
たっては、研究開発のポテンシャル、産
業化の有望度等の科学的・技術的観点
のみならず、成果の発展などに係る地
域の取組みや事業の推進体制等も勘案
しつつ総合評価を行っており、上記観点
からの評価が優れた提案であれば、支
援を行うこととなる。
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篠山市
｢文化芸術に
よる創造のま
ち｣支援事業

2147 2147010 081520
各種文化振興支援
施策の効果的活用

　国及び関係団体が実施する
先導的な各種文化振興施策に
ついて、｢たんば田園交響ホー
ル｣等の市内文化施設において
優先的かつ柔軟な採択がされ
るよう配慮を行う。

　｢たんば田園交響ホール｣を拠点として、既
に隔年で市民自らが企画・公演をしている｢
ささやま市民ミュージカル｣、開館以来ボラ
ンティアスタッフとして舞台、照明、音響の
3部門に携わっている｢ステージオペレーター
クラブ｣が主催している事業、そして、会館
主催事業等数々の事業を実施するとともに、
文化を支える人材の育成活動も更に充実す
る。また、｢ささやま市民ミュージカル｣等が
国民文化祭等に積極的に参加する。
　更に、耐用年数を超えた音響機器や耐用年
数未満であっても時勢に応じた公的目的を充
足させると認める場合は、補助金等の返還を
要せず、改装・改築を可能とする。

　文化庁や関連団体の助成事業や助成金
等を、市民自らの事業展開のため活用で
きるよう弾力的な運用が必要であるとと
もに、地域外にも発信できる土壌づくり
のため。
　また、公的施設の更なる活性化を図る
ため。

・芸術拠点形成事業実施要綱
(平成14年4月1日文化庁長官
決定)
・文化芸術による創造のまち
支援事業実施要綱(平成15年4
月1日文化庁長官決定)
・芸術文化振興基金助成金交
付要綱(平成15年10月1日制
定)

【芸術文化振興基金】
　芸術文化振興基金は，独立行政法人日本
芸術文化振興会の下に，すべての国民が文
化芸術に親しみ，自らの手で新しい文化を
創造するための環境の醸成とその基盤の強
化を図る観点から，平成元年度末に創設さ
れた。
　芸術文化振興基金は，基金（政府出資金
５３０億円，民間出えん金１１２億円）の
運用益により，芸術創造普及活動，地域文
化振興活動，文化振興普及団体活動を対象
にプロフェッショナルからアマチュア団体
まで幅広く支援している。
　助成対象活動は，芸術団体等の応募申請
を「芸術文化振興基金運営委員会」に諮
り，決定している。また，「芸術文化振興
基金運営委員会」の下に分野別の４つの部
会，１１の専門委員会を置き，各分野の実
情及び特性に応じた審査を実施している。
【文化芸術による創造のまち支援事業】
　文化芸術活動のための環境の醸成と人材
の育成及び次代を担う子どもたちが参加す
る文化活動の活性化を図るため、①人材育
成：地域文化リーダー（指導者）の育成、
②団体育成：地域の芸術文化団体の育成、
③発信交流：シンポジウム等による発信・
交流を支援する。なお、支援対象は協力者
会議において決定している。
【芸術拠点形成事業】
　自ら企画・制作する能力を有する文化会
館，劇場等が行う自主企画・制作の公演，
子どもたちを含め広く一般の国民が参加す
る講習会やワークショップ等の事業に対し
て支援している。
　本事業の採択に当たっては，劇場等の文
化施設の設置又は管理者の申請に基づき，
「芸術団体重点支援事業等協力者会議〔芸
術拠点形成（公演事業等支援）〕」におい
て，審査を実施している。

1 Ⅵ

　本提案への支援については、内容を具体的
にお聞きした上で文化芸術による創造のまち
支援事業の対象となるかどうか検討してまい
りたい。
　芸術文化振興基金については国でなく、独
立行政法人日本芸術文化振興会が実施してい
るものであり、個別の提案に対して地域再生
の取組として対応することが適当であるかは
不明であるが、どのような対応が可能か独立
行政法人日本芸術文化振興会と相談してまい
りたい。
　芸術拠点形成事業については世界水準の文
化芸術の向上を目的としているため、当提案
に対して支援を行うことは難しいと考えられ
る。

古殿町
流鏑馬の里づ
くりによる地
域再生計画

1364 1364040 081530
地域資源活用促進
事業等の活用によ
る事業の促進

　流鏑馬用馬の育成施設及び
流鏑馬の伝承・披露のための
施設、都市との交流促進施設
（体験宿泊施設）、親水公園
施設等を整備するにあたり、
地域資源活用促進事業、地域
雇用機会増大促進支援事業等
の活用による事業の促進を図
る。

　流鏑馬用馬の育成施設及び流鏑馬の伝承・
披露のための施設、都市との交流促進施設
（体験宿泊施設）、親水公園施設等を整備す
るにあたり、地域資源活用促進事業、地域雇
用機会増大促進支援事業等の活用による事業
の促進を図る。

　本町のような中山間地域の小規模町村
にとって各種補助事業を活用して財源を
確保し事業を遂行する必要性が高いた
め。

6
体験宿泊施設の整備など、提案にある事業を
所管していない。

兵庫
県・
西宮市

芸術文化あふ
れるまちづく
り構想

2099 2099010 081540

芸術文化センター
事業に対する支援
措置の採択要件緩
和・集中実施

芸術文化センターにおけるソ
フト事業に対する支援
（採択要件（実績・支援期
間）の緩和、開館後５年間程
度の集中実施）
・文化庁芸術拠点形成事業
・日本芸術文化振興会・芸術
文化振興基金助成（地域文化
施設公演、現代舞台芸術創造
普及活動）
・（財）地域創造・地域の芸
術文化環境づくり支援事業

芸術文化センター事業（演劇、音楽、舞踊等
多彩な分野における、①創造・公演事業、②
芸術文化普及事業、③芸術文化創造基盤整備
事業）

新設の劇場の魅力を周知し、こどもから
高齢者まで幅広い県内外の人々に足を運
んでもらうためには、潜在需要を掘り起
こし、県内外にアピールできるような質
の高い事業や親しみやすい普及事業を実
施するための開館後５年間程度の集中的
な支援が必要である。

・文化庁・芸術拠点形成事業
（公演事業等支援）
・日本芸術文化振興会・芸術
文化振興基金助成（地域文化
施設公演、現代舞台芸術創造
普及活動）

【芸術文化振興基金】
　芸術文化振興基金は，独立行政法人日本
芸術文化振興会の下に，すべての国民が文
化芸術に親しみ，自らの手で新しい文化を
創造するための環境の醸成とその基盤の強
化を図る観点から，平成元年度末に創設さ
れた。
　芸術文化振興基金は，基金（政府出資金
５３０億円，民間出えん金１１２億円）の
運用益により，芸術創造普及活動，地域文
化振興活動，文化振興普及団体活動を対象
にプロフェッショナルからアマチュア団体
まで幅広く支援している。
　助成対象活動は，芸術団体等の応募申請
を「芸術文化振興基金運営委員会」に諮
り，決定している。また，「芸術文化振興
基金運営委員会」の下に分野別の４つの部
会，１１の専門委員会を置き，各分野の実
情及び特性に応じた審査を実施している。
【芸術拠点形成事業】
　自ら企画・制作する能力を有する文化会
館，劇場等が行う自主企画・制作の公演，
子どもたちを含め広く一般の国民が参加す
る講習会やワークショップ等の事業に対し
て支援している。
　本事業の採択に当たっては，劇場等の文
化施設の設置又は管理者の申請に基づき，
「芸術団体重点支援事業等協力者会議〔芸
術拠点形成（公演事業等支援）〕」におい
て，審査を実施している。

6 Ⅵ

　限られた財政の中で、効率的に地域振興を
進める観点からは、拠点地域を定め、予算を
集中的に配分することは有効であると考え
る。ただし、拠点地域の決定に当たっては、
透明かつ公正な判断基準が必要となると考え
られる。
　しかしながら、芸術拠点形成事業について
は世界水準の文化芸術の向上を目的としてい
るため、当提案に対して支援を行うことは難
しいと考えられる。芸術文化振興基金につい
ては国でなく、独立行政法人日本芸術文化振
興会が実施しているものであり、個別の提案
に対して地域再生の取組として対応すること
が適当であるかは不明であるが、どのような
対応が可能か独立行政法人日本芸術文化振興
会と相談してまいりたい。
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39.措
置等
の分
類

40.措
置等
の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室
から各府省庁への再
検討要請

45.「措
置等
の分
類の
見直し

46.措
置等
の内
容の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁か
らの回答

兵庫
県・
西宮市

芸術文化あふ
れるまちづく
り構想

2099 2099020 081550
芸術文化センター
事業に対する支援
措置の集中実施

芸術文化センターにおけるソ
フト事業に対する支援
・新国立劇場主催公演開催
・国立劇場主催公演開催
・国立文楽劇場主催公演開催

芸術文化センター事業（演劇、音楽、舞踊等
多彩な分野における、①創造・公演事業、②
芸術文化普及事業、③芸術文化創造基盤整備
事業）

新設の劇場の魅力を周知し、こどもから
高齢者まで幅広い県内外の人々に足を運
んでもらうためには、潜在需要を掘り起
こし、県内外にアピールできるような質
の高い事業や親しみやすい普及事業を実
施するための集中的な支援が必要であ
る。
ソフト事業に対する支援により西日本地
域の住民が東京に行かなくても、新国立
劇場主催公演等が鑑賞できるようにする
とともに、芸術文化センターの事業がさ
らに充実し、新設劇場のアピールができ
る。

　国立文楽劇場では主催公演の地
方での開催は行っておらず、新国
立劇場、国立劇場については、現
在、地方の文化施設等との共催
で、共催者の全額負担により実施
している。
　ただし、どの団体等と共催して
実施するかは独立行政法人日本芸
術文化振興会の判断による。

6

提案の公演は、いずれも独立行政法人日本芸
術文化振興会の行う事業であり、個別の提案
に対して地域再生の取組として対応すること
が適当であるかは不明であるが、どのような
対応が可能か独立行政法人日本芸術文化振興
会と相談してまいりたい。

独立行政法人日本芸術
文化振興会に要望の趣
旨を伝えられたい。

6
このような要望が来ていることについて
は独立行政法人日本芸術文化振興会
に伝えてまいりたい

兵庫
県・
西宮市

芸術文化あふ
れるまちづく
り構想

2099 2099030 081560

芸術文化センター
付属交響楽団の支
援措置の採択要件
緩和等

芸術文化センター付属交響楽
団事業に対する支援
（採択要件（実績・支援期
間・団体規模等）の緩和、開
館後５年間程度の集中実施）
・文化庁芸術団体重点支援事
業
・日本芸術文化振興会・芸術
文化振興基金助成

芸術文化センター付属交響楽団事業（定期公
演、青少年コンサート、アウトリーチ活動
等）

新設のユニークな付属交響楽団が円滑に
事業を実施するための重点的な支援が必
要である。

・文化庁・芸術団体重点支援
事業

・日本芸術文化振興会・芸術
文化振興基金助成（現代舞台
芸術創造普及活動）

【芸術団体重点支援事業】
　意欲的な公演活動への取組等により，我
が国の芸術水準向上の直接的な牽引力とな
ることが期待される芸術団体が実施する年
間の自主公演を総合的かつ継続的に（原
則，３年間）支援している。
　本事業の採択に当たっては，芸術団体か
らの申請に基づき，音楽，舞踊，演劇，伝
統芸能，大衆芸能の５部門毎に設置される
「芸術団体重点支援事業等協力者会議」に
おいて，新規申請団体，継続支援団体につ
いて毎年度事業の審査を実施している。
【芸術文化振興基金】
　芸術文化振興基金は，独立行政法人日本
芸術文化振興会の下に，すべての国民が文
化芸術に親しみ，自らの手で新しい文化を
創造するための環境の醸成とその基盤の強
化を図る観点から，平成元年度末に創設さ
れた。
　芸術文化振興基金は，基金（政府出資金
５３０億円，民間出えん金１１２億円）の
運用益により，芸術創造普及活動，地域文
化振興活動，文化振興普及団体活動を対象
にプロフェッショナルからアマチュア団体
まで幅広く支援している。
　助成対象活動は，芸術団体等の応募申請
を「芸術文化振興基金運営委員会」に諮
り，決定している。また，「芸術文化振興
基金運営委員会」の下に分野別の４つの部
会，１１の専門委員会を置き，各分野の実
情及び特性に応じた審査を実施している。

6 Ⅵ

　限られた財政の中で、効率的に地域振興を
進める観点からは、拠点地域を定め、予算を
集中的に配分することは有効であると考え
る。ただし、拠点地域の決定に当たっては、
透明かつ公正な判断基準が必要となると考え
られる。
　しかしながら、芸術団体重点支援事業につ
いては世界水準の文化芸術の向上を目的とし
ているため、当提案に対して支援を行うこと
は難しいと考えられる。芸術文化振興基金に
ついては国でなく、独立行政法人日本芸術文
化振興会が実施しているものであり、個別の
提案に対して地域再生の取組として対応する
ことが適当であるかは不明であるが、どのよ
うな対応が可能か独立行政法人日本芸術文化
振興会と相談してまいりたい。

独立行政法人日本芸術
文化振興会に要望の趣
旨を伝えられたい。

6 Ⅵ
このような要望が来ていることについて
は独立行政法人日本芸術文化振興会
に伝えてまいりたい

兵庫
県・
西宮市

芸術文化あふ
れるまちづく
り構想

2099 2099040 081570

アウトリーチ活動
の支援措置の採択
要件の緩和・集中
実施

芸術文化センター付属交響楽
団等によって展開されるアウ
トリーチ活動に対する支援
（採択要件（実績・支援期
間）の緩和、開館後５年間程
度の集中実施）
・文化庁芸術拠点形成事業

芸術文化センターを中心として展開されるア
ウトリーチ活動

新設の劇場の魅力を周知し、こどもから
高齢者まで幅広い県内外の人々に足を運
んでもらうためには、潜在需要を掘り起
こし、県内外にアピールできるような質
の高い事業や親しみやすい普及事業を実
施するための開館後５年間程度の集中的
な支援が必要である。

文化庁・芸術拠点形成事業
（公演事業等支援）

【芸術拠点形成事業】
　自ら企画・制作する能力を有す
る文化会館，劇場等が行う自主企
画・制作の公演，子どもたちを含
め広く一般の国民が参加する講習
会やワークショップ等の事業に対
して支援している。
　本事業の採択に当たっては，劇
場等の文化施設の設置又は管理者
の申請に基づき，「芸術団体重点
支援事業等協力者会議〔芸術拠点
形成（公演事業等支援）〕」にお
いて，審査を実施している。

3 Ⅵ

　限られた財政の中で、効率的に地域振興を
進める観点からは、拠点地域を定め、予算を
集中的に配分することは有効であると考え
る。ただし、拠点地域の決定に当たっては、
透明かつ公正な判断基準が必要となると考え
られる。
　しかしながら、芸術拠点形成事業について
は世界水準の文化芸術の向上を目的としてい
るため、当提案に対して支援を行うことは難
しいと考える。

提案の趣旨を踏まえ検
討されたい。

3 Ⅵ

芸術拠点形成事業は過去の実績等に
基づき、世界水準の芸術創造活動を展
開し得るかどうか、有識者による審査を
行い、選定している事業であり、地域再
生構想には馴染まないと考える。

44／75



08　文部科学省　再検討要請回答

15.提
案主
体名

19.地域再生
構想の名称

a.地域
再生構
想管理
番号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のた
めの支援措置に
係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援
措置に係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する法
令、告示、通達等の定め

38.制度等の現状

39.措
置等
の分
類

40.措
置等
の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室
から各府省庁への再
検討要請

45.「措
置等
の分
類の
見直し

46.措
置等
の内
容の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁か
らの回答

兵庫
県・
西宮市

芸術文化あふ
れるまちづく
り構想

2099 2099050 081580

県民オペラ・市民
オペラの制作・上
演に対する支援・
集中実施

芸術文化センターにおける県
民オペラ・市民オペラの制
作・上演に対する支援
・日本芸術文化振興会・芸術
文化振興基金助成（地域文化
施設公演）　　　　　　　・
（財）地域創造・地域の芸術
文化環境づくり支援事業

芸術文化センターにおける県民オペラ・市民
オペラの制作・上演

新設の劇場の魅力を周知し、こどもから
高齢者まで幅広い県内外の人々に足を運
んでもらうためには、潜在需要を掘り起
こし、県内外にアピールできるような質
の高い事業や親しみやすい普及事業を実
施するための開館後５年間程度の集中的
な支援が必要である。

日本芸術文化振興会・芸術文
化振興基金助成（地域文化施
設公演）（財）地域創造・地
域の芸術文化環境づくり支援
事業助成要項

【芸術文化振興基金】
　芸術文化振興基金は，独立行政
法人日本芸術文化振興会の下に，
すべての国民が文化芸術に親し
み，自らの手で新しい文化を創造
するための環境の醸成とその基盤
の強化を図る観点から，平成元年
度末に創設された。
　芸術文化振興基金は，基金（政
府出資金５３０億円，民間出えん
金１１２億円）の運用益により，
芸術創造普及活動，地域文化振興
活動，文化振興普及団体活動を対
象にプロフェッショナルからアマ
チュア団体まで幅広く支援してい
る。
　助成対象活動は，芸術団体等の
応募申請を「芸術文化振興基金運
営委員会」に諮り，決定してい
る。また，「芸術文化振興基金運
営委員会」の下に分野別の４つの
部会，１１の専門委員会を置き，
各分野の実情及び特性に応じた審
査を実施している。

6 Ⅵ

　限られた財政の中で、効率的に地域振興を
進める観点からは、拠点地域を定め、予算を
集中的に配分することは有効であると考え
る。ただし、拠点地域の決定に当たっては、
透明かつ公正な判断基準が必要となると考え
られる。
　しかしながら、芸術文化振興基金について
は国でなく、独立行政法人日本芸術文化振興
会が実施しているものであり、個別の提案に
対して地域再生の取組として対応することが
適当であるかは不明であるが、どのような対
応が可能か独立行政法人日本芸術文化振興会
と相談してまいりたい。

独立行政法人日本芸術
文化振興会に要望の趣
旨を伝えられたい。

6 Ⅵ
このような要望が来ていることについて
は独立行政法人日本芸術文化振興会
に伝えてまいりたい

兵庫
県・
篠山市

陶芸文化の郷
づくり構想

2100 2100010 081590
各種文化振興支援
施策の効果的活用

国及び関係団体が実施する先
導的な各種文化振興支援施策
について、県立陶芸館（仮
称）に対して優先的かつ柔軟
な採択がされるよう配慮を行
う。

県立陶芸館（仮称）を拠点とした事業の実施
・アート・イン・レジデンスやシンポジウム
等の若手人材育成事業の実施
・交流・連携の促進を図る陶芸関係の美術展
示活動の実施
・地元陶磁器協同組合等とのタイアップ事業
（例:専門研修コース等）の実施

アート・イン・レジデンスや地元陶磁器
協同組合とのタイアップ事業等を限られ
た財源の中で、平成１７年度の開館時か
ら効率よく、活発に、継続的に実施する
ために支援措置の弾力的な運用が必要で
ある。

・文化芸術による創造のまち
支援事業実施要綱（平成１５
年４月１日文化庁長官決定）
第２
・芸術文化振興基金助成金交
付要綱（平成１５年１０月１
日制定）別表２ー（１）

【芸術文化振興基金】
　芸術文化振興基金は，独立行政法人日本
芸術文化振興会の下に，すべての国民が文
化芸術に親しみ，自らの手で新しい文化を
創造するための環境の醸成とその基盤の強
化を図る観点から，平成元年度末に創設さ
れた。
　芸術文化振興基金は，基金（政府出資金
５３０億円，民間出えん金１１２億円）の
運用益により，芸術創造普及活動，地域文
化振興活動，文化振興普及団体活動を対象
にプロフェッショナルからアマチュア団体
まで幅広く支援している。
　助成対象活動は，芸術団体等の応募申請
を「芸術文化振興基金運営委員会」に諮
り，決定している。また，「芸術文化振興
基金運営委員会」の下に分野別の４つの部
会，１１の専門委員会を置き，各分野の実
情及び特性に応じた審査を実施している。
【文化芸術による創造のまち支援事業】
　文化芸術活動のための環境の醸成と人材
の育成及び次代を担う子どもたちが参加す
る文化活動の活性化を図るため、①人材育
成：地域文化リーダー（指導者）の育成、
②団体育成：地域の芸術文化団体の育成、
③発信交流：シンポジウム等による発信・
交流を支援する。なお、支援対象は協力者
会議において決定している。

1 Ⅵ

　本提案への支援については、内容を具体的
にお聞きした上で文化芸術による創造のまち
支援事業の対象となるかどうか検討してまい
りたい。
　芸術文化振興基金については国でなく、独
立行政法人日本芸術文化振興会が実施してい
るものであり、個別の提案に対して地域再生
の取組として対応することが適当であるかは
不明であるが、どのような対応が可能か独立
行政法人日本芸術文化振興会と相談してまい
りたい。

独立行政法人日本芸術
文化振興会に要望の趣
旨を伝えられたい。

1 Ⅵ
このような要望が来ていることについて
は独立行政法人日本芸術文化振興会
に伝えてまいりたい

磐梯町

仏都・会津の
シンボル磐梯
町への定住化
構想(過疎地
域からの脱却
のための地域
再生）

1232 1232020 081600
補助金制度の複数
同時実施を可能

各種補助金制度の複数同時実
施が可能なものとすること

土地区画整理事業及び上下水道事業や商業ス
ペース整備事業､まちづくり総合整備事業等
などの各種補助事業を複数同時に実施するこ
とにより事業の早期完成につながる。

各種補助金制度を複数同時に一括して実
施することにより事業の早期完成が図ら
れる。

6
まちづくり総合支援事業等、提案にある事業
を所管していない。
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08　文部科学省　再検討要請回答

15.提
案主
体名

19.地域再生
構想の名称

a.地域
再生構
想管理
番号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のた
めの支援措置に
係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援
措置に係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する法
令、告示、通達等の定め

38.制度等の現状

39.措
置等
の分
類

40.措
置等
の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室
から各府省庁への再
検討要請

45.「措
置等
の分
類の
見直し

46.措
置等
の内
容の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁か
らの回答

北海道
滝川市

商業都市の再
生

1390 1390090 081610
各府省の支援策の
連携・集中

①まちづくり交付金②文化芸
術による創造のまちづくり③
ＮＰＯ活動等の活性化支援④
生涯学習まちづくりモデル支
援事業⑤地域ｲﾝﾄﾗﾈｯﾄ基盤施設
整備事業

①ー③は「中心市街地ゾーン関係」で①は広
場や駐車場の整備②五十嵐デザインアート塾
（ＮＰＯ）におけるアート活動関係③は駅前
再開発ビル内ＮＰＯたきかわホールの活動等
市民活動④⑤は「郊外型広域拠点集積ゾーン
関係」で④は國學院短大での生涯学習事業展
開関係⑤公設民営図書館関係

総合的かつ弾力的な施策として事業の具
現化に有効である。

④生涯学習まちづくりモデル
支援事業委託要綱

④生涯学習まちづくりモデル支援
事業は、生涯学習機関として地域
への貢献が求められている大学等
の高等教育機関の人的・知的・物
的資源を最大限に活用し、市町村
と高等教育機関が組織的に連携し
た地域住民の学習成果や能力を活
かしたまちづくりの取組みを支援
するものであり、その委託先の選
定に当たっては、外部の有識者に
よる「まちづくり事業選定委員
会」を設置して実施しているとこ
ろ。

【文化芸術による創造のまち支援
事業】
　文化芸術活動のための環境の醸
成と人材の育成及び次代を担う子
どもたちが参加する文化活動の活
性化を図るため、①人材育成：地
域文化リーダー（指導者）の育
成、②団体育成：地域の芸術文化
団体の育成、③発信交流：シンポ
ジウム等による発信・交流を支援
する。なお、支援対象は協力者会
議において決定している。

1 Ⅵ

④限られた財源の中で効率的に予算を配分す
るため、事業の採択に当たっては、「まちづ
くり事業選定委員会」における選定が必要で
あり、その結果を踏まえ、支援できる事業に
ついては積極的に支援してまいりたい。

限られた財政の中で、効率的に地域振興を進
める観点からは、拠点地域を定め、予算を集
中的に配分することは有効であると考える。
ただし、拠点地域の決定に当たっては、透明
かつ公正な判断基準が必要となると考えられ
る。
　本提案への支援については、内容を具体的
にお聞きした上で、文化芸術による創造のま
ち支援事業の対象になるかどうか、検討して
まいりたい。

茨城県

霞ヶ浦レイク
ツーリズム推
進プロジェク
ト

1273 1273010 081620
レイクツーリズム
の基盤整備

　環境と共生した持続的発展
を図る行動のシンボルとして
の役割を持つ霞ヶ浦におい
て，自然と人間の共生をテー
マとしたレイクツーリズムの
基盤等を整備するため，各省
庁で展開している環境関係施
策を当地域において連携して
実施する。

 霞ヶ浦沿岸において，各省庁の施策を一体
的かつ集中的に展開し，湖面と後背地の一体
感を醸成すると共に水質浄化活動の象徴施設
ともなりうる「湖水浴場の再生」，水辺への
アクセスの確保と水辺景観を楽しむ「湖岸道
路・サイクリング及びウォーキングロー
ド」，水辺環境の保全や希少動植物の生息地
保護と一体となった「親水拠点」や「自然体
験の場づくり」，霞ヶ浦環境センター（仮
称）等水辺拠点間の連携とアクセス確保のた
めの水上バスや舟運復活のための「航路確
保」についての整備推進を図る。また，国立
科学博物館の霞ヶ浦資料センター（仮称）の
早期整備を図る。

 県の貴重な財産である霞ヶ浦について，
保全と利活用が両輪となった再生を推進
するうえでは，持続可能な利活用のモデ
ルづくりによる情報発信や交流の推進が
極めて有効であることから，本エリアに
おいて環境関連施策を集中・連携させ，
環境共生モデル地区の創設を図る。

独立行政法人通則法第４６条

独立行政法人通則法第４６条にお
いて、「政府は、予算の範囲内に
おいて、独立行政法人に対し、そ
の業務の財源に充てるために必要
な金額の全部又は一部に相当する
金額を交付することができる」と
規定しているところ。

8 －

ご提案の「国立科学博物館の霞ヶ浦資料セン
ター（仮称）の早期整備」は、追加的な予算
措置を必要とする提案であり、地域再生構想
の提案対象外であると考える。

茨城県

霞ヶ浦レイク
ツーリズム推
進プロジェク
ト

1273 1273040 081630
水質浄化技術開発
等に係る産学官連
携共同研究の促進

　霞ヶ浦の水質浄化を促進す
るため，産学官連携による，
水質生成メカニズム解明及び
水質浄化技術開発研究等に対
する施策の連携・集中を図
る。

 水質生成メカニズム解明や水質浄化技術開
発に係る産学官連携共同研究を積極的に展開
することにより，水質浄化に資する技術の研
究開発と環境産業の創出・振興を図る。

　水質浄化の研究については，基礎研究
から実用化・商品化研究にわたり，産学
官の連携が不可欠であるため，霞ヶ浦の
水質浄化を推進するため，水質生成メカ
ニズム解明や水質浄化技術開発等に係る
産学官連携共同研究の積極的な展開を図
る。

・都市エリア産学官連携促進事業
については、地域が主体的に立案
した事業計画の提案を広く全国か
ら公募し、研究開発のポテンシャ
ル、産業化の有望度等の科学的・
技術的観点からの評価に重点を置
き、事業の推進体制、地域の取組
み等をも勘案しつつ総合評価を行
い、実施地域を決定している。

3・５

・文部科学省では、霞ヶ浦南岸振興都市エリ
アにおいて、都市エリア産学官連携促進事業
を実施している。
・都市エリア産学官連携促進事業の実施にあ
たっては、経済産業省の産業クラスター計画
との連携を図っているところ。
　具体的には、文部科学省及び経済産業省に
おいて、地域ごとに、文部科学省、経済産業
省、地方自治体その他関係機関による「地域
クラスター推進協議会」等の設置、両省の補
助対象機関の連携、地域ごとに両省の事業の
成果に関する合同成果発表会の開催等の各種
連携事業を実施しており、今後更にこうした
連携施策を強化していくこととしている。
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愛知
県、豊
橋市、
蒲郡
市、田
原市、
御津町

国際自動車産
業交流都市

1352 1352050 081640
産学官連携支援の
ための国の支援策
の連携及び集中

名古屋圏において、世界的な
製造業の集積という特性を活
かして地域経済の活性化を図
るためには、世界的な産業競
争に勝ち抜く技術力の向上、
新事業の創出、技術革新が不
可欠であり、そのためには大
学・研究機関による研究成果
の社会還元が重要であること
から、産業技術の長期的・継
続的発展のためには大学大
学・研究機関の体系的・基礎
的による民間企業に移転する
ための支援策を講じていくこ
とが必要である。そこで、関
係省庁における広範な産学官
連携支援策を地域特性を発揮
する分野については集中する
とともに相互に関連する事業
についてはその連携を発揮す
るように実施し、支援体制の
充実を図る。

産学官連携を推進するために、企業支援、研
究成果移転、共同研究・受託研究に関する国
の支援策を戦略的分野に集中的に実施するこ
とにより、短期的・効率的に研究成果の活用
を図る。

経済産業省や文部科学省において多様な
産学連携支援策が講じられているが、総
合的な地域づくりとは必ずしも連携せず
に、個別に運営されている面があること
から、地域の特性を発揮できる戦略的分
野については集中的に実施することが必
要である。 該当する法令、告示、通達等

の定めはない。

文部科学省においては、
①産学官共同研究の効果的推進
（マッチングファンド）
産業界と大学等との共同研究に対
してマッチングファンド方式によ
り国の資金を大学等に提供
②大学発ベンチャー創出推進のた
めの事業
大学発ベンチャー創出及び事業展
開に必要な研究開発を支援
③産学官連携支援事業
産学官連携に不可欠な専門人材を
大学等に配置
④研究成果最適移転事業、委託開
発
大学等に研究成果を基にした事業
化を促進

等の産学官連携施策を実施してい
るところ。

5

｢33　根拠法令等」に挙げられた文部科学省
及び経済産業省施策は、それぞれの事業目的
に合致するものを全国から選抜(採択）し、
支援しているものであり、それぞれの事業の
趣旨に反しない範囲で、これらの施策の連携
強化に対するニーズも踏まえながら、本制度
が一層効果的・効率的に機能するよう連携を
深め、地域における産学官連携の一層の円滑
化を推進することとしている。

愛知県
あいち・なご
やモノづくり
産業振興構想

1354 1354010 081650

産学官連携支援の
ための人材派遣事
業の連携及び集中
化

国等から各機関に産学連携の
支援を目的として派遣されて
いる専門人材の活動場所や業
務内容は施策により決められ
ており、例えば中小企業支援
に派遣された専門家が大学の
知的戦略立案に参画したりす
ることは正規の業務とみなさ
れず、活動経費が支払われな
い場合がある。このため、専
門人材の活動場所や業務内容
を区域内で自由化することに
より、各人材の持つ能力を最
大限発揮できるようにすると
ともに、専門人材の派遣事業
を集中実施し、支援体制の充
実を図る。

産学連携を積極的に推進するため、専門人材
の機動的な活動を可能とすると同時に派遣事
業の集中実施を行う。これにより、研究成果
の企業化・事業化、創業支援、知的財産の活
用と保護などシーズから企業化までの一貫し
た総合支援体制の確立が図られ、大学等から
産業界への技術移転が円滑に行えるようにな
り、新事業、新産業の創出促進が期待でき
る。

産学連携の推進のために専門の人材が国
等から各機関に派遣されているが、施策
により活動場所や業務内容が限られてい
るため専門分野のシーズ発掘から企業化
までに必要な機動的な活動が行えない状
況にある。

該当する法令、告示、通達等
の定めはない。

大学等公的研究機関の産学官連携
基盤の強化を目的として、産学官
連携に関する専門知識を有する人
材（産学官連携コーディネー
ター）を各大学に配置する産学官
連携支援事業を平成14年度より実
施している。現在、全国77の国公
私立大学に１０２名のコーディ
ネーターを配置しているところ。
また、科学技術振興機構の研究成
果活用プラザ事業やＲＳＰ産学官
連携促進事業では、地域の大学等
における研究成果を積極的に発
掘、育成し、事業化に結びつける
ための科学技術コーディネータが
活動しているところ。

5

産学官連携専門人材は、各々の事業の目的に
応じて配置されており、その専門性を発揮し
た活動を実施しているところである。機関相
互の連携を図ることは重要であり、地域にお
いて各種コーディネーター間の連携をはかる
ような研修会や会議などを開催するなど、連
携を深めているところであり、今後も一層の
連携強化・運営の充実を図ることとしてい
る。

愛知県
あいち・なご
やモノづくり
産業振興構想

1354 1354020 081660
産学官連携支援策
の連携及び集中化

名古屋圏において、世界的な
製造業の集積という特性を活
かして地域経済の活性化を図
るためには、世界的な産業競
争に勝ち抜く技術力の向上、
新事業の創出、技術革新が不
可欠であり、そのためには大
学・研究機関による研究成果
の社会還元が重要であること
から、産業技術の長期的・継
続的発展のためには大学大
学・研究機関の体系的・基礎
的による民間企業に移転する
ための支援策を講じていくこ
とが必要である。そこで、関
係省庁における広範な産学官
連携支援策を地域特性を発揮
する分野については集中する
とともに相互に関連する事業
についてはその連携を発揮す
るように実施し、支援体制の
充実を図る。

産学官連携を推進するために、企業支援、研
究成果移転、共同研究・受託研究に関する国
の支援策を戦略的分野に集中的に実施するこ
とにより、短期的・効率的に研究成果の活用
を図る。

経済産業省や文部科学省において多様な
産学連携支援策が講じられているが、総
合的な地域づくりとは必ずしも連携せず
に、個別に運営されている面があること
から、地域の特性を発揮できる戦略的分
野については集中的に実施することが必
要である。

該当する法令、告示、通達等
の定めはない。

文部科学省においては、
①産学官共同研究の効果的推進
（マッチングファンド）
産業界と大学等との共同研究に対
してマッチングファンド方式によ
り国の資金を大学等に提供
②大学発ベンチャー創出推進のた
めの事業
大学発ベンチャー創出及び事業展
開に必要な研究開発を支援
③産学官連携支援事業
産学官連携に不可欠な専門人材を
大学等に配置
④研究成果最適移転事業、委託開
発
大学等に研究成果を基にした事業
化を促進

等の産学官連携施策を実施してい
るところ。

5

｢33　根拠法令等」に挙げられた文部科学省
及び経済産業省施策は、それぞれの事業目的
に合致するものを全国から選抜(採択）し、
支援しているものであり、それぞれの事業の
趣旨に反しない範囲で、これらの施策の連携
強化に対するニーズも踏まえながら、本制度
が一層効果的・効率的に機能するよう連携を
深め、地域における産学官連携の一層の円滑
化を推進することとしている。
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福岡県
青少年科学技
術立県運動

2138 2138010 081670

科学技術に対する
関心と理解の増進
を目的とする取り
組みに対する支援

・地域における科学技術振興
に対する
  地方財政措置（地方債償還
金利子の
  交付税への算入等）
・地域における特色ある科学
技術啓発
　活動に対する補助金の創設
・国等の実施する科学関連施
策の集中
　実施

・技術者、教育者等のＯＢ人材の組織化及び
活動の支援（科学技術教育に熱心な学校と外
部講師（会員）のマッチングなど）を実施す
る。
・県内企業等に対して施設を利用した青少年
向け活動を促すとともに、インターネットや
本運動の広報ツールを活用した青少年に対す
る情報提供を行う
・日本科学未来館で蓄積されたノウハウを積
極的に導入する等、県の青少年科学館等の活
動強化をはかるとともに、当該科学館と他の
科学関連教育施設等との協働促進等により青
少年が科学技術に触れる場の広がりをはかる
・校外活動や活動成果発表の場の提供、科学
関連ＮＰＯ等との相互交流の促進等を通じ、
小中高校における科学関連部活動の活性化を
はかる。
・科学教育や産業教育において、学校間交流
のみならず、高校生による科学実験の実演や
研究作品のデモなどを通じた小中高校等、縦
の交流をモデル的に実施し、教育現場への情
報還元等を行う。
・過去８年間にわたって取り組んできたサイ
エンスマンス（科学技術創造月間）事業のノ
ウハウを活かし、年間を通じた本運動の周知
徹底に資するイベントの開催や誘致等により
効果的な気運醸成をすすめる。

青少年科学技術立県運動の推進のために
は、国立研究施設や研究員等の活用が不
可欠であるが、一定の手続きが必要であ
り、そのための要件は欠かせない。また
同様に、地域だけの取り組みでは限界が
あることから、国等の主催イベントの併
催や財政措置等の積極的な協力が必要で
ある。

■地域における特色ある科学技術啓発活動
に対する補助金の創設
地域における特色ある科学技術啓発活動に
対する支援として、文部科学省では、平成
１４年度より「科学技術・理科大好きプラ
ン」を実施しており、その一環として、高
等学校・中学校と大学、研究機関との連携
の支援等を行うサイエンス・パートナー
シップ・プログラムや地域科学技術理解増
進人材の活動推進、地域科学館連携支援、
インターネットでの科学情報の提供や先進
的理科教育用デジタルコンテンツの開発と
普及、日本科学未来館における科学館職員
の研修等の事業を行っている。これらの公
募型等の取組を自治体の施策と適切に組み
合わせることにより多様な取組が可能
■国等の実施する科学関連施策の集中実施
地域における特色ある科学技術啓発活動に
対する支援として、文部科学省では、平成
１４年度より「科学技術・理科大好きプラ
ン」を実施しており、その一環として、高
等学校・中学校と大学、研究機関との連携
の支援等を行うサイエンス・パートナー
シップ・プログラムや地域科学技術理解増
進人材の活動推進、地域科学館連携支援、
インターネットでの科学情報の提供や先進
的理科教育用デジタルコンテンツの開発と
普及、日本科学未来館における科学館職員
の研修等の事業を行っている。これらの公
募型等の取組を自治体の施策と適切に組み
合わせることにより多様な取組が可能

5
提案の趣旨を踏まえ検
討されたい。

5

　文部科学省では「科学技術・理科大好
きプラン」（平成１５年度予算：５２億円）
を平成１４年度に創設し、現在、地域に
おける特色ある科学技術啓発活動に対
する支援などを積極的に実施していると
ころである。これら国等の実施する公募
型等の支援事業を活用し、自治体の施
策と適切に組み合わせることで、地域に
おいて特色ある多様な取組の実施が可
能である。
【具体的な事業内容】
○高等学校・中学校と大学、研究機関と
の連携の支援等を行うサイエンス・パー
トナーシップ・プログラム
○地域科学技術理解増進人材の活動
推進
○地域科学館連携支援
○インターネットでの科学情報の提供や
先進的理科教育用デジタルコンテンツ
の開発と普及
○日本科学未来館における科学館職員
の研修
など

愛知
県、豊
橋市、
蒲郡
市、田
原市、
御津町

国際自動車産
業交流都市

1352 1352060 081680
国における外国人
に対する諸政策の
一本化

三河港地域を構成する自治体
には、外国人が多く居住し、
自動車産業に勤務する者も多
い。外国人との共生は今後の
この地域の重要な課題である
が、外国人に関わる各種制度
が関係省庁により個別に運営
されているため、外国人に
とって不便である。そこで、
入国管理をはじめとして査証
許可や医療・保険・教育等の
外国人に関連する施策につい
て国において窓口を一元化す
るなど総合的な対応を図る。
これにより、在住外国人も日
本人と同様に生活し働ける多
文化共生社会を整備すること
で、在住外国人の日本におけ
る長期的生活設計が可能とな
り、不動産の購入や教育支出
など経済効果が期待できると
ともに、外国人の企業による
雇用の増大が期待できる。

国において、多文化共生推進のための基本方
針の策定や、それを実現するため諸課題に取
組み下記の省庁間の調整を行うための統括窓
口を設置する。
①入国・在留審査・管理(法務省）
②査証発給（外務省）
③日本語教育、子女教育(文部科学省）
④医療保険、年金、雇用管理(厚生労働省）
⑤地方自治体への支援等(総務省）
⑥不法滞在者・治安対策(警察庁）

外国人の長期滞在化・永住化傾向が高
まっており、地域の一員として生活する
ようになることで、教育・保険・医療な
ど現行の法制度では対応しきれない多く
の問題が発生している。また、国におい
てこれら外国人の長期滞在化・永住化に
対応する基本方針が明らかでなく、対応
する総合窓口等も存在しないため、地方
公共団体においてこれらの問題への対応
が困難となっている。

31.具体的事業の実施内容、
に挙げられた①～⑥までの業
務は各省庁によって執り行わ
れている。

5

対応は不可能
（理由）行政効率の観点より、外国人総合対
応窓口といったものを設置することは困難で
あると考える。ただし、現行の枠組みでの対
応が困難であり、関係省庁間の連携が必要と
なる場合には、密に連絡をとることで適切な
対応を行ってまいる。

提案の趣旨を踏まえ検
討されたい。 5

行政効率の観点より、外国人総合対
応窓口といったものを設置すること
は困難であると考える。ただし、現
行の枠組みでの対応が困難であり、
関係省庁間の連携が必要となる場合
には、密に連絡をとることで総合的
な施策の推進を図ってまいりたい。

愛知県
あいち・なご
やモノづくり
産業振興構想

1354 1354040 081690
国における外国人
に対する諸政策の
一本化

名古屋圏には、外国人が多く
居住しているが、外国人との
共生は今後のこの地域の重要
な課題であるが、外国人に関
わる各種制度が関係省庁によ
り個別に運営されているた
め、外国人にとって不便であ
る。そこで、入国管理をはじ
めとして査証許可や医療・保
険・教育等の外国人に関連す
る施策について国において窓
口を一元化するなど総合的な
対応を図る。これにより、在
住外国人も日本人と同様に生
活し働ける多文化共生社会を
整備することで、在住外国人
の日本における長期的生活設
計が可能となり、不動産の購
入や教育支出など経済効果が
期待できるとともに、外国人
の企業による雇用の増大が期
待できる。

国において、多文化共生推進のための基本方
針の策定や、それを実現するため諸課題に取
組み下記の省庁間の調整を行うための統括窓
口を設置する。
①入国・在留審査・管理(法務省）
②査証発給（外務省）
③日本語教育、子女教育(文部科学省）
④医療保険、年金、雇用管理(厚生労働省）
⑤地方自治体への支援等(総務省）
⑥不法滞在者・治安対策(警察庁）

外国人の長期滞在化・永住化傾向が高
まっており、地域の一員として生活する
ようになることで、教育・保険・医療な
ど現行の法制度では対応しきれない多く
の問題が発生している。また、国におい
てこれら外国人の長期滞在化・永住化に
対応する基本方針が明らかでなく、対応
する総合窓口等も存在しないため、地方
公共団体においてこれらの問題への対応
が困難となっている。

31.具体的事業の実施内容、
に挙げられた①～⑥までの業
務は各省庁によって執り行わ
れている。

5

対応は不可能
（理由）行政効率の観点より、外国人総合対
応窓口といったものを設置することは困難で
あると考える。ただし、現行の枠組みでの対
応が困難であり、関係省庁間の連携が必要と
なる場合には、密に連絡をとることで適切な
対応を行ってまいる。

提案の趣旨を踏まえ検
討されたい。

5

行政効率の観点より、外国人総合対
応窓口といったものを設置すること
は困難であると考える。ただし、現
行の枠組みでの対応が困難であり、
関係省庁間の連携が必要となる場合
には、密に連絡をとることで総合的
な施策の推進を図ってまいりたい。

48／75



08　文部科学省　再検討要請回答

15.提
案主
体名

19.地域再生
構想の名称

a.地域
再生構
想管理
番号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のた
めの支援措置に
係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援
措置に係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する法
令、告示、通達等の定め

38.制度等の現状

39.措
置等
の分
類

40.措
置等
の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室
から各府省庁への再
検討要請

45.「措
置等
の分
類の
見直し

46.措
置等
の内
容の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁か
らの回答

河東町
国際観光ネッ
トワーク河東
学園構想

1118 1118040 081700

地域内外の各施
設、各団体、各業
界、各人材との連
携ネットワーク

■河東学園を核とした地域内
外の各施設、各団体、各業
界、各人材との連携ネット
ワーク

●町内外の農家－温泉旅館－料理家との連携
事業：「農産物直販、農家民宿、農家レスト
ラン、世界の農産物との交流料理」などと連
携した国際交流観光講座
●町内外の国際観光ガイド-登山家－環境専
門家－観光エージェントとの連携事業：国際
観光での磐梯登山と河東自然ガイド講座
●町内外の国際観光ガイド-農家－学園運営
者-リエゾンオフィスなどの情報機構との連
携事業：猪苗代－会津－河東の国際交流観光
情報ネット事業としてバーチャルに展開する
講座募集システムの開発
●町内外の国際観光ガイド-ユニバーサルデ
ザイン専門家－農家－温泉旅館－料理家－観
光エージェントとの連携事業：稼働率の低い
観光旅館での高齢者や障害者にも対応できる
宿の安価な価格での交流講座
●町内外の農家－学園運営者-リエゾンオ
フィス-農家民宿－各大学との連携事業：稼
働率の低い各施設での提携による産学複合研
修講座、会津大学だけでなくネットできる大
学や人材と提携した講座
●町内外の国際観光ガイド-健康指導者－温
泉旅館－環境専門家との連携事業：健康講座
に協力できる温泉浴、森林浴のできる温泉施
設講座

●会津圏域に展開する既存の観光、農
業、情報など異業種と観光の結び付きを
高めながら新起業、新人材を生み出す
ネットワーク連携を図る仕組みと組織の
構築を図りたい。

●河東ゆってみネットの有効利用

5
（地方自治体と各大学との連携については、
各大学の自主性により行われるものであ
る。）

袋井市

協働により実
現する若い世
代が安心して
働き、子育て
ができるまち

1167 1167030 081710
文部科学省と厚生
労働省の連携強化

預かり保育と放課後児童クラ
ブの統合実施を可能とすると
ともに、放課後児童健全育成
事業費等補助金交付要綱の対
象事業とする。

預かり保育と放課後児童クラブの統合実施及
び地域組織やＮＰＯ法人への委託を可能とす
るとともに、放課後児童健全育成事業費等補
助金交付要綱の対象事業とする。幼稚園と保
育所の概念を取り払った子育て支援施策の充
実を積極的に支援する。

幼児は預かり保育、児童は放課後児童ク
ラブと世代によって支援体制が異なって
いる。これを一元化し、地域やＮＰＯ団
体に委託して実施することは、子育て支
援体制の充実はもとより、ＮＰＯ団体の
育成や小さな行政の推進につながる。幼
い子供を持つ共働き世帯が仕事と子育て
の両立ができ、より安心して就労できる
環境を整備するためにも、これらを一元
化して委託実施したいが、その場合に
は、既存の放課後児童クラブについて、
放課後児童健全育成事業費等補助金交付
要綱の対象外となる懸念もある。また、
現在、本市の放課後児童クラブは、地域
組織やＮＰＯに委託して実施している
が、預かり保育は市直営である。基本的
には、民にできることは民での実施を基
本に、預かり保育についても民の活用が
図られることを望むものである。

「幼稚園における放課後児童
健全育成事業について」（平
成１５年５月文部科学省幼児
教育課長・私学行政課長・厚
生労働省育成環境課長通知）

市町村が、幼稚園本来の活動に支
障のない限り、幼稚園の園舎等を
使用して、幼稚園の教育活動終了
後に、当該幼稚園に在園しない幼
児を含めた保育や放課後児童健全
育成事業を実施することは、現行
制度上でも可能である。
また、幼稚園設置者の管理責任等
を明らかにし、幼児の教育上・安
全上適切な環境の下で委託するの
であれば、このような事業をＮＰ
Ｏ等に委託することも、現行制度
上で可能である。

5

市町村が、幼稚園本来の活動に支障のない限
り、幼稚園の園舎等を使用して、幼稚園の教
育活動終了後に、当該幼稚園に在園しない幼
児を含めた保育や放課後児童健全育成事業を
実施することは、現行制度上でも可能であ
る。
また、幼稚園設置者の管理責任等を明らかに
し、幼児の教育上・安全上適切な環境の下で
委託するのであれば、このような事業をＮＰ
Ｏ等に委託することも、現行制度上で可能で
ある。

下川町
働ける環境の
支援体制の推
進

1234 1234010 081720
幼保複合に伴う平
等経営に係る支援
措置

安心して働ける環境づくりと
就学前の教育の整備で幼稚園
児と保育所児を同一施設で保
育しコミニュケーションを図
り、良い環境で就学に望み、
よりよい環境で働けるよう取
り組んでいきたい。また、少
子化で子どもも少なくなって
いることから幼い頃からの環
境整備も必要であると考える
ことから、従来の幼稚園と保
育所にある財政的措置の運営
費又は支弁費等の集約を望む
ものである

安心して働けるための環境整備に子育て支援
があるが、子供の教育には制度的区分けは必
要なく、幼保複合化が行われようと平等に教
育が行われなければならない。同一施設内で
合同活動をしていく上で、子供たちには区分
けがなく同一であり、私的契約児の区別はな
い。保育所児と同様に支弁費の適用枠の拡
大、幼稚園の交付税措置の摘要を行い支援し
ていくことが一元化事務処理体制からも親に
とっても預けやすい環境になることから、地
域への潜在的労力の拡大になる

少子化、高齢化、核家族化など地域とも
厳しい環境になってきている。核家族化
により幼児の保育が主におかれ、働きた
くても働けない環境にある。そこで、子
育ての支援をすることにより働くことが
でき、地域にとっても活力が出てき、起
業の可能性もあり新たな地域の活性化に
もつながる。若い世代の労力が不足がち
であり、子育てが終わった人たちの雇用
がおおくみられることから子育ての支援
が重要である。また、幼保複合化により
体制を整備し保育所機能を優先した支援
体制を実施するためにも私的契約児への
支弁費の拡大又は幼稚園の交付税措置等
の摘要は必要である。

幼稚園と保育所の施設の共用
化等に関する指針

経済財政運営と構造改革に関
する基本方針２００３

幼稚園と保育所の共用化施設につ
いて、幼稚園部分、保育所部分の
それぞれについて、それぞれの補
助金を交付している。

構造改革特区において、幼稚園に
おける幼稚園児と保育所児等の合
同活動を実施するための特例（８
０７）を措置済みである。

5

「幼稚園と保育所の施設の共用化等に関する
指針」に基づき、幼稚園部分・保育所部分そ
れぞれに補助を受けることが可能である。
また、幼稚園の余裕部分を保育所に転用する
際の財産処分の取扱を弾力化しているほか、
構造改革特区において、厚生労働省と連携し
て、幼稚園における幼稚園児と保育所児等の
合同活動の特例（８０７）、幼稚園と保育所
の保育室の共用化の特例（８２３）等を措置
しており、幼稚園と保育所の一体的な運営を
促進しているところである。

なお、「経済財政運営と構造改革に関する基
本方針２００３」において設置を検討するこ
ととされた就学前の教育・保育の「総合施
設」については、平成１６年度中に基本的な
考え方をとりまとめた上で、平成１７年度に
試行事業を先行実施するなど様々な準備を行
い、平成１８年度から本格実施を目指すこと
としている。

小野町
健康・安心の
まちづくりに
よる地域再生

1240 1240060 081730
幼稚園及び保育所
の一元化

少子化、両親の共働きという
家庭の増加等を背景とする利
用者ニーズの多様化、就学前
の子ども達のより良い育成環
境を整備を図るためには、幼
稚園と保育所の両者の機能を
巧みに活かした受け入れ態勢
の整備が必要であり、既存施
設の共用と合わせて、子育て
支援の必要な子どもや保護者
のニーズに合わせた施設運営
を可能とするために、幼稚
園、保育所の一元化をお願い
したい。

従来の幼稚園の就学前の教育機能や保育園の
保育機能を融合した施設運営を図り、子育て
支援の必要な保護者のニーズにあったサービ
スメニューを複数準備し、利用者が複数の選
択肢の中からサービスの享受が図られること
により少子化に歯止めをかける。
また、現在は利用者の所得応じた料金設定か
ら、利用するサービスにあった使用料体系の
構築を図る。

現在の二元制度下（幼稚園、保育園）に
おいては、多様化する利用者ニーズへの
十分な対応が図られていない。幼保一元
化により、地域の実情に合った子ども達
の育成環境の整備充実が図られる。

経済財政運営と構造改革に関
する基本方針２００３

就学前の教育・保育を一体として
捉えた一貫した総合施設を平成１
８年度まで検討することとされて
いる。

5

提案にあるような、子育て支援の必要な子ど
もや保護者のニーズに合わせた施設運営を可
能とするために、「総合施設」の実現に向け
て検討を進めて参りたい。
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08　文部科学省　再検討要請回答

15.提
案主
体名

19.地域再生
構想の名称

a.地域
再生構
想管理
番号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のた
めの支援措置に
係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援
措置に係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する法
令、告示、通達等の定め

38.制度等の現状

39.措
置等
の分
類

40.措
置等
の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室
から各府省庁への再
検討要請

45.「措
置等
の分
類の
見直し

46.措
置等
の内
容の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁か
らの回答

岩瀬村

幼稚園におけ
る幼稚園児及
び保育所児の
合同活動事業

1251 1251010 081740
幼保一体化活動特
認

幼稚園における幼稚園児、保
育所児の合同活動の容認

幼稚園において、幼稚園児・保育所児の合同
保育活動を行う

　幼稚園及び保育所は、それぞれが設置
基準による対象者のみが入園・入所し、
保育の対応となっている。

幼稚園設置基準第五条第一項

構造改革特区において、幼稚園に
おける幼稚園児と保育所児等の合
同活動を実施するための特例（８
０７）を措置済みである。

4
構造改革特区において、幼稚園における幼稚
園児と保育所児等の合同活動を実施するため
の特例（８０７）を措置済みである。

川俣町

保育園待機児
童解消のため
の幼稚園施設
の有効活用

1361 1361010 081750
幼稚園内への保育
クラスの設置

①保育園の１部分を幼稚園施
設内におくことができるよう
な措置が必要。

②保育所における給食の実施
について、他からのケータリ
ングや弁当での代替ができる
など柔軟な運用の容認。

③保育所の保育内容と幼稚園
のカリキュラムの混在につい
ての容認。

　年齢ごとの保育クラスを幼稚園内に設置
し、幼稚園のカリキュラムを実施する。

保育園を新たに設置することなく、待機
児童の解消を図ることができるととも
に、柔軟性のある効率的な職員の配置が
可能となり、職員増を最小限に抑えた中
で住民の要望にこたえることができる。

幼稚園教育要領
保育所保育指針

①幼稚園園舎の余裕部分を転用
し、保育所を設置することは現行
制度上でも可能である。

③幼稚園教育要領と保育所保育指
針は内容の整合性を確保してお
り、両者に基づく独自のカリキュ
ラムを編成することは、現行制度
上でも可能である。

5

①幼稚園園舎の余裕部分を転用し、保育所を
設置することは現行制度上でも可能である。

③幼稚園教育要領と保育所保育指針は内容の
整合性を確保しており、両者に基づく独自の
カリキュラムを編成することは、現行制度上
でも可能である。

北海道
滝川市

商業都市の再
生

1390 1390060 081760 幼保一元化の推進
幼稚園と保育所の教育・保育
活動の一体的運用

地域の大学として貢献する國學院短期大学
は、幼児教育学科を有することから、その専
門性等のメリットを生かし行政の連携によ
り、公設民営型（國學院短期大学に運営委
託）の幼稚園・保育所が一体となった子育て
施設を設置したい。

少子化が進む中、子どもの成長と家族や
地域のニーズ考え、効率的・効果的な子
育て支援を進めるかが大きな課題であ
り、幼保一元化は地域の実情にふさわし
い子育て支援策と考えます。①幼稚園入
園年齢制限の緩和②幼稚園と保育所等の
教育・保育活動の一体的運用③保育所に
おける保育所児と幼稚園児の合同保育の
容認④保育の実施にかかる事務を教育委
員会への委任の容認

学校教育法第八〇条
幼稚園設置基準第五条第一項

①構造改革特区において、満３歳
になる年度の初めから幼稚園に入
園できる特例（８０６）を措置済
みである。

②構造改革特区において、幼稚園
における幼稚園児と保育所児等の
合同活動のための特例（８０７）
を措置済みである。

（③→厚生労働省が特区で措置済
み）

（④→厚生労働省が特区で措置済
み）

①４

②４

①構造改革特区において、入園年齢の特例を
措置済みである。

②構造改革特区において、幼稚園における幼
稚園児と保育所児等の合同活動のための特例
を措置済みである。

③厚労省が特区で措置済み。

④厚労省が特区で措置済み

菊池市

いってみたい
農山村・やっ
てみたい農林
業

2128 2128020 081770

教育、福祉、医
療、環境、農林業
の枠を越え生活者
の視点に立った食
育の推進

各種施策の集中：各府省で行
われるであろう食育関連施策
（ソフト面）を、効率的かつ
一元的に地域と連携しなが
ら、その地域に集中して行わ
れたい。

国からの支援を受け、関係部局、関係者団体
が一体となって、事業主体（市、農業法人、
その他企業団体）が行う消費者教育、食育理
解の活動、啓発を積極的に支援する。特に消
費者教育については、地域及びその周辺にあ
るスーパー、量販店、農産物直売所、飲食
店、学校、病院、福祉施設、公共施設などに
ポスター等の掲示を行うとともに、安全で安
心できる地域農産物の購買が自分たちの地
域・環境・食を守るという観点から、その購
買意欲の向上（意識改革）を図る手立てをあ
らゆる面から重点的かつ積極的に講じること
としたい。生活者の視点に立った食育の推進
は、効果的に農山村や農林業への関心の高ま
りにつながり、このことが、多様な農業経営
体の育成にも大きく作用することとなる。

この提案のねらいは、農外からやる気の
ある多様な人材をより多く確保、支援
し、その個人の力を最大限生かすことで
ある。食と農業は、市民生活になくては
ならないものであり、その食と農業から
の恩恵を将来的に受けるためには、何を
行うべきかということをより多くの消費
者に考える機会を与える必要がある。そ
のためには、関係府省の枠を越えて生活
者の視点で分かりやすく、食と農の大切
さ伝える必要がある。消費者の食と農山
村･農林業に対する関心・理解の高まり
は、多様な農業経営体を育成する上で必
要不可欠なものであり、地域再生構想の
土台となるものである。

該当なし 該当なし 5
該当な
し

食育の推進については各自治体の判断により
実施可能であるが、文部科学省としては、関
係府省と連携し、積極的に対応してまいりた
い。

合資会
社
地域社
会貢献
協会

坂本棚田「癒
の里」
づくりプロ
ジェクト

3001 3001010 081780
坂本棚田
「癒の里」づくり
プロジェクト

新山村振興等農林漁業特別対
策事業について
（財）都市農山漁村交流活性
化機構の事業しくみの事業実
施主体についての採択範囲を
地域の活性化に主体的に実践
する企業、個人等にまで広げ
るべきである。

１、棚田ミュージアム
２、癒の里館
３、バザール広場（地産、地商）
４、耕雲転月の里
５、病院でもない病院
６、自然体験施設

自然に育まれた人と自然共生
都市、山村との交流促進
自活、自立への地域活性化
伝統文化への継承
予防医学への道しるべ
未来への子供達の育成

6
新山村振興等農林漁業特別対策事業は、当方
が所掌する事業ではない。
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号

c.管理
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27.地域再生のた
めの支援措置に
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（事項名）

28.地域再生のための支援
措置に係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する法
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38.制度等の現状

39.措
置等
の分
類

40.措
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置等
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47.再検討要請に対する各府省庁か
らの回答

(株)富
士通南
九州シ
ステム
エンジ
ニアリ
ング
（ＭＱ
Ｓ）
ＮＰＯ
ハイ
パーメ
ディア
ソサイ
エティ

学校に行けな
い子どもたち
を支える地域
通貨システム
の構築と適用
効果の検証プ
ロジェクト

3026 3026010 081790

地域の人材データ
ベースと連動した
地域通貨システム
の開発

総務省が開発を予定されてい
る地域通貨システムに連携可
能な地域人材データベースシ
ステムを、地域通貨システム
の開発・実証実験の枠組みの
中で開発させていただきた
い。また、開発したシステム
を、本プロジェクトにて先行
的に適用させていただきた
い。

（１）不登校や病欠、障害を持つ児童、生徒
に対する学習支援や指導補助のためのIT基盤
環境整備と運用の支援
（２）家庭や学童保育での補完学習の支援
（３）学校を中心とした地域人材データベー
スの構築と整備

この活動の中では、地域に住む教師経験
者や教育学部の大学生、OBなどを中心と
する地域住民の方の協力が不可欠である
ことから、活動に参加していただく人た
ちのコミュニティ内で流通する地域通貨
を導入し、メンバ間の交流を活性化しな
がら、活動の輪を拡げていくことが有効
であると考えられるため。

6
 提案されている地域通貨システムは総務省
の施策であるため、文部科学省の所管ではな
い。

福岡市
福岡アジアビ
ジネス交流拠
点都市構想

2079 2079070 081800

競争的資金等に係
る情報提供・受付
窓口の一本化、採
択権限の地方移譲

産学官連携を推進するための
競争的資金等は、多くの省庁
が所管し、様々な時期に様々
な媒体を通して公募されるこ
とから、産学官研究開発グ
ループには、情報収集等に大
きな障害となっている。産学
官研究開発グループへの周知
徹底・利便性向上を図るた
め、情報提供・受付窓口の一
本化を図るとともに、その採
択にあたっては、国の出先機
関等が、地域の実情に応じ
て、決定できるよう権限移譲
を行う。

（内容）
　産学官連携の推進による研究開発機能の強
化を通した地域産業振興
（効果）
　利便性向上により、競争的資金等の活用拡
大が図られ、産学官連携が促進される。ま
た、権限移譲により、地域の実情に配慮した
研究開発が推進される。

産学官連携に係る競争的資金等は、多く
の省庁が所管し、様々な時期に様々な媒
体を通して公募されることから、産学官
研究開発グループには、情報収集等に大
きな障害となっている。また、中央で決
定されることから、必ずしも地域の実情
が反映されていない。

・受付窓口については、各制度毎
に対応している。
・文部科学省の競争的資金には、
採択を地方の出先機関に委譲して
いる制度はない。
・情報提供の一元化については、
文部科学省の産学官連携施策につ
いて、文部科学省ホームページに
掲載することにより一元的に広く
情報提供している。（ホームペー
ジアドレス
http://www.mext.go.jp/a_menu/
shinko　u/sangaku/index.htm）
また、産学官連携に関する会議に
おいては、関係省庁が連携して、
各省の施策の紹介等を行ってい
る。

3

・受付窓口の一本化については、制度の趣
旨・目的に応じて適切な申請方法が異なるた
め、一本化できない。
・国の出先機関への採択権限委譲について
は、文部科学省は研究開発に関する地方支部
局を持たないため、委譲できない。

提案の趣旨を踏まえ検
討されたい。

3

・各制度の受付窓口や内容に関する情
報提供については、内閣府が各省の制
度ごとまとめ、一括してホームページに
公開しており、文部科学省もそれに協力
している。
http://www8.cao.go.jp/cstp/compefund
/main.html
・国の出先機関への採択権限委譲につ
いては、文部科学省において全国的な
地方支部局を有していないことから困難
である。

掛川市

日本救済運動
という名の地
方都市経営構
想

1064 1064010 081810

１歩行文化の確立の社
会実験に対する支援
①歩く道を媒介に地
域・広域連携と塩の道
や信仰の道など古道の
復元歩行を行う。
②エコツーリズム、
ウォーキング効果の研
究、環境保護歩道の整
備を行う。
③歩くことで切れない
子どもを育成するとと
もに正しい身体能力と
知的能力のバランスに
よる真の道徳教育を行
う。
④歩くことで健康長寿
者の増加、病気老人の
減少、健康保険・介護
保険財政の健全化を図
る。
⑤農村部歩行で森林浴
と森林環境保全と過疎
対策を図り、自然キャ
ンプ、グリーンツーリ
ズム等を普及する。
⑥歩くまちづくり、中
心市街地活性化、都市
と農村の交流を行う。
⑦歴史古道を媒介とし
市町村の連携支援、地
域自立の道を探る。

各省庁別の政策連携による相乗効果を
新視点から社会実験を行うことを提案
する。（掛川市の運動をベースに）
①国土交通省－歩く道を媒介に地域・
広域連携、各所・公園や河川堤防の
コースを設定－国土総合計画行政
②環境省－日本ウォーキング協会の所
管省庁、エコツーリズム、ウォーク効
果の研究、環境保護歩道－環境行政
③文部科学省－歩くことで切れない子
ども育成、北京大学と国際二宮尊徳思
想学会強化－体育徳育の行政
④厚生労働省－健康長寿者の増加、病
気老人の減少、健康保険・介護保険財
政の健全化
⑤農林水産省－食（米）と農（茶）の
文化、和食風土尊重、クラインガルテ
ンの普及－農林行政
⑥経済産業省－歩くまちづくり、中心
市街地活性化、都市と農村の交流
⑦総務省－歴史古道を媒介とし市町村
の連携支援、地域自立の道－自治政策
行政

日本救済運動として、全市内、全市民、廻村
的歩行事業を行う。

生涯学習、地域学習、地域振興、経済活
性化、健康増進などの複合的事業に対
し、支援施策を集中していただきたい。

3,5

教育・文化・スポーツを通した地域づくりの
観点から、省内及び関係府省と連携し、支援
できるものについては積極的に対応してまい
りたい。

貴省の回答中措置分類
で「３」と回答された
部分について、その内
容と理由を明確にする
とともに、これについ
て提案の趣旨を踏まえ
検討されたい。

3,5

予算措置を伴う施策の集中は、各事業
ごとの予算規模の制約や選定方法に相
違があることから、提案内容のすべてを
実質的に担保することは困難である。し
かし、文部科学省において、平成１６年
１月に教育、文化及びスポーツの振興
による地域づくりを推進するため、「地域
づくり支援室」を設置したところであり、
当室においては、人づくりを通じた地域
づくりのための新たな支援策の企画・立
案、地方公共団体等からの相談の対応
や要望等の把握、専門家の派遣、関係
機関との仲介支援、取組の全国的普及
等を実施することとしており、これらの施
策を通じて、支援できるものは積極的に
支援してまいりたい。
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15.提
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19.地域再生
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a.地域
再生構
想管理
番号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のた
めの支援措置に
係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援
措置に係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する法
令、告示、通達等の定め

38.制度等の現状

39.措
置等
の分
類

40.措
置等
の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室
から各府省庁への再
検討要請

45.「措
置等
の分
類の
見直し

46.措
置等
の内
容の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁か
らの回答

三島町

森林業のビジ
ネスチェーン
再構築による
地域再生構想

1098 1098020 081820
複数省庁にまたが
る施策の連携と集
中的実施

農林水産省、総務省、文部科
学省、厚生労働省、経済産業
省、国土交通省、環境省の連
携で行われている「都市と農
山漁村の共生・対流推進会
議」の機能を強化し、現在個
別に実施されている施策を統
括的に活用できるようにす
る。

そのための相談、申請窓口と
事務機能を推進会議内もしく
は地域再生本部等の適切な機
関内に設ける。

本地域おいては、「エコツー
リズム」の推進を目的とした
各省庁の施策を統括的かつ集
中的に実施する。

支援措置番号１において策定したアクション
プログラムに基づき、「森林環境を活用した
ビジネスモデル創造プロジェクト」を推進す
る。

特に本地域おいて有能な人材を多く保有し、
短期間での成果が期待される「エコツーリズ
ム」におけるビジネスモデルづくりを推進す
る。

アクションプログラムの継続的な実施を実現
する人材を確保するため、有能な人材の誘致
を行うと共に、官民問わず地域の有望な若者
を中心に、実践的な教育を実施する。

これにより、本地域に不足しているツアー
コーディネーターやツアーオペレーターと
いった、エコツーリズムに関するプロの人材
を創出し、さらに効果的な施策を実施するこ
とのできる公共スタッフを創出する。

本来複合的な産業である「エコツーリズ
ム」の促進を実現するためには、既存の
省庁の枠組みを超えた支援が必要とな
る。

そのため、現在「都市と農山漁村の交
流・対流推進会議」が設置されている
が、各省庁の施策を統括的に運用するま
でには至っていない。

この問題を解決するため、政府内に地域
再生構想の内容に即したワンパッケージ
型の支援策が実施できる、統括的な運用
機関の設置を望む。

5

教育・文化・スポーツによる地域づくりを総
合的に支援するために文部科学省内に設けた
「地域づくり支援室」の活動を通じて、省内
及び関係府省と連携し、積極的に対応してま
いりたい。

茨城県

茨城グリーン
ふるさと交流
圏魅力アッ
プ・プロジェ
クト

1272 1272080 081830
野外活動体験施設
整備に係る各種施
策の統合・集中

・野外活動拠点整備に係る各
省庁所管の補助事業の効率的
な一元化を図る。
　・歴史の道整備活用推進事
業
　・ふるさと自然ネットワー
ク整備事業
　・教育のもり整備事業

・市町村が森林や小川，歴史遺産など地域資
源を活用して体験交流事業の拠点を整備する
ような場合，各省庁の野外活動施設整備に係
る補助制度を一本化して受けることにより，
対象範囲，整備項目等が拡大し，市町村の使
いやすいものとなり，整備が一体的に促進さ
れる。

・野外活動拠点（廃校活用）周辺に体験
フィールドを整備するに当たり，活用す
る補助事業を個別に展開すると非効率な
ことから，一本化することで，体験
フィールドとしての一体的かつ効率的な
整備が図れる。

歴史の道整備活用推進事業国
庫補助要項

古くからの道・運河等のうち、重
要な遺構等が残り、文化庁が選定
委員会を設けて選定した歴史の道
について、順次史跡指定に向けた
復元整備等を行っている。

3
各省庁が所管する各種の補助金は、それぞれ
の目的に応じて交付されるため、一本化・一
元化にはなじまないものである。

提案の趣旨を踏まえ検
討されたい。

3

現段階において、各省庁の補助金を一
本化することは困難であるが、「歴史の
道整備活用事業」の中で、要望の趣旨
に沿ったより効果的な補助事業の実施
に努める。

千葉県
「安房自然学
校」の推進構
想

1305 1305010 081840
補助事業の統合
（パッケージ化）

次のような補助事業〔例示〕
のパッケージ化を図り、総合
的、一体的な事業実施を可能
にする。

○パッケージ化する補助事業
〔例示〕
〔国土交通省関連〕
①都市地方連携型地域再生プ
ロジェクト推進事業
　
〔農林水産省関連〕
②新グリーン・ツーリズム総
合推進対策のうち地域連携シ
ステム整備事業、やすらぎ空
間整備事業
③子どもたちの農業・農村体
験学習推進事業

〔文部科学省関連〕
④青少年長期自然体験活動推
進事業
⑤省庁連携子ども体験型環境
学習推進事業

等

安房地域全域を対象に案内標識の整備、道の
駅の活用・連携、体験交流施設の整備、イン
ストラクターの養成、など広域的、一体的に
取り組むことにより、自然体験型観光の一大
ゾーンの形成促進を図るとともに、ふるさと
空間づくりの推進を総合的に進め、交流人口
の恒常的な拡大、観光産業の発展、ひいては
地域経済の活性化及び雇用創出を図る。

○道の駅の活用・連携
　〔国土交通省〕
　①都市地方連携型地域再生プロジェクト推
進事業

○体験交流施設の整備
　〔農林水産省〕
　②地域連携システム整備事業

○インストラクターの養成
　〔農林水産省〕
　③子どもたちの農業・農村体験学習推進事
業
　〔文部科学省〕
　④青少年長期自然体験活動推進事業
　⑤省庁連携子ども体験型環境学習推進事業

安房地域では、現在、市町村合併の協議
が進められており、広域的、総合的な取
組と展開が必要となっている。また、補
助事業は個々独立しているため、同様な
補助対象要件（協議会の設置や計画づく
り等）が求められている場合にも、個々
に対応していかなければならない。

地方スポーツ振興費補助金交
付要綱

省庁連携子ども体験型環境学
習推進事業委託契約実施要領

青少年の長期自然体験の一層の普
及，定着を図るため，地方公共団
体が自然体験活動推進団体の協力
を得ながら，青少年を対象とし
て，野外活動施設や農家などで，
２週間程度の長期間，異年齢集団
による共同生活を通じた野外活動
等の自然体験活動に取り組む事業
に対して助成している。

子どもたちの豊かな人間性をはぐ
くむため、関係省庁と連携して、
地域の身近な環境をテーマに，子
どもたちが自ら企画し、継続的な
体験学習を行う事業の実施を通し
て、体験型環境学習を推進してい
る。

5

現在、農林水産省の「農業経営総合対策のう
ち子どもたちの農業・農村体験学習推進事
業」で整備した受け入れ体制を活用して、
「青少年長期自然体験活動推進事業」、「省
庁連携子ども体験型環境学習推進事業」を実
施し、それぞれの事業の一層の推進を図るこ
とができるよう、総合的、一体的な事業実施
を推進しているところである。今後も事業実
施にあたっては、関係省庁と更なる連携・調
整に努めてまいりたい。
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熊本県
熊本型福祉で
まちづくり構
想（案）

2047 2047110 081850

思春期の子ども達
への血液検査等を
実施するための連
携施策の創設

生涯にわたる健康の維持・増
進を図るためには、生活習慣
が確立される思春期（中高
生）の子ども達の健康の維
持・増進が必要である。
そこで、思春期の子ども達へ
の身体・血液検査、骨密度測
定等各種検査等を実施するこ
とが可能となるよう、厚生労
働省と文部科学省とが連携し
た施策を構築する。

生活習慣が確立される思春期（中高生）の子
ども達の健康の維持・増進を図ることによ
り、長期的に見れば、将来の生活習慣病や骨
粗しょう症等を予防することが可能となり、
医療費の抑制効果が期待される。

学校保健（文部科学省）と地域保健（厚
生労働省）とがより一層連携した取組み
を行うことが必要。

学校保健法第６条、学校保健
法施行規則第４条

学校保健法施行規則（以下、規則
という。）第４条第１項に掲げる
もののほか、規則第４条第２項に
おいて、その他の疾病及び異常の
有無について検査することができ
ることとなっている。

5

　当該要望
事項につい
ては、学校
保健法等に
基づき、学
校関係者等
の協力を得
ながら、地
域保健と連
携し、実施
することが
可能。ま
た、学校と
地域保健が
連携し、児
童生徒の
様々な心身
の健康問題
に対応する
ための体制
整備を図る
事業におい
て、実施す
ることが可
能である
が、実施に
ついては、
実施計画を
勘案しつ
つ、採択を
検討する。

学校保健法規則第４条第２項により、生徒の
実情に応じ、血液検査や骨密度の検査を行う
ことができる。

天栄村

地域特産作物
を活用した
「食育」文化
の創造による
地域再生

1077 1077020 081860

１．ヤーコン加工
施設設置事業
２．ヤーコン予冷
施設設置事業
３．ヤーコン直売
所設置事業
４．食育推進事業
５．都市交流事業

１．ヤーコンの加工施設を設
置
２．ヤーコン予冷施設の設置
３．ヤーコン直売所の設置
４．食に関する学校教育課程
への組み入れ、生涯学習によ
る住民への情報提供
５．特産作物による都市との
交流事業

１．加工施設の設置
　　新たなヤーコン製品の開発、製造
２．ヤーコン予冷施設の設置
　　ヤーコンの通年供給に向けの保管
３．ヤーコン直売所の設置
　　ヤーコンに関わる専門の販売
４．食に関する教育の推進
　　学校教育課程への組み入れ、生涯学習に
よる住民への情報提供
５．都市交流事業
　　特産作物を活用した都市との交流

１．付加価値を高めるため、新たな加工
品開発を研究・開発し、製造する施設を
設置する。
２．ヤーコンの保存専用予冷施設を設置
し、収穫したヤーコンを保存し１年を通
して供給できる体制を確立する。
３．ヤーコンの専門の直売所を設置し、
ヤーコンに関わる全商品を販売する。
４．ヤーコンを含めた食に関する教育を
推進する。
５．特産作物を栽培、加工を体験できる
都市との交流を行う。

○小学校学習指導要領（文部
省告示平成１０年第１７５
号）における第2章各教科第
８節家庭、第９節体育、第4
章特別活動等。
○中学校学習指導要領（文部
省告示平成１０年第１７６
号）における第２章第７節保
健体育、第８章技術・家庭、
第4章特別活動等。
○高等学校学習指導要領（文
部省告示平成１１年第５８
号）における第２章第６節保
健体育、第９節家庭、第4章
特別活動等。
○学校給食法第2条

文部科学省は「食育」の重要性に
かんがみ、食に関する指導を行っ
ているところである。食に関する
指導は、年間１８０回程度実施さ
れている学校給食を中心に、特別
活動の中の学級活動や学校行事を
はじめ、関連教科や総合的な学習
の時間等学校の教育活動全般で
行っている。

5
該当な

し

学校教育における食に関する指導は、かねて
より、教科、特別活動、総合的な学習の時間
において実施している。文部科学省として
も、今後とも各種施策の実施を通じ、食に関
する指導が一層充実するよう努める。
また、生涯学習による住民への情報提供につ
いては、現在行われている食に関する内容も
含めた家庭教育への支援（家庭教育手帳の配
布）や体験的な活動の事例紹介などを通じて
対応してまいりたい。

野田市

プライマリー
農産品を中核
とするアグリ
ルネサンス

1176 1176030 081870
品種改良のための
研究

地元大学や民間企業との連携
による品種改良の研究

品種改良による地元ブランド産品の開発や収
穫の増量、品質のレベルアップを推進（例え
ば「野田独自のF1えだ豆」の開発など）

地域研究開発を推進するための支援（金
銭的支援）を要望するもの。
・これにより地元ブランド産品等の研究
開発に参入しやすくなる

・文部科学省の地域科学技術振興
事業については、地域が主体的に
立案した事業計画の提案について
公募等を行い、研究開発のポテン
シャル、産業化の有望度等の科学
的・技術的観点からの評価に重点
を置き、事業の推進体制、地域の
取組み等をも勘案しつつ総合評価
を行い、実施地域を決定してい
る。

3

・文部科学省の地域科学技術振興事業につい
ては、地域が主体的に立案した事業計画の提
案について公募等を行い、研究開発のポテン
シャル、産業化の有望度等の科学的・技術的
観点からの評価に重点を置き、事業の推進体
制、地域の取組み等をも勘案しつつ総合評価
を行い、実施地域を決定している。

提案の趣旨を踏まえ検
討されたい。

3

文部科学省の地域科学技術振興事業
の採択にあたっては、研究開発のポテ
ンシャル、産業化の有望度等の科学的・
技術的観点のみならず、成果の発展な
どに係る地域の取組みや事業の推進体
制等も勘案しつつ総合評価を行ってお
り、上記観点からの評価が優れた提案
であれば、支援を行うことになる。

福島県
ベンチャーラ
ンドふくしま

1197 1197010 081880
各省庁間の産業創
出プロジェクトの
効果的な活用

文部科学省の都市エリア産学
官連携促進事業、独立行政法
人科学技術振興機構の地域結
集型共同研究等と、経済産業
省の産業クラスター推進計画
に基づく地域コンソーシアム
等の補助事業の一括した採
択。

都市エリア産学官連携促進事業、地域結集型
共同研究等と、経済産業省の産業クラスター
推進計画に基づく地域コンソーシアム等の補
助事業を一体的に行うことことにより、県が
主体的かつ迅速に産業創出に対する支援が可
能となる。

文部科学省、独立行政法人科学技術振興
機構の事業は、大学等が持つシーズを膨
らませる事業であり、その後については
各県で事業化に向けての努力が求められ
るが、ここに経済産業の産業クラスター
推進計画を組み合わせることにより、効
率的な新事業の創出を図る。

・都市エリア産学官連携促進事業
の実施にあたっては、経済産業省
の産業クラスター計画との連携を
図っているところ。
・文部科学省及び経済産業省は、
地域ごとに、文部科学省、経済産
業省、地方自治体その他関係機関
による「地域クラスター推進協議
会」等の設置、両省の補助対象機
関の連携、地域ごとに両省の事業
の成果に関する合同成果発表会の
開催等の各種連携事業を実施して
いる。

3・５

・都市エリア産学官連携促進事業の実施にあ
たっては、経済産業省の産業クラスター計画
との連携を図っているところ。
・文部科学省及び経済産業省は、地域ごと
に、文部科学省、経済産業省、地方自治体そ
の他関係機関による「地域クラスター推進協
議会」等の設置、両省の補助対象機関の連
携、地域ごとに両省の事業の成果に関する合
同成果発表会の開催等の各種連携事業を実施
しており、今後更にこうした連携施策を強化
していくこととしている。

「３」と回答された部
分について、提案の趣
旨を踏まえ検討された
い。

3・５

都市エリア産学官連携促進事業の実施
にあたっては、経済産業省の産業クラス
ター計画との密接な連携を図っており、
両省の事業がその特性を活かすことに
より、新技術シーズの提供やマーケット
ニーズのフィードバック等を効果的に行
うこととしている。ただし、各事業の採択
にあたっては、予算的制約のもとで政策
効果を最大限にするため、事業の趣旨
に合致した優れた提案であるかについ
て審査を実施する必要がある。
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47.再検討要請に対する各府省庁か
らの回答

新城市
鳳来町

木質バイオマ
ス利用を中心
とした森林総
合産業の創出

1238 1238010 081890

森林の健全化と木
材の有効利用を軸
とした持続可能社
会の構築

森林の健全化に関する財源の
確保権限　　　補助制度(地球
温暖化防止森林吸収源10か年
対策に基づくものなど)がある
ものの、エネルギー面や環境
面、教育面を含めたトータル
な施策を実施するものとなっ
ていないため、森林の健全化
に資するすべてを包括する財
源制度として再編し、それを
地域に密着して取り組む市町
村長に移譲する。

○市民参加の森づくり
市民参加の森づくりを促進するため、森づく
りボランティア、森林提供ボランティア(森
林所有者)　を募集する。また、森林管理ア
ドバイザーや大型機械とそのオペレーターな
どを確保し、森林の健全化に取り組もうと希
望する誰もが植林・育林・伐採などにかかわ
れるようにする。

○林地残材等有効活用事業
木質バイオマス利用等持続可能な地域づくり
になると認定した場合、森林所有者以外でも
林地残材を搬出することができ、かつ搬出作
業の対価に見合う環境貢献ポイント制を確立
し、取り組みを促進する。これにより、資源
循環型社会づくりの推進と参加者のモチベー
ションアップを図ることがてきる。

①平成13年の森林・林業基本法の制定、
森林法の改正により、木材生産を中心に
したものから国土の保全、水源涵養、環
境の保全等森林の多様な公共的機能に配
慮し、その機能を持続できるようにする
ものとされているが、縦割り行政の中で
その趣旨が十分発揮できていない。さら
に、森林法に基づく森林施業計画では森
林所有者への義務履行を迫るためには弱
いところがある(違反者に対する罰則規定
がない。代行措置がとれない等)。
②森林の所有問題。現状では森林所有者
以外、あるいは森林所有者の許可なく森
林の手入れをすることができない。さら
に、手入れが経済的に見合わないため、
森林所有者による管理が放棄されてい
る。
③木材副産物は、昭和30年代はじめまで
はエネルギー資源として活用されていた
が、現在は廃棄物の処理及び清掃に関す
る法律とダイオキシン類対策特別措置法
によって活用しにくくなっている。

4

学校教育においては、従来から児童生徒の発
達段階に応じて各教科、道徳、特別活動など
学校の教育活動全体を通して環境教育が行わ
れており、新設された総合的な学習の時間を
も活用し、各学校において森林を含めた環境
について、教科横断的・総合的に学習を深め
ることが現行制度下でも十分可能である。
　他方、総合的な学習の時間は、各学校が創
意工夫を生かした特色ある教育活動を一層展
開できるようにするための時間であることか
ら、国がその内容等を規定することは適当で
はない。森林及び木へのかかわりを含めた環
境教育について、現行の教育課程の基準を超
えて内容を充実する場合は、「構造改革特別
区域研究開発学校設置事業」を活用すること
により可能である。

富山県
とやま産業活
性化プロジェ
クト

1291 1291050 081900

知的クラスター創
成事業・産業クラ
スター計画の連携
促進

　富山県では、バイオ関連分
野の新産業育成を図るため、
文部科学省の知的クラスター
創成事業の実施地域の選定を
受け(H15.2)、医薬バイオ分野
の産学官共同研究を進めてい
る。
　今後、その研究成果を事業
化に効果的に結びつけていく
ため、経済産業省の産業クラ
スター計画において積極的に
支援いただきたい。

・知的クラスター創成事業「とやま医薬バイ
オクラスター」（文科省）
　富山医薬大、富山県立大等が展開している
免疫・酵素反応や漢方の研究をもとに、北陸
先端大や富大、県工業技術センターが有する
センサー技術、マイクロマシニング技術を融
合することにより、ＤＮＡ、タンパク、細胞
レベルで体質や病態、免疫機能をセンシング
する診断・治療システムについて総合的に研
究開発を行っている。
・産業クラスター計画（北陸ものづくり創生
プロジェクト）（経産省）
　北陸の多様で特色のある既存産業集積を
ベースに、「産・学・官」が一体となった支
援体制のもと、バイオ分野、高度精密加工分
野、新素材分野等での高度なものづくり産業
クラスターが創生されるよう、地域新生コン
ソーシアム研究開発事業等により新商品・新
事業の創出を積極的に支援していただきた
い。

　研究成果を事業化に結果的に結びつけ
るためには、施策の連携・支援が不可欠
なため。

・知的クラスター創成事業の実施
にあたっては、経済産業省の産業
クラスター計画との連携を図って
いるところ。
・文部科学省及び経済産業省は、
地域ごとに、文部科学省、経済産
業省、地方自治体その他関係機関
による「地域クラスター推進協議
会」等の設置、両省の補助対象機
関の連携、地域ごとに両省の事業
の成果に関する合同成果発表会の
開催等の各種連携事業を実施して
いる。

5

・知的クラスター創成事業の実施にあたって
は、経済産業省の産業クラスター計画との連
携を図っているところ。
・文部科学省及び経済産業省は、地域ごと
に、文部科学省、経済産業省、地方自治体そ
の他関係機関による「地域クラスター推進協
議会」等の設置、両省の補助対象機関の連
携、地域ごとに両省の事業の成果に関する合
同成果発表会の開催等の各種連携事業を実施
しており、今後更にこうした連携施策を強化
していくこととしている。

千葉県
「東京湾ゲノ
ムベイ地域」
の形成の推進

1303 1303070 081910

研究成果のネット
ワーク化の推進等
産学官の連携の強
化

産学官の連携強化を推進する
ため、大学、国立試験研究機
関等全国の知的基盤を提供す
る機関のネットワーク化を進
め、バイオテクノロジーにお
ける研究成果に係る情報を、
関係省庁横断的に、かつ、一
元的に提供する国による総合
的窓口を整備。

大学、国立試験研究機関等知的基盤を提供す
る機関の全国的なネットワーク化に基づく、
国のバイオテクノロジーの研究成果に係る情
報を活用することにより、当地域における産
学官の共同プロジェクトを積極的に推進す
る。

産学官連携の共同研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを恒常的
に実施していくためには、地域を超えた
連携が必要であるが、地域間連携は希薄
で、地域のｼｰｽﾞやﾆｰｽﾞを迅速かつｽﾑｰｽﾞに
域外と連携させることが困難な状況にあ
る。
国際競争力のあるゲノム産業を加速化す
るためには、産学官の連携強化を推進す
ることが重要であり、公開可能な研究成
果情報の一元的な共有化が必要である。

該当する法令、告示、通達等
の定めはない。

5

現在、科学技術振興機構（ＪＳＴ）において
は、いくつかの公開データベースを包括した
統合データベースを開発、運用しているとこ
ろ。関係府省庁横断的かつ一元的な総合窓口
の整備については、関係府省庁と連携を深め
つつ、検討してまいりたい。
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千葉県
「バイオマス
立県ちば」の
推進

1306 1306030 081920

バイオマス利用促
進のための新組織
設置及び弾力的な
予算枠の創設

「バイオマス・ニッポン」の
制定により関連省庁による協
調体制の第一歩は踏み出され
たと思うが、事業の推進にあ
たっては、事情の変化等に素
早く対応ができ、総合的な調
整やワンストップの窓口とな
る組織の設置や、年度当初の
予算に拘束されない柔軟な予
算である（仮称）「バイオマ
ス振興調整費」の創設を提案
する。

　千葉県では、本県の持つポテンシャルを有
効に活用し、バイオマス利用に関する先進的
な取組を行なう街づくり「バイオマスタウ
ン」の構築を進め、これらのバイオマスタウ
ンが相乗効果を発揮した「バイオマス立県ち
ば」を目指すこととしている。
  そのために、バイオマス利活用に取り組む
事業者の参入を促すための制度改正につい
て、国に対し働きかけをすることとしてい
る。
 具体的には、事業の推進にあたって、事情
の変化等に素早く対応ができ、総合的な調整
やワンストップの窓口となる組織の設置や、
年度当初の予算に拘束されない柔軟な予算で
ある（仮称）「バイオマス振興調整費」の創
設を提案する。
　この組織が設置されることで、事業者はバ
イオマス関連技術等の最新情報が入手しやす
くなるなどの利点が生ずる。また、（仮称）
「バイオマス振興調整費」が創設された場合
は、関係省庁や関係局間の調整が円滑になさ
れることが期待されるため、事業の実施が一
層促進されることになる。

　「バイオマス・ニッポン」の制定によ
り関連省庁による協調体制の第一歩は踏
み出されたと思うが、事業の推進にあ
たっては、事情の変化等に素早く対応が
でき、総合的な調整やワンストップの窓
口となる組織の設置や、年度当初の予算
に拘束されない柔軟な予算である（仮
称）「バイオマス振興調整費」の創設が
必要である。
　バイオマスは、資源となる種類、利用
技術、最終製品等が多岐にわたり、同一
原料から複数の用途が可能であり、有効
利用のためには複合的利用が望ましい
が、現行の補助制度は、目的、利用技
術、事業主体等が細かく定められている
ため、総合利用には適しているとは言い
がたい場合もある。

－

バイオマス関連施策については、
バイオマス・ニッポン総合戦略推
進会議が設置され、文部科学省も
参加し各省と緊密な連絡体制を
取っている。

5

バイオマス関連施策については、バイオマ
ス・ニッポン総合戦略推進会議が設置され、
文部科学省も参加し各省と緊密な連絡体制を
取っていく。

西郷町
隠岐の自然を
活かした地域
再生

2065 2065050 081930
産官学の連携によ
る教育・研究ネッ
トワークの構築

・企業が行う研究開発、行政
が行う研究開発、教育関係者
が行う研究について、隠岐島
後で行う海洋研究については
組織間のネットワークを構築
するため、関係省庁の連携が
必要である。

・企業や大学の研究開発部門が誘致しやすく
なるようにし、産官学一体となった海洋研究
を行う環境を創り出す。

・教育関係や企業の研究機関が集中する
都市部では、組織間のネットワークを構
築することは容易であるが、離島では不
利である。隠岐島後での海洋開発や海の
教育に絞り関係各省庁の連携により、
ネットワークを構築し企業や大学の研究
部門の誘致が促進されるようにし、交流
人口の拡大を図る。

海洋研究の連携について、特
段の法令、告示、通達等の定
めはない。

海洋研究の連携について、特段の
制度はない。

5

文部科学省では、地球環境変動等の解明や海
洋開発利用等に資するため、海洋科学技術セ
ンターをはじめとした当省所管の研究機関に
おいて、海洋研究を推進しているところであ
る。今後は、できるだけ産学官連携の手法を
取り入れつつ、海洋研究を推進することとし
ている。

島根県

島根県新産業
創出プロジェ
クト
～ネオたたら
構想～

2131 2131010 081940

自治体主導の新産
業創出に対する一
元的な支援（施策
の一本化）

▼科学技術振興・産業振興を
目的とした各種支援施策のう
ち、文部科学省においては大
学が研究主体となる基礎的研
究を主対象とした制度であ
り、また、経済産業省におい
ては民間企業が事業主体とな
る商品開発を主対象とした制
度となっている。
▼ついては、将来の民間企業
への技術移転を前提として地
方自治体が中心となって行う
市場調査、研究開発・技術応
用、事業化促進などによる一
連の地域産業振興に対する国
の支援施策の一本化を提案す
る。

▼新産業創出のための新機能材料の研究開発
事業

　県産業技術センターのプロジェクトチーム
を中心にアメリカテキサス州との技術交流な
どにより新技術・新素材を開発し、県内企業
等への技術移転を経て、３年後（H１８年度
末）に商品化予定。素材そのものやそれを応
用した製品の県内での事業化（製造・商品展
開）と拡大を目指す。

　文部科学省・経済産業省の支援施策で
は、対象分野や実施主体、研究目的等が
一致しておらず、本県が展開しようとし
ている技術開発を中心とした一連の産業
振興施策では活用しづらい。
　国の支援施策が一元化されれば、より
効率的な国と地方自治体との協調・協力
関係のもとで早期の地域産業の活性化
（＝地域再生）が実現する。

・文部科学省の地域科学技術振興
事業の実施にあたっては、経済産
業省の産業クラスター計画との連
携を図っているところ。
・文部科学省及び経済産業省は、
地域ごとに、文部科学省、経済産
業省、地方自治体その他関係機関
による「地域クラスター推進協議
会」等の設置、両省の補助対象機
関の連携、地域ごとに両省の事業
の成果に関する合同成果発表会の
開催等の各種連携事業を実施して
いる。

3・５

・文部科学省の地域科学技術振興事業の実施
にあたっては、経済産業省の産業クラスター
計画との連携を図っているところ。
・文部科学省及び経済産業省は、地域ごと
に、文部科学省、経済産業省、地方自治体そ
の他関係機関による「地域クラスター推進協
議会」等の設置、両省の補助対象機関の連
携、地域ごとに両省の事業の成果に関する合
同成果発表会の開催等の各種連携事業を実施
しており、今後更にこうした連携施策を強化
していくこととしている。

「３」と回答された部
分について、提案の趣
旨を踏まえ検討された
い。

3・５

文部科学省の地域科学技術振興事業
の実施にあたっては、経済産業省と協
力して地域における産学官連携体制の
整備を促進している。具体的には、経済
産業省の産業クラスター計画との密接
な連携を図っており、両省の事業がその
特性を活かすことにより、新技術シーズ
の提供やマーケットニーズのフィードバッ
ク等を効果的に行うこととしている。ただ
し、各事業の採択にあたっては、予算的
制約のもとで政策効果を最大限にする
ため、事業の趣旨に合致した優れた提
案であるかについて審査を実施する必
要がある。

55／75



08　文部科学省　再検討要請回答

15.提
案主
体名

19.地域再生
構想の名称

a.地域
再生構
想管理
番号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のた
めの支援措置に
係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援
措置に係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する法
令、告示、通達等の定め

38.制度等の現状

39.措
置等
の分
類

40.措
置等
の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室
から各府省庁への再
検討要請

45.「措
置等
の分
類の
見直し

46.措
置等
の内
容の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁か
らの回答

特定非
営利活
動法人
やまな
し県民
政策
ネット
ワーク

環境と産業の
共生による地
域再生

3040 3040010 081950

１．遊休資源流動
化２．バイオマス
の利用機会拡大
３．都市農山村交
流促進
４．事業・予算の
集中
５．産業育成資金
支援制度

１．地域の放置森林、遊休耕地をバイ
オマス産業に有効活用するための遊休
資源流動化促進制度を創設する。
２．公有林の民間管理委託
３．塩漬け農地の規制緩和
４．地方公共団体の農地取得の要件緩
和　　５．発電事業を行うのにあたっ
ての電気事業法の緩和
６．木造建築物の規制緩和
７．都市農山村交流事業の拠点とし
て、遊休公共施設の目的外使用の認
可、あるいは民間の空き屋を流動化さ
せ、これに活用できる制度を創設す
る。　　　　　　　　８．市民農園開
設者の民間への拡大　　９．都市農山
交流事業をおこなう際の旅行業法上の
規制緩和・撤廃　　　　　　　　　１
０．森林整備補助金の収集輸送費用へ
の拡大使用緩和措置
１１．緑の雇用、緊急雇用対策事業の
バイオマス事業への集中
１２．RPS法の電力最低買い取り要件
の緩和　　１３．産官学民混合バイオ
マス産業育成機関の設置
１４．バイオマス産業育成金融機関の
設置要件緩和

１．高齢化や不在地主等の原因で放置されている民有林や遊休耕地を
バイオマス産業に有効活用するための資源流動化促進制度を創設す
る。（添付資料参照）これにより、放置森林や遊休耕地の流動化が促
進され、バイオマス資源として有効に活用される。　　２．公有林の
管理をＮＰＯ、株式会社等民間に委託し、そこで得られる木質バイオ
マス資源をバイオマス事業に活用することによって、公有林の整備管
理が促進される。　　３．不動産開発等で取得した農地が塩漬け化し
ているケースが見られるが、バイオマス利用や都市農山村交流等地域
活性化目的に使用する際には、その転用申請の際の規制を緩和する。
これによって、塩漬け農地の流動化を促進させる。　　４．塩漬け農
地や長期放置農地等、荒廃が極端に進んでしまった農地等に関して、
農地の存在する市町村の農地取得の緩和。これによって農地の流動化
を促進させる。　　５．発電事業の実施における届け出や能力規制等
の規制緩和。これにより地域資源に適した規模における発電事業が実
施される。　　６．地域木材の利用を促進させるための木造建築物の
規制緩和　　７．都市農山村交流活動を促進するため、交流の拠点を
確保する。そのために、地域で遊休化している公共施設を目的外に使
用できるよう規制を緩和する。またこの時、この施設が償却期間中で
も、補助金を返還しなくてもこれが実施できるようにする。また、民
間の空き屋もこれに活用できるよう、空き屋バンク制度を地方公共団
体に設置し、その流動化を促進させる。これにより交流の拠点が、新
たに大きな予算をかけずに設置ができ、結果的に交流が促進される。
８．ＮＰＯや民間会社が市民農園主体として経営できるように規制緩
和する。これにより遊休耕地が有効活用される。　　９．都市農山村
交流事業を行う際の旅行業法の規制緩和。具体的には、農家の宿泊認
可、有償での人の輸送認可。これにより都市農山村交流事業が活発化
する。　　１０．間伐等の森林整備補助金を間伐作業以外の材の収集
輸送に柔軟に活用できるように補助金の利便性を向上する。　　１
１．現在実施されている緊急雇用対策事業「緑の雇用」制度における
労働をバイオマス産業分野へ一部集中させることによって、バイオマ
ス資源の調達におけるコストを低減される。　　１２．ＲＰＳ法にお
ける最低電力買い取り電力の低減措置をとることにより、バイオマス
小規模発電産業の成長が促進される。　１３．地域でバイオマス産業
クラスターを育成する機関として、産官学民混合の専門機関を設置す
ることによって、この産業の成長育成効果がもたらされる。　　１４．

地域にはバイオマス資源が山林、農地等豊富にあるが、それが流
動化されていないという課題がある。すなわち、耕作管理や山林
管理を放棄したままとなっている状況にある。これらは地域の後
継者が活用すればよいのだが、農山村部の高齢化や、また地主の
不在、不動産開発等開発行為の破綻等によって、地域ではもはや
活用していくすべがなくなってきているのが現状である。そこ
で、これの流動化促進制度を創設し、放置森林や遊休耕地の流動
化を促し、これを積極的に活用したいＮＰＯや民間会社を地域外
からも広く公募しながら、活用していく仕組みが必要なのであ
る。そのための流動化制度であり、遊休耕地の市町村の取得なの
である。市町村の農地取得に関していえば、現在都道府県におい
ては公共目的使用において農地の取得が農地法第３条の許可なく
取得できるが、市町村の場合はこれが必要となる。このあたりの
規制緩和も必要である。またこの流動化を進めるのと同時に、薄
く広く分布するバイオマス資源を産業として成立できるコストで
収集輸送してくる仕組みが一方で必要となる。これを森林整備補
助金の柔軟な運用や緊急雇用対策事業として行われている緑の雇
用の労働力をバイオマス産業に集中させる等を行うことによっ
て、そのコスト低減をはかる仕組みをつくる。例えば今、現在、
間伐を積極的に進める目的で森林整備補助金が広く活用されてい
るが、多くは間伐作業のみがその対象となるため、伐採された材
の多く、約８７％（山梨県実績）は山林に放置されたままという
状況である。そこでこの補助金の運用において、収集輸送の運用
に関しては柔軟に対応できるように緩和することが必要となる。
それによって、材の有効利用、バイオマスへの有効利用につなが
る。またこの事業のサービスの出口としての電力や熱の買い取り
の仕組みを準備することも必要となる。これに関してまず最低
限、構造改革特区の電気事業法における特例措置を活用して電気
事業の緩和要件を最大限活用することはいうまでもないことだ
が、しかし、それだけでも発電された電気やまた熱等から得られ
る収入源だけでは、経営が難しい点があげらえる。これに関して
は、ＲＰＳ法において電力会社の買い取り価格や基準が、柔軟に
運用されるように緩和されることが必要である。また、このバイ
オマス地域産業を運動的、さらに社会文化的に育成していく手段
として都市農山村交流事業の活用があげられる。すなわち、森林
ボランテイアや援農ボランテイア等の活用である。しかし、これ
を行うにあたってネックとなるのが、その交流の拠点の確保である

ｈ

国庫補助を受けて整備した学校施
設を補助目的に反して財産処分す
る際には、原則として補助金相当
額の国庫納付が必要となるが、施
設の有効活用が図られるよう、国
庫納付金を不要とする取扱いも可
能である。

5

一般的に、補助事業完了後10年を経過した学
校施設を、公共用施設として無償で財産処分
する場合には、国庫納付金を不要とする取扱
いをしており、この提案の趣旨の実現に当
たっては、国庫納付金の返還を要することな
く廃校施設等の財産処分が可能である。

特定非
営利活
動法人
えがお
つなげ
て

環境と産業の
共生による地
域再生

3041 3041010 081960

１．遊休資源流動
化２．バイオマス
の利用機会拡大
３．都市農山村交
流促進
４．事業・予算の
集中
５．産業育成資金
支援制度

１．地域の放置森林、遊休耕地をバイ
オマス産業に有効活用するための遊休
資源流動化促進制度を創設する。
２．公有林の民間管理委託
３．塩漬け農地の規制緩和
４．地方公共団体の農地取得の要件緩
和　　５．発電事業を行うのにあたっ
ての電気事業法の緩和
６．木造建築物の規制緩和
７．都市農山村交流事業の拠点とし
て、遊休公共施設の目的外使用の認
可、あるいは民間の空き屋を流動化さ
せ、これに活用できる制度を創設す
る。　　　　　　　　８．市民農園開
設者の民間への拡大　　９．都市農山
交流事業をおこなう際の旅行業法上の
規制緩和・撤廃　　　　　　　　　１
０．森林整備補助金の収集輸送費用へ
の拡大使用緩和措置
１１．緑の雇用、緊急雇用対策事業の
バイオマス事業への集中
１２．RPS法の電力最低買い取り要件
の緩和　　１３．産官学民混合バイオ
マス産業育成機関の設置
１４．バイオマス産業育成金融機関の
設置要件緩和

１．高齢化や不在地主等の原因で放置されている民有林や遊休耕地を
バイオマス産業に有効活用するための資源流動化促進制度を創設す
る。（添付資料参照）これにより、放置森林や遊休耕地の流動化が促
進され、バイオマス資源として有効に活用される。　　２．公有林の
管理をＮＰＯ、株式会社等民間に委託し、そこで得られる木質バイオ
マス資源をバイオマス事業に活用することによって、公有林の整備管
理が促進される。　　３．不動産開発等で取得した農地が塩漬け化し
ているケースが見られるが、バイオマス利用や都市農山村交流等地域
活性化目的に使用する際には、その転用申請の際の規制を緩和する。
これによって、塩漬け農地の流動化を促進させる。　　４．塩漬け農
地や長期放置農地等、荒廃が極端に進んでしまった農地等に関して、
農地の存在する市町村の農地取得の緩和。これによって農地の流動化
を促進させる。　　５．発電事業の実施における届け出や能力規制等
の規制緩和。これにより地域資源に適した規模における発電事業が実
施される。　　６．地域木材の利用を促進させるための木造建築物の
規制緩和　　７．都市農山村交流活動を促進するため、交流の拠点を
確保する。そのために、地域で遊休化している公共施設を目的外に使
用できるよう規制を緩和する。またこの時、この施設が償却期間中で
も、補助金を返還しなくてもこれが実施できるようにする。また、民
間の空き屋もこれに活用できるよう、空き屋バンク制度を地方公共団
体に設置し、その流動化を促進させる。これにより交流の拠点が、新
たに大きな予算をかけずに設置ができ、結果的に交流が促進される。
８．ＮＰＯや民間会社が市民農園主体として経営できるように規制緩
和する。これにより遊休耕地が有効活用される。　　９．都市農山村
交流事業を行う際の旅行業法の規制緩和。具体的には、農家の宿泊認
可、有償での人の輸送認可。これにより都市農山村交流事業が活発化
する。　　１０．間伐等の森林整備補助金を間伐作業以外の材の収集
輸送に柔軟に活用できるように補助金の利便性を向上する。　　１
１．現在実施されている緊急雇用対策事業「緑の雇用」制度における
労働をバイオマス産業分野へ一部集中させることによって、バイオマ
ス資源の調達におけるコストを低減される。　　１２．ＲＰＳ法にお
ける最低電力買い取り電力の低減措置をとることにより、バイオマス
小規模発電産業の成長が促進される。　１３．地域でバイオマス産業
クラスターを育成する機関として、産官学民混合の専門機関を設置す
ることによって、この産業の成長育成効果がもたらされる。　　１４．

地域にはバイオマス資源が山林、農地等豊富にあるが、それが流
動化されていないという課題がある。すなわち、耕作管理や山林
管理を放棄したままとなっている状況にある。これらは地域の後
継者が活用すればよいのだが、農山村部の高齢化や、また地主の
不在、不動産開発等開発行為の破綻等によって、地域ではもはや
活用していくすべがなくなってきているのが現状である。そこ
で、これの流動化促進制度を創設し、放置森林や遊休耕地の流動
化を促し、これを積極的に活用したいＮＰＯや民間会社を地域外
からも広く公募しながら、活用していく仕組みが必要なのであ
る。そのための流動化制度であり、遊休耕地の市町村の取得なの
である。市町村の農地取得に関していえば、現在都道府県におい
ては公共目的使用において農地の取得が農地法第３条の許可なく
取得できるが、市町村の場合はこれが必要となる。このあたりの
規制緩和も必要である。またこの流動化を進めるのと同時に、薄
く広く分布するバイオマス資源を産業として成立できるコストで
収集輸送してくる仕組みが一方で必要となる。これを森林整備補
助金の柔軟な運用や緊急雇用対策事業として行われている緑の雇
用の労働力をバイオマス産業に集中させる等を行うことによっ
て、そのコスト低減をはかる仕組みをつくる。例えば今、現在、
間伐を積極的に進める目的で森林整備補助金が広く活用されてい
るが、多くは間伐作業のみがその対象となるため、伐採された材
の多く、約８７％（山梨県実績）は山林に放置されたままという
状況である。そこでこの補助金の運用において、収集輸送の運用
に関しては柔軟に対応できるように緩和することが必要となる。
それによって、材の有効利用、バイオマスへの有効利用につなが
る。またこの事業のサービスの出口としての電力や熱の買い取り
の仕組みを準備することも必要となる。これに関してまず最低
限、構造改革特区の電気事業法における特例措置を活用して電気
事業の緩和要件を最大限活用することはいうまでもないことだ
が、しかし、それだけでも発電された電気やまた熱等から得られ
る収入源だけでは、経営が難しい点があげらえる。これに関して
は、ＲＰＳ法において電力会社の買い取り価格や基準が、柔軟に
運用されるように緩和されることが必要である。また、このバイ
オマス地域産業を運動的、さらに社会文化的に育成していく手段
として都市農山村交流事業の活用があげられる。すなわち、森林
ボランテイアや援農ボランテイア等の活用である。しかし、これ
を行うにあたってネックとなるのが、その交流の拠点の確保である

特になし 特になし 5

一般的に、補助事業完了後10年を経過した学
校施設を、公共用施設として無償で財産処分
する場合には、国庫納付金を不要とする取扱
いをしており、この提案の趣旨の実現に当
たっては、国庫納付金の返還を要することな
く廃校施設等の財産処分が可能である。
　なお、学校や社会教育施設において、地域
の学習資源を積極的に活用すること等を通じ
て環境教育・環境学習が推進されるよう、今
後とも努めてまいりたい。

真壁町
歴史的たたず
まいを活かし
た地域づくり

1004 1004010 081970

総合的・一体的な
まちづくりのため
の施策の集中・連
携

歴史的街並みの再生・保存や
伝統的文化の継承・地場産業
の振興当を総合的・一体的に
進めるため，各省庁の関連事
業を連携させる。

都市計画事業のメニューに取り組んだ際，そ
れらの調査を特定したものだけでなく，全体
的な整備計画を作成することが可能にし，該
当する事業を随時導入できるような仕組みに
する。
また，同時に伝統的建造物群保存対策のため
の学術的調査を同時に行えるようにする。

都市計画事業を導入する際，事業ごとの
メニューに従って行わなければならず，
同じ場所で似た事業を導入する場合，新
たな調査を行わなければならず，地域住
民の負担にもなる。そこで総合的な事業
計画を作成することにより，全ての事業
に取り組めるようになれば負担も少な
く，合理的であるため。

文化財保護法（第５６条の
２，第８３条の２他）

伝統的建造物群の所在する市町村
が行う伝統的建造物群の保存状況
等の調査及びこれに基づく保存・
防災対策の策定並びにそれらの見
直しの事業に要する経費に対して
補助を行っている。

5

伝統的建造物群保存対策調査は、市町村が独
自に伝統的建造物群の保存状況等について行
う調査であり、他の調査と同時に行うことは
可能である。なお、真壁町を含めた１６年度
の調査要望書については、文化庁に提出され
ており、現在調査地区の決定に向け検討中で
ある。
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15.提
案主
体名

19.地域再生
構想の名称

a.地域
再生構
想管理
番号

b.支援措
置提案事
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c.管理
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27.地域再生のた
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31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
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38.制度等の現状
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40.措
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47.再検討要請に対する各府省庁か
らの回答

草加市

古さと新しさ
が調和する賑
わいと潤いの
ある「今様・
草加宿」

1130 1130030 081980

中小小売商業高度
化事業構想の認定
対象者の追加及び
対象事業の拡大

中心市街地活性化法第１８条
では、ＴＭＯになり得る組織
として、商工会議所、商工
会、第三セクター特定会社、
第三セクター公益法人の４者
が挙げられいる。この該当組
織に、地縁住民自治組織、商
店街組織といった既存の地域
組織が含まれるよう同法の変
更又は緩和すること。
　取り扱う活性化の項目を商
業に限定せず、中心市街地に
求められる都市機能（福祉、
住宅、文化等）もその対象事
業として追加すること。

　現在、住民主体によるまちづくり活動を促
進させるための「パートナーシップによるま
ちづくり事業」を進めているが、まちづくり
に関する内容を最終的に決定するのは、行政
である。現在参加型まちづくりといった名称
により「住民参加」が標榜されているが、参
加型まちづくりは決定までの「仕組み」の中
には十分に取り入られていないのが現状であ
るといわざるを得ない。住民参加、住民によ
る決定した内容によってまちづくりを進めて
いくためには、それだけの権限、自治権を住
民側に付与し、本当の重み・責任を持たせな
ければ、本質的なパートナーシップとはなり
得ないし、まちづくりは進められない。
　当該事業では、住民主体によるまちづくり
活動を進めながら、その地域の問題・課題の
整理、それを受けて地域の将来像の検討、そ
して、その将来像を実現させるための計画づ
くりを行っている。しかし、できあがった計
画は、現状では地域内での合意、紳士協定的
なものでしかなく、何らかの権限や規制、拘
束力を持ち合わせていない。そこで、住民の
作成した計画、住民の意思をより確実に実現
するために、今回の中心市街地活性化法の運
用が必要である。

　平成１２年度現在、活性化基本計画を策定して
いる市町村は２０４存在するが、その反面、市町
村がＴＭＯ構想を認定した団体は３５団体のとど
まっている。これは、各自治体がＴＭＯ構想につ
いては、市民参加によりじっくりと取り組んで行
きたいといった意向が強いと考えられる。しか
し、既存のまちづくり制度にはない新しい試みで
あるＴＭＯにはいくつかの改善すべき課題が内在
していると考えられる。まず第１に、まちづくり
組織が成熟していない都市において、無理にＴＭ
Ｏを設立し、補助金の受け皿機関的に利用してい
る事例が見受けられる。周到な準備抜きにして本
来の機能を十分に発揮するＴＭＯの設立は困難で
あると考えられる。さらに、ＴＭＯのモデルとい
われるアメリカのＢＩＤでは、専任スタッフを配
置している。それらは、地元の市民組織などの指
導者だったものやショッピング・センターの経営
者や大企業の営業担当者からの転身組が多く、そ
のための専門のノウハウを持ち、経営能力が高い
のが特徴といえる。アメリカとは異なり、地縁住
民自治組織、商店街組織がある日本においては、
こうした地域組織をＮＰＯ等との連携のもとに積
極的に活かすことが重要である。次に、ＴＭＯ
は、中心市街地活性化法上では「中小小売商業高
度化事業構想の認定構想推進事業者」として位置
づけられている。ここでのＴＭＯは商業機能の活
性化に特化してしまっている。本来あるべきＴＭ
Ｏとしてのまちづくり会社になるためには、商業
機能だけではなく、福祉・居住・文化など総合的
なまちづくりの視点が必要とされるが、法律では
そのあたりにふれられていない。また、全国一律
に定められているため、より地域の実情に合わせ
た形での対応が難しくなっている。このような現
状を反映し、中心市街地に求められる都市機能を
ふまえたＴＭＯの位置づけ、再構築が必要であ
る。以上のように地域組織の活用、総合的なまち
づくりの視点に立った活性化を実現するために
は、右記の法令の改正、緩和が必要であると考え
ます。

5

中心市街地活性化法については、当方の所管
ではない。なお、教育・文化・スポーツを通
した地域づくりの観点から、
支援できるものについては積極的に対応して
まいりたい。

横浜市
ナショナル
アートパーク
構想

1253 1253060 081990
文化芸術基盤施設
整備

映像コンテンツのデジタル
アーカイブセンター、大学、
デジタル映像スタジオ、国際
文化芸術学術交流施設等の文
化芸術基盤施設の整備を行
う。

文化芸術基盤施設が設置されることにより、
文化芸術関連事業者を誘致しやすくなり、映
像コンテンツ産業やエンターテイメント産業
を振興することができる。

今後成長が期待される映像コンテンツ産
業やエンターテイメント産業の振興に
は、人材育成機関やスタジオ、交流施設
等の設置が不可欠である。

8

本提案は補助金の創設等、新たな財政措置の
導入を求めるものであり、地域再生構想の提
案対象外であると考える。

茨城県

鬼怒・小貝
花と水の交流
圏形成プロ
ジェクト

1274 1274050 082000
広域ウォーキング
トレイル整備に係
る各種施策の統合

　各省庁で実施する歩道等の
整備に関する各種補助事業に
ついて，市町村等が策定する
総合的な整備計画に基づく一
括採択を可能にする。

　市街地や自然環境，田園地区，歴史地区な
どを結ぶ広域的なウォーキングトレイルの整
備＜新設，拡幅，段差解消，電線地中化，古
道の再生等＞や休憩施設，案内標識などを整
備することによりウォーキングを活用した交
流人口の拡大を図る。

　ウォーキングのメッカづくりを進める
ため，本地域の持つ様々な資源を活か
し，市街地，神社・仏閣，河川，水田地
帯などを結ぶ広域的で多様性に富む
ウォーキングルートの計画的な整備を図
る。

歴史の道整備活用推進事業国
庫補助要項

古くからの道・運河等のうち、重
要な遺構等が残り、文化庁が選定
委員会を設けて選定した歴史の道
について、順次史跡指定に向けた
復元整備等を行っている。

3
各省庁が所管する各種の補助金は、それぞれ
の目的に応じて交付されるため、一括採択に
はなじまない。

提案の趣旨を踏まえ検
討されたい。

3

現段階において、各省庁の補助金を一
括採択することは困難であるが、「歴史
の道整備活用事業」の中で、要望の趣
旨に沿ったより効果的な補助事業の実
施に努める。

静岡県
静岡市
島田市
大井川
町
吉田町
金谷町
川根町
中川根
町
本川根
町

奥大井・南ア
ルプスマウン
テンパーク構
想

1326 1326030 082010
カモシカ保護地域
設定の早期実現

国に対して、カモシカの保護
と農林業被害防止の両立を図
るため、昭和54年の３庁合意
による「地域を限って天然記
念物に指定し保護する」とい
う方針の早期実施を求める。

・保護地域内ではカモシカの保護を最優先と
し、保護地域外ではカモシカの被害防止のた
めの捕獲を可能とする。
・これによって、農林業被害の軽減が図ら
れ、構想地域内の地場産業振興と両立する野
生動物保護が推進される。

カモシカの保護と被害防止の両立につい
ては、３庁合意が実施に至っていないこ
とから、早期実施を提案する。

昭和５４年８月３１日付け環
境庁、文化庁、林野庁合意

三庁合意に基づき、保護地域を設
定し、保護措置を講じている。 5

設定が計画されているカモシカ保護地域の一
部については、現在、関係機関により作業を
行っているところである。今後、保護地域を
全て設定した後に、地域を限って天然記念物
に指定することとしている。

提案の趣旨は、カモシ
カによる被害防止等の
観点から、保護区域と
それ以外の区域を分け
てほしいというもので
あり、関係省庁と連携
しつつ、どのような形
で趣旨を実現できるの
か検討の上、回答され
たい。

2 Ⅳ

カモシカの捕獲については、文化財保
護法における現行制度において、農林
業被害の状況等を踏まえ、文化庁長官
の許可を得て実施可能である。
さらに、科学的かつ計画的なカモシカの
管理がされていれば、カモシカ保護地域
外のカモシカの捕獲について、要件の
整ったものから、文化財保護法における
現状変更手続きを、都道府県へ権限委
譲を行う
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特定非
営利活
動法人
大阪屋
夢八倶
楽部

なにわ百年町 3007 3007010 082020
なにわ百年町の具
現化の障害となる
現行法の検討

なにわ百年町の具現化にあた
り障害となる現行の都市公園
法、建築基準法、高圧ガス保
安法、道路運送車両法、道路
法、消防法、道路交通法、電
気事業法の規制の検討。

１スペースレイアウト　　　　　　　　　町
の構造：長屋、町屋、商屋、芝居小屋、旅
籠、朝市、昼市、夜市の蔵、寺小屋、銭湯、
神社、仏閣、疎水と木船、橋等。　　町の機
能：商、祭、観、学、遊、時。　　環境、エ
ネルギー、インフラ：水素エネルギー、バイ
オマス、太陽光発電、バリアフリー、防災、
古民家移築　　　　　　　　　２特徴的な商
いや遊びなどのソフト　　　人を中心とした
商いを行う。　　　　　　３最新技術内容
CO2を排出しない燃料電池の移動体、有機物
からエネルギーを取り出すバイオマスエネル
ギー、ソーラーパネル

なにわ百年町の具現化にあたり現行の都
市公園法、建築基準法、高圧ガス保安
法、道路運送車両法、道路法、消防法、
道路交通法、電気事業法の規制が障害と
なる。

6
都市公園法、建築基準法等、提案にある事項
を所管していない。

平田村

平田ICを活用
した地域活
性･交流促進
事業構想

1271 1271060 082030

本構想の実施にあ
たり、国土交通省･
環境省･農林水産
省･経済産業省・総
務省･文部科学省な
どの公園整備･基盤
整備･地域活動に係
る助成･支援策の一
元化

同一地域で行われる同一また
は類似の政策目標を有する複
数の施策であって、複数の府
省に所管がまたがっているも
のについて、それらの施策を
統合して実施し、または進行
管理を調整する。

平田村の美しい自然や環境、多彩な産業展開
への取り組みを背景に、あぶくま高原道路平
田IC整備のインパクトを生かして、持続発展
的な地域経済の活性化と、周辺市町村はもと
より広域的な観光･文化交流を促進するた
め、平田IC周辺地域においてハード･ソフト
両面から、①『道の駅ひらた』整備計画、②
『あぶくま高原ファミリー牧場』整備計画、
『ほたるの里』河川公園整備計画に取り組む
ものです。

同じような施策内容であるにもかかわら
ず、府省が異なると手続きも異なり、ま
たその調整にも多大な時間と手間を要す
ることから、大きな特定目的の施策の場
合は、内容の統合化と窓口の一本化をし
ていただきたい。

6
要望自治体へ確認し、文化庁が所管する事業
への要望でないことを確認したところ。

東広島
市

合併に伴う都
市機能の再編
成

2039 2039070 082040
国合同庁舎建設の
ための省庁間の調
整

各地方機関の合同庁舎の早期
建設のための各省庁間の調
整。

各地方機関の施設・敷地の狭隘化の解消を図
るため、中心市街地への合同庁舎建設。

地方機関が市内各所にバラバラに存在し
ており、また、施設・敷地の狭隘化が課
題となっている。

文部科学省は地方機関を持ってい
ないため対応不可。

8

文部科学省は地方機関を持っていないため対
応不可。

福岡市
福岡アジアビ
ジネス交流拠
点都市構想

2079 2079010 082050
対日直接投資総合
案内窓口の地方へ
の設置

現在、東京のみに設置されて
いる対日直接投資総合案内窓
口を、対内投資を促進する地
域にも設置し、関係省庁の地
方出先機関の対内投資担当窓
口を一元化することにより、
中国や韓国をはじめとした海
外からの進出に対応する。

本市では、外国企業の進出支援のためのワン
ストップサービス機能を持つ「アジアビジネ
ス支援センター」を設置する予定であるが、
同センターと関係省庁の地方出先機関の対内
投資担当窓口との連携により、より効果的な
外国企業の誘致を図る。

地方に進出してくる外国人事業者にとっ
て、日本で事業を実施する際に必要とな
る手続きは煩雑で分かりにくく、具体的
に進出を検討する際の障害となってい
る。そのため、地方における対内投資の
促進にはこのような総合案内窓口機能が
必要である。

対日直接投資総合案内窓口の
設置・運営に関する基本的考
え方（対日投資会議議長決
定）、文部科学省における対
日直接投資総合案内窓口の運
営に関する細則

文部科学省に対日直接投資総合案
内窓口を設け、民間事業者、地方
自治体又は関係機関からの照会に
対し、対日直接投資に係る情報を
提供している。

5

　各省庁に設置している「対日直接投資総合
案内窓口」は民間事業者だけでなく、各地方
自治体又は関係機関からの照会も受け付けて
おり、既に地方自治体からの問合せ等に対応
している。

提案者は、対日直接投
資総合案内窓口の地方
における設置を要望し
ており、これについて
検討し回答されたい。

5

　平成15年５月に、各省庁及びＪＥＴＲＯ
に設置した「対日直接投資総合案内窓
口」において、既に民間事業者だけでな
く、各地方公共団体及び関係機関等か
らの照会も受け付けており、地方公共団
体からの問い合わせ等にも対応してい
る。今後、現行制度において地方自治
体から利用しづらい点があるのであれ
ば、必要に応じ、関係省庁の地方支分
部局にも同様の窓口を設置することも含
めて検討していくこととしたい。

枚方市
福祉コミュニ
ティ・ビジネ
ス構想

2141 2141010 082060
ＮＰＯ活動等の活
性化支援

コミュニティサービスを実施
するNPO法人や社会福祉法人等
への、運営・活動を活性化す
る為のアドバイザー派遣や人
材の研修・育成、活動支援な
どに要する経費に対して、地
方財政措置を講じることで、
事業者の確保や事業内容の充
実が図れる。

地域福祉事業に実績を持つNPO法人や社会福
祉法人等が障害者を雇用し、高齢者・障害者
対策事業、地域や子育て支援事業に関して、
公的施策制度に乗り難い部分を、地域福祉事
業に実績を持つNPO法人社会福祉法人等が障
害者を雇用しニッチ産業としてコミュニティ
ビジネスを展開する上で必要なアドバイザー
派遣や人材の研修・育成、活動助成などを行
う。

公的な施策や制度が整備される中でも、
日常生活において、高齢者や障害者そし
て子育てなどで、様々なニーズが存在し
その部分をカバーする為にNPO法人や社会
福祉法人等の民間活力を活用することで
事業展開をめざす。そのために、活動支
援の為の財政的措置を講じる必要があ
る。

５，８

　本提案は新たな財政措置の導入を求めるも
のであり、地域再生構想の提案対象外である
と考える。なお、教育・文化・スポーツによ
る地域づくりを総合的に支援するために文部
科学省内に設けた「地域づくり支援室」の活
動を通じて、地域づくりに係る相談への対応
や情報の提供など、支援できるものについて
は、積極的に対応してまいりたい。
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愛媛県
愛媛県公共施
設木材利用推
進構想

2149 2149010 082070

　各省庁の公共施
設整備事業におけ
る木造化推進の徹
底

　　　国においては、平成８
年７月、関係省庁における木
材利用推進の円滑な実施が図
られるよう、「木材利用推進
関係省庁連絡会議」を設置
し、木材利用推進に関する情
報交換等を行うとともに、林
野庁から各関係省庁に対し、
各種施策の実施に当たり、積
極的な木材利用の促進につい
て依頼しているところである
が、未だに徹底されていない
ことから、今後、さらに連絡
会議の趣旨を徹底するととも
に、各省庁の公共施設整備事
業等の導入に当たっては、可
能な限り木造化が図られるよ
うな施策とすること。

　現在、全庁的に公共施設の木造化に取り組
んでいる「公共施設等木材利用推進連絡会
議」において、毎年、翌年度に建設予定であ
る県、市町村、学校・医療法人等の木造化が
促進され、多くの木材資源を有する農山村地
域における雇用の場が確保されるとともに、
林業・木材産業や地域経済の活性化が期待さ
れる。

　農山村における地域経済の活性化や木
質資源を活用した資源循環型社会の構築
に当たり、その普及のための公共施設の
木造化を推進するためには、その障害と
なっている制度等について、国、県、一
体となった取り組みが必要である。

公立学校施設整備費補助要項
公立学校施設の整備に当たり、木
材の活用に必要となる経費につい
ても国庫補助の対象としている。

6

木材を活用した公立学校施設の整備に係る国
庫補助については、提案で指摘されているよ
うな事項について、特段の規制を設けていな
い。

岡山県
岡山グリーン
バイオ・プロ
ジェクト

2163 2163090 082080

環境学習、識別
マークの普及等に
よるグリーンバイ
オの啓蒙啓発

学校や生涯学習センター等で
の環境学習の推進、識別マー
クの普及拡大など、バイオマ
スプラスチック等の普及啓発
や広報活動を推進する。

本支援措置により、バイオマスプラスチック
製品等の利用に係る国民の環境意識や消費選
好の向上等を図り、同製品等の利用拡大を図
る。

環境学習等を通じたバイオマスプラス
チック製品等の利用に係る国民意識の高
揚、同製品等の利用に当たっての識別措
置などは、市場創出において極めて重要
であり、本支援措置により、これが推進
される。

ｈ 特になし 5 －

学校や社会教育施設において、ご提案にある
バイオマスプラスチック等の地域の学習資源
を積極的に活用し、環境教育・環境学習を推
進することは有意義である。今後とも、学校
や社会教育施設において、環境教育・環境学
習が推進されるよう努めてまいりたい。

磐梯町

歴史と文化か
ら国際人の感
性教育による
再生事業

1228 1228010 082090
外国語指導助手、
教師、講師の採用
緩和

外国語指導助手の期限延長、
外国人の外国語教師・講師の
免許外採用

外国人から直接耳で聞き、答える発音を幼
児、児童から教育することにより、活きた英
語の教育が出来る。

幼稚園、小学校に英会話の授業を取り入
れ、活きた会話を進めるにあたり、英語
教育の継続性から、ＪＥＴプログラムに
よるＡＥＴ契約期間の再契約３年という
期間の延長と、外国人の教師・講師の日
本の教員免許なしの採用が必要であるた
め。

〔契約期間延長について〕
特になし
〔外国人の採用について〕
教育職員免許法第３条の２、
第5条第2項～第4項、第18条

〔契約期間延長について〕現在、JETプロ
グラム参加者における再契約回数の上限
は、最高４回まで可能であり、３年間の契
約満了者で特に勤務実績・日本語能力等が
優秀な者については、「小学校専属ALT」
または「専任PA」として最高５年間勤務が
可能となっている。　なお、契約年数を限
定しているのは、本事業が「外国青年招致
事業」の性格を有するので、なるべく多く
の外国青年による参加を望んでいるため。
〔外国人の採用について〕ＡＬＴを含めた
優れた知識経験や技能を有する者について
は、任命又は雇用しようとする者からの推
薦に基づき、都道府県教育委員会が行う教
育職員検定を経て特別免許状を授与するこ
とにより、講師として単独で教壇に立つこ
とが可能である（第５条第２項・第３
項）。
また、任命又は雇用しようとする者から都
道府県教育委員会への届け出により、特別
非常勤講師として現状でも英語などの教科
の領域の一部（例えば英会話など）につい
て単独で授業が可能である（第３条の
２）。（参考：平成１４年度実績　３県で
１３人のALTが特別非常勤講師として単独
授業を実施している）
なお、外国において授与された免許状を有
する者や、外国の学校を卒業等した者につ
いては、都道府県教育委員会が行う教育職
員検定により、我が国の各相当の免許状を
授与することができる（第１８条）。

〔契約
期間延
長につ
いて〕
5：現
行の規
定、取
扱い等
により
既に実
現が可
能

〔外国
人の採
用につ
いて〕
5：現
行の規
定、取
扱い等
により
既に実
現が可
能

〔契約期間延長について〕
5.現行の規定、取扱い等により既に実現が可
能
※再契約に関する規定参照

〔外国人の採用について〕
5.現行の規定、取扱い等により既に実現が可
能
※ＡＬＴを含めた優れた知識経験や技能を有
する社会人や外国人については、特別免許状
や特別非常勤講師の制度などを活用すること
により、講師として任用し単独で指導を行う
ことが可能である。

昭和村

過疎小規模校
の教育環境の
充実による地
域再生計画

1059 1059010 082100
過疎小規模校にお
ける教職員の増員
配置

過疎少子化による小規模校の
複式学級解消が図られるよう
過疎地域の特例措置として教
職員の定数を定める。

複式学級の解消と小中校舎統合による小中連
携教育により、小規模校の特性と地域の独自
性を生かした教育を行う。

本村では、小学校全生徒で４０人を割っ
ている現状にあり益々過疎少子化が進む
中にあって、教育機会の均等、教育の充
実、などに不合理な教育環境にある。

公立義務教育諸学校の学級編
制及び教職員定数の標準に関
する法律第七条

義務標準法で定められる教職員定
数は、全国どのような学校におい
ても通常の教育活動が行えるよ
う、学校規模等の指標となる学級
数等により、最低限必要と考えら
れる教職員定数を都道府県全体の
総数として定めているものであ
る。なお、個別の学校への配置に
ついては、都道府県教育委員会が
児童生徒の実態等を考慮し、決定
している。

5

義務標準法で定められる教職員定数は都道府
県全体の総数として定められるものであり、
具体の教職員配置については、その総数の中
で、児童生徒の実態等を考慮し、都道府県教
育委員会の判断により行うことが可能であ
る。
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長野県
コモンズの視
点からの人づ
くり

1069 1069020 082110
幼稚園設置基準の
緩和

幼稚園設置基準第2条の規定を
改正し、設置基準の位置付け
を最低基準から標準的な目安
に変更する。

幼稚園設置基準の緩和により、幼稚園の新設
や学校法人の保育所設置を容易にし、地域へ
の多様な教育・保育サービスの提供を可能と
し、地域雇用の促進創出及び地域経済の活性
化を図る。

　例えば、定員20名程度の小規模施設で
も学齢別学級編成をすると3学級分の運動
場面積を確保しなければならないこと
や、保育所を併設する幼稚園の運動場面
積は、幼保それぞれの基準面積を確保す
る必要があることなど、現行の幼稚園設
置基準が最低基準であることから、弾力
的な幼稚園運営や幼稚園の保育所併設を
阻害しており、地域の実情に対応するも
のになっていない。
　そこで幼稚園設置基準の位置付けを最
低基準から標準的な目安に変更し、幼稚
園の新設や学校法人の保育所設置を容易
にすることにより、地域に多様な教育・
保育サービスを提供するとともに、地域
雇用の創出や地域経済の活性化に寄与す
る。

・幼稚園設置基準第二条
・幼稚園と保育所の施設の共
用化等に関する指針

・幼稚園設置基準第四条

幼稚園設置基準は、幼児を保育
し、適当な環境を与え、その心身
の発達を助長するために必要な最
低の基準を示したものである。

「幼稚園と保育所の施設の共用化
等に関する指針」に基づき、幼稚
園と保育所の一体的な運営を行う
施設を設置することが可能となっ
ている。

幼稚園の学級編成は、同一年齢の
幼児によって編成することを原則
とする。

３・
４・５

　文部科学省では、厚生労働省と連携し、
「幼稚園と保育所の施設の共用化等に関する
指針」を策定したほか、幼稚園と保育所の一
体的な運用を促進する観点から、特区におい
て、①幼稚園における幼稚園児と保育所児等
の合同活動の特例（８０７）、②幼稚園と保
育所の保育室の共用化の特例（８２３）な
ど、幼稚園と保育所の連携を推進すための特
例を設けてきた。
　幼稚園設置基準は、幼児を保育し、適当な
環境を与え、その心身の発達を助長するため
に必要な最低の基準を示したものであるた
め、「最低の基準」から「標準」に改める
と、幼児にとって教育上・安全上必要な最低
限の環境が確保できなくなる。
 このため、幼稚園設置基準の性格そのもの
を改めるのではなく、特区における特例等を
活用し、保育所との連携の観点からの弾力的
な取扱を行うことで対応することが適当であ
る。
　例えば、例にあるような、定員二〇名程度
の小規模の幼稚園であれば、異年齢の幼児に
よる学級編成も例外的に認められ得ると考え
る。

袋井市

協働により実
現する若い世
代が安心して
働き、子育て
ができるまち

1167 1167050 082120
預かり保育の対象
園児の緩和

預かり保育は、当該幼稚園に
在園する幼児で、保護者が預
かり保育を希望する幼児を対
象として行う教育活動である
が、在園幼児以外の幼児等も
受入も可能とする。

預かり保育は、当該幼稚園に在園する幼児
で、保護者が預かり保育を希望する幼児を対
象として行う教育活動であるが、在園幼児以
外の幼児等も受入も可能とする。

幼児は預かり保育、児童は放課後児童ク
ラブと世代によって支援体制が異なって
いる。これを一元化し、地域やＮＰＯ団
体に委託して実施することは、子育て支
援体制の充実はもとより、ＮＰＯ団体の
育成や小さな行政の推進につながる。幼
い子供を持つ共働き世帯が仕事と子育て
の両立ができ、より安心して就労できる
環境を整備するためにも、これらを一元
化して委託実施したいが、その場合に
は、既存の放課後児童クラブについて、
放課後児童健全育成事業費等補助金交付
要綱の対象外となる懸念もある。また、
現在、本市の放課後児童クラブは、地域
組織やＮＰＯに委託して実施している
が、預かり保育は市直営である。基本的
には、民にできることは民での実施を基
本に、預かり保育についても民の活用が
図られることを望むものである。

「幼稚園における放課後児童
健全育成事業について」（平
成１５年５月文部科学省幼児
教育課長・私学行政課長・厚
生労働省育成環境課長通知）

市町村が、幼稚園本来の活動に支
障のない限り、幼稚園の園舎等を
使用して、幼稚園の教育活動終了
後に、当該幼稚園に在園しない幼
児を含めた保育や放課後児童健全
育成事業を実施することは、現行
制度上でも可能である。
また、幼稚園設置者の管理責任等
を明らかにし、幼児の教育上・安
全上適切な環境の下で委託するの
であれば、このような事業をＮＰ
Ｏ等に委託することも、現行制度
上で可能である。

5

市町村が、幼稚園本来の活動に支障のない限
り、幼稚園の園舎等を使用して、幼稚園の教
育活動終了後に、当該幼稚園に在園しない幼
児を含めた保育や放課後児童健全育成事業を
実施することは、現行制度上でも可能であ
る。
また、幼稚園設置者の管理責任等を明らかに
し、幼児の教育上・安全上適切な環境の下で
委託するのであれば、このような事業をＮＰ
Ｏ等に委託することも、現行制度上で可能で
ある。

野田市

ユビキタス・
スタディ＆
ワーク～生涯
学習環境の高
度化と雇用創
出

1175 1175010 082130
地域に根ざした定
時制高校の創設

学校教育法第2条で制限されて
いる学校の設置者の要件を緩
和し、NPO法人等の真に教育に
情熱を持った団体による学校
の運営を認める。

千葉県立高等学校再編計画により廃止予定と
なっている当市内の定時制高校（野田高校）
は、①学力的な問題で他の高校に進学できな
い生徒の受け口となっていること、②不登校
等の問題で、他の高校に進学できない生徒の
受け口になっていること、③中途退学等で再
出発を望む生徒の受け口となっていること、
④身体障害児を積極的に受け入れていること
等から、当該生徒の進学先としてニーズが高
く、県が代替を予定している他の定時制高校
とは生徒の進学ニーズに大きな差があるな
ど、その存続の必要性はきわめて高い。その
解決策として、限られた財源の中で教育の質
を維持した上で最大限の教育を実現すること
を主眼として、高校の運営経験を有する教員
OB等からなるNPO法人を設立し、当該定時制
高校の運営を委託する。

文部科学省が検討している公設民営方式
による高等学校の運営委託先としては、
学校法人など安定的な経営基盤と学校教
育に関する十分な実績を有する者を想定
しているが、今回当市が提案している定
時制高校の委託先としては、文部科学省
が想定する委託先では、学校を運営する
上での経費的な問題や定時制高校を受け
入れるメリットという点で難しいものが
ある。当市が想定するNPO法人は、学校経
営の安定性・継続性、教育の実績という
点を十分考慮したものであり、委託先の
是非については、学校法人等であるなど
の従来の制度的裏付けを前提にするので
はなく、実質的にその団体が公教育を実
践する団体としてふさわしいかどうかを
個別具体的に判断するべきである。

学校教育法第5条
学校の設置者がその設置する学校
を管理・運営する。

7

公立学校の民間への管理運営委託の在り方に
ついては、「骨太の方針2003」や「構造改革
特区の第３次提案に対する政府の対応方針」
等 を踏まえ、現在、中央教育審議会におい
て検討中である。

千代田
区

児童の教育・
健全育成と連
携した地域活
性化構想

1182 1182020 082140

地域再生に資する
施設について学校
との併設規制を緩
和

飯田橋駅から靖国通りにかけ
て早稲田通りの連続性を持た
せて賑わいを創出するため、
地域再生に資する施設につい
て、学校との併設規制を緩和
する。

小学校、こども園（幼稚園と保育園の一元化
施設）、児童館の機能を持つ複合施設を整備
に併せて、地域再生に資する施設を併設し、
早稲田通りの賑わいを創出する。

学校を含む複合施設整備だけでは、早稲
田通りの連続性を持たせた賑わいの創出
が困難なため。

学校施設の建築に当たり、その施
設の内容、位置、他の施設との併
設については、学校施設の設置者
である地方公共団体が判断するも
のである。

5

学校に他の施設を併設するに当たり、当省と
して、法令等により特段の規制を設けておら
ず、地方公共団体の判断により、提案の趣旨
を実現することは可能である。
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08　文部科学省　再検討要請回答

15.提
案主
体名

19.地域再生
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a.地域
再生構
想管理
番号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のた
めの支援措置に
係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援
措置に係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する法
令、告示、通達等の定め

38.制度等の現状

39.措
置等
の分
類

40.措
置等
の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室
から各府省庁への再
検討要請

45.「措
置等
の分
類の
見直し

46.措
置等
の内
容の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁か
らの回答

福島県
ふくしまバイ
リンガル構想

1203 1203010 082150

ＡＬＴ（外国語指
導助手）の契約更
新の年限（３年）
撤廃又は延長

ＡＬＴ（外国語指導助手）は
３年を超えて契約を更新する
ことができないこととなって
おり、この年限を撤廃又は延
長する。

（具体的内容）
(1)教員派遣・教員研修事業
(2)生徒研修事業
(3)交流・コンテスト事業
(4)地域交流事業
(5)語学指導等を行う外国青年招致事業
上記事業を実施するに当たりＡＬＴ（外国語
指導助手）を有効に活用する。
（効果）
英語を自由に駆使できる人材を多数輩出し、
その人材が地域の活性化を担う。バイリンガ
ル地域をアピールすることにより、観光等の
サービス産業の活性化や外資系企業誘致等が
促進され、地域経済の発展及び雇用の創出に
貢献できる。
（支援措置の必要性）
人材育成には、教員の確保が大きな課題であ
り、ＡＬＴの活用は欠かせない。ＡＬＴの契
約更新の年限（３年）を撤廃又は延長するこ
とにより、意欲と能力の高い人材をより長期
に活用することができる。
さらに、必要に応じて単独で授業ができるよ
うになれば学校の状況に応じた柔軟な対応が
可能となる。

ＡＬＴ（外国語指導助手）は３年を超え
て契約を更新することができないが、
「英語」が使える人材を育成するために
は、第一に英語を教える優秀な人材の確
保が欠かせない。そうした中、ＡＬＴは
重要な役割を果たしており、意欲があり
高い指導力を身に付けた人材をできるだ
け長く活用したい。
さらに、助手としてだけでなく、必要に
応じて単独で授業ができるようになれば
学校の状況に応じた柔軟な対応が可能に
なる。

特になし

〔契約年数の廃止または撤廃につ
いて〕
現在、JETプログラム参加者にお
ける再契約回数の上限は、最高４
回まで可能であり、３年間の契約
満了者で特に勤務実績・日本語能
力等が優秀な者については、「小
学校専属ALT」または「専任PA」
として最高５年間勤務が可能と
なっている。　なお、契約年数を
限定しているのは、本事業が「外
国青年招致事業」の性格を有する
ので、なるべく多くの外国青年に
よる参加を望んでいるため。

5
現行の規定、取扱い等により既に実現が可能

※再契約に関する規定参照

福島県
ふくしまバイ
リンガル構想

1203 1203020 082160

ＡＬＴがＴ・Ｔだ
けでなく単独で授
業が行えるよう運
用を弾力化

ＡＬＴ（外国語指導助手）が
助手として職務に従事すると
なっている部分を、必要に応
じて単独で授業ができるよう
にする。

（具体的内容）
(1)教員派遣・教員研修事業
(2)生徒研修事業
(3)交流・コンテスト事業
(4)地域交流事業
(5)語学指導等を行う外国青年招致事業
上記事業を実施するに当たりＡＬＴ（外国語
指導助手）を有効に活用する。
（効果）
英語を自由に駆使できる人材を多数輩出し、
その人材が地域の活性化を担う。バイリンガ
ル地域をアピールすることにより、観光等の
サービス産業の活性化や外資系企業誘致等が
促進され、地域経済の発展及び雇用の創出に
貢献できる。
（支援措置の必要性）
人材育成には、教員の確保が大きな課題であ
り、ＡＬＴの活用は欠かせない。ＡＬＴの契
約更新の年限（３年）を撤廃又は延長するこ
とにより、意欲と能力の高い人材をより長期
に活用することができる。
さらに、必要に応じて単独で授業ができるよ
うになれば学校の状況に応じた柔軟な対応が
可能となる。

ＡＬＴ（外国語指導助手）は３年を超え
て契約を更新することができないが、
「英語」が使える人材を育成するために
は、第一に英語を教える優秀な人材の確
保が欠かせない。そうした中、ＡＬＴは
重要な役割を果たしており、意欲があり
高い指導力を身に付けた人材をできるだ
け長く活用したい。
さらに、助手としてだけでなく、必要に
応じて単独で授業ができるようになれば
学校の状況に応じた柔軟な対応が可能に
なる。

教育職員免許法第３条の２、
第５条第２項～第４項、第１
８条

〔ALTがT･Tだけでなく単独で授業
が行われるよう運用の弾力化につ
いて〕
ＡＬＴを含めた優れた知識経験や
技能を有する者については、任命
又は雇用しようとする者からの推
薦に基づき、都道府県教育委員会
が行う教育職員検定を経て特別免
許状を授与することにより、講師
として単独で教壇に立つことが可
能である（第５条第２項・第３
項）。
　また、任命又は雇用しようとす
る者から都道府県教育委員会への
届け出により、特別非常勤講師と
して現状でも英語などの教科の領
域の一部（例えば英会話など）に
ついて単独で授業が可能である
（第３条の２）。（参考：平成１
４年度実績　３県で１３人のALT
が特別非常勤講師として単独授業
を実施している）
  なお、外国において授与された
免許状を有する者や、外国の学校
を卒業等した者については、都道
府県教育委員会が行う教育職員検
定により、我が国の各相当の免許
状を授与することができる（第１
８条）。

5

現行の規定、取扱い等により既に実現が可能

 ＡＬＴを含めた優れた知識経験や技能を有
する社会人や外国人については、特別免許状
や特別非常勤講師の制度などを活用すること
により、講師として任用し単独で指導を行う
ことが可能である。

小野町
健康・安心の
まちづくりに
よる地域再生

1240 1240070 082170

公費による外国人
の教員としての採
用と教育プログラ
ムへの英語の授業
の導入

公費による外国人の教員とし
ての採用と幼稚園、小学校か
らの教育プログラムへの英語
授業の導入を可能とし、早期
導入により国際化への対応を
図るために、教育プログラム
への外国語追加をお願いした
い。

幼稚園、小学校の教育プログラムに外国語が
導入されることで、幼児期から外国語（英
語）に親しむことができ、国際化に対応しう
る英語力（語学力）の向上を目指すとともに
国際社会への関心と理解が高まるものと期待
される。

現在の学校教育法においては、幼稚園、
小学校においては外国語は教育課程に明
記されていないが、外国語を追加するこ
とにより語学力（英語力）の向上と国際
理解が深まるものと期待される。

学校教育法施行規則第７６条
幼稚園教育要領

学校教育法施行規則24条、24
条の2、25条、53条、54条、
54条の2等
文部科学省告示第56号　等

各幼稚園において、幼稚園教育の
目的に反しない範囲において、外
国語に親しむことを目的とした活
動を取り入れることは、現行制度
上可能である。

各学校は、学習指導要領等の教育
課程の基準に基づいて、教育課程
を編成・実施するものとされてい
る。
また地方自治体が、「構造改革特
別区域研究開発学校設置事業
（802）」を認定を受けること
で、教育課程の基準によらない教
育課程の編成・実施が可能とな
る。

5、4

各幼稚園において、幼稚園教育の目的に反し
ない範囲において、外国語に親しむことを目
的とした活動を取り入れることは、現行制度
上可能である。
小学校において、外国語教育を行うことは現
在でも「総合的な学習の時間」における国際
理解教育の一環として多くの学校で行われて
いる。また、学校が教育課程に「英語科」を
新設することについては、「構造改革特別区
域研究開発学校設置事業」により実施可能で
ある。
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47.再検討要請に対する各府省庁か
らの回答

豊橋市
多文化共生ま
ちづくり構想

1261 1261070 082180
県立高校における
外国籍生徒受入の
拡大

県立高校における外国籍生徒
の特別枠拡大及び指導体制の
充実、ブラジル人学校卒業生
への日本の高校受験資格の緩
和を図る。

県立高校で外国籍生徒を受け入れることによ
り、外国籍生徒の日本での生活に希望を与え
ることにより、進学・就職しない子どもたち
の非行化・犯罪化を抑制できる。

外国籍生徒の高校進学率、就職率は低
く、進学・就職しない子どもたちの非行
などが社会問題となっているため。

学校教育法施行規則第５４条
の４、同法施行規則５９条

県立高校における学力検査は、当
該高等学校を置く教育委員会が行
い、入学は、入学者の選抜に基づ
いて、校長がこれを許可する。

5
地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容は、都道府県教育委員会が行う自治事務
である。

富山県
キャリアアッ
プ教育推進構
想

1298 1298010 082190

　公立高校でのイ
ンターンシップ実
施に係る教員の加
配と諸経費の確保

　公立高校でのインターシッ
プ実施に係る教員の加配と
キャリアアップ教育推進事業
費の重点的配分

　公立高校の専門学科において、3年間で1ヶ
月間のインターンシップを実施し、それを単
位認定する

　企業は即戦力の人材を必要としてお
り、総合的なキャリアアップ教育の推進
が必要となっている。その一貫として、
高校での長期のインターンシップを実施
する。

公立高等学校の適正配置及び
教職員定数の標準等に関する
法律第二十二条第五号

インターンシップなどの就職支援
にかかる教員の加配については、
高校標準法第二十二条第五号に基
づき、教育指導の改善に関する特
別な研究として、都道府県からの
加配申請に基づき措置していると
ころである。

5

高校標準法第二十二条第五号に基づき、教育
指導の改善に関する特別な研究（就職支援教
員）として、都道府県から加配の申請があれ
ば、措置することが可能である。

多治見
市

多治見市教育
再生計画

1380 1380020 082200
統合教育推進のた
めの加配教員の定
数化

現行の公立義務教育諸学校の
学級編制及び教職員定数の標
準に関する法律には統合教育
や学習障害（ＬＤ）、注意欠
陥多動性障害（ＡＤＨＤ）の
子どもに対する教員数の配慮
がなされていない。統合教育
やＬＤ等に細かく対応できる
教職員定数の在り方を求め、
子どもたちの教育機会の保障
をするもの。

22に記載した意義・目標を達成するために、
障害をもつ子どもともたない子どもとが、ひ
とつの集団のなかで学習をする。教員を加配
することにより、その子どもにあった学習効
果の向上が期待できる。また、教職員の雇用
拡大にもつながる。

統合教育を推進したくとも現行の教職員
定数では十分ではなく、個に応じた授業
が難しい。また、この取組みに対する配
置の根拠がない。県の学校支援員配置事
業についても緊急雇用創出特別事業の一
環であり、少数かつ臨時的な措置である
ため加配教員配置を公立義務教育諸学校
学級編制及び教職員定数の標準に関する
法律上明確にして制度化を求めるもの。

義務標準法で定められる教職員定
数は、全国どのような学校におい
ても通常の教育活動が行えるよ
う、学校規模等の指標となる学級
数等により、最低限必要と考えら
れる教職員定数を都道府県全体の
総数として定めているものであ
る。また、加配教員については、
児童生徒の個々の状況等に応じ、
予算の範囲内で特例的に教員措置
を行っているものである。なお、
個別の学校への教職員配置につい
ては、都道府県教育委員会が児童
生徒の実態等を考慮し、決定して
いる。

5

義務標準法で定められる教職員定数は都道府
県全体の総数として定められるものであり、
具体の教職員配置については、その総数の中
で、児童生徒の実態等を考慮し、都道府県教
育委員会の判断により行うことが可能であ
る。なお、LD児童生徒等に対する配慮につい
ては、義務標準法第十五条第二号による措置
（児童生徒支援加配）によって特例的に教員
加配を行うことも可能である。

熊本県
熊本型福祉で
まちづくり構
想（案）

2047 2047030 082210

医療的ケアを必要
とする児童生徒に
対応した支援制度
の創設

日常的・継続的に医療的行為
を要する児童生徒に対応する
ため、養護学校等に対して医
療機関から看護師を派遣する
等医療的ケアを必要とする児
童生徒に対応する取組みにつ
いて、厚生労働省と文部科学
省とが連携した支援制度の創
設を図る。

日常的・継続的に医療的行為を要する児童生
徒に対し、看護師による医療的ケアを提供す
ることにより、当該児童生徒のＱＯＬの向上
が図られるとともに、当該看護師に係る雇用
創出効果も見込まれる。

現在は、養護学校等への看護師派遣等の
制度がないため、児童生徒に係る医療的
ケアは、保護者が学校に出向いて行って
いる状況にある。

特になし

看護師資格のある適切な人材を常
勤の教職員として又は、常勤の定
数を活用した非常勤職員として自
治体が弾力的に配置することは可
能である。

5

看護師資格のある者は、医師の指示の下で医
療行為を行うことが可能である。ただし、そ
の実施に当たっては、医療行為の適切な実施
のための組織体制の整備と責任体制の明確
化、主治医の指示を含めた医療機関との連携
体制の整備、教職員の研修など学校における
適切かつ安全な教育を行えるよう体制を整備
することが重要であり、「養護学校における
医療的ケアに関するモデル事業」を通じて、
厚生労働省と連携しながら、このような体制
の整備に努めているところである。
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08　文部科学省　再検討要請回答
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番号
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c.管理
コード

27.地域再生のた
めの支援措置に
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（事項名）

28.地域再生のための支援
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31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
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38.制度等の現状

39.措
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類

40.措
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41.措置等の概要（対応策）
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47.再検討要請に対する各府省庁か
らの回答

愛媛県
愛媛県公共施
設木材利用推
進構想

2149 2149040 082220
　各省庁の設置基
準の改正

・特別養護老人ホームの設備
及び運営に関する基準(平成11
年3月31日厚生労働省令第46
号）
・身体障害者厚生援護施設の
設備及び運営に関する基準(平
成15年3月12日厚生労働省令第
21号）などによる木造化の制
限の緩和

　現在、全庁的に公共施設の木造化に取り組
んでいる「公共施設等木材利用推進連絡会
議」において、毎年、翌年度に建設予定であ
る県、市町村、学校・医療法人等の木造化が
促進され、多くの木材資源を有する農山村地
域における雇用の場が確保されるとともに、
林業・木材産業や地域経済の活性化が期待さ
れる。

　農山村における地域経済の活性化や木
質資源を活用した資源循環型社会の構築
に当たり、その普及のための公共施設の
木造化を推進するためには、その障害と
なっている制度等について、国、県、一
体となった取り組みが必要である。

幼稚園設置基準第８条第１項

園舎は、二階建て以下を原則とす
る。園舎を二階建てとする場合及
び特別の事情があるため園舎を３
階以上とする場合にあっては、保
育室、遊戯室及び便所の施設は、
第一階に置かなければならない。
ただし、園舎が耐火建築物で、幼
児の待避上必要な施設を備えるも
のにあっては、これらの施設を第
二階に置くことができる。

3

　提案主体の具体的な要望内容が不明確であ
るが、保育室等を第二階に置く場合には、火
災などの事故が発生した場合に幼児の安全を
確保するという観点から、①耐火建築物であ
ること　②幼児の待避上必要な施設（すべり
台など）を置くことが必要である。
　なお、保育室を二階に置く場合であって
も、その内装等に木材を使用することを規制
しているものではない。

提案者の要望は、公共
施設の木造化を促進し
てほしいとのことであ
るが、その趣旨を実現
するためにはどうすれ
ばいいか再度検討され
たい。

2 Ⅶ

　今回の提案で指摘のあった幼稚園設
置基準第８条第１項の規定に関しては、
保育室を２階に置く場合であっても、幼
稚園設置基準ではその内装等に木材を
使用することを規制していない。また、平
成１０年の建築基準法の改正により、一
定の性能を満たせば、木造による耐火
建築物の設置も可能である。
　文部科学省では、学校における木材
の活用を進めるため、教育委員会の施
設担当者や県林政部担当者などを対象
とした講習会、事例集の作成により、木
材利用の推進を行っているが、これらの
機会を利用し、上記のように幼稚園にお
いても木材を活用した施設の設置が十
分可能であることの周知を図っていくこ
ととする。

財団法
人本庄
国際リ
サーチ
パーク
研究推
進機構
／
学校法
人早稲
田大学

エコユーザー
の育成と参加
を通じた <自
律･循環>の地
域づくり

3043 3043060 082230

多様な履修カリ
キュラムの編成に
対する学習指導要
領の適用緩和

【生涯環境教育①】
●多様な履修カリキュラムの
編成に対する学習指導要領の
適用緩和
※生涯教育的な観点からの環
境教育を、「小・中・高・大
学」一貫した独自のプログラ
ムにより実行していく上で必
要となる多様な履修カリキュ
ラムの編成に当たり、現行学
習指導要領の適用緩和の特
例、もしくは同要領に基づく
教育課程の弾力化を認可した
「特区研究開発校制度」にお
いて文部科学大臣の認定を必
要とする事項についての地方
公共団体への権限委譲を提案
したい。

◆小・中・高校から大学までの一貫した環境
教育プログラムとその方法論の開発・実証
＊地域全体として、「エコユーザー」の育成
を生涯教育的観点から進めていくために、初
等教育の段階から成人以後にかけての一貫し
た独自の環境教育のプログラムを開発・実践
する。
＊具体的には、学科・領域を横断した環境に
関する総合的知識の習得を基礎に、市民参加
型及び実地一体型の環境教育や環境インター
ンシップの制度化など、地域の実生活と結び
ついた体験・参加型学習を系統的に行うこと
を通じて、世代を越えたエコユーザー層によ
る環境配慮意識の向上、エコ活動への参加促
進を図る。
＊以上の実施・運営に当たっては、早稲田大
学との全面的な連携・協力をもとに、（財）
本庄国際リサーチパーク研究推進機構が新た
な基金の増設等により、地域内の公立校等と
の協働が可能な環境教育専門機関を創設する
（おおむね３年後を目途に準備)。

①左記事業の効果的な実施に当たって
は、地域内の公立・私立の小・中・高校
等との緊密な連携・協働のもと、地域の
環境問題や市民活動等の実情を踏まえた
多様な履修カリキュラムの編成と柔軟で
自由度の高い実行プロセスが不可欠であ
り、このためにも学習指導要領に基づく
現行教育課程にとらわれない特例措置の
適用が必要である。
②小中学校、高校・大学間において一貫
した同様の環境教育プログラムを提供す
ることができるように、既存の特区制度
をさらに緩和（地方への権限委譲）した
支援措置が必要である。

教育職員免許法第３条の２及
び第５条

各学校は、学習指導要領等の教育
課程の基準に基づいて、教育課程
を編成・実施するものとされてい
る。
また地方自治体が、構造改革特別
区域基本方針別表１「構造改革特
別区域研究開発学校設置事業
（802）」を認定を受けること
で、教育課程の基準によらない教
育課程の編成・実施が可能とな
る。

5

学習指導要領は全国的な教育課程の基準とし
て、国の法令によって定めた大綱的な基準で
ある。各学校は、この学習指導要領等の教育
課程の基準に基づき、教育課程を編成・実施
することとされており、現在でも各学校にお
いて多様な取組が行われている。
　環境教育についても、従来から児童生徒の
発達段階に応じて各教科、道徳、特別活動な
ど学校の教育活動全体を通して取り組まれて
おり、新設された総合的な学習の時間も活用
し、各学校において環境について、教科横断
的・総合的に学習を深めることが現行制度下
でも十分可能である。
　なお、教育課程の基準によらない教育課程
の編成・実施を可能とする「構造改革特別区
域研究開発学校設置事業」は、総理大臣が構
造改革特別区域法に基づき認定を行い、文部
科学大臣は同意を行うにすぎない制度設計と
なっており、文部科学大臣の権限により、申
請に困難が生じるものではない。

株式会
社日本
ジーニ
ス

小中学校授業
運営への民間
活力導入プロ
ジェクト

3063 3063010 082240

小中学校における
総合的学習の時間
を民間企業等への
委託推進

現在、教員免許状を持ち、教
員採用試験に合格した者に限
定されている授業の実施を
「総合的学習の時間」に限定
し、一定の基準を満たす民間
企業、非営利活動法人等に門
戸を広げるもの

小中学校における「総合的学習の時間」を、
ノウハウの保持、ネットワークの保持、人材
の保持に加え本社が小中学校と同一の自治体
内に所在すること等の一定の基準を満たす民
間企業、非営利活動法人等に門戸を広げ、受
託を受けた民間企業等が教職員と連携しなが
ら授業の企画、推進、評価を実施するもので
ある。総合的学習の時間は、児童生徒の広範
な興味を満たすことのできる幅広いメニュー
の選定、人材の確保、情報の提供が必要であ
り、地域に根付き、専門性を持った民間企業
等が担うことにより、より効果的な授業の推
進を図ることができるものと期待できる

総合的学習の時間は、これからの児童生
徒の育成に欠かすことができない非常に
貴重でユニークな授業であるにも関わら
ず、ほとんどの教諭が多忙を理由に本核
的な実施に至っていないのが現状であ
る。一部の意欲的な教師やボランティア
による実践例も見られるが、子どもたち
の興味を引き出す授業や幅広い選択肢を
実現するためには民間の持つネットワー
クや人材を活用した授業の推進を図るこ
とが大切であると考えられる。

教育職員免許法第３条の２及
び第５条

免許状を有しない優れた知識や技
術を有する社会人については都道
府県教育委員会への届出により特
別非常勤講師として教壇に立つこ
とができる。また、採用しようと
する者の推薦による都道府県の教
育職員検定により特別免許状の授
与を受け、教諭となることができ
る。

5

「総合的な学習の時間」で、教員免許状を有
しない企業人やその他の優れた社会人が指導
を行うことは、特別非常勤講師（教育職員免
許法第３条の２）の制度を活用することによ
り可能である。
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㈱東京
リーガ
ルマイ
ンド

義務教育改革 3086 3086010 082250 義務教育改革

企業が求める実務知識・能力と学校教
育内容とのミスマッチを解消するべ
く、学校教育のカリキュラムを見直
し、義務教育（小・中学校）段階から
「職業教育」を導入する。そのため
に、学校教育基本法施行規則第二十四
の二の別表第一、同第五十四条別表第
二について、各学年の「総合的な学習
の時間の授業時数」を三〇時数ずつ削
減し、その三〇時数を「社会」の授業
時数に上乗せ充当する。加えて、小学
校学習指導要領の「第2章 第2節 社
会」、中学校学習指導要領の「第2章
第2節 社会」について、〔地理的分
野〕〔歴史的分野〕よりも〔公民的分
野〕こそが「社会」の中核的内容であ
ること、その学習内容として、現代社
会の仕組みを基礎付けている法律・制
度をも扱うこと、「社会」が「職業教
育」に相当する教科であることを明記
する。

弊社は、義務教育段階の職業教育カリキュラ
ムおよび〔公民的分野〕に相当する学習内容
の企画・教科書作成などを通じて貢献する。

若年者の未就業者が増加している。この傾向は、
少子化の進展と相まって、将来の地域経済の再
生・活性化を担うべき有能な人材の供給を阻んで
おり、低迷する地域経済を再生させるどころか、
ますます悪化させている。個々の若年者の未就業
者増加の原因としては、労働意欲薄弱などの本人
帰責的なものの他、企業が求める実務知識・能力
と学校教育内容とのミスマッチが考えられる。こ
れを解消するため、義務教育段階から「社会」の
授業を通じて「職業教育」が必須化させることに
より、比較的低年齢の段階から「職業意識」を涵
養させる。各生徒に現代社会の仕組みについて理
解させることは、それ自体が実務知識・能力とな
りうるばかりでなく、さらに各自が望む職業に応
じた実務知識・能力を主体的に習得する意欲を高
めることになる。このように労働意欲と実務知
識・能力を兼ね備えた若年者が将来的に地域社会
に参画していくことにより、地域経済の再生・活
性化が確実に促されることになる。具体的には、
学校教育基本法施行規則第二十四の二の別表第
一、同第五十四条別表第二について、各学年の
「総合的な学習の時間の授業時数」を三〇時数ず
つ削減し、その三〇時数を「社会」の授業時数に
上乗せ充当する。加えて、小学校学習指導要領の
「第2章 第2節 社会」、中学校学習指導要領の
「第2章 第2節 社会」について、〔地理的分野〕
〔歴史的分野〕よりも〔公民的分野〕こそが「社
会」の中核的内容であること、その学習内容とし
て、現代社会の仕組みを基礎付けている法律・制
度をも扱うこと、「社会」が「職業教育」に相当
する教科であることを明記する。

学校教育法施行規則24条、24
条の2、25条、53条、54条、
54条の2等
文部科学省告示第56号　等

各学校は、学習指導要領等の教育
課程の基準に基づいて、教育課程
を編成・実施するものとされてい
る。
また地方自治体が、構造改革特別
区域基本方針別表１「構造改革特
別区域研究開発学校設置事業
（802）」を認定を受けること
で、教育課程の基準によらない教
育課程の編成・実施が可能とな
る。

7

　学校教育においては、児童生徒の発達段階
に応じて、望ましい職業観・勤労観及び職業
に関する知識や技能を身に付けさせるととも
に、自己の個性を理解し、主体的に進路を選
択する能力・態度を育てる教育を、社会科の
みならず学校教育活動全体を通じて推進して
いる。
　社会科においては、将来社会生活を営む上
で必要な資質や能力を育成する観点から、政
治や経済の仕組、社会の諸問題等について指
導する際に、関連する法律や制度についても
学習することとしている。
　また、中学校においては、既存の教科に加
え、「その他特に必要な教科」として、職業
教育に関する教科を各学校の判断で開設する
ことが可能である。
　なお、地方自治体が、「構造改革特別区域
研究開発学校設置事業」を認定を受けること
で、教育課程の基準によらない教育課程の編
成・実施が可能となり、「職業教育」を新設
し学校の教育課程に位置付けることができ
る。

石川県

石川デジタル
コンテンツ産
地形成推進構
想

1051 1051010 082260

石川県Ｅビジネス
トライアル事業の
大学での単位認定
化への協力

デジタルコンテンツ産業を担
う若手人材をＯＪＴにより育
成する石川県独自のＥビジネ
ストライアル事業について、
参加者（学生）の満足度は高
い一方で学業との両立が課題
となっていることから、学生
が学業との両立に支障なく参
加できるよう、本県が行う大
学に対する単位認定の働きか
けへの協力依頼

デジタルコンテンツを活用したＥビジネスを
推進できる人材（Ｅビジネスプロデュー
サー）を養成するため、県や企業から実際に
発注されるＥビジネス企画案件にＯＪＴ方式
で取り組む教育プログラム（石川県Ｅビジネ
ストライアル）に、学生が学業と両立させな
がら参加することを容易にする。

石川県Ｅビジネストライアル事業に、学
生が学業と両立させながら参加すること
を容易にすることにより、本県独自の人
材育成事業を円滑に推進することで、地
域ブランドの確立を目指す。

大学設置基準第２１条

大学の授業科目の内容について
は、法令上の規定はなく、大学の
自主性によるものとなっていると
ころ

5 Ⅶ

大学が、授業科目の中にご提案のような取組
を位置付けて単位認定することは可能なとこ
ろ。なお、学生に対してはどのような教育を
行うかについては、各大学の判断によるもの
である。

長野県
コモンズの視
点からの人づ
くり

1069 1069090 082270

職業能力開発短期
大学校修了生の大
学への編入資格付
与

職業能力開発短期大学校修了
生について大学への編入資格
を与えることとする。

職業能力開発短期大学校修了生に大学への編
入資格を付与することにより、県内の大学と
の連携を深め、より高度な技術や知識の習得
した人材の育成を行い、地域の産業の高付加
価値化を推進する。

職業教育に関する制度が文部科学省と厚
生労働省に分かれており、住民本位の職
業教育の体制になっていないため

7

日立市

ひとづくり・
ものづくり・
地域づくり構
想

1377 1377010 082280

茨城大学等におけ
る長期インターン
シップの実施と単
位認定

地域企業への人材輩出機能と
なり、かつ大学生が企業の即
戦力となり得るよう、最長１
年間の長期に渡るインターン
シップの実施と、その単位認
定ができるよう制度化する。

　現在の大学生や大学院生は、企業の要求す
る技術者や研究者としてのスキルや体験を持
ち合わせてなく、現場との乖離が問題になっ
ている。また、就職状況が困難な現在こそ、
地域企業との接点を多く持ち、就職活動に直
結するような指導も必要とされていることか
らインターンシップ制度を強化する。従来の
3週間程度の短期から、概ね1年程度の技術を
習得できる期間の派遣を行うシステムを構築
する。

大学生が地域中小企業へと定着するため
にも、学生のうちから企業と交流するこ
とは効果的であり、また現場の要求する
技術の習得等を実現するためにも、長期
間のインターンシップが必要であるた
め、これを推進する。

大学設置基準第19～21条

インターンシップについても、各
大学が自ら定める体系的な教育課
程において授業科目として位置づ
けられているものであれば、各大
学の判断により単位認定すること
が可能である。

5

最長１年間の長期にわたるインターンシップ
を授業科目として位置づけ実施することは、
各大学の判断により実施することが可能であ
る。また、単位認定することについても、大
学設置基準第21条第２項の範囲内で単位数を
定めることが各大学の判断により可能であ
る。
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08　文部科学省　再検討要請回答

15.提
案主
体名

19.地域再生
構想の名称

a.地域
再生構
想管理
番号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のた
めの支援措置に
係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援
措置に係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する法
令、告示、通達等の定め

38.制度等の現状

39.措
置等
の分
類

40.措
置等
の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室
から各府省庁への再
検討要請

45.「措
置等
の分
類の
見直し

46.措
置等
の内
容の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁か
らの回答

三重県
みえメディカ
ルバレー構想
の推進

2057 2057040 082290
大学等教官の裁量
労働制を附属病院
教官にも適用

　裁量労働制の適用外となっ
ている附属病院教官の診療業
務を適用

研究開発、技術開発の促進
　労働時間の制約を受けることなく研究に没
頭することが可能となり、治験等臨床研究の
より一層の研究成果が期待できる。

　大学等教官に対する労働時間に関する
規定は裁量労働制の適用を受けるが、附
属病院の診療業務が適用外となってお
り、支障をきたしている。

・労働基準法第３８条の３
・労働基準法施行規則第２４
条の２の２（昭和２２年厚生
省令第２３号）
・労働基準法施行規則第２４
条の２の２第２項第６号の規
定に基づき厚生労働大臣の指
定する　　業務（平成９年厚
生労働省告示第７号）

昨年１０月２２日、労働基準法施
行規則第２４条の２の２第２項第
６号の規定に基づき厚生労働大臣
の指定する業務（平成９年厚生労
働省告示第７号）の一部改正が行
われ（平成１５年厚生労働省告示
第３５４号）、労働基準法第３８
条の３に定める専門業務型裁量労
働制の対象業務に、「学校教育法
（昭和２２年法律第２６号）に規
定する大学における教授研究の業
務（主として研究に従事するもの
に限る。）」が追加されたところ
であるが、同日付で都道府県労働
局長宛に発出された厚生労働省労
働基準局長通知において、「患者
との関係のために、一定の時間帯
を設定して行う診療の業務は教授
研究の業務に含まれないことか
ら、当該業務を行う大学の教授、
助教授又は講師は専門業務型裁量
労働制の対象とならないものであ
ること」とされている。

6 －

　専門業務型裁量労働制の対象業務について
は、労働基準法第３８条の３第１項の規定に
基づき厚生労働省令により定めるものであ
る。

西郷町
観光を機軸に
交流・産業を
創出するまち

2066 2066050 082300
大学・高校などの
教育機関の人的交
流の促進

大学・高校間などの教育機関
の人的交流の促進をする。

現在、大学教育の拡充、職業高校の高度化が
進められる中、大学高校間の人的交流が求め
られる。島後の場合、水産高校があるため、
全国の水産系大学と連携し、大学の研究の現
場としての機能を持たせることで島後-全国
間での人的交流の拡大が期待できる。また、
高校において、大学レベルの授業を提供する
ことで、地域の産業人づくりに寄与する。

島後では交流人口の拡大が課題となって
いる。
隠岐水産高校は、島後の基幹産業の一つ
である水産業のひとづくりの基礎であ
る。そのため、地域産業の底上げのため
に各種全国水産系大学との連携が必要で
ある。

各国立大学においては、それぞれ
の特色を生かして、中高生を対象
とした体験授業、高等学校などで
の出前講義などを行っている。

5
高等学校において、大学レベルの授業を提供
することは、各大学の判断により行うことが
可能である。

福岡県
青少年科学技
術立県運動

2138 2138040 082310
国家公務員等の服
務要件緩和

大学教員が出前講座への参画
等、専門性を活かしたボラン
ティア活動を行い易くするた
めに、服務要件を緩和する

大学教員等が小中高校の教育現場に出向く出
前講座と小中高校生を大学等の施設に迎え入
れる校外学習を有機的に組み合わせるととも
に、教員等の積極的な参加を促しながら施策
の効果増大をはかる。

青少年科学技術立県運動の推進のために
は、国立研究施設や研究員等の活用が不
可欠であるが、一定の手続きが必要であ
り、そのための要件は欠かせない。また
同様に、地域だけの取り組みでは限界が
あることから、国等の主催イベントの併
催や財政措置等の積極的な協力が必要で
ある。

・国家公務員法
・教育公務員特例法
・国立大学法人法
・昭和58年3月4日文部省大臣
官房人事課長通知（文人審第
65号）
・平成5年3月11日文部省大臣
官房人事課長通知（文人審第
48号）

　教育公務員については、教育公
務員特例法第２１条により「教育
に関する他の職を兼ね、又は教育
に関する他の事業若しくは事務に
従事することが本務の遂行に支障
がないと任命権者において認める
場合には、その職を兼ね、又はそ
の事業若しくは事務に従事するこ
とができる。」とされている。
　なお、一般に国立大学の職員等
が無給でボランティア活動に参加
することは、必要に応じ一定の手
続きを経れば可能である。また、
有給であっても、国家公務員法第
１０４条の許可を得ることにより
可能である。

5 －

　制度の現状にあるとおり、ご提案の内容に
ついては教育公務員特例法及び国家公務員法
等の規定により実現可能である。
　なお、平成１６年４月以後は、国立大学等
が法人化されその職員が非公務員となること
から、国家公務員法等の規定によることな
く、各法人の判断により、大学職員全般がご
提案のような活動に従事することが可能にな
る。

オリッ
クス㈱
㈱市ヶ
谷
ティー
アール
エス

重粒子線医療
センタープロ
ジェクト

3031 3031010 082320
国立大学の本事業
への出資を許可す
る

国立大学法人法施行令第３条
において国立大学の出資する
事ができる事業がいわゆるＴ
ＬＯに限定されているものを
本件に関しては例外として認
める。

＜出資に関しての考え方＞
各国立大学及び地方公共団体等からの出資（別資料のD
出資金）と民間からの出資（同じくE出資金）を配当の
有無で性格分けしようと考えている。すなわち将来事
業が利益を生み出した場合、配当を行うがD出資金には
原則行わず、E出資金に対してのみ行うもの。こうする
事によって民間業者は事業採算向上への強い動機付け
がなされ、このように事業性が見込みにくい中でも民
間の運営ノウハウがストレートに反映される事を目論
んでいる。又ダウンサイドリスクに対しては仮に採算
悪化が続き資金不足に陥った時には資金不足（債務超
過）がE出資金を上回った時を一つの目途と考え徒に赤
字が垂れ流される事を防いでいる。何れにしても既存
の第三セクターなどと違い配当に差を設ける事で公共
性（D出資）と合理性（E出資）をそこのところで区分
けし、後は基本的には資本の原則を導入しようと目論
むもの。
＜具体的な事業内容＞
各提携（出資者等）の病院及び広く全国から重粒子線
治療の紹介を受け治療行為を行う医療法人を設立しそ
こに本施設を賃貸し業務受託を受ける。実態的には医
療法人と直接の出資先となる施設所有運営法人は一体
運営。基本的には病棟はセンターには設置せず重粒子
線治療の部分だけを行い地域提携病院との連携を考え
ている。

現行の国立大学法人法施行令では国立大
学が本事業に出資する事は出来ない。仮
に国立大学が出資できないとなれば各国
立大学が個別で予算を計上し建設･運営す
る事となるが極めて高額投資な上、単独
では採算確保にはハードルが高い。とこ
ろが各大学が出資できると共同で保有･運
営できる形態とする事が出来、同時に民
間の資金導入も図れ民間のノウハウで運
営も出来る。共同利用が活用でき又有効
な方法である事に加え、社会的意義は高
いが高額投資となり単独では困難となる
本事業に関し大学の出資が認められると
周辺地域全体の産学協同による医療向上
を円滑に進め事が出来る。

国立大学法人法施行令第３条
現状においては、国立大学法人が
出資できるのはTLOに限定されて
いる。

3 ー

国立大学法人制度においては、業務が自己増
殖的に増えることを防ぐため、いわば大学の
本来的な業務を行う者であり、実際のニーズ
も高いTLOに対する出資のみ認めているもの
である。

提案の趣旨を踏まえ検
討されたい。

3

今回の提案に関しては、
①スキーム上での大学側のメリットが不
明確であるとともに、
②プロジェクトに必要な金額が大きく、出
資に充てる財源の確保を各大学で行う
ことは事実上困難である
ことから、大学からの出資という形態をと
る必要性に乏しく、独立行政法人からの
出資が政府全体として抑制することとさ
れており、現時点では国立大学にとって
も必要性が高いTLOについてのみ例外
的に認められたという状況であることを
踏まえると、本提案については実現が難
しいと言わざるを得ない。
しかし、出資による協力ということではな
く、例えば各大学側からの共同研究の
実施、研究成果の提供、国立大学の法
人化で緩和される兼業規制を活用した
人的な連携等、可能な協力について相
談していくこととしている。
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08　文部科学省　再検討要請回答

15.提
案主
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再生構
想管理
番号

b.支援措
置提案事
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号

c.管理
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27.地域再生のた
めの支援措置に
係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援
措置に係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する法
令、告示、通達等の定め

38.制度等の現状

39.措
置等
の分
類

40.措
置等
の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室
から各府省庁への再
検討要請

45.「措
置等
の分
類の
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46.措
置等
の内
容の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁か
らの回答

オリッ
クス㈱
㈱市ヶ
谷
ティー
アール
エス

重粒子線医療
センタープロ
ジェクト

3031 3031020 082330
公立大学の本事業
への出資を許可す
る

地方独立行政法人法において
設置･管理されている公立大学
法人につき、その出資につい
ては特段の定めがなされてい
ないが、国立大学における出
資に準じて本件については出
資を認める措置を講じていた
だきたい。

＜出資に関しての考え方＞
各公立大学及び地方公共団体等からの出資（別資料のD
出資金）と民間からの出資（同じくE出資金）を配当の
有無で性格分けしようと考えている。すなわち将来事
業が利益を生み出した場合、配当を行うがD出資金には
原則行わず、E出資金に対してのみ行うもの。こうする
事によって民間業者は事業採算向上への強い動機付け
がなされ、このように事業性が見込みにくい中でも民
間の運営ノウハウがストレートに反映される事を目論
んでいる。又ダウンサイドリスクに対しては仮に採算
悪化が続き資金不足に陥った時には資金不足（債務超
過）がE出資金を上回った時を一つの目途と考え徒に赤
字が垂れ流される事を防いでいる。何れにしても既存
の第三セクターなどと違い配当に差を設ける事で公共
性（D出資）と合理性（E出資）をそこのところで区分
けし、後は基本的には資本の原則を導入しようと目論
むもの。
＜具体的な事業内容＞
各提携（出資者等）の病院及び広く全国から重粒子線
治療の紹介を受け治療行為を行う医療法人を設立しそ
こに本施設を賃貸し業務受託を受ける。実態的には医
療法人と直接の出資先となる施設所有運営法人は一体
運営。基本的には病棟はセンターには設置せず重粒子
線治療の部分だけを行い地域提携病院との連携を考え
ている。

現行の地方独立行政法人法では公立大学
が事業会社に出資することが想定されて
おらず国立大学の出資の考え方が準用さ
れると考えられ、そうなると本事業への
出資は出来ない。仮に公立大学が出資で
きないとなれば各公立大学が個別で予算
を計上し建設･運営する事となるが極めて
高額投資な上、単独では採算確保には
ハードルが高い。ところが各大学が出資
できると共同で保有･運営できる形態とす
る事が出来、同時に民間の資金導入も図
れ民間のノウハウで運営も出来る。共同
利用が活用でき又有効な方法である事に
加え、社会的意義は高いが高額投資とな
り単独では困難となる本事業に関し大学
の出資が認められると周辺地域全体の産
学協同による医療向上を円滑に進め事が
出来る。

地方独立行政法人法第２１条
第２号、第７０条

現状においては、公立大学法人か
らの出資は想定されていない。

3 ー

平成１６年度に設立される公立大学法人は医
療とは関係のない１法人のみであり、現在の
ところ、本提案に参画できる公立大学法人は
存在しておらず、地方公共団体からそのよう
なニーズがあるとは聞いていないところ。

提案の趣旨を踏まえ検
討されたい。

3

平成１６年度に設立される公立大学法
人は医療とは関係のない１法人のみで
あり、現在のところ、本提案に参画でき
る公立大学法人は存在しておらず、地
方公共団体からそのようなニーズがある
とは聞いていないところ。

オリッ
クス㈱

PET画像診断ｾ
ﾝﾀｰ

3032 3032010 082340
国立大学の本事業
への出資を許可す
る

国立大学法人法施行令第３条
において国立大学の出資する
事ができる事業がいわゆるＴ
ＬＯに限定されているものを
本件に関しては例外として認
める。

＜出資に関しての考え方＞
各国立大学及び地方公共団体等からの出資（別資料のD
出資金）と民間からの出資（同じくE出資金）を配当の
有無で性格分けしようと考えている。すなわち将来事
業が利益を生み出した場合、配当を行うがD出資金には
原則行わず、E出資金に対してのみ行うもの。こうする
事によって民間業者は事業採算向上への強い動機付け
がなされ、このように事業性が見込みにくい中でも民
間の運営ノウハウがストレートに反映される事を目論
んでいる。又ダウンサイドリスクに対しては仮に採算
悪化が続き資金不足に陥った時には資金不足（債務超
過）がE出資金を上回った時を一つの目途と考え徒に赤
字が垂れ流される事を防いでいる。何れにしても既存
の第三セクターなどと違い配当に差を設ける事で公共
性（D出資）と合理性（E出資）をそこのところで区分
けし、後は基本的には資本の原則を導入しようと目論
むもの。
＜具体的な事業内容＞
各提携（出資者等）の病院からPET検査の紹介を受け診
断行為を行う医療法人を設立しそこに本施設を賃貸し
又業務委託を受ける。実態的には医療法人と直接の出
資先となる施設所有運営法人は一体運営。又PET診断は
保険対象に留まらず自由診療として利用しやすい料金
設定をし事業を行う事も目論んでいる。

現行の国立大学法人法施行令では国立大
学が本事業会社に出資する事はできな
い。仮に国立大学の出資が出来ないとな
れば各国立大学付属病院は単独で採算の
極めて厳しいPET導入を図るか、もしくは
導入できないかとなる。人口集積地なら
民間が建設を目論むが採算が難しい地域
は結局PETという社会的意義の大きい施設
が導入されないこととなる。本件のコン
セプトは共同利用という発想があり、バ
ラバラであっても必ず一つはいるサイク
ロトロンという装置（高額投資かつメン
テ代高額）が共同利用で一つですみ、採
算厳しい地域でも展望が開ける。共同利
用、しかも民間等からも資金を導入する
には出資と言う形が最も望ましく本件の
核となるコンセプト。本支援措置で極め
て実現性及びその後の効果享受がスムー
ズに進む事となる。

国立大学法人法施行令第３条
現状においては、国立大学法人が
出資できるのはTLOに限定されて
いる。

3 ー

国立大学法人制度においては、業務が自己増
殖的に増えることを防ぐため、いわば大学の
本来的な業務を行う者であり、実際のニーズ
も高いTLOに対する出資のみ認めているもの
である。

提案の趣旨を踏まえ検
討されたい。

3

今回の提案に関しては、
①スキーム上での大学側のメリットが不
明確であるとともに、
②プロジェクトに必要な金額が大きく、出
資に充てる財源の確保を各大学で行う
ことは事実上困難である
ことから、大学からの出資という形態をと
る必要性に乏しく、独立行政法人からの
出資が政府全体として抑制することとさ
れており、現時点では国立大学にとって
も必要性が高いTLOについてのみ例外
的に認められたという状況であることを
踏まえると、本提案については実現が難
しいと言わざるを得ない。
しかし、出資による協力ということではな
く、例えば各大学側からの共同研究の
実施、研究成果の提供、国立大学の法
人化で緩和される兼業規制を活用した
人的な連携等、可能な協力について相
談していくこととしている。

オリッ
クス㈱

PET画像診断ｾ
ﾝﾀｰ

3032 3032020 082350
公立大学の本事業
への出資を許可す
る

地方独立行政法人法において
設置･管理されている公立大学
法人につき、その出資につい
ては特段の定めがなされてい
ないが、国立大学における出
資に準じて本件については出
資を認める措置を講じていた
だきたい。

＜出資に関しての考え方＞
各公立大学及び地方公共団体等からの出資（別資料のD
出資金）と民間からの出資（同じくE出資金）を配当の
有無で性格分けしようと考えている。すなわち将来事
業が利益を生み出した場合、配当を行うがD出資金には
原則行わず、E出資金に対してのみ行うもの。こうする
事によって民間業者は事業採算向上への強い動機付け
がなされ、このように事業性が見込みにくい中でも民
間の運営ノウハウがストレートに反映される事を目論
んでいる。又ダウンサイドリスクに対しては仮に採算
悪化が続き資金不足に陥った時には資金不足（債務超
過）がE出資金を上回った時を一つの目途と考え徒に赤
字が垂れ流される事を防いでいる。何れにしても既存
の第三セクターなどと違い配当に差を設ける事で公共
性（D出資）と合理性（E出資）をそこのところで区分
けし、後は基本的には資本の原則を導入しようと目論
むもの。
＜具体的な事業内容＞
各提携（出資者等）の病院からPET検査の紹介を受け診
断行為を行う医療法人を設立しそこに本施設を賃貸し
又業務委託を受ける。実態的には医療法人と直接の出
資先となる施設所有運営法人は一体運営。又PET診断は
保険対象に留まらず自由診療として利用しやすい料金
設定をし事業を行う事も目論んでいる。

現行の地方独立行政法人法では公立大学
が事業会社に出資することが想定されて
おらず国立大学の出資の考え方が準用さ
れると考えられ、そうなると本事業への
出資は出来ない。仮に公立大学の出資が
出来ないとなれば各公立大学付属病院は
単独で採算の極めて厳しいPET導入を図る
か、もしくは導入できないかとなる。人
口集積地なら民間が建設を目論むが採算
が難しい地域は結局PETという社会的意義
の大きい施設が導入されないこととな
る。本件のコンセプトは共同利用という
発想があり、バラバラであっても必ず一
つはいるサイクロトロンという装置（高
額投資かつメンテ代高額）が共同利用で
一つですみ、採算厳しい地域でも展望が
開ける。共同利用、しかも民間等からも
資金を導入するには出資と言う形が最も
望ましく本件の核となるコンセプト。本
支援措置で極めて実現性及びその後の効
果享受がスムーズに進む事となる。

地方独立行政法人法第２１条
第２号、第７０条

現状においては、公立大学法人か
らの出資は想定されていない。

3 ー

平成１６年度に設立される公立大学法人は医
療とは関係のない１法人のみであり、現在の
ところ、本提案に参画できる公立大学法人は
存在しておらず、地方公共団体からそのよう
なニーズがあるとは聞いていないところ。

提案の趣旨を踏まえ検
討されたい。

3

平成１６年度に設立される公立大学法
人は医療とは関係のない１法人のみで
あり、現在のところ、本提案に参画でき
る公立大学法人は存在しておらず、地
方公共団体からそのようなニーズがある
とは聞いていないところ。
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08　文部科学省　再検討要請回答

15.提
案主
体名

19.地域再生
構想の名称

a.地域
再生構
想管理
番号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のた
めの支援措置に
係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援
措置に係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する法
令、告示、通達等の定め

38.制度等の現状

39.措
置等
の分
類

40.措
置等
の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室
から各府省庁への再
検討要請

45.「措
置等
の分
類の
見直し

46.措
置等
の内
容の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁か
らの回答

特定非
営利活
動法人
地域自
立ソフ
トウェ
ア連携
機構
（略称
MSCO)

崩壊した河川
流域コミュニ
ティを情報基
盤で再構築

3054 3054010 082360

過疎地である小菅
村での廃屋・廃施
設の寮、教室など
教育施設としての
利用、学生の短期
実践教育機関の義
務化及び農林漁
業、環境保全、介
護、看護経験者の
教育指導者として
の雇用

１）廃屋、廃施設での大学誘
致認可及び財政補助（たとえ
ば、寮生文理宿泊のため、廃
屋整備費用支援、５０家屋×
３００万円/１家屋＝１億５千
万円、小規模教室誘致に伴う
教室など共同利用施設のた
め、廃施設整備費用支援、２
施設×１千万円＝２千万円な
ど）
２）高齢者を含む農林漁業経
験、環境保全、看護・介護経
験者の教官雇用基準と財政支
援（たとえば、最低生活保障
程度）    ３）１）、２）を
実現のための施策連携

河川上流域域の過疎地における廃屋、廃施設
の有効利用と下流域都市部の大学生の過疎地
への短期流出を軸とする制度連携が、都市部
と過疎地の人口アンバランス、少子高齢化の
局在化を緩和する。そのことで、過疎地での
高齢者を含む雇用拡大、地域活性を生み、か
つ、都市部若者への環境保全経験、介護・看
護経験をを進める。効果規模としては、過疎
地の過疎地以前の復帰を目標値とする。

過疎地では、この間、人口が６～７割
減、この割合で、家屋、施設が廃墟と
なっており、その有効利用が期待され
る。村としても、地域再生のために、家
屋整備を推奨し、助成策も考えている
が、これを充実させれば、過疎と過密部
の人の往来が激しくなり、両地域の活性
化につながる。

特になし 特になし 5 －

学校や社会教育施設において、地域の学習資
源を積極的に活用すること等を通じて環境教
育・環境学習が推進されるよう、今後とも努
めてまいりたい。

特定非
営利活
動法人
地域自
立ソフ
トウェ
ア連携
機構
（略称
MSCO)

崩壊した河川
流域コミュニ
ティを情報基
盤で再構築

3054 3054020 082370

都市部に立地する
大学・専門学校で
の、実践教育課程
での単位認可制
度、もしくは実践
教育奨学金制度、
奨学金制度につい
ては、過疎地大作
資金の流用

１）多摩川下流域小金井市に
立地する東京農工大学見られ
るように、大学での、農林漁
業経験、環境保全、看護・介
護実践教育課程を充実するた
めに、大学側から、積極的に
学生を過疎地に送り出す奨学
金制度の設立が必要で、過疎
地対策資金などの利用が期待
される。財政負担としては年
間10０人×５年間×１００万
円/年間＝５億円）
２）１）を実現するための権
限委譲

都市部在籍の学生を、過疎地へ転出させるた
めの、最初のプロモート策として、奨学金制
度の有効利用が欠かせない。また、農林業業
の具体的な体験が、課題次第では、環境保
全、もしくは地域経済の振興、介護・看護に
もつながる。これは大学での単位取得を超え
て、都市と過疎地の共生のあり方が見えてく
る。過疎地の経験者は過疎地人口の一割、受
け入れはその数倍程度。

都市部では、実践教育の場が十分ではな
い。農林漁村との連携を深めるために、
都市部から、過疎地への学生を排出する
仕組みを作る。結果としては、大学生は
都市部、大学に在籍し、有限期間を都市
部、農林漁村部のメッセンジャーとして
の役割を果たし、両地域を活性化させ
る。

【単位認可制度】大学設置基
準第２１条
【奨学金】日本育英会法（昭
和59年法律第64号）第1条
日本育英会は、優れた学生及
び生徒であつて経済的理由に
より修学に困難があるものに
対し、学資の貸与等を行うこ
とにより、国家及び社会に有
為な人材の育成に資するとと
もに、教育の機会均等に寄与
することを目的とする。

【単位認可制度】大学の授業科目
の内容については、法令上の規定
はなく、大学の自主性によるもの
となっているところ
【奨学金】日本育英会の奨学金
は、「優れた学生・生徒であって
経済的理由により修学が困難な者
に奨学金の貸与を行うことによ
り、優れた人材の育成と教育の機
会均等に寄与すること」を目的と
しており、従来より、奨学生の選
考に当たっては、主に学業成績及
び家計収入の状況により行ってき
ている。なお、有利子奨学金につ
いては、平成11年度に抜本的拡充
を行うとともに、貸与基準を大幅
に緩和したところである。
近年では、事業全体でみれば、基
準を満たす希望者ほぼ全員を採用
している。

【単位
認可制
度】5
【奨学
金】3

－

【単位認可制度】大学が、授業科目の中にご
提案ような取組を位置付けて単位認定するこ
とは可能なところ。なお、学生に対してどの
ような教育を行うかについては、各大学の判
断によるものである。
【奨学金】日本育英会の奨学金事業は、憲法
や教育基本法等に基づき、学生の自由な進路
選択を保障し、「教育の機会均等」を確保す
るための重要な教育施策であり、制度の目的
や趣旨等を踏まえると、学生を過疎地に送り
出すという特定の目的のための奨学金制度に
することや、大学に権限を委譲することは極
めて困難である。　　　　　　　　　なお、
関係所管省庁において、特定の目的のための
奨学金制度を設けること、各地方自治体が地
域の特殊性を踏まえた奨学金制度を設けるこ
と、各大学において独自の奨学金制度を設け
ることは自由であり、何ら制限はない。

長崎県
文化施設を活
用した地域再
生計画

2123 2123010 082380
博物館法の改正に
ついて

知事部局所管でも博物館と定
義できるように博物館法を改
正してもらいたい。

美術館、博物館に課せられた使命は社会環
境、時代の変化の中で大きく変わってきてい
る。法律で謳う教育委員会所管のみを博物
館、それ以外は博物館相当施設という、時代
に合わない法律の整備をしていただき、法律
上も時代に合ったものとしていただきたい。

博物館の役割、使命と法律の整合性 博物館法第２章

博物館法第２章において、博物館
法上の登録博物館は教育委員会の
所管である旨等の規定が置かれて
いるところ

3 －

教育基本法第７条において、博物館は社会教
育施設の中核の一つとして位置づけられてお
り、これを踏まえて社会教育法、博物館法も
制定されているところである。このように、
博物館法上の登録博物館は、教育のための機
関であるから、その所管は教育委員会に属す
べきものであることが適当である。また、博
物館法上の登録博物館であっても、教育委員
会と知事部局とが緊密に連携をとることによ
り、当該博物館を地域振興に資するよう積極
的に活用することは可能である。
　なお、博物館という名称は独占名称ではな
く、登録博物館以外の博物館であっても、博
物館という名称を用いることは何ら問題な
い。

提案者の要望は、知事
部局が所管する博物館
を設置できるようにし
てほしいというもので
あるが、その趣旨の実
現は可能であると考え
てよいのか。

5

　博物館法は、教育機関としての登録博
物館の定義、事業等を定めたものであ
る。再検討要請にあるように、ご提案中
の新博物館・美術館を知事部局が所管
する施設として設置するとともに、地域
の再生という観点から観光の振興等の
拠点として位置づけることは可能であ
り、その場合、博物館法第29条に規定さ
れるところの博物館相当施設としての指
定を受けることも可能である。
　なお、博物館という名称は独占名称で
はないため、登録博物館以外の博物館
であっても、博物館という名称を用いる
ことは何ら問題はない。

神奈川
県

かながわ京浜
臨海部活性化
プラン

1282 1282030 082390
基幹的研究開発機
関の強化充実

既に立地している独立行政法
人「防災科学技術研究所」の
常駐機関化、強化充実

「大都市大震災軽減化特別プロジェクト」の
研究開発実施機関としてすでに立地している
独立行政法人「防災科学技術研究所川崎ラボ
ラトリー」を常設機関化、強化充実すること
により、安全安心に関する基幹的研究開発拠
点とする。
安全安心とロボットシステムに関する産業の
求心力を持つ。

新たな産業の集積を促進するためには中
核となる研究開発拠点の強化充実は不可
欠。既に立地が実現している機関の常駐
化・強化充実が有力手段

5

防災科研川崎ラボラトリーは、「大都市大震
災軽減化特別プロジェクト」を円滑に実施す
るために設置した組織であり、本プロジェク
トを推進することにより、防災科研川崎ラボ
ラトリーの運営維持及び研究推進を図って参
りたい。
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47.再検討要請に対する各府省庁か
らの回答

千葉県
「東京湾ゲノ
ムベイ地域」
の形成の推進

1303 1303060 082400
バイオコーディ
ネータの確保

バイオテクノロジーの基礎研
究を行う共同研究施設の整備
において、大学等の研究シー
ズを産業化に結びつける、バ
イオテクノロジーと経営の両
面に精通したバイオコーディ
ネータの配置が必要であるた
め、育成・配置する制度を創
設。

今後本県が整備するバイオテクノロジーの基
礎研究を行う共同研究施設の整備において、
大学等の研究シーズを産業化に結びつける人
材を配置するにあたり、国において、大学等
の研究シーズを産業化に結びつけるためのバ
イオコーディネータを育成･配置する制度
（資格認定制度や活用支援、継続学習等）を
創設し、産学官の共同プロジェクトを積極的
に推進する。

ﾊﾞｲｵ関係のｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀについては、地域の
状況に応じて独自に配置しているもの
の、地域間連携は希薄で、地域のｼｰｽﾞや
ﾆｰｽﾞをｽﾑｰｽﾞに域外と連携させることが困
難である。産学官連携の共同研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸ
ﾄを恒常的に実施していくためには、地域
を超えて、大学等の研究シーズを産業化
に結びつける、ﾊﾞｲｵﾃｸﾉﾛｼﾞｰと経営の両面
に精通したﾊﾞｲｵｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀの配置が必要で
ある。

該当する法令、告示、通達等
の定めはない。

・科学技術振興機構（ＪＳＴ）や
科学技術振興調整費の一部におい
て、知的財産・技術経営人材の養
成等を実施中。

5

現在、すでに科学技術振興機構（ＪＳＴ）や
科学技術振興調整費の一部において、研究
シーズを実用化につなげるための人材養成等
を実施しているところ。これらの制度等を有
効に活用することによって、必要とする人材
の確保に努めてまいりたい。

仙台市

健康づくり
ウェルネス・
コミュニティ
構想

1368 1368010 082410

健康施策に関わる
総合的なパッケー
ジ型モデル事業と
しての適用（各省
庁補助事業費の重
点化）

健康寿命の延伸を実現し，医
療保険及び介護保険の費用負
担の膨張を抑制させるための
総合型モデル事業を実施する
ような新制度を創設し，その
総合型モデル事業として本提
案構想を位置付け、各省庁補
助事業の重点配分を行う。

健康寿命の延伸を実現し，介護保険及び医療
保険の費用負担の膨張を抑制させるための国
が指定する総合型モデル事業として本提案構
想を位置付け，各省庁における施策を連携さ
せかつ補助事業の重点化を図ることにより，
高齢化社会に対応した次世代の健康・福祉施
策を早期に確立させる。これにより，効率的
にかつ早期に本格的な高齢化社会への対応が
可能となる。

本市では既に，国のプロジェクトとして
認定を受けた，｢高齢化社会対応産業クラ
スター事業｣｢IT活用のフィンランド健康
福祉プロジェクト｣｢健康福祉分野での知
的クラスター創成事業｣があり，また，寝
たきり予防・痴呆予防策の研究を地域で
実証実験を展開している｢鶴ヶ谷プロジェ
クト｣さらには国際知的産業特区を起因と
する東北大学との共同事業である｢脳機能
健康プロジェクト｣等の取り組みを行って
おり，これらを総合的に行うモデル事業
としてのベースが十分にある。

・知的クラスター創成事業の実施
にあたっては、経済産業省の産業
クラスター計画との連携を図って
いるところ。
・文部科学省及び経済産業省は、
地域ごとに、文部科学省、経済産
業省、地方自治体その他関係機関
による「地域クラスター推進協議
会」等の設置、両省の補助対象機
関の連携、地域ごとに両省の事業
の成果に関する合同成果発表会の
開催等の各種連携事業を実施して
いる。

3・５

・知的クラスター創成事業の実施にあたって
は、経済産業省の産業クラスター計画との連
携を図っているところ。
・文部科学省及び経済産業省は、地域ごと
に、文部科学省、経済産業省、地方自治体そ
の他関係機関による「地域クラスター推進協
議会」等の設置、両省の補助対象機関の連
携、地域ごとに両省の事業の成果に関する合
同成果発表会の開催等の各種連携事業を実施
しており、今後更にこうした連携施策を強化
していくこととしている。

提案の趣旨を踏まえ検
討されたい。

3・５

文部科学省の地域科学技術施策の実
施にあたっては、経済産業省の産業クラ
スター計画との密接な連携を図ってお
り、両省の事業がその特性を活かすこと
により、新技術シーズの提供やマーケッ
トニーズのフィードバック等を効果的に
行うこととしている。ただし、各事業の採
択にあたっては、予算的制約のもとで政
策効果を最大限にするため、事業の趣
旨に合致した優れた提案であるかにつ
いて審査を実施する必要がある。

磐梯町

「仏都会津の
源」史跡慧日
寺跡周辺再生
事業

1229 1229010 082420
補助残の起債充当
拡大（過疎・再生
債）

文化財保護法による補助残に
対する起債充当の新設

補助残に対して起債が充当できれば、これま
で先送りとなっていた基本計画に基づく事業
が計画どおりに進行できる。

限られた財源の中で補助残に起債が充当
できないため計画に基づく事業が先送り
となっている。

史跡等保存整備費（一般）国
庫補助要項

史跡等の保存と整備、積極的な活
用を図るために必要な事業に補助
を行っている。

8

文化財保護法に基づく史跡等保存整備費（一
般）国庫補助要項において、事業者が負担す
る財源については、起債を含め制限を設けて
いない。地方公共団体に係る起債制度につい
ては、所管していない。

豊橋市
多文化共生ま
ちづくり構想

1261 1261060 082430

外国籍児童生徒の
学級学年編入及び
義務教育年齢の弾
力化

外国籍児童生徒の日本語レベ
ルや習熟度に応じた柔軟な学
年編入、小中学校の枠を越え
た教育の実施、義務教育年齢
を超えた者の入学枠を拡大す
る。

外国籍児童・生徒について日本語レベルや習
熟度に応じた学年で学ぶことから、学校生活
の適応と不登校・不就学の解消を図る。

外国籍児童・生徒の日本語レベルや習熟
度にかかわらず、年齢に応じた学年で学
ぶことから、授業や学校生活に適応でき
ない子どもたちが増加しており、不登校
や不就学の要因となっているため。

昭和33年4月９雑初１０９
日本ウジミナス株式会社代表
取締役社長あて　文部省初等
中等教育局長　大学学術局長

回答

原則、学齢相当の学年に編入され
るが、現行においても日本語力が
不十分等の事情がある場合、下学
年に編入させることが可能であ
る。過年齢の就学希望者に関する
取り扱いについて、過年齢の子ど
もについては、外国人だけでな
く、日本人であっても保護者に就
学義務はない。そのため、学齢超
過者から公立義務教育諸学校への
就学希望があったとしても、教育
委員会として、受け入れる義務は
生じない。教育委員会は、学校の
収容能力や教員が適切に対応でき
るかどうかなどを総合的に判断し
て、就学を許可するかどうか決定
できる。

8

日本語力が不十分等の事情があるある場合、
既に下学年に編入させることが可能であり、
過年齢の者を学校に受け入れるかどうかの判
断は教育委員会の判断であるため、提案理由
は事実誤認である。
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昭和村
からむし織の
里構想

1061 1061010 082440

文化財の保存と地
場産業の振興まで
を体系的に支援す
る制度の創設

文化とは、地域に根ざしたよ
り良い生活習慣である。文化
を守るということは、単に貴
重な文化遺産として保存する
ことではなく、生活に密着し
た生きた生活習慣を守り育て
ることであるという観点か
ら、文化財の保存・伝承とそ
れを資源とした地場産業の振
興までを体系的に人的、技術
的、財政的に支援する制度の
創設を図る。

人的、技術的、財政的に支援する制度を活用
し、からむし織の価値を高め、販売力を強化
することによって、からむしに携わるすべて
の人々の生活基盤を確立する。

文化財の保存と関連地場産業振興を一体
としてとらえた場合、現状では文部科学
省（文化庁）と経済産業省のそれぞれの
目的にあった支援制度を個別に活用しな
ければならず、体系的かつ効率的な支援
を得ることが困難である。文化財保護の
ための支援制度の枠組みにそれを資源と
した地場産業振興のための支援策を盛り
込むか、新たに保存と産業振興のための
支援策を体系的に盛り込んだ制度を創設
することにより所期の目的の達成が容易
となる。

文化財保護法第８３条の７、
第８３条の１０及び第８３条
の１２

文化財保護法に基づき「からむし
（苧麻）生産・苧引き」を選定保
存技術に選定し、その保存団体と
して昭和村からむし生産技術保存
協会を認定している。当選定保存
技術の保護のため、記録の作成や
伝承者の養成を行うとともに、当
団体の行う技術の錬磨、伝承者養
成等の事業に対し必要な援助を
行っている。

3

現行の文化財保護法では、文化財保護の観点
からからむし織に対して必要な援助等を行っ
ているところであり、地場産業振興を目的と
していないため、経済産業省の支援制度と一
体化することは難しいが、今後両施策の連携
のあり方について、検討を行ってまいりた
い。

提案の趣旨を踏まえ検
討されたい。

3

文化庁は、文化財保護の観点からから
むし織に対して必要な援助等を行ってい
るため、地場産業振興の観点からの支
援を行うことは難しいところではあるが、
事業の執行上において適切な指導を行
いながら、可能な限り効率的な事業が実
施できるよう努めていく。

茨城県

鬼怒・小貝
花と水の交流
圏形成プロ
ジェクト

1274 1274130 082450

学芸員資格取得に
必要な博物館実習
の対象施設の範囲
拡大

　学芸員資格取得に必要な博
物館実習の対象施設につい
て，学芸員を配置した地域の
芸術活動における実習も対象
とする。

　学芸員を志す県内の美術系大学生に対し多
様な実習の機会を提供し，人材育成を図る。

　本地域では，東京藝術大学など芸術系
教育機関の立地を背景に，学芸員資格を
有する者を配置した芸術よる地域づくり
が進めていることを活かし，これらの活
動での学芸資格取得を目的とした博物館
実習の受入を行い，地域の芸術活動を支
える人材の育成を図る。

博物館法施行規則第１条におい
て、大学において習得するべき博
物館に関する科目の単位として、
「博物館実習」が挙げられてお
り、当該「博物館実習」の単位
は、登録博物館、博物館相当施設
（大学においてこれに準ずると認
めた施設を含む。）における実習
により習得するものとされている
ところ。

5 －

登録博物館、博物相当施設以外の施設であっ
ても、「大学においてこれに準ずると認めた
施設」については、博物館実習の単位の習得
として認められているところであり、ご提案
の実習対象について、大学側が相当施設に準
ずると認めた場合には可能。

神奈川
県

国際観光県
「かながわ」
推進構想

1285 1285040 082460
鎌倉の世界文化遺
産登録への支援

鎌倉市のユネスコ世界文化遺
産登録に向けた文化庁等の支
援

鎌倉が世界遺産に登録された後、鎌倉の文化
遺産の世界的な認知を高めるための情報発信
等を行い、海外からの観光客の誘致を図る。

鎌倉は中世日本の文化遺産が集積してお
り、世界的にも重要性が高いことから、
一層の認知を図る必要がある。

世界遺産条約

個々の世界遺産の登録に当たって
は、実態把握や諸調査、地権者と
の調整、史跡指定事務などについ
て関係する自治体の協力を得るこ
とが事実上不可欠であり、かつ、
登録による自治体側のメリットも
大きいことなどから、自治体側に
相応の負担をお願いしているとこ
ろ。

5
関係自治体の状況を踏まえて、引き続き専門
的な指導助言等を適時適切に行ってまいりた
い。

たけか
わ企画

中津川市地域
ネットワーク
民間開放プロ
ジェクト＜放
送･通信＞

3047 3047040 082470
著作権管理運営の
簡素化

地上波TV(アナログ／デジタ
ル)放送及び各種映像コンテン
ツの地域ネットワーク（デジ
タルIPネットワーク）での再
送信などの情報配信サービス
における著作権管理ルールを
部分的にでも簡素で明確な物
にし、簡単な届出により実現
し限定サービスから実現を図
る。

地域ネットワーク(地域イントラネット、ア
クセスネットワーク等)を活用し、放送と通
信を統合した映像／画像情報サービスを低価
格で実現するとともに、地域における映像コ
ンテンツ関連の新規事業創出を図る。著作権
管理として地域ネットワークのユーザ認証を
各加入者宅セットボックス（映像デコーダ）
で行うシステムとする。

現在、技術的にはブロードバンドによる
デジタル映像コンテンツ配信(放送、VOD
等)が実現できる状況にあるが、著作権の
処理が複雑であるために低価格化と高品
質化の進むデジタルコンテンツサービス
が享受できない。また、デジタルコンテ
ンツ事業の創出に障壁となっている。

著作権法
著作権等管理事業法

　著作権に係る契約は当事者の自
由意思に委ねられている 5 Ⅶ

　ネットワーク上でのコンテンツの利用は、
現行制度でも、権利者との「契約」によって
自由に行うことができ、その契約の内容は当
事者の自由意思に委ねられている。

あさぎ
り町

石倉を拠点と
した駅前商店
街の活性化

2161 2161020 082480
地域資源を利用し
たまちづくりに対
する財政支援

石倉を活用したまちづくり
は、商店街の活性化、文化遺
産の保存、観光振興など多様
な効果が期待されるため、所
管省庁の枠を越えた財政措置
の検討をお願いしたい。

免田駅前商店街の活性化策の一つとして、地
域にある石倉を資料館、ギャラリーホール、
店舗等に改造し利用することを検討してい
る。また、他の地区にある石倉をここに移設
することにより、石倉を活用したまちづくり
に展開することも検討中である。

石倉の移設等には多額の費用が必要であ
り、財政が厳しい中で事業を進めていく
ためには国の財政支援が必要である。

文化財保護法（第５６条の２
他）

「石倉」については、文化財保護
法第５６条の２による登録有形文
化財としての登録が考えられる。
登録有形文化財は文化財建造物に
おいてその価値にかんがみ保存及
び活用のための措置が特に必要と
されるものを文化財登録原簿に登
録しており、保存修理における設
計監理費の２分の１の補助を実施
している。

5

「石蔵」を文化財登録原簿に登録するには、
文化審議会への諮問、答申を受けた上で登録
することができる。登録有形文化財の支援措
置については、必要性及び緊急性等を勘案し
た上で対象物件となりえる
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08　文部科学省　再検討要請回答

15.提
案主
体名

19.地域再生
構想の名称

a.地域
再生構
想管理
番号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のた
めの支援措置に
係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援
措置に係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する法
令、告示、通達等の定め

38.制度等の現状

39.措
置等
の分
類

40.措
置等
の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室
から各府省庁への再
検討要請

45.「措
置等
の分
類の
見直し

46.措
置等
の内
容の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁か
らの回答

1051

石川デジタル
コンテンツ産
地形成推進構
想

1051 1051020 082490

若年者のためのワ
ンストップサービ
スセンターのモデ
ル地域の指定

デジタルコンテンツ産業を担
う若手人材をＯＪＴにより育
成する石川県独自のＥビジネ
ストライアル事業を核とし
て、若年者に対して、カウン
セリングから研修等まで一貫
したサービスを実施するため
に、「若者自立・挑戦プラ
ン」に基づく若年者のための
ワンストップサービスセン
ター（通称：Job-Café）整備
のためのモデル地域に指定

デジタルコンテンツを活用したＥビジネスを
推進できる人材（Ｅビジネスプロデュー
サー）を養成するため、県や企業から実際に
発注されるＥビジネス企画案件にＯＪＴ方式
で取り組む教育プログラム（石川県Ｅビジネ
ストライアル）に、カウンセリングから一貫
した教育を追加することにより、デジタルコ
ンテンツ産業を担う若手人材を育成する。

若年者のためのワンストップサービスセ
ンター（通称：Job-Café）整備のための
モデル地域に指定されることにより、企
業及び若年者の参画と本県独自の石川県
Ｅビジネストライアル事業の円滑な推進
を図ることで、地域ブランドの確立を目
指す。

6

若年者のためのワンストップサービスセン
ターの整備として、１０ヶ所程度のモデル地
域を選定して実施する事業については、経済
産業省が担当しており、地域の選定は同省に
より行われる。なお、同事業も含めた「若者
自立・挑戦プラン」全体の推進については、
経済産業省、厚生労働省及び内閣府との連携
により、積極的に行うこととしている。

石川県
石川ニッチ
トップ企業倍
増計画

1052 1052010 082500
次世代型企業認定
審査会（仮称）へ
の協力

既存企業の中で、キラリと光
る技術を有する企業の目利き
を行う「次世代型企業認定審
査会」（仮称）において、公
正・客観的な審査を行うため
には、当該審査会の委員を、
国及び関係機関の協力を得な
がら、県内に限らず、国及び
関係機関の研究者など全国か
ら専門家を選定することが必
要である。

既存企業の中で、キラリと光る技術を有する
企業の目利きを行う「次世代型企業認定審査
会」（仮称）において、公正・客観的な審査
を行い、認定された企業に対し、「選択と集
中」により一環・集中した支援を行い、中堅
企業への育成を行う。

既存企業の中で、キラリと光る技術を有
する企業の目利きを行う「次世代型企業
認定審査会」（仮称）において、公正・
客観的な審査を行うためには、全国から
専門家を委員に選定することが必要であ
る。

・国家公務員法第104条
・昭和58年3月4日文部省大臣
官房人事課長通知（文人審第
65号）

国家公務員法が地方公共団体の非
常勤の職員の職を兼ねることは、
国家公務員法第104条の許可を得
ることにより可能である。

5 －

制度等の現状にあるとおり、現行制度におい
ても、国立大学の教員等（石川県内の者に限
られない）が、ご提案の「次世代型企業認定
審査会」（仮称）の委員に就任することが可
能である。

石川県
石川ニッチ
トップ企業倍
増計画

1052 1052060 082510

若年者のためのワ
ンストップサービ
スセンターのモデ
ル地域の指定

キラリと光る技術を有する企
業に対し、人材不足のデスバ
レーを克服するための支援を
行うため、若年者に対して、
カウンセリングから研修等ま
で一貫したサービスを実施す
る、「若者自立・挑戦プラ
ン」に基づく若年者のための
ワンストップサービスセン
ター（通称：Job-Café）整備
のためのモデル地域に指定

キラリと光る技術を有する企業が求める工学
系・ＭＯＴ人材や若年技能者等を養成するた
め、本県に集積する高等教育機関の優秀な学
生等若年者に対し、カウンセリングから一貫
した教育を実施することにより、ニッチトッ
プ企業育成のための人材不足のデスバレーを
克服する。

キラリと光る技術を有する企業が、国内
外で競争力ある事業展開を行うために
は、それを可能にする人材を育成する基
盤を「いしかわ」に形成し、ニッチトッ
プ企業創出の土壌形成を図る必要があ
る。

6

若年者のためのワンストップサービスセン
ターの整備として、１０ヶ所程度のモデル地
域を選定して実施する事業については、経済
産業省が担当しており、地域の選定は同省に
より行われる。なお、同事業も含めた「若者
自立・挑戦プラン」全体の推進については、
経済産業省、厚生労働省及び内閣府との連携
により、積極的に行うこととしている。

掛川市

日本救済運動
という名の地
方都市経営構
想

1064 1064030 082520

３　勤労・分度・
推譲の現代日本が
必要としている徳
目、経済重視から
経済と道徳の両方
を重視する報徳思
想の周知支援

報徳思想の周知の取り組みに
対する支援を提案する。

日本救済運動として、日本の社会と風土に適
合した報徳思想の周知を行う。

２００２年に北京大学日本文化研究者と
ともに設立した二宮尊徳思想学会の強化
に対する支援をしていただきたい。

5

報徳思想の周知の取組に対する支援について
は、その取組の具体的な内容に照らして、協
力・支援できるものについて積極的に対応し
てまいりたい。
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08　文部科学省　再検討要請回答

15.提
案主
体名

19.地域再生
構想の名称

a.地域
再生構
想管理
番号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のた
めの支援措置に
係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援
措置に係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する法
令、告示、通達等の定め

38.制度等の現状

39.措
置等
の分
類

40.措
置等
の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室
から各府省庁への再
検討要請

45.「措
置等
の分
類の
見直し

46.措
置等
の内
容の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁か
らの回答

喜多方
市

合併・少子高
齢化時代の
「ひと」と
「こころ」の
ミーティング
スペース確保

1343 1343010 082530

老朽化・陳腐化に
よる喜多方市喜多
方プラザの設備改
修のための財政援
助。

喜多方プラザ文化センター
（運営・喜多方地方広域市町
村圏組合）に対する設備改修
経費（工事費・設計料)の補助
制度の創設

※平成12年度に文化庁が実施
した地域文化活動促進費補助
金（公立文化施設文化活動関
連設備整備事業※音響、照明
等の設備や備品が補助対象）
を復活させ、施設本体の改修
も補助対象とし、併せて補助
金額を拡大をする。

喜多方プラザ設備改修は　空調設備、舞台照
明設備、舞台機構、舞台音響設備、客席椅
子、内装、外装の更新など。また将来を見据
えた機構としてデジタル化、ネットワーク化
を各設備に取り入れ、省力化と多機能化を実
現する。それには既に敷設されている光ファ
イバ網を大いに利用する。この設備改修に
よって、利用者の高度な専門性や多様化する
ニーズに応える。運用システム対応の省力化
は、利用者と運営側の人と人のつながりの時
間を増加させ、文化活動、芸術活動をさらに
発展させる。

喜多方プラザの設備改修は現況下では改
修に関する補助制度が無く、その多額な
経費の財源確保が課題である。この支援
がなければ、当事業が進まないばかり
か、老朽化による危険箇所の増加による
利用者の不安をまねく恐れがあり、設備
不具合による催し物の中止等のリスクを
負うことになり、極端な場合は施設運用
の停止を考慮せざるを得ない事態がおこ
り得る。これによる文化活動の停滞、文
化都市としての喜多方市のイメージダウ
ンははかり知れないないものがある。

平成12年度に第１次補正予算にお
いて公立文化施設のリニューアル
（機能向上）のために「地域文化
活動促進費補助金」が認められ
た。（単年度限りであり、現在は
ない。）

8
本提案は補助金の創設等、新たな財政措置の
導入を求めるものであり、地域再生構想の提
案対象外であると考える。

喜多方
市

合併・少子高
齢化時代の
「ひと」と
「こころ」の
ミーティング
スペース確保

1343 1343020 082540

老朽化・陳腐化に
よる喜多方市喜多
方プラザの設備改
修のための財政援
助。

喜多方プラザ文化センター
（運営・喜多方地方広域市町
村圏組合）に対する設備改修
経費（工事費・設計料)の起債
制度の創設

喜多方プラザ設備改修は　空調設備、舞台照
明設備、舞台機構、舞台音響設備、客席椅
子、内装、外装の更新など。また将来を見据
えた機構としてデジタル化、ネットワーク化
を各設備に取り入れ、省力化と多機能化を実
現する。それには既に敷設されている光ファ
イバ網を大いに利用する。この設備改修に
よって、利用者の高度な専門性や多様化する
ニーズに応える。運用システム対応の省力化
は、利用者と運営側の人と人のつながりの時
間を増加させ、文化活動、芸術活動をさらに
発展させる。

喜多方プラザの設備改修は現況下では改
修に関する補助制度が無く、その多額な
経費の財源確保が課題である。この支援
がなければ、当事業が進まないばかり
か、老朽化による危険箇所の増加による
利用者の不安をまねく恐れがあり、設備
不具合による催し物の中止等のリスクを
負うことになり、極端な場合は施設運用
の停止を考慮せざるを得ない事態がおこ
り得る。これによる文化活動の停滞、文
化都市としての喜多方市のイメージダウ
ンははかり知れないないものがある。

6 地方債については所管していない。

喜多方
市

合併・少子高
齢化時代の
「ひと」と
「こころ」の
ミーティング
スペース確保

1343 1343030 082550

老朽化による喜多
方市厚生会館（喜
多方市中央公民館
分館）の内装外壁
の改装及び補強工
事を行う場合の経
費の財政援助

喜多方市厚生会館（喜多方市
中央公民館分館）の内装外壁
の改装及び補強工事を行う場
合の経費の補助制度の創設
※平成12年度に文化庁が実施
した地域文化活動促進費補助
金（公立文化施設文化活動関
連設備整備事業※音響、照明
等の設備や備品が補助対象）
を復活させ、補助対象となる
施設規模（固定席の数）の要
件を緩和し、施設施設の内
装・外装の改装工事及び補強
工事も補助対象とし、併せて
補助金額を拡大をする。

厚生会館（中央公民館分館）は高度な設備を
配しながらも、表面上は簡易に見える。専門
家の存在なしに誰でも気軽に使用できる設備
を導入し、住民の自主運営を目指す。

老朽化した喜多方市厚生会館の改装及び
補強工事を行い、安全で快適な施設環境
の維持を図るため。

特になし

特になし

リニューアル（機能向上）のため
に「地域文化活動促進費補助金」
が認められた。（単年度限りであ
り、現在はない。）

8

－

本提案は補助金の創設等、新たな財政措置の
導入を求めるものであり、地域再生構想の提
案対象外であると考える。
なお、社会教育施設に対する施設補助は平成
９年に廃止されたところ。

喜多方
市

合併・少子高
齢化時代の
「ひと」と
「こころ」の
ミーティング
スペース確保

1343 1343040 082560

老朽化による喜多
方市厚生会館（喜
多方市中央公民館
分館）の内装外壁
の改装及び補強工
事を行う場合の経
費の財政援助

喜多方市厚生会館（喜多方市
中央公民館分館）の内装外壁
の改装及び補強工事を行う場
合の経費の起債制度の創設

厚生会館（中央公民館分館）は高度な設備を
配しながらも、表面上は簡易に見える。専門
家の存在なしに誰でも気軽に使用できる設備
を導入し、住民の自主運営を目指す。

老朽化した喜多方市厚生会館の改装及び
補強工事を行い、安全で快適な施設環境
の維持を図るため。

特になし 特になし 6 －

起債制度については、文部科学省の所管外。

地方債については所管していない。
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08　文部科学省　再検討要請回答

15.提
案主
体名

19.地域再生
構想の名称

a.地域
再生構
想管理
番号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のた
めの支援措置に
係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援
措置に係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する法
令、告示、通達等の定め

38.制度等の現状

39.措
置等
の分
類

40.措
置等
の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室
から各府省庁への再
検討要請

45.「措
置等
の分
類の
見直し

46.措
置等
の内
容の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁か
らの回答

愛媛県
愛媛県公共施
設木材利用推
進構想

2149 2149020 082570
　国庫補助事業の
採択要件の緩和

　　　国庫補助事業の中で、
例えば、林野庁所管の「木造
公共施設整備事業」では、公
共施設を木造化するに当たっ
て、学校に関連した施設であ
ることとか、先駆性のある木
造施設であるとかの規制があ
ることから、地域の実情に合
わして、これら規制を緩和す
ることにより、木造化を推進
する。

　現在、全庁的に公共施設の木造化に取り組
んでいる「公共施設等木材利用推進連絡会
議」において、毎年、翌年度に建設予定であ
る県、市町村、学校・医療法人等の木造化が
促進され、多くの木材資源を有する農山村地
域における雇用の場が確保されるとともに、
林業・木材産業や地域経済の活性化が期待さ
れる。

　農山村における地域経済の活性化や木
質資源を活用した資源循環型社会の構築
に当たり、その普及のための公共施設の
木造化を推進するためには、その障害と
なっている制度等について、国、県、一
体となった取り組みが必要である。

特になし 特になし 6

提案中の補助事業は、農水省に係るもの。
なお、木を通じたまちおこしなど、教育・文
化・スポーツを通した地域づくりの観点か
ら、支援できるものについては積極的に対応
してまいりたい。

木材を活用した公立学校施設の整備に係る国
庫補助については、提案で指摘されているよ
うな事項について、特段の規制を設けていな
い。

財団法
人本庄
国際リ
サーチ
パーク
研究推
進機構
／
学校法
人早稲
田大学

エコユーザー
の育成と参加
を通じた <自
律･循環>の地
域づくり

3043 3043070 082580
市町村負担による
民間教職員の任用
に関する規制緩和

【生涯環境教育②】
●市町村負担による地元市
民・民間人材の教職員任用に
関する規制緩和
※体験型学習を重視した市民
参加型・実地一体型等の「生
きた環境教育」を実施する上
で、地域の環境問題の現場を
知る意欲ある民間人材を教職
員として積極的に委嘱・任用
するために、市町村の負担に
よる教職員任用条件の拡充を
特例により容認した特区制度
（市町村立学校職員給与負担
法の特例）の適用による支援
措置を提案したい。

◆多様な地元民間人材の能力を活用した市民参加型及
び実地一体型環境教育の充実
＊「小・中・高校・大学」一貫した独自の環境教育プ
ログラムにおいては、座学による基礎的知識の習得に
加えて、地域の環境問題に密着した体験型学習（環境
保全活動、農業体験、工場生産体験、環境行政業務の
体験など）が重要な内容となるが、これには、それぞ
れの現場に詳しく、高い環境意識と意欲・能力を備え
た様々な地元民間人材の積極的な参加・協力が不可欠
である。
＊このため、これらの人材を正規の学校教職員として
委嘱・任用することにより、一貫した環境教育プログ
ラムに基づく質の高い教育活動を継続して委ねること
が可能となる。
＊体験型学習を重視したカリキュラムによる市民参加
型の環境教育と、これを担う地元民間人材の有償での
教職員任用制度の実現は、地域で活動する多くの環境
スペシャリストを勇気付けるだけでなく、数多くの環
境市民（エコユーザー)の育成にも寄与することが期待
される。また、地域外で活躍する優れた環境教育家・
専門家を本庄地域に誘引するインセンティブにもな
り、環境教育プログラムのさらなる充実化にも寄与す
ることが期待される。

　現在各地で試行されつつある「市民参
加型」環境教育の状況をみると、そのほ
とんどが意欲ある民間人材の無償ボラン
ティアまたは単発的な謝金・講師料等に
よる協力に依存している。これでは継続
した教育実践の担い手としてのインセン
ティブに欠け長続きしないことと、一貫
したプログラムに基づくクオリティーの
高い環境教育を実現することが難しいこ
とから、正式な教職員としての委嘱・任
用が必要である。

市町村立学校職員給与負担法
第１条、第２条
構造改革特別区域法第１７条

市町村立学校職員給与負担法第１
条及び第２条により、市町村立学
校の教職員の給与費は都道府県の
負担としているが、構造改革特別
区域法第１７条で特例を設け、市
町村費で教職員を任用できるよう
にしている（市町村費負担教職員
任用事業）。

4

市町村費負担教職員任用事業として特区認定
されると、市町村費で常勤の教職員を任用す
ることが可能となる。この場合に、教員免許
を持たないが当該学校の教育に資する優れた
民間人等を教員として任用しようとするので
あれば、当該対象者に都道府県教育委員会が
特別免許状を授与するという手続きを経るこ
とで可能となる。
  なお、免許状を持たない民間人等を特別非
常勤講師として任用することは、現行制度で
可能。

東広島
市

合併に伴う都
市機能の再編
成

2039 2039060 082590
国の各地方機関の
行政管轄区域の統
一

市内における国の各地方機関
の行政管轄区域の統一する方
針の決定と統一までの期限の
設定。

合併に伴う新市域内で行政管轄区域を統一す
ることの政府の方針決定を求めるとともに、
これが迅速に行われるために期限の設定を行
う。

合併後の新市の一体性の強化や住民の利
便性の向上を図るため、これらの管轄区
域を同一にすることが必要である。

文部科学省は地方機関を持ってい
ないため対応不可。

8

文部科学省は地方機関を持っていないため対
応不可。

72／75



08　文部科学省　再検討要請回答

15.提
案主
体名

19.地域再生
構想の名称

a.地域
再生構
想管理
番号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のた
めの支援措置に
係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援
措置に係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する法
令、告示、通達等の定め

38.制度等の現状

39.措
置等
の分
類

40.措
置等
の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室
から各府省庁への再
検討要請

45.「措
置等
の分
類の
見直し

46.措
置等
の内
容の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁か
らの回答

個人

超強力生命活
性物質で作る
果実による人
材育成

3012 3012010 082600
超強力生命活性物
質とその成果の科
学的検証

当該地域の再生構想は生命活
動に係る事ですから、安全が
第一です。害の無いことが絶
対です。検証しつつ、慎重に
進めなくてはなりません。特
に食に対する不安が広がって
いる今日、安全の確認は不可
欠です。しかしながら、私達
は科学的検証機関を持ってい
ません。そこで政府に御願い
したいのです。当再生構想へ
の支援措置は信頼出来る検証
機関での科学的検証を御願い
致します。可能なら京都大学
を希望します。

超強力生命活性物質はありとあらゆる植物を
活性化し、植物を介して動物を元気にしま
す。数多くの実験の結果、ぶどうとトマトの
栽培がもっとも有効です。ぶどうを一反、ト
マトを一反予定しています。
　①ぶどう
　　植付　一坪に１０本　一反で３千本
　　収穫　一本に５房　　一反で１万５千房
　②トマト
　　植付　一坪に２０本　一反で６千本
　　収穫　一本に３０個　一反で１８万個

支援措置が得られるなら、販売が促進される
と考えています。

０２年１０月、ぶどうを岡山県生物化学
総合研究所へ持参した時、研究所の所長
と次長から≪県内にこのぶどうを普及さ
せてくれ≫と云われました。そこで、岡
山県農業改良普及センターに話を持込ん
だところ、≪マニュアルに無い≫と一蹴
されました。≪けんもほろろ≫とはあの
ことです。私は驚き、あきれました。≪
国から下りて来たこと以外はやらない≫
と云ってました。≪研究所に頼まれて来
た≫と云うと、≪研究所と一緒にやれ≫
と云うのです。そして≪人体実験をしろ
≫≪権威有る科学的裏付が有ればはなし
を聞く≫と云っていました。人体実験は
多くの方々に食べていただき、害はまっ
たく見られず、好評ばかりですから自信
を持っていますが、科学的検証の方はど
うにもなりません。高度な生命科学の知
識と最新の分析装置を持たなくては正し
い検証結果を得ることは出来ません。検
証結果が絶対安全でなければこの構想は
実現出来ません。私の希望している支援
が得られるなら、実現は高速化し、支援
が得られないなら、低速化若しくは停止
するでしょう。支援をお願いする所以で
す。尚、京都大学にこだわっているの
は、私に親切な助言を下さっている研究
所のＯ博士が京都大学のご出身だからで
す。

個人や団体の依頼による科学的検
証を引き受けるかどうかは各大学
の判断により可能。

5
個人や団体の依頼による科学的検証を引き受
けるかどうかは各大学の判断により可能。

水屋グ
ループ
と西東
京市役
所防災
課との
共同提
案（現
在進行
中）

日本の新しい
防災予防対策
整備の強化策
ならびに、地
域住人の防災
への意識改革
地元商工業の
活性化及び構
造改革。

3057 3057010 082610

各市の公共施設に
備える飲用水整備
を図る為自治体レ
ベルでの予算支援

各市における財源不足による
防災予算が取れない為、防災
整備の遅れが目立ちます。地
域住人の意識改革や酒販店の
意識改革及び構造改革の促進
のためにも必要最低限の支援
措置を考慮願います。日本に
おける地下水の汚染、緊急井
戸に指定されている場所でも
飲用不適が目立ち、緊急時の
安全な飲用水の確保がこの先
必ず不足していくことでしょ
う。対策整備には時間が相当
かかるので国よりなんらかの
対策を願います。

西東京市と西東京市小売酒販組合との協力協
定書を添付しておりますが、地域ありとあら
ゆる場所に最低1400箱のピュアウォーター18
㍑箱入りを備えるものとし、ランニングス
トックという一切無駄のない体制整備が実現
いたします。この事業の理念は、意識改革な
主な事業ですがペットボトル等のゴミ問題、
減量化。資源の再利用、再活用も念頭にお
き、地域住人のリサイクル活動の促進や飲用
水の重要性なども普及していくためです。

基本概念は、公共施設及び、地域住人各
家庭における飲用水の確保は事業者負
担、各家庭負担を薦めております。しか
し意識改革にはそれ相当の期間を有する
ためいち早く体制整備を図る為、住人の
目立つ場所だけでも備えていく必要性は
あると思います。

・公立学校施設整備費補助金
（学校体育諸施設補助）交付
要綱（昭和５３年５月１７日
文部大臣裁定）
・社会体育施設整備費補助金
交付要綱（昭和５９年５月２
４日文部大臣裁定）

　文部科学省では、学校や公共の
水泳プールに貯められた水を活用
し、災害時における飲料水及び生
活用水を確保するため、浄水機能
を有する水泳プールの整備に対し
補助を行っている。

5

５
　学校や公共の浄水機能を有する水泳プール
の建設に要する経費を国庫補助の対象として
いる。

ニセコ
町

公共施設住民
組織による運
営及び財産の
委譲

1378 1378010 082620
公共施設財産の住
民組織への委譲及
び運営

・公共施設財産の住民組織へ
の財産及び管理運営権限の委
譲の円滑化
・地方公共団体事務の住民組
織への事務委譲の円滑化

○公共施設財産の住民組織への委譲及び運営
の際の地方自治法第244条及び244条の2、補
助金等に関する予算の執行の適正化に関する
法律第22条の適用除外。
○地方公共団体事務の住民組織への事務委譲
・蓄犬、野犬掃討、動物愛護事務
・一般廃棄物の収集及び処理事務
・道路の維持管理、除排雪に関する事務事業
・保育所、幼稚園、学童保育に関する事務事
業
・産業政策の立案、事業実施に関する事務
・公営住宅の管理運営に関する事務
・上下水道の維持管理、運営に関する事務

補助金等により設置した公共施設財産を
住民組織へ委譲し、より柔軟かつ効率的
な運営を図りたいが、このような財産委
譲をする場合、補助金返還等を行なわな
ければならず、現実には、財政的負担が
厳しいため、円滑に進まない状況にあ
る。　　また、公共団体事務の一部に、
住民組織へ移譲した方がより、効率的な
運用が図られるものがあるが、個々の法
律の制限があるため、事務委譲できない
状況にある。これら事務の委譲を一括し
て行うことにより、更なる住民自治が図
られ地域再生につながるものと期待され
る。

「公立社会教育施設整備費補
助金に係る財産処分の承認等
について」（平成１０年３月
３１日付文部省生涯学習局長
裁定）

公立社会教育施設整備費補助金を
受けて建築した施設の財産処分に
当たっては、「公立社会教育施設
整備費補助金に係る財産処分の承
認等について」（平成１０年３月
３１日付文部省生涯学習局長裁
定）により扱っているところ。

3 －

　そもそも一定の行政目的を達成するために
建設された公共施設を、特定の者に対して譲
渡等を行うことは、行政上の取り扱いの公平
性を損なう虞があるため、想定外である。
　なお、「公立社会教育施設整備費補助金」
を受けて建築された施設の目的外使用等につ
いては、社会教育活動が引続き担保されるの
であれば、柔軟に対応しているところであ
り、補助金の返還を必ずしも要するものでは
ない。

㈱東京
リーガ
ルマイ
ンド

「民間事業
者」の範囲

3078 3078010 082630
民間委託先を株式
会社等の事業法人
に限定

行政サービスの民間委託先を
株式会社等の普通法人に限定

行政サービスの委託先を普通法人に限定し、
民間事業者による入札・プロポーザルによる
コンペティションを通じて、リーズナブルな
行政サービスを実施する。

民間活力による地域経済の活性化を実現
させるため

【公立学校の管理運営の民間
委託】
学校教育法第５条

【公立学校の管理運営の民間委
託】
学校の設置者がその設置する学校
を管理・運営する。

７

行政サービスの委託先の選択については、地
域の実情に応じ、NPO法人をはじめとした
様々な主体の中から地方公共団体が判断する
もの。なお、公立学校の民間への管理運営委
託の在り方については、「骨太の方針2003」
や「構造改革特区の第３次提案に対する政府
の対応方針」等 を踏まえ、現在、中央教育
審議会において検討中である。
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08　文部科学省　再検討要請回答

15.提
案主
体名

19.地域再生
構想の名称

a.地域
再生構
想管理
番号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のた
めの支援措置に
係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援
措置に係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する法
令、告示、通達等の定め

38.制度等の現状

39.措
置等
の分
類

40.措
置等
の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室
から各府省庁への再
検討要請

45.「措
置等
の分
類の
見直し

46.措
置等
の内
容の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁か
らの回答

㈱東京
リーガ
ルマイ
ンド

PFI法の改正
（ハード・ソ
フト両面にわ
たる民間委託
の促進）

3080 3080010 082640 PFI法の改正

・PFI法第１条及び第２条の改
正
（PFI法に定める、「特定事
業」の対象の拡大）

①既存の公立図書館をPFI手法を用いて、民
間事業者が運営を行なう。質の高い公共サー
ビスの提供が可能になるとともに、雇用の創
出が期待できる。②既存の矯正施設（刑務
所）をPFI手法を用いて、民間事業者が運営
を行なう。効率的な刑務所運営と雇用の創出
が可能。

建物の建設を伴わない事業がPFIのとして
認められないと、図書館サービス事業な
どはPFI事業にならないことになる。（刑
務所運営についても同様である。）質の
高いサービスや効率的な運営を行なうた
めには、PFI法を改正する必要がある。

民間資金等の活用による公共
施設等の整備等の促進に関す
る法律

　民間資金等の活用による公共施
設等の整備等の促進に関する法律
に規定する「特定事業」とは「公
共施設等の整備等（公共施設等の
建設、維持管理若しくは運営又は
これらに関する企画をいい、国民
に対するサービスの提供を含む。
以下同じ。）に関する事業であっ
て、民間の資金、経営能力及び技
術的能力を活用することにより効
率的かつ効果的に実施されるも
の」とされている。

5
　「建設」を伴わない「運営」のみの事業に
ついても、「特定事業」の対象となってい
る。

富山県
キャリアアッ
プ教育推進構
想

1298 1298020 082650
　インターシップ
受入企業への助成
措置

　国のインターンシップ推進
等に関する事業費等の使途拡
大

　ジュニア・インターシップ推進事業費の受
入企業への助成金としての使途拡大

インターシップの実施においては、受入
企業の負担が大きく、実施規模の拡大に
は、受入企業への支援が必要。

5

文部科学省としては、専門高校等において企
業での実習と学校での教育を組み合わせた人
材育成システム（「日本版デュアルシステ
ム」）の効果的な導入の手法を図るためのモ
デル事業を平成１６年度より実施することと
しており、本モデル事業は、企業が生徒を受
け入れる際に、産業界の実態に応じて、地域
の判断により、企業に受入実習費等の費用を
支払えるような制度としているところであ

る。

珠洲に
ラスベ
ガスを
創る研
究会

観光立国に即
した対内直接
投資推進地域
（観光立国エ
クスペリメン
ト・グラン
ド・プロジェ
クト）

3044 3044010 082660

対内直接投資推進
事業と国際観光を
大きく結びつけ、
能登半島珠洲市に
おいて大きく展開
する。

観光立国の集中支援と対内直
接投資事業を抱き合わせし、
半島振興法の指定地域である
石川県珠洲市に指定地域を設
け、事業税の免除や減税、建
築基準法の緩和、用地取得の
為の財政支援措置や国有地と
しての代行取得、国際化に対
応するための教育施設の進出
に対しての優遇措置、外資企
業誘致に係る費用の支援拡
大、海外からの観光客に対し
てのビザの免除、観光に関す
る珠洲市の権限を政令指定都
市並みの権限委譲、観光に関
して必要と認めた沿岸付近に
対しての規制の大幅な緩和を
求めるものである。

対内直接投資推進事業と国際観光を大きく結
びつけ、能登半島珠洲市において大きく展開
する。

日本国としてみた観光に係るお金の動き
は、イン１に対しアウト４となってお
り、完全なる出超状態となっておりま
す。先進諸国ではインが大きく、この現
状を是正する必要性が今後さらに重要視
されるでしょう。
現在の製造中心の産業構造では発展途上
国には大枠としては太刀打ちできない状
況が訪れると思われます。その為、他先
進諸国のように、付加価値のあるサービ
ス産業、即ち国際観光にシフトすべく、
政府は観光立国関係閣僚会議などを設け
ています。今後は大きな重点国策として
更に脚光を浴びる事と考えています。
能登半島の珠洲市蛸島町の鉢ヶ崎リゾー
ト周辺には、海あり山ありの広大な敷地
（最大１００万坪まで可能）は日本でま
れな敷地であると考えます。

日本育英会法（昭和59年法律
第64号）第1条
日本育英会は、優れた学生及
び生徒であつて経済的理由に
より修学に困難があるものに
対し、学資の貸与等を行うこ
とにより、国家及び社会に有
為な人材の育成に資するとと
もに、教育の機会均等に寄与
することを目的とする。

日本育英会の奨学金は、「優れた
学生・生徒であって経済的理由に
より修学が困難な者に奨学金の貸
与を行うことにより、優れた人材
の育成と教育の機会均等に寄与す
ること」を目的としており、従来
より、奨学生の選考に当たって
は、主に学業成績及び家計収入の
状況により平等に取扱っている。
近年では、事業全体でみれば、基
準を満たす希望者ほぼ全員を採用
している。

3 －

日本育英会の奨学金事業は、憲法や教育基本
法等に基づき「教育の機会均等」を確保する
ための重要な教育施策であり、学校教育法１
条に定めた学校の学生であれば、現行制度の
中で対象となっている。　　　　　　　　し
かしながら、国の奨学金事業という一般施策
の中で、国際化と観光を目的とした教育施設
に対して優遇する等の特別な措置を講じるこ
とは、公平性の観点から困難である。
なお、関係所管省庁において、特定の目的の
ための奨学金制度を設けること、各地方自治
体が地域の特殊性を踏まえた奨学金制度を設
けること、各大学において独自の奨学金制度
を設けることは自由であり、何ら制限はな
い。

飯山市

地域の宝を活
かす賑わい創
出・旅産業お
こし

1311 1311040 082670
・地域イベントに
係る経費への支援

・地方のもつ伝統・文化・自
然を活用し、新たなるイベン
ト等の開催に対し、３年程度
（軌道にのせるまで）の支援
を行い、地域市民と都市との
交流人口拡大が図れるように
お願いしたい。

・伝統工芸品（内山紙など）を活用し、イベ
ントの装飾として用い、市内全域を飾り付け
る（例：イベントや盆、彼岸などに一斉に灯
籠を点灯、千曲川一面に灯籠流し）
・自然（雪や菜の花、棚田）を活かしたイベ
ントを興し、都市との交流人口を増やし、滞
在型観光に結びつける。

・地域の宝をいかしたイベントの企画：
開催により、都市との交流人口拡大が図
られ、滞在型観光、更には定住へと結び
つけ、地域の活性化を図るため。

8
　　本施策は新たな財政措置の導入を求める
ものであり、地域再生構想の提案対象外であ
ると考える。
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08　文部科学省　再検討要請回答

15.提
案主
体名

19.地域再生
構想の名称

a.地域
再生構
想管理
番号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のた
めの支援措置に
係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援
措置に係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する法
令、告示、通達等の定め

38.制度等の現状

39.措
置等
の分
類

40.措
置等
の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室
から各府省庁への再
検討要請

45.「措
置等
の分
類の
見直し

46.措
置等
の内
容の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁か
らの回答

㈱東京
リーガ
ルマイ
ンド

デュアルシス
テムの促進
（短期的政
策）

3087 3087010 082680
デュアルシステム
の促進（短期的政
策）

一定の条件を満たす企業のイ
ンターンシップ受入れ義務の
法制化

１．インターンシップ前の学生に対する“社
会人としてのマナー研修”
２．受入れ企業のインターンシッププログラ
ムの作成補助
３．インターンシッププログラム実施中の一
部研修請負

インターンシップ受入れにおける募集に
係るコストや、受入れにおけるトラブル
を過剰に意識するため、受入れが進ま
ず、社会的に必要とされる受入量に達す
ることができない。これによって、若年
者雇用問題の解決という社会的な便益の
極めて高い問題解決に関わるビジネスも
また、利益の出せるものとすることがで
きない。

なし

学生・生徒が学校在学中に企業等
で実施するインターンシップに
は、①実際的な知識や技能の習
得、②学校での学習と職業との関
係の理解が深まること、③望まし
い職業観・勤労観の育成、④保護
者や教師以外の大人と接すること
によるコミュニケーション能力等
の向上など、きわめて高い教育効
果が期待される。なお、各学校段
階の平成１４年度におけるイン
ターンシップ実施率は、大学で４
６．３％、短大で２３．９％、高
専で９０．５％、高校で４７．
１％となっている。

6 －

提案されている企業に対するインターンシッ
プの受け入れ義務についての法制化は、文部
科学省の所管ではない。しかし、インターン
シップの持つ教育的効果は大きいので、経済
団体や各企業等に対し、インターンシップの
推進について、積極的な協力を要請して参り
たい。

京都府
京都の農村ま
るごと観光

2053 2053010 082690
各施設の特性を活
かした多様なサー
ビスの提供

補助事業等により整備した都
市農村交流施設や空き学校等
の目的外使用（リニューアル
や管理主体の変更等）を可能
にする。

今後、府内の関係機関に意見照会等を行い、
目的外使用等の意向の有無・内容等について
調査を行う。

府内の各施設においては、施設整備の補
助目的に該当しないサービスの提供を可
能にすることで、施設の持つ経済効果を
最大限に発揮できる可能性がある。
また、本施設利用の範囲を広げること
で、施設の管理やサービスの提供等に民
間が参入する可能性を高めることができ
る。

補助金等に係る予算の執行の
適正化に関する法律第22条、
同法施行令第14条第１項、平
成９年11月20日文教施第87号
「公立学校施設整備費補助金
等に係る財産処分の承認等に
ついて（通知）」

国庫補助を受けて整備した学校施
設を補助目的に反して財産処分す
る際には、原則として補助金相当
額の国庫納付が必要となるが、施
設の有効活用が図られるよう、国
庫納付金を不要とする取扱いも可
能である。

当初の検討要請に対
し、担当省庁全てが分
類「６」と回答したた
め、当室にて検討した
ところ、貴省が担当省
庁と考えられる。つい
ては、提案内容が実現
できないか、検討し回
答されたい。

5

一般的に、補助事業完了後10年を経過
した学校施設を、公共用施設として無償
で財産処分する場合には、国庫納付金
を不要とする取扱いをしており、この提
案の趣旨の実現に当たっては、国庫納
付金の返還を要することなく廃校施設等
の財産処分が可能である。

三重県
みえメディカ
ルバレー構想
の推進

2057 2057020 082700
国立大学等での物
品購入等の規定の
緩和

　国立大学等におけて物品等
を購入する場合の一般競争入
札等制度の例外規定を拡大す
る。

製品開発の促進
　物品等購入時の一般競争入札等の制度の例
外規定の枠を拡大することにより、製品開発
が促進される。

　国立大学等において物品等を購入する
場合、公平を期するため一般競争入札等
を実施することが原則となっており、そ
の大学の特許を利用した製品等であって
も、優先的に随意契約で購入することが
できない。

会計法第２９条の３第３項～
第５項

国の契約については、納税者の機
会均等、公正な処理及び最も有利
な条件を満たす一般競争方式を原
則方式としているところである
が、契約の性質又は目的が競争を
許さない場合、緊急の必要により
競争に付することができない場合
及び競争に付することが不利と認
められる場合等、一定の要件を満
たす場合は、指名競争又は随意契
約の方式によるものとする又はよ
ることができることとされてい
る。

当初の検討要請に対
し、担当省庁全てが
分類「６」と回答したた
め、当室にて検討し
たところ、貴省が担当
省庁と考えられる。つ
いては、提案内容が
実現できないか、検
討し回答されたい。

5

現行においても、特許に係る物品等で、
その特許の技術によらなければ製造す
ることができないものについては、契約
の性質又は目的が競争を許さないもの
として、会計法第２９条の３第４項により
随意契約を行うことは可能である。
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